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北海道大学 

 

 

 

（１）現況 

① 大学名：国立大学法人北海道大学 

 

② 所在地：北海道札幌市北区，北海道函館市 

 

③ 役員の状況 

学長名：佐伯 浩（平成19年５月１日～平成23年３月31日） 

理事数：７名 

監事数：２名 

 

④ 学部等の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※は，全国共同利用の機能を有する附置研究所を示す。 

 

⑤ 学生数及び教職員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）大学の基本的な目標等 

（中期目標の前文） 

北海道大学は大学院を中心とする研究主導型の基幹総合大学であり，その起源

は明治９年（1876 年）に誕生した日本で最初の近代的高等教育機関である札幌農

学校に遡る。 

実学を尊ぶリベラルな学園として出発した本学は，その後，東北帝国大学農科

大学，北海道帝国大学を経て，昭和22年（1947年）の学制改革により北海道大学

となったが，今般，平成16年（2004年）４月より，国立大学法人北海道大学とし

て，新世紀における知の創成，伝承，実証の拠点たる大学の存在意義を厳しく自

学 

部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

理学部 

医学部 

歯学部 

薬学部 

工学部 

農学部 

獣医学部 

水産学部 

研

究

科

等 

文学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

医学研究科 

歯学研究科 

工学研究科 

獣医学研究科 

情報科学研究科 

水産科学院・水産科学研究院 

環境科学院・地球環境科学研究院 

研

究

科

等 

公共政策学教育部・公共政策学連携研究部 

理学院・理学研究院 

薬学研究院 

農学院・農学研究院 

生命科学院・先端生命科学研究院 

教育学院・教育学研究院 

国際広報メディア・観光学院，メディア・コミュニケーション研究院 

保健科学院・保健科学研究院 

附

置

研

究

所 

低温科学研究所 ※ 

電子科学研究所 

遺伝子病制御研究所 

学生数      18,262名（うち留学生数 864名）

・学部     11,833名（うち留学生数 176名）

・大学院     6,389名（うち留学生数 652名）

・研究所等      40名（うち留学生数   36名）

教員数       2,238名 

職員数       2,069名 

○ 大学の概要 
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北海道大学 

覚し，その在り方を不断の自己評価により見つめ，さらに自己改革を進める体制

を整備するに至った。 

北海道大学は，その長きにわたる歴史のなかで，「フロンティア精神」，「国

際性の涵養」，「全人教育」そして「実学の重視」という四つの基本理念を一貫

して掲げ，学問の自主，自由を培ってきた。すなわち，それぞれの時代の課題を

受け止め新しい道を拓くこと，多様な世界に精神を開くこと，豊かな人間性と高

い知性を兼ね備え，広い視野と高い識見を求めること，そして，常に社会と学術

双方に向けられた旺盛な実証的探求心の重視である。 

北海道大学はこれらの基本理念の今日的具体化を志向し，教育研究を通じて，

人類の福祉，科学，文化及び産業の発展に寄与することを社会的使命とする。 

この使命を達成するため，北海道大学は，教育においては専門教育とリベラル

アーツの有機的調和に立脚しつつ，高度の専門性と高い倫理観を有し，様々な分

野において活躍する指導的中核的人材を育成し，それにより日本及び世界の発展

に貢献することを目指す。研究においては，自然，人間，社会に関する真理を探

究し，知の創成，新たな価値の創造に務めるため，常にその活動を前進させる責

務を負う。そして，社会貢献においては，開かれた大学として産業界，地域社会，

国際社会との連携により，常に教育研究の成果を広く還元することに努めなけれ

ばならない。 

 

（３）大学の機構図 

次頁参照 
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北海道大学 

保健科学研究院(平20・4)

外国語教育センター(平19・4)
アイヌ・先住民研究センター(平19・4)
社会科学実験研究センター(平19・4)

大学文書館(平17・5）
人獣共通感染症リサーチセンター(平17・4）

脳科学研究教育センター(平15・9）

薬用植物園(昭51・5)

観光学高等研究センター(平18・4）

創成科学共同研究機構(平17・4）

子ども発達臨床研究センター(平18・4)

保健科学院(平20・4)
メディア・コミュニケーション研究院(平19・4)

大
　
学
　
院

教育学院(平19・4)
次世代ポストゲノム研究センター(平18・4)先端生命科学研究院(平18・4)

公共政策学連携研究部(平17・4) 公共政策学研究センター(平19・4)

理学研究院(平18・4)

薬学研究院(平18・4)
農学研究院(平18・4)

環境科学院(平17・4)

理学部(昭5・4)

地震火山研究観測センター(平10・4)　　

医学部(大8・2)
北海道大学病院(平15・10)

工学研究科(昭28・4)

文学部(昭25・4)
教育学部(昭24・5)

歯学部(昭42・6)

生命科学院(平18・4)

環境保全センター(平7・4）

留学生センター(平3・4）
高等教育機能開発総合センター(平7・4）
総合博物館(平11・4）

保健管理センター(昭47・5）

情報法政策学研究センター(平20・4)

北方生物圏フィールド科学センター(平13・4）
量子集積エレクトロニクス研究センター(平13・4）

エネルギー変換マテリアル研究センター(平16・4）

環境ナノ・バイオ工学研究センター(平20・4)

国

立

大

学

法

人

 
北

海

道

大

学

学
 

部
薬学部(昭40・4)

農学部(大8・2)
獣医学部(昭27・4)

電子科学研究所(平4・4)

学
内
共
同
教
育
研
究
施
設
等

アイソトープ総合センター(昭53・4）

教育学研究院(平19・4)

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー(平16・4）

歯学研究科(昭49・4)

施設部(施設企画課・施設整備課・施設保全課・施設管理課)

北分館(昭44・4)

経済学研究科(昭28・4)

附属図書館(明9・12)

文学研究科(昭28・4)
法学研究科(昭28・4)

動物実験施設(昭47・5)

高等法政教育研究センター(平12・4)

医学研究科(昭30・4)

監査室
総務部(総務課(秘書室)・広報課・人事課・職員課)
企画部（企画調整課・調査分析課・情報企画課・情報基盤課)
財務部(主計課(財務管理室)・経理課・調達課)

事務局(昭20・6)
学務部(学生支援課・教務課・入試課・キャリアセンター課)
学術国際部(研究協力課・国際企画課(留学生交流室))

法学部(昭28・8)

工学部(大13・9)

経済学部(昭28・8)

獣医学研究科(昭28・4)

農学院(平18・4)

公共政策学教育部(平17・4)
水産科学研究院(平17・4)
地球環境科学研究院(平17・4)

国際広報メディア・観光学院(平19・4)

動物病院(平19・4)
情報科学研究科(平16・4)
水産科学院(平17・4)

理学院(平18・4)

附置研
究所

全国共
同利用
施設

触媒化学研究センター(平元・5)
スラブ研究センター(平2・6)
情報基盤センター(平15・4)

遺伝子病制御研究所(平12・4)

低温科学研究所(昭16・11)

動物実験施設(平20・7)

数学連携研究センター(平20・4)
サステイナビリティ学教育研究センター(平20・4)

附属ゲノムダイナミクス研究センター(平20・11)

練習船おしょろ丸(明42・2)　

機器分析センター(昭54・4）

ナノテクノロジー研究センター(平14・4)
環オホーツク観測研究センター(平16・4)

感染癌研究センター(平20・7)

練習船うしお丸(平14・4)　　 
水産学部(昭25・4)

設置
設置

設置

設置

設置

設置

設置

設置

脳科学研究教育センター(平15・9）

アドミッションセンター(平17・4）
大学文書館(平17・5）

留学生センター(平3・4）
高等教育機能開発総合センター(平7・4）
総合博物館(平11・4）

教育学研究院(平19・4) 子ども発達臨床研究センター(平18・4)

練習船おしょろ丸(明42・2)　

機器分析センター(昭54・4）

ナノテクノロジー研究センター(平14・4)
環オホーツク観測研究センター(平16・4)

ウイルスベクター開発センター(平12・4)

薬用植物園(昭51・5)

附置研
究所

全国共
同利用
施設

触媒化学研究センター(平元・5)
スラブ研究センター(平2・6)
情報基盤センター(平15・4)

遺伝子病制御研究所(平12・4)

低温科学研究所(昭16・11)

疾患モデル動物実験施設(平12・4)

学術国際部(研究協力課・国際企画課(留学生交流室))

法学部(昭28・8)

工学部(大13・9)

経済学部(昭28・8)

獣医学研究科(昭28・4) 動物病院(平19・4)
情報科学研究科(平16・4)
水産科学院(平17・4)

理学院(平18・4)
農学院(平18・4)

監査室
総務部(総務課(秘書室)・広報課・人事課・職員課)
企画部（企画調整課(経営分析室)・情報企画課・情報基盤課)
財務部(主計課(財務管理室)・経理課・調達課)

事務局(昭20・6)
学務部(学生支援課・教務課(全学教育事務室)・入試課・キャリアセンター課)

歯学研究科(昭49・4)

施設部(施設企画課・施設整備課・施設保全課・施設管理課)

北分館(昭44・4)

経済学研究科(昭28・4)

附属図書館(明9・12)

文学研究科(昭28・4)
法学研究科(昭28・4)

動物実験施設(昭47・5)

高等法政教育研究センター(平12・4)

医学研究科(昭30・4)

国

立

大

学

法

人

 
北

海

道

大

学

学
 

部
薬学部(昭40・4)

農学部(大8・2)
獣医学部(昭27・4)

電子科学研究所(平4・4)

学
内
共
同
教
育
研
究
施
設
等

アイソトープ総合センター(昭53・4）

練習船うしお丸(平14・4)　　 
水産学部(昭25・4)

保健管理センター(昭47・5）

観光学高等研究センター(平18・4）

北方生物圏フィールド科学センター(平13・4）
量子集積エレクトロニクス研究センター(平13・4）

社会科学実験研究センター(平19・4)

ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー(平16・4）
エネルギー変換マテリアル研究センター(平16・4）

外国語教育センター(平19・4)
アイヌ・先住民研究センター(平19・4)

人獣共通感染症リサーチセンター(平17・4）

理学部(昭5・4)

地震火山研究観測センター(平10・4)　　

医学部(大8・2)
北海道大学病院(平15・10)

工学研究科(昭28・4)

文学部(昭25・4)
教育学部(昭24・5)

歯学部(昭42・6)

メディア・コミュニケーション研究院(平19・4)

次世代ポストゲノム研究センター(平18・4)先端生命科学研究院(平18・4)

公共政策学連携研究部(平17・4) 公共政策学研究センター(平19・4)

生命科学院(平18・4)
理学研究院(平18・4)
薬学研究院(平18・4)
農学研究院(平18・4)

知的財産本部(平15・10）

大
　
学
　
院

教育学院(平19・4)
国際広報メディア・観光学院(平19・4)

環境科学院(平17・4)
公共政策学教育部(平17・4)
水産科学研究院(平17・4)
地球環境科学研究院(平17・4)

創成科学共同研究機構(平17・4）

環境保全センター(平7・4）

平19.10廃止（運営組織『知財・産学連携本部』へ機能統合）

平20.4運営組織に移行

平20.7廃止（感染癌研究センター設置）

 

【平成２０年度】 【平成１９年度】 

 - 3 -



北海道大学 北海道大学 

 - 4 -

 

 - 4 -



北海道大学 

 

 - 5 -

 

 

本学では自律的なトップマネジメントを補佐する制度として，理事（副学長）を室
長とする総長室（企画・経営室，教育改革室，研究戦略室，国際交流室，施設・環境
計画室）並びに評価室，広報室及び基金室を設置し，役員補佐として全15名の教員を
配置している。大学運営に関わる重要な情報は総長と理事の下に集約され，その指示
によって各総長室等は担当の事項について企画・立案を行い，それを基に総長と役員
会の意志決定が行われている。また，意志決定に当たっては，部局長等連絡会議など
での意見交換が活発に行われており，大学運営業務における透明性も確保されている。 
戦略的な資源配分としては，引き続き重点配分経費（平成20年度は総額で約17億

円）を，厚生補導の充実のための施設改修事業等に配分したほか，各総長室が企画・
立案した事項に配分した。また，全学運用教員（実績数：教授ポスト22，准教授ポス
ト32，講師ポスト１，助教ポスト21，ポストの格上等の措置９）については，総長の
リーダーシップにより，新規学問領域創成に対する支援，新規組織等に対する支援，
外国語教育への支援などに重点的に配分した。 
こうした組織体制やトップマネジメントの下，平成20年度においても全ての年度計

画を着実に実施しており，本中期目標期間において設定した全ての目標を達成できる
見通しである。とりわけＧ８北海道洞爺湖サミットに合わせて企画・立案した「サス
テナビリティ・ウィーク2008」及び「Ｇ８大学サミット」は, 本学が総力を結集して
取り組んだ事業であり, 特筆すべき成果を挙げた。以下，平成20年度における取組を
中心に項目に分けて説明する。 
 
１．サステナビリティ・ウィーク2008の開催 

平成 20 年７月に開催されたＧ８北海道洞爺湖サミットが本学を世界にアピール
できる絶好の機会になると考え，平成 20 年６月から７月にかけて開催したサステ
ナビリティ・ウィーク（以下ＳＷ）2008 において，50 以上の関連シンポジウムや
市民向け講座を断続的に開催し，本学の研究の成果を公開する事業を展開した。 
ＳＷ2008 では様々な広報ツールにより活発な広報活動を行った。平成 19 年 12

月からウェブサイト（日本語・英語）を開設し，随時，最新情報を発信した結果，
およそ28,000件のウェブサイト訪問があった。さらに平成21年度開催のＳＷ2009
のウェブサイトを開設し，引き続き情報を発信している。 

 
２．Ｇ８大学サミットの開催 

Ｇ８北海道洞爺湖サミットに合わせ，本学が運営の主体となり，史上初の試みと
してＧ８大学サミット（平成20年６月29日～７月１日）を札幌市において開催し
た。「グローバル・サステイナビリティと大学の役割」をテーマとする本サミット
には世界14カ国・主要35大学の学長等約140名が参加した。 
Ｇ８大学サミットにおいては，マスコミの関心も高く，多くの報道がなされたほ

か，本学が運営の主体となってＧ８大学サミットのウェブサイト（日本語・英語）

を開設し，世界に向けた情報発信を行った。 ○ 全体的な状況 
 
３．大学共同処理業務の推進 

これまで北海道内の基幹総合大学として本学に採用事務室を置いて「北海道地区
国立大学法人等職員統一採用試験」を実施し，事務職員の資質向上を図るために各
種階層別研修や専門別研修を行ってきた。平成 20 年度からは新たに，人事事務処
理に必要な基礎知識を付与することを目的とした「北海道地区国立大学法人人事事
務研修」を大学共通業務として企画・実施した。 
また，各国立大学法人の業務負担の軽減及びスケールメリットの活用のため，平

成 21 年度から，北海道内７国立大学法人の資金運用を本学が基幹大学として共同
で行うこととし，そのための協定を締結した。さらに，平成 21 年度から教員免許
更新制が導入されることに伴い，北海道内６国立大学法人において，講習受講者の
利便性の向上及び事務の合理化を目的として，関連事務を一元的に処理する教員免
許状更新講習実施事務センターを平成 21 年度から立ち上げることとし，そのため
の協定を締結した。 
 

４．教育研究組織の見直し 
急速に進む医療の高度化や専門化に対応できる幅広い知識と高度な医療技術の

修得を可能にし，保健科学と看護学のそれぞれの分野における実践的指導者等の育
成を目的とする「保健科学院・保健科学研究院」を平成20年４月に設置した。 
また，平成20年７月に遺伝子病制御研究所の附属施設の改組，平成20年10月

に低温科学研究所の部門の再編，平成20年11月に理学研究院附属ゲノムダイナミ
クス研究センターの新設を行った。 

加えて，理学院と工学研究科の化学系分野を融合させた新大学院構想の検討を行
い，平成 21 年１月に総長の下に「理工系大学院再編協議会」を設置し，理工系大
学院再編に関する重要事項を協議した。 

 
５．女性研究者支援の推進 

女性研究者支援では，女性研究者支援室の企画・立案機能の強化，科学技術振興
調整費「女性研究者支援モデルプラン」の実施，文部科学省「女子中高生理系進路
選択支援事業」の実施，病児保育支援（総長室重点配分経費）の実施，女性教員の
積極採用のための「ポジティブ・アクション北大方式」の実施及び適用部局の拡大，
男女共同参画に関するシンポジウムの開催などを行った。 

 
６．創成研究機構の設置 

部局横断的な研究拠点である「創成科学共同研究機構」の在り方を見直し，学内
の研究所や研究センター等を構成組織とする「創成研究機構」を平成 21 年度に設
置することとした。同機構には評価委員会を置き，大学運営の視点から各研究組織
の研究活動や運営状況の評価を行い，その評価結果を踏まえて必要な組織見直しを
行う仕組みを導入する。 
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７．第二期中期目標・中期計画策定に向けた取組 
第二期中期目標・中期計画の策定作業のため，平成 19 年度に総長を本部長とす

る「中期目標・計画策定本部」を設置し検討を進めている。平成 20 年度には作成
に先立ち「第二期中期目標・中期計画策定大綱」及び「第二期中期目標・中期計画
に係る基本方針」を策定し，学内に公表した。その後，これらを踏まえ，第二期中
期目標・中期計画本文の作成を開始した。 

 
８．資産の効果的・効率的運用 

法人化以降における資金繰り等の財務資源に関する蓄積データの一層の活用に
より，資金計画の精度を上げるとともに運用回数の増加を図り，譲渡性預金等への
預入による効果的・効率的な運用を行って短期運用の財務収益を増収させた。 

 
９．人件費の抑制 

今期中期計画期間中，教員人件費を効率化係数に応じて抑制することとしている
が，それに対応できる柔軟な人件費管理の方法として，平成 18 年度から「ポイン
ト制教員人件費管理システム」を導入している。事務職員については，中期計画期
間中に130人の削減を実施することを平成16年度に，部局別の削減数は平成17 年
11 月に決定している。これらの対応策により，平成20年度の削減は前年度比1.9
％となった。 

 
10．全学的評価体制の充実 

中期目標期間評価に際しては，「作業調整部会」を中心とした全学的な実施・支
援体制を確立し，実績報告書の作成に取り組んだ。 
平成 21 年度に受審予定の大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価の

自己評価書作成にあたっては，中期目標期間評価における実施体制等の検証を踏ま
え，教育改革室並びに各部局等に「評価担当者」を定めるとともに「認証評価部会」
を設置した。これにより評価室，教育改革室並びに各部局等が連携して自己評価書
を作成する体制を確立し，作成に着手した。 

 
11．事務系職員を対象とした新たな人事評価システムの構築 

これまで職種毎に人事評価システムの試行を実施し，本格実施のための準備を重
ねてきたが，これらの結果を踏まえ，平成 20 年度には全職員に対する最終的な試
行を実施するとともに，平成 21 年度からの本格運用に向け，事務系職員を対象と
する新たな人事評価システムを構築した。 

 
12．画一的職種区分にとらわれない職種の設定 

教員，事務職員等従来の画一的職種区分にとらわれない職種や処遇等について検
討し，平成 21 年度から，新たに高度の専門性を有する業務に従事する職員を対象
とする専門職群を設けることとした。 

 

13．教員の業績評価システムの導入 
教員の業績評価については，中期計画に沿って平成 18 年度に「教員の業績評価

システムについての基本方針」をとりまとめ，これに基づき平成 19 年度には部局
等において具体的な基準等を策定している。平成 20 年度においても，これらの基
準等に基づく評価結果を勤勉手当の成績優秀者の選考及び昇給に係る勤務成績の
判定に反映させた。 
 

14. 大学情報データベースの充実・活用 
教員の「教育・研究・大学運営・社会貢献活動」を示すデータについて，引き続

き入力の推進に努めてホームページ上で公開したほか，部局等に係る集積データと
ともに，各部局等・各総長室等において中期目標期間評価，大学機関別認証評価等
に積極的に活用した。 

  また，部局等に係るデータ集積に当たっては，入力作業の重複を防ぐため学内の
既存システムと連携して効率化を図ったほか，大学評価・学位授与機構のデータ
ベースへのデータ提供に当たっても，改めて調査等を行うことなく，本データベー
スに集積したデータを電子ファイルで出力し登録した。 

 
15．朝日新聞社との基本合意に基づく提携プロジェクト 

本学と朝日新聞社・北海道テレビ放送は，それぞれの社会的責務を，より効果的
かつ公正に果たすことを目的に提携・協力を進めることで平成 17 年に基本合意を
締結している。この基本合意の下での提携・協力を「ポプラプロジェクト」と称し，
本学教員が講師となって全国の高等学校で地球環境問題について講義を行う「北海
道大学プロフェッサー・ビジット2008」を平成19年度に引き続き実施した。全国
から52校の応募があり，その中から26校に訪問講義を行った結果，4,679名が参
加し，大きな成果を挙げた。 
この企画により本学の最新の研究成果の情報を高校生に広く提供した。また，朝

日新聞社の全国版の新聞広告及び記事による実施報告がその都度掲載され，全国に
北海道大学の知名度を向上させることができた。 
 

16．環境に配慮した取組（構内入構車両の制限と循環バスの増便） 
ＣＯ２削減対策及び構内交通安全の推進を図るため，平成21年１月から，臨時入

構車両について有料化を実施し，構内入構車両を抑制するとともに，構内循環バス
の増便を行った。 
 

17．入学者選抜方法の改善 
入学後の勉学のミスマッチの防止，特色ある入試形態による他大学との差別化，

共通カリキュラムによる初年次教育の充実などを主な目的として，平成 23 年度入
学者からの「大くくり」の募集形態による入学者選抜の導入を決定した。国立大学
協会の提言に沿った平成 22 年度以降の国立大学の入学者選抜制度に基づき，その
実施方法について検討を行い，平成21年７月までに公表することとした。 
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18．教育研究拠点の形成（グローバルＣＯＥプログラム等） 

グローバルＣＯＥプログラムの組織的推進のために設置された「グローバルＣＯ
Ｅプログラム検討会」（総長及び全理事を含む総勢 33 名で構成）では，学内審査
において申請拠点を９拠点に絞込み申請を行った。その結果，３分野３拠点が採択
された。 
このうち，「人獣共通感染症国際共同教育研究拠点の創成」プログラムは，21

世紀ＣＯＥプログラムの後継として，人獣共通感染症の克服に向けた教育・研究を
さらに推進し，人獣共通感染症リサーチセンターを「人獣共通感染症の国際共同教
育研究拠点」（“International Collaboration Centers for Zoonosis Control”）
に発展させた。これにより，国内外の機関に感染症対策の科学基盤を提供し，さら
に，人獣共通感染症対策の専門家（Zoonosis Control Doctor）の育成，供給を進
めている。また，平成 20 年度には文部科学省の委託事業「振興・再興感染症研究
拠点形成プログラム」により，アフリカ・ザンビア共和国に人獣共通感染症リサー
チセンター・ザンビア拠点を設置した。 
本学ではこれまで 12 件の 21 世紀ＣＯＥプログラムが採択されているが，平成

20年度には平成15年度に採択された６拠点の事後評価が行われ，３拠点について
は「設定された目的は十分達成された」としてＡ評価を受け，残りの３拠点につい
ても「設定された目的は概ね達成された」としてＢ評価を受けている。 

 
19. 研究拠点の形成 

平成 18 年度文部科学省科学技術振興調整費「先端融合領域イノベーション創出
拠点の形成」において採択されたプログラム｢未来創薬・医療イノベーション形成｣
の実施期間は原則10年となっており，平成20年度は，本事業の３年目にあたるこ
とから，文部科学省による再審査を受けた。その結果，「これまでの進捗状況及び
今後の見通しから判断し，本プログラムの趣旨に合致した成果を実現することが十
分期待されるため，来年度から本格的実施に移行することが適当である」と判断さ
れ，今後７年間（中間評価あり）の継続課題として選定された（平成 18 年度採択
９課題中，継続は４課題）。 
平成 20 年度科学研究費補助金（特別推進研究）新規採択課題「原始太陽系の解

剖学」では，同位体顕微鏡を用いて，隕石のいわゆる「解体新書」を作成すること
を目標に研究を進めている。 
平成 20 年度科学研究費補助金「新学術領域研究（研究領域提案型）」新規採択

課題「ユーラシア地域大国の比較研究」では，ユーラシアの地域大国を総合的，学
際的に比較し，理解を深めるとともに，超大国とその他の国々の間に地域大国とい
う「中間項」を挿入することによって世界を理解するうえでの新たな視座を提供し，
現代世界の様々な問題について検討を進めている。 

 
20．教育改善・教育改革を目的とした教育プロジェクトの推進と展開 

全学又は各部局における教育改善・改革の取組を推進するため，教育改革室が支

援を行い，各種の教育改革支援事業への採択や各部局の教育改革の取組を促進し
た。 
これらの取組により，平成 20 年度においては，文部科学省公募各種教育改革支

援事業のうち，「質の高い大学院教育プログラム」，「大学院教育改革支援プログ
ラム」，「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」及び「戦略的大学連携支援事
業」にそれぞれ１件採択された。 
また，大学の社会貢献の一環として，本学の教育活動の内容や成果を広く社会や

教育関係者に情報提供し活用してもらうことを目的に，教育改革室の主導の下，文
部科学省公募各種教育改革支援事業に採択された本学の 10 の取組を取りまとめ
て，「魅力ある大学教育フォーラム・パネル展」を開催した。 

 
21．若手研究者の育成と人材育成本部の設置 

文部科学省「若手研究者の自立的研究環境整備促進」事業では，若手研究者の育
成を図るとともに，本学にテニュア・トラック制度を根付かせることを目標として
おり，平成 19，20 年度に若手研究者（特任助教）10 名を採用した。平成 20 年度
においては，外部資金13件，36,826千円（間接経費を含む）を獲得するとともに，
各国のテニュア・トラック制度に関する調査を行うなど，顕著な活動成果を挙げて
いる。 
若手人材育成シンポジウム「シンフォスター2009」では，文部科学省科学技術人

材キャリアパス多様化促進事業，女性研究者支援モデル育成事業など文部科学省か
らの若手研究者育成支援事業（14 件）並びに本学の独自経費による人材育成事業
や部局等における特徴的な取組（８件）を一堂に会して，相互に紹介・意見交換を
行った。 
これらを踏まえ，本学に人材育成事業を定着させ，組織的に発展させるとともに，

統合的な戦略に基づいた人材育成を推進するため，「人材育成本部」を平成 21 年
４月１日に設置することとした。なお，この人材育成本部では，博士後期課程にお
けるキャリア教育，博士後期課程修了後に本学において研究を続ける研究生や任期
を付して採用されているポスドク研究員及び本学卒業生に対するキャリアデザイ
ン並びに研究者を志向する女性の総合的支援を行う。 

 
22．キャリア支援の充実を図るための取組 

キャリアセンターにおいては，①北海道大学企業研究セミナーの拡大，②内定者
向けセミナーの開催，③内定者によるセミナーの開催，④国家公務員Ⅰ種試験対策
講座の充実，⑤博士課程就職セミナーの開催，⑥教員志望者ガイダンスの充実，⑦
留学生のための就職支援，⑧東京オフィスを活用した就職支援，⑨テレビ会議シス
テムを用いた講演会等の開催，等の特色ある取組を行った。 
また，就職情報企業の協力を得て，エントリーシートの添削や模擬面接などを内

容とする「相談会」を計 34 回開催したほか，キャリアセンター長経験者による相
談やキャリアセンタースタッフによる相談も随時行った結果，相談者数の合計は
1,146名と平成19年度の990名から約16％も増加した。 



北海道大学 

 - 8 -

 
23．連携協定の締結 

学術研究の進展，北海道の産業技術力の強化や新事業・新産業の創出に貢献する
ため，独立行政法人及び企業との連携協定の締結を推進した。 
新たな協定の締結先は, 独立行政法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）（平成

20年10月31日）及び日本電信電話株式会社及び東日本電信電話株式会社（平成20
年12月９日）の２件である。また、独立行政法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）（平
成20年10月16日）及び独立行政法人物質・材料研究機構（ＮＩＭＳ）（平成21
年1月30日）の２機関とは協定の見直しを行った。 

 
24. 産学連携本部の設置 

北海道地域における広域連携機能の充実と産学官連携活動の一層の強化・効率化
を図るため，平成21年４月１日付けで「知財・産学連携本部」を「産学連携本部」
に改組し，体制の充実を図るとともに，同本部において特定大学技術移転事業を行
うこととした。 

 
25．留学生専門教育教員の人件費ポイントの留学生センターへの集約 

留学生に対する修学上・生活上の支援を一層充実させるため，部局に分散してい
る留学生専門教育教員の人件費ポイントを留学生センターに集約した。また，留学
生へのワンストップ・サービス等を実現する国際サポートオフィス（仮称）の新設
と併せて，全学的な留学生支援体制を構築していくことを決定した（平成 21 年３
月）。 

 
26. 留学生支援 

留学生の増加により，受入指導教員及び受入部局の支援業務量が増加し，支援内
容も多様化している。こうした留学生の相談に乗り，また，翻訳や通訳業務を通じ
て恒常的な支援を行うため，留学生スタッフを配置して留学生に対する支援の充実
と各種の助言・情報提供サービスを行い，併せて部局の教員及び事務職員の負担軽
減を図ることを目的として，「留学生サポート・デスク」を設置した。 
また，留学生の生活実態や大学に対する期待・要望などを把握するとともに，留

学生の生活，講義・研究などの支援体制の充実を図るための基礎資料を得ることを
目的として, 本学在籍の全留学生と教員を対象に「留学生生活実態調査」を行った。
この調査はインターネット上で平成21年１月～２月に実施し，現在，結果について
分析中である。平成 21 年度早期に改善提案を盛り込んだ報告書を作成するととも
に, 調査項目を絞り込んで今後定期的に調査を行う予定である。 
  

27. 病院の整備・充実 
本学病院では平成17年度に設置した「病院執行会議」で教育・研究，診療及び運

用に関する重要事項を審議しており，その結果として，平成20年度は，麻酔科・Ｉ
ＣＵサポート体制の決定，インセンティブ経費の決定，診療科別医員配置員数の決

定，地域医療支援プロジェクトの策定，臨床研究制度改定への対応などを行った。 
また，病院経営の企画・執行機能をより一層強化するため，従来の経営企画室を

病院長直轄の企画マネジメント部に改組した。 
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①全学的な経営戦略の確立に関する具
体的方策 

【1】 
・ 法令の趣旨に則して経営協議会及
び教育研究評議会並びに役員会の運
営を行うとともに，そのプロセスに
おいて研究科等のボトムアップ機能
にも十分配慮することを基本とし
て，総長による戦略的かつ機動的な
トップマネジメントを推進する。 

①全学的な経営戦略の確立に関する具
体的方策 

【1】 
・ 法人化後の新しい運営組織の下
で，研究科等のボトムアップ機能に
も十分配慮しつつ，引き続き，総長
の下で，戦略的かつ，機動的なトッ
プマネジメントを推進する。 

Ⅲ ・  総長のリーダーシップの下で，各総長室において企画･立案を行い，部局長
等連絡会議による学内の調整を図るなどして，以下の取組を行った。 
① 全学運用教員制度による教員の戦略的配置 
② 教員の高年齢者雇用安定法に基づく対応策の決定 
③ 第二期中期目標・中期計画策定大綱及び基本方針の策定 
④ 創成研究機構の設置の決定 
⑤ 画一的職種区分にとらわれない職種の設定 
⑥ 「ポイント制教員人件費管理システム」の柔軟化の実施及び第二期中期
目標期間における継続運用の決定 

⑦ 平成21年度年度計画の策定 
⑧ 留学生専門教育教員の再配置案の策定 

 

【2】 
・ 学術研究の動向，学生や社会の多
様なニーズ，地域社会や国際社会へ
の貢献等を踏まえつつ，本学の教育
・研究のより一層の活性化と質の向
上を図るため，後記⑤の「全学的視
点からの戦略的な学内資源配分に関
する具体的方策」に掲げるところに
より，戦略的な経営資源の配分シス
テムを構築し，効果的に運用する。 

【2】 
・ 学術研究の動向，学生や社会の多
様なニーズ，地域社会や国際社会へ
の貢献等を踏まえつつ，本学の教育
・研究のより一層の活性化と質の向
上を図るため，後記⑤の「全学的視
点からの戦略的な学内資源配分に関
する具体的方策」に掲げるところに
より，戦略的に経営資源を配分する
システムを効果的に運用する。 

 

Ⅲ ・ 「全学運用教員制度」を活用し新規性，先端性等特色ある教育研究プロジェ
クトや，学術的・社会的要請に応える組織再編成に繋がるものなどについて，
優先的にポストを配分した。 

・ 「重点配分経費」については，運営費交付金の一定割合並びに間接経費の
50％及び寄附金の５％を全学に留保し，総長重点配分事業として，第一体育館
の改修事業等に配分したほか，各総長室が企画立案した事項に資金配分を行っ
た。 

・ 研究科等における博士（後期）課程充足率，博士号学位授与率及び外部資金
受入状況を評価基準とする「傾斜配分制度」を引き続き実施した。 

・ 学外の研究機関等からの採用者であって，かつ，研究業績の特に優れた教員
に対して，着任時に教育研究活動の停滞を招くことなく円滑な移行が進められ
るよう，全学的見地から支援する「スタートアップ特別支援事業」を引き続き

 

中 
期 
目 
標 

① 法令及び学内措置により設置する運営組織を効果的・機動的に運営するとともに，研究科等のボトムアップ機能に配慮することなどにより，戦略的かつ機動的なトップ
マネジメントを推進する。 

② 研究科長等が，研究科等の実情に応じ，機動的かつ戦略的な研究科等の運営を行える体制を整備する。 
③ 事務職員が教員と一体となって大学運営業務に従事する体制を確立するための基盤を整備する。 
④ 限られた学内資源を効果的に活用し，教育研究の活性化等を図るため，その一部を留保し，総長のリーダーシップの下に，戦略的に配分するシステムを確立する。 
⑤ 社会の知見を活かしつつ，戦略的かつ機動的な法人の経営を推進するため，学外の有識者・専門家を必要に応じて登用する。 
⑥ 財務規律や業務運営の合理性等の確保に資するため，効率的な内部監査機能の充実を図る。 
⑦ 社団法人国立大学協会の場等を通じて，国立大学間の自主的な連携・協力を促進する。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化 
 ① 運営体制の改善に関する目標 

項 目 別 の 状 況 
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実施した。 

②運営組織の効果的・機動的な運営に
関する具体的方策 

【3】 
・  総長及び理事の迅速な意思決定と
円滑な業務執行を確保するととも
に，経営協議会及び教育研究評議会
における効果的・機動的な審議に資
するため，平成１６年度から学内措
置により以下の運営組織等を設置す
る。 
ア）  総長又は理事のリーダーシッ

プの下に，全学的業務に関し，
企画立案を主たる任務とする
「総長室」と円滑な業務処理を
主たる任務とする「全学委員
会」を設置する。その際，法人
化前の各種学内委員会をその
まま引き継ぐことなく，その任
務・構成を見直すなどして真に
必要なものに精選するほか，審
議プロセスの効率化を図る。 

イ） 総長又は理事の業務遂行を機
動的に補助するため，役員補佐
制度を設ける。 

ウ） 総長又は理事と研究科等の長
とが十分な意思疎通等を行い，
全学的業務に係る効果的な企画
立案や全学的な運営方針の円滑
な具体化に寄与することを任務
とする連絡調整組織を設置す
る。 

②運営組織の効果的・機動的な運営に
関する具体的方策 

【3】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

③研究科長等を中心とした機動的・戦
略的な研究科等運営に関する具体的
方策 

【4】 
・ 研究科長等のリーダーシップの下
で，全学的な運営方針を踏まえつ
つ，自律的な教育研究活動の改善や
研究科等の運営を行えるようにする
ため，平成１６年度から研究科等の
規模等に応じ副研究科長等を置くこ
とができる制度を設けるとともに，

③研究科長等を中心とした機動的・戦
略的な研究科等運営に関する具体的
方策 

【4】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  
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研究科等の必要に応じてアドバイザ
リーボードを置くなどして，研究科
長等の補佐体制を整備する。 

【5】 
・ 研究科長等の迅速な意思決定や機
動的な業務執行に資するため，教授
会の審議事項を教育研究に関する重
要事項に精選するとともに，研究科
等の実情に応じて，代議員会や専門
委員会の活用を一層促進する。 

【5】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

④教員・事務職員等による一体的な運
営に関する具体的方策 

【6】 
・ 教員と事務職員とが協働して業務
を遂行する体制の確立を目指し，前
記②の「運営組織の効果的・機動的
な運営に関する具体的方策」に掲げ
る「全学委員会」や「総長室」の運
営に当たっては，構成メンバーとし
て適切な事務職員を参加させるほ
か，関連事務組織との密接な連携を
図る。 

④教員・事務職員等による一体的な運
営に関する具体的方策 

【6】 
・ 教員と事務職員とが協働して業務
を遂行する体制の確立を目指し，
「全学委員会」や「総長室」の運営
に当たっては，引き続き構成メン
バーとして適切な事務職員を参加さ
せるほか，関連事務組織との密接な
連携を図る。 

Ⅲ ・ 各総長室及び全学委員会においては，その運営に当たり１名から４名の事務
職員が室員若しくは委員として参加するとともに，各室を担当する事務組織と
各総長室の連携の下で業務を遂行した。また，具体的な事項に関する検討や提
案を行うワーキンググループ等でも，教員だけではなく，事務職員がその構成
員となり，両者が協働して検討を行った。 

 

【7】 
・ 事務職員が全学又は研究科等の運
営業務全般に係る企画立案等に積極
的に参画しうる基盤整備の一環とし
て，後記３の⑤の「事務職員等の採
用・養成・人事交流に関する具体的
方策」に掲げるところにより，事務
職員の資質向上を図る。 

【7】 
・ 事務職員が全学又は研究科等の運
営業務全般に係る企画立案等に積極
的に参加しうる基盤整備の一環とし
て，後記３の⑤の「事務職員等の採
用・養成・人事交流に関する具体的
方策」に掲げるところにより，事務
職員の資質向上を図る。 

Ⅲ ・ 事務職員の採用は，北海道地区国立大学法人等職員統一採用試験合格者から
の採用を原則とし，当該試験での採用により適切な人材を得がたい場合には，
選考により採用を行うことを可能とし，必要な資質を有する職員の確保に努め
た。事務職員の人事管理に関しては，各職員の意欲・適性・能力等を勘案しつ
つ，男女の均等な機会や待遇の実質的な確保に努めるとともに，資質向上のた
めの階層別研修や専門別研修を実施した。また，事務職員の外国語研修につい
ては，学内における上級クラスの英語研修に加えて，アメリカ（モンタナ州立
大学ほか）及びスウェーデン（ストックホルム：日本学術振興会の学術交流事
業）への海外派遣を実施した。さらに包括的連携協力協定の人材育成に基づく
広報担当の業務研修として，平成20年４月から１年間株式会社電通東京本社
へ職員を派遣した。 

 

⑤全学的視点からの戦略的な学内資源
配分に関する具体的方策 

【8】 
・ 本学における教育研究のより一層
の活性化と質の向上を図るため，総
長のリーダーシップの下に，以下の
ような資金，人員及びスペースに係
る学内資源を戦略的に配分するシス
テムを確立する。 

⑤全学的視点からの戦略的な学内資源
配分に関する具体的方策 

【8】 
・ 本学における教育研究のより一層
の活性化と質の向上を図るため，新
総長のリーダーシップの下に，以下
のような資金，人員及びスペースに
係る学内資源を戦略的に配分するシ
ステムを適切に運用する。 

Ⅲ ・ 総長のリーダーシップの下に以下の様な取組を行った。 
ア） 重点配分経費については，運営費交付金の一定割合並びに間接経費の

50％及び寄附金の５％を全学資金として留保し，総長重点配分事業とし
て，厚生補導の充実のための施設改修事業に特に重点をおいて配分した
ほか，女性研究者支援事業の拡大や外国人研究者用宿泊施設の民間借り
上げなど各総長室が企画立案した重点事項に配分した。また，「博士（後
期）課程充足率」，「博士号学位授与率」及び「外部資金受入状況」を
評価基準とする傾斜配分を引き続き実施し，研究科等における教育研究
の活性度や改善のための取組の進捗状況に関する評価を予算配分に反
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ア） 資金については，研究科等に
おける教育研究を維持する資金
の確保に留意しつつ，運営費交
付金並びに間接経費及び奨学寄
附金の一定割合を全学に留保
し，個別の事業内容をベースと
する重点配分と研究科等におけ
る教育研究の活性度や改善のた
めの取組の進捗状況に関する評
価をベースとする傾斜配分とに
分けて執行する。なお，傾斜配
分については，研究科等におけ
る教育研究の活性度を評価する
基準等を検討し，平成１８年度 
を目途に実施する。 

イ） 人員については，運営費交付
金の一定割合を全学に留保し，
新規性，先端性等特色ある教育
研究プロジェクトや，学術的・
社会的要請に応える組織再編
成，経営管理の推進に繋がるも
のなどについて，優先的に配分
する。 

ウ） スペースについては，引き続
き新設・改修施設整備面積の
２０％を目標に共用部分を確保
するなどして，大型の外部資金
を導入した研究プロジェクトや
研究科等の枠組みを越えて行う
教育研究等に優先的に割り当て
る。 

ア） 資金については，引き続き研
究科等における教育研究を維持
する資金の確保に留意しつつ，
運営費交付金，間接経費及び奨
学寄附金の一定割合を全学資金
として留保し，総長が重点事項
として選定した事項及び各総長
室が企画立案した事項に重点的
に配分を行う。また，研究科等
における教育研究の活性度に関
する評価を指標とした傾斜配分
を適切に運用する。 

イ） 人員については，運営費交付
金の一定割合を全学に留保し，
新規性，先端性等特色ある教育
研究プロジェクトや，学術的・
社会的要請に応える組織再編制
に繋がるものなどについて優先
的に配分する「全学運用教員制
度」を適切に運用するとともに，
平成２１年度までに全学運用教
員枠を段階的に拡大し充実を図
る。 

ウ） スペースについては，引き続
き新設・改修施設整備面積の
２０％を目標に共用部分を確保
するなどして，大型の外部資金
を導入した研究プロジェクトや
研究科等の枠組みを越えて行う
教育研究等に優先的に割り当て
る。 

映させた。 
イ） 総長の下に留保した教員に係る人件費（教員人件費積算総額の４％の

額（平成19年度から平成21年度までに段階的に５％まで拡大））を配分
する「全学運用教員制度」は，国立大学法人北海道大学全学運用教員規
程により適正な運用を行うこととしており，平成20年度は，同規程に基
づき，「文学研究科応用倫理研究教育センターの支援」，「医学研究科
連携研究センターの充実」，「病院の医療安全管理体制の充実」，「ス
ラブ研究センターの充実」，「量子集積エレクトロニクス研究センター
の充実」，「留学生センターの支援」，「先端生命科学研究院の支援」，
「公共政策大学院の支援」，「未来創薬・医療イノベーション拠点形成
の支援」，「知財・産学連携本部の支援」，「創成科学共同研究機構の
充実」，「評価室の円滑な運営」，「知的財産に関する学内連携強化」
に対し措置を行った。なお，同年度中の活用実績は，教授ポスト22，准
教授ポスト32，講師ポスト１，助教ポスト21及び格上げ９件の措置で
あった。 

ウ） スペースについては，工学部共用実験棟及び北キャンパス総合研究
棟５号館の改築工事，工学部Ｃ棟，医学部中研究棟，理学部３号館，
歯学部研究棟（Ｄ棟），教育学部研究棟及び農学部本館の改修工事に
おいて，共用面積を確保し，各学部の改修計画の進行により最終的に
目標の共用スペースを確保するよう整備を進めた。 
また北キャンパス総合研究棟２号館，旧看護師宿舎などにおいて共用

スペースを科学技術振興調整費によるプロジェクト研究や複数の研究
科等による共同研究に優先的に割り当てた。 

⑥学外の有識者・専門家の登用に関す
る具体的方策 

【9】 
・  社会の幅広い知見を大学経営に積
極的に活かすため，法令の趣旨に則
して，役員のほか，経営協議会の委
員に幅広い分野から学外者を迎え入
れる。 

⑥学外の有識者・専門家の登用に関す
る具体的方策 

【9】 
・ 社会の幅広い知見を大学経営に積
極的に活かすため，法令の趣旨に則
して，役員のほか，経営協議会の委
員に幅広い分野から学外者を迎え入
れる。 

Ⅲ ・ 社会の幅広い知見を大学経営に積極的に活かすため，法令の趣旨に則して，
役員のほか，経営協議会の委員に，企業の経営者・地域経済界など各界からの
有識者を引き続き迎え入れた。 

・ 経営協議会は，４回開催し，平成21年度概算要求，平成19年度決算，平成
21年度年度計画の重点事項（案），平成21年度予算編成方針（案），平成21
年度年度計画（案），平成21年度収入・支出予算書（案）などを審議したほ
か，本学の経営に関し意見交換を行った。 
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【10】 
・ 役員及び経営協議会の委員以外
に，職員についても，大学の経営機
能の向上に資するため，学外の幅広
い分野から専門知識・技能を持つ人
材を必要に応じて登用する。 

【10】 
・ 役員及び経営協議会の委員以外に，
職員についても，大学の経営機能の
向上に資するため，引き続き専門知
識・技能を持つ人材を必要に応じて
登用する。 

Ⅲ ・ 大学の経営機能の向上に資するため，専門知識を持つ人材として，民間から
副理事を，北海道内の金融機関から財務管理室長を，引き続き登用した。 

 

【11】 
・ 上記により学外者を教員として登
用する場合は，前記⑤の「全学的視
点からの戦略的な学内資源配分に関
する具体的方策」に掲げる戦略的配
分システムを活用するほか，平成
１６年度から選考採用についても総
長のリーダーシップの下で行う仕組
みを設ける。 

【11】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 「知財・産学連携本部」において知的財産及び産学連携活動に関する専門的
な業務に従事する特任教授１名及び特任准教授３名，平成21年度に運営組織
として設置する「人材育成本部」に配置する特任教授１名及び「産学連携本部」
に配置する教授１名の選考を人事委員会において行った。 

 

⑦内部監査機能の充実に関する具体的
方策 

【12】 
・ 経理面における内部統制システム
の妥当性の検討・評価やその運用状
況の監視と，業務諸活動の合法性や
合理性の検討・評価を行うため，総
長直属の内部監査組織を平成１６年
度から設置する。 

⑦内部監査機能の充実に関する具体的
方策 

【12】 
・ 平成１６年度に設置した総長直属
の内部監査組織である監査室におい
て，経理面における内部統制システ
ムの妥当性の検討・評価やその運用
状況の監視と，業務諸活動の合法性
や合理性の検討・評価を実施する。 

Ⅲ ・ 監査室において，「経理・財務管理」，「内部統制」，「社会的責任」を監
査項目として監査を行った。 
「経理・財務管理」については，現金収納や契約取引など，部局において個

別に行っている会計事務の執行状況を監査するとともに，職務権限規程や会計
業務マニュアルに基づく事務処理状況の検証等を行った。 
「内部統制」については，競争的資金を中心とする公的研究費の執行状況に

ついて，適正経理及び不正防止の観点から個別・重点的な監査を財務部との協
同で行った。 
「社会的責任」については，ＵＳＲ（大学の社会的責任）やコンプライアン

ス確保の観点から，「本学個人情報管理規程」に定める保有個人情報の管理の
状況について，監事と連携のうえ監査を行った。 
また，これらの結果を「監査報告書」としてとりまとめた。 

 

【13】 
・ 内部監査を行うに当たっては，内
部監査機能と会計監査人や監事の行
う監査機能が密接に関連しているこ
とを考慮し，会計監査人及び監事と
の連携・協力を図りながら，効率的
に実施する。 

【13】 
・ 監査室が内部監査を行うに当たっ
ては，内部監査規程に基づき監査計
画を策定するとともに，監事及び会
計監査人が行う監査業務との重複を
避けるなど効率的に実施する。 

Ⅲ ・ 監査を効率良く行うため，監査室は監査の基本方針や監査対象を定めた年度
監査計画を策定し，監査担当者はこれに基づき，監査実施計画を策定し監査を
行った。監査結果については，必要に応じて，会計監査人及び監事とも情報を
共有した。 
また，監査室員が，会計監査人監査及び監事監査の連絡調整や立会を行うこ

とにより，監査結果等を把握するとともに，総長，監事，会計監査人及び監査
室で大学の問題点，方向性を確認・協議する場を設けた。 
さらに平成20年度は，平成19年度と同様に監事との連携の下，監査室が部

局実態調査を行ったほか，財務部職員を監査担当者に指名のうえ，特定項目に
係る重点的な内部監査を展開し，より効率的かつ効果的に実施した。 
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⑧国立大学間の自主的な連携・協力体
制に関する具体的方策 

【14】 
・ 社団法人国立大学協会の一員とし
て，また北海道内における基幹総合
大学として，後記４の②の「複数大
学による共同業務処理に関する具体
的方策」に掲げるものを中心に，自
主的な連携・協力を促進する。 

⑧国立大学間の自主的な連携・協力体
制に関する具体的方策 

【14】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 北海道地区の各国立大学法人との連携・協力により，以下の共同実施方策に
ついて取りまとめた。 
① 各国立大学法人の業務負担の軽減及びスケールメリットの活用のため，
平成 21 年度から，道内７国立大学法人の資金運用を本学が基幹大学と
なって共同で行うこととし，実施のための協定を締結した。 

② 平成21年度から導入される教員免許更新制に伴う教員免許状更新講習
に関する業務の効率化のため，同年度から，本学を含めた道内６国立大学
法人において，関連の事務を一元的に処理する教員免許状更新講習実施事
務センターを立ち上げることとし，実施のための協定を締結した。 

③ 新たに北海道内の国立大学法人等の人事関係業務担当職員を対象とし，
人事事務処理に必要な基礎的知識を付与することをその目的とした「平成
20年度北海道地区国立大学法人人事事務研修」を実施した。 

 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①教育研究組織の編成・見直しのシス
テムに関する具体的方策 

【15】 
・ 本学の基本的な教育研究組織の見
直しについては，当該組織の長の
リーダーシップの下で自主的・自律
的に検討することを原則とし，自己
点検・評価の結果及び国立大学評価
委員会の評価結果並びに役員会から
の要請等に基づいて検討するための
システムを確立する。 

①教育研究組織の編成・見直しのシス
テムに関する具体的方策 

【15】 
・ 基本的な教育研究組織の見直しに
ついては，これまで行ってきた自己
点検・評価の結果等を踏まえ，当該
組織の長のリーダーシップの下で自
主的・自律的に検討を進める。 

Ⅲ ・ 基本的な教育研究組織（学部，研究科等）の見直しについては，当該組織の
長のリーダーシップの下で検討を進め，平成 20 年４月に「保健科学院（修士
課程）・保健科学研究院」を新設，平成 20 年７月に遺伝子病制御研究所の附
属施設を改組，平成20年10月に低温科学研究所の部門を再編，平成20年11
月に理学研究院附属ゲノムダイナミクス研究センターを新設した。 

・ 引き続き，理学院と工学研究科の化学系分野を融合させた新大学院構想の検
討を行い，平成21年１月に総長の下に「理工系大学院再編協議会」を設置し，
理工系大学院再編に関する重要事項を協議した。 

・ 保健科学院の博士後期課程を設置することについて検討を開始し，平成21
年３月に「組織整備構想審査会」を設置した。 

 

【16】 
・ 自己点検・評価の結果や国立大学
法人評価委員会の評価結果等に基づ
き，役員会が戦略的視点から教育研
究組織の見直しに取り組む必要があ
ると判断する場合には，役員会直属
の組織を設置して，上記の基本的な
教育研究組織を含めて検討できるシ
ステムを確立する。 

【16】 
・ 上記のほか，自己点検・評価の結
果等に基づき，教育研究組織の見直
しに取組むためのシステムについて
引き続き検討し，成案を得る。 

Ⅲ ・ 本学の部局横断的な研究拠点である「創成科学共同研究機構」の在り方を見
直し，学内の研究所や研究センター等を構成組織とする「創成研究機構」を平
成21年度に設置し，同機構に評価委員会を置き，大学運営の視点から各研究
組織の研究活動や運営状況の評価を行い，その評価結果を踏まえて必要な組織
見直しを行う仕組みを導入することとした。 

 

中
期
目
標 

学術研究の動向や社会的ニーズ等を踏まえつつ，教育研究組織の見直しを行うシステムを確立し，成案が得られたものから逐次実施する。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化 
 ② 教育研究組織の見直しに関する目標 
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②教育研究組織の見直しの方向性 
【17】 
・ 大学院において，学生所属組織と
教員所属組織を分離することによっ
て，伝統的な学問分野での研究の蓄
積を発展的に継承するとともに，先
端的・学際的な研究と知識の教授を
目的とする「学院・研究院」構想を
検討し，成案が得られたものから逐
次実施する。 

②教育研究組織の見直しの方向性 
【17】 
・ 大学院において学生所属組織と教
員所属組織を分離する「学院・研究
院」構想の一環として，「保健科学
院・保健科学研究院」を設置する。
また，理学院と工学研究科の化学系
分野を融合させた新大学院構想の検
討を引き続き行う。 

Ⅲ ・ 急速に進む医療の高度化や専門化に対応できる幅広い知識と高度な医療技術
の修得を可能にし，保健科学と看護学のそれぞれの分野における実践的指導者
等の育成を目的とする「保健科学院・保健科学研究院」を平成20年４月に設
置した。また，引き続き，理学院と工学研究科の化学系分野を融合させた新大
学院構想の検討を行った。 

 

【18】 
・ 質の高い専門法曹を幅広く養成す
るため，平成１６年度に法学研究科
に法律実務専攻を設置し，専門職学
位を授与する。 

【18】 
・ 高度な専門性と幅広い視野，そし
て人権感覚と倫理性を身に付けた法
曹を養成するため，平成１６年度に
法科大学院として大学院法学研究科
に法律実務専攻を設置しており，引
き続き，法務博士（専門職）の学位
を授与する。 

Ⅲ ・ 平成16年度に法科大学院として設置した法学研究科法律実務専攻における
平成20年度の法務博士（専門職）の学位取得者は107名であった。また，平
成20年度の新司法試験の合格者数は33名（合格率30.6％）であった。 

 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①人事評価システムの整備・活用に関
する具体的方策 

【19】 
・ 職員の主体的な資質向上や職務遂
行を促し，本学における教育研究活
動の成果を最大化していくため，
「公務員制度改革大綱」（平成１３
年１２月２５日閣議決定）に基づく
改革の進展状況や私立大学における
動向等を勘案しつつ，職員の能力や
業績を的確に把握しうる公正で納得
性の高い人事評価システムの整備に
ついて検討し，平成１９年度を目途
に実施する。 

①人事評価システムの整備・活用に関
する具体的方策 

【19】 
・ 事務職員の能力や業績を的確に把
握しうる公正で納得性の高い人事評
価システムの導入に向け，平成１９
年度に実施した，医療系職員に対す
る新たな勤務評定の試行結果につい
て検証を行うとともに，平成１９年
度に評定体制等について検討を進め
た技術系職員等に対する試行を実施
し，検証を行う。その上で，国が進
める「新たな人事評価制度」の導入
（平成２０年度以降）に向けた動き
も見据えつつ，平成２１年度の本格
実施に向け，人事評価システム全体
を構築する。 

Ⅲ ・ 平成19年度に実施した医療系職員を対象とした新たな勤務評定の試行結果
について検証を行うとともに，技術系職員及び船員を対象にした試行を実施
し，その検証を行った。また，これまで実施した職種毎の試行結果を踏まえ，
全職種に対する最終的な試行を実施し，平成21年度の本格実施に向けて新た
な人事評価システムを構築した。 

 

【20】 
・ 上記人事評価システムの整備と連
動させて，能力や業績を適正に評価
した人事配置・昇進等を行うととも
に，能力，職責及び業績を適切に反
映したインセンティブの高い給与処
遇を実現する新たな人事・給与制度
の導入について検討し，平成１９年
度を目途に実施する。 

【20】 
・ 「北海道大学事務系職員人事の基
本方針」に基づき，具体的な人事制
度の構築を進め，順次実施する。 

Ⅲ ・ 「北海道大学事務系職員人事の基本方針」に基づき，以下のとおり実施した。 
① 「身上調書」により，職員が希望する専門分野及びキャリアの方向性を
きめ細かく聴取した上で，活力のある組織を目指した人事配置を行った。 

② 昇任者の選考に当たっては，職員の自己分析や昇任に関する意欲を聴取
するとともに，当該職員が所属する事務部の管理職員から推薦調書を提出
させ，それらを参考にしつつ，これまでの職員のキャリアや実績等を審査
し能力の有無を判断した。 

 

中 
期 
目 
標 

① 組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を図るため，職員の能力・業績の適正な評価，柔軟な人事制度の構築及び教員の流動性や多様性の確保に関する方策につい
て検討し，成案が得られたものから逐次実施する。 

② 優れた事務職員等を確保するため，公正な採用の仕組みの確立及び資質の向上等を図る方策を実施する。 
③  中長期的展望の下に，柔軟な教員編制システムの確立及び人件費総額の適切な管理を行うとともに，助手及び技術職員等の職種の在り方についての見直しを行う。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化 
 ③ 人事の適正化に関する目標 
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②柔軟で多様な人事制度の構築に関す
る具体的方策 

【21】 
・ 本学における教育研究活動の成果
を社会に還元し，産学官連携の推進
や地域社会への貢献を円滑に推進で
きるようにする視点から，学生の教
育に支障を生じたり，大学と教員と
の利益相反が生じたりしないよう留
意しつつ，教員の兼職・兼業を柔軟
に認める制度を平成１６年度から実
施する。 

②柔軟で多様な人事制度の構築に関す
る具体的方策 

【21】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

【22】 
・ 教育研究に従事し，社会の様々な
分野に寄与することが求められてい
る教員の職務の特性に鑑み，労使協
定を締結し，平成１６年度から主と
して研究に従事する教員に裁量労働
制を導入する。 

【22】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

【23】 
・ Ⅱの１の⑤の「全学的視点からの
戦略的な学内資源配分に関する具体
的な方策」に掲げるところにより採
用する外国人教員や任期付き教員等
を対象とした年俸制の導入や，民間
から人材を登用した際の弾力的な給
与格付け等を視野に入れた柔軟な給
与制度の設計について検討し，平成
１７年度中を目途に実施する。 

【23】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 平成18年度に制定した「国立大学法人北海道大学年俸制の適用に関する内
規」に基づく年俸制の適用実績は，下記のとおりである。 

 
平成20年度 年俸制適用実績 

人   数  

職 名 年俸制 左記以外

年俸制

適用率

特任教授 31 19 62％ 

特任准教授 43 20 68％ 

特任講師 ８ ４ 67％ 

特任助教 82 ７ 92％ 

特任助手 ６ ０ 100％

小計 170 50 77％ 

博士研究員 198 78 72％ 

特定専門職員 17 ０ 100％

合計 385 128 75％  
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【24】 
・ 授業等の職務から離れて自己研鑽
を行う機会等を付与するためのサバ
ティカル・リーブを一定の要件の下
に導入することを検討し，平成１８
年度中を目途に実施する。 

【24】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 「国立大学法人北海道大学教員のサバティカル研修に関する規程」に基づく
サバティカル研修の平成20年度の申請件数は13件あり，その13件全てを承
認した。 

 

【25】 
・ 定年に達した優れた教員を引き続
き本学の教育研究業務等に従事させ
るため，勤務延長制度や再雇用制度
を平成１６年度から導入し，その適
切な運用を図る。 

【25】 
・ 定年に達した優れた教員を引き続
き本学の教育研究業務等に従事させ
るための勤務延長制度や再雇用制度
を適切に運用するとともに，高年齢
者雇用安定法に基づく対応について
検討し，成案を得る。 

Ⅲ ・ 定年に達した教員２名を特任教員として再雇用した。 
① 学務部キャリアセンター１名（情報科学研究科定年退職教授） 
② 東京オフィス１名（理学研究院定年退職教授） 

・ 企画・経営室において，教員に係る高年齢者雇用安定法に基づく対応につい
て検討し，「教員に係る高年齢者雇用安定法に基づく対応の骨子」を取りまと
めた。 

 

③任期制・公募制など教員の流動性向
上に関する具体的方策 

【26】 
・ 教員の流動性を向上させ教育研究
の活性化を図るため，再任可能な任
期制を一定の要件の下に導入するこ
とについて，研究科等の組織単位ご
とに全職種を対象として検討し，成
案が得られた研究科等から逐次実施
する。また，Ⅱの１の⑤の「全学的
視点からの戦略的な学内資源配分に
関する具体的方策」に掲げるところ
により採用する教員については，平
成１６年度から任期制を導入する。 

③任期制・公募制など教員の流動性向
上に関する具体的方策 

【26】 
・ 教員の流動性を向上させ教育研究
を活性化する視点から，再任可能な
任期制を一定の要件の下に導入する
ことについて，引き続き研究科等の
組織単位ごとの検討を促進するため
に必要な取組を行い，成案を得られ
た研究科等から順次任期制を導入す
る。 

Ⅲ ・ 平成19年度以降に新たに採用される「助教」について，平成18年度に策定
した任期制導入にかかる基本方針に基づき任期制を導入することとし，平成20
年度末現在で28の教育研究組織において任期制を導入した。 

 

【27】 
・ 教員に多様な経歴・経験等を持つ
優れた人材を確保するため，教員の
採用及び昇進に当たっては，引き続
き原則として公募により行う。 

【27】 
・ 教員に多様な経歴・経験等を持つ
優れた人材を確保するため，教員の
採用及び昇進に当たっては，原則と
して公募により行う。 

Ⅲ ・ 広く優秀な人材を求めるため，公募を原則とする旨定めた「教員選考の指針」
に基づき，教員の採用・昇任は原則として公募により行った。 
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④外国人・女性等の教員採用の促進に
関する具体的方策 

【28】 
・ 本学が学術研究と人材養成の面で
日本のみならず世界の発展に貢献す
ることを目指す視点から，国際公募
制の導入の検討や給与制度を柔軟化
するなどして，外国人教員採用促進
に必要な基盤整備を行う。 

④外国人・女性等の教員採用の促進に
関する具体的方策 

【28】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

【29-1】 
・ 女性研究者支援室において，女性
研究者活躍のための環境整備と女性
研究者増員のための具体的取り組み
を企画・立案する。 

Ⅲ ・ 女性研究者活躍のための環境整備と女性研究者増員のため以下の施策を講じ
た。 
① 女性研究者支援等の企画・立案業務を行うため，女性研究者支援室に特
任准教授，客員准教授及び学術研究員を配置 

② 科学技術振興調整費「女性研究者支援モデルプラン」の実施（産休・育
休等期間中の研究補助人材の支援，女子学生・大学院生による女子中高生
の理系進路選択支援など） 

③ 文部科学省「女子中高生理系進路選択支援事業」の実施 
④ 病児保育支援（総長室重点配分経費）の実施 

 【29】 
・ 男女共同参画社会基本法並びに雇
用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保等に関する法律の精
神に則り，ポジティブ・アクション
を含めた総合的な施策を講ずるため
の担当組織を設置するなど種々の取
組により，女性教員の比率を高める。 

【29-2】 
・ 男女共同参画委員会において，ポ
ジティブ・アクションを含めた施策
の実施・推進を図る。 

Ⅲ ・ 上記に加えて，以下の施策を講じた。 
① 女性教員の積極採用のためのポジティブ・アクション北大方式の実施及
び適用部局の拡大（女性教員採用部局への「ポイント制教員人件費管理シ
ステム」によるポイント付与） 

② 男女共同参画に関するシンポジウムの開催 

 

【30】 
・ 育児にあたる必要の生じた本学の
職員や大学院学生，ポストドクター，
外国人研究者等が安心して就労又は
就学できるようにするため，保育園
「子どもの園」の運営の充実等育児
環境の充実整備に努める。 

【30】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 「子どもの園保育園」の平成20年度の入園児童数は，定員60人に対し，月
平均66人であった。 

 

⑤事務職員等の採用・養成・人事交流
に関する具体的方策 

【31】 
・ 事務職員等の採用は，試験採用を
原則とし，その方法では適切な人材
を得がたい場合には，選考により行
う。 

⑤事務職員等の採用・養成・人事交流
に関する具体的方策 

【31】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 事務職員等の採用は，「北海道地区国立大学法人等職員統一採用試験」合格
者から行うことを原則とし，平成21年４月１日付け採用者も含めて，平成20
年度試験から事務職員31名（男17名，女14名），技術職員８名（男５名，
女３名）を採用した。 

  また，平成17年度に定めた「国立大学法人北海道大学職員の選考による採
用に関する要項」に基づき，事務職員２名（女２名）を選考により採用した。 

 

【32】 
・ 事務職員の人事管理に当たっては，
各職員の意欲・適性・能力等を勘案
しつつ，男女の均等な機会や待遇の
実質的な確保に努めるとともに，階

【32】 
・ 事務職員の人事管理に当たっては，
各職員の意欲・適性・能力等を勘案
しつつ，男女の均等な機会や待遇の
実質的な確保に努めるとともに，引

Ⅲ ・ 事務職員の人事管理に当たって，平成18年度に策定した「北海道大学事務
系職員人事の基本方針」の適切な運用により，各職員の意欲・適性・能力等を
勘案しつつ，男女の均等な機会や待遇の実質的な確保に努めた。 
平成21年３月31日現在，事務職員723名のうち女性が213名（29.5％）で

あり，主任以上の事務職員については，513名のうち女性が129名（25.1％）
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層別や専門別研修，民間企業や私立
大学との人事交流等を実施する。ま
た，新たにコース別人事管理制度の
導入について検討し，平成１８年度
を目途に実施する。 

き続き階層別並びに専門別研修を実
施する。 

 

である。 
・ 新採用職員，中堅職員及び係長の階層別研修並びに会計事務研修，教務事務
研修，英語研修，技術職員等への専門別研修を実施した。なお，各研修の受講
者数は次のとおりである。 

初任職員研修   21名（男12名，女 ９名） 
中堅職員研修   29名（男17名，女12名） 
係長研修     14名（男 ８名，女 ６名） 
会計事務研修   18名（男11名，女 ７名） 
教務事務実務研修 20名（男 ９名，女11名） 
英語研修       ５名（男 １名，女 ４名） 
技術職員研修   15名（男13名，女 ２名） 
民間企業派遣研修  １名（女 １名） 
人事事務研修     23名（男14名，女 ９名） 

⑥中長期的観点に立った適切な人員
（人件費）管理に関する具体的方策 

【33】 
・ 研究科等における教授，助教授，
講師及び助手に係る職や人員数，財
源を流動化させ，研究科等がその戦
略に基づき柔軟な教員編制としうる
システムを確立する。 

⑥中長期的観点に立った適切な人員
（人件費）管理に関する具体的方策 

【33】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 平成 18 年度に導入した「ポイント制教員人件費管理システム」の検証を
行った結果，新たな学修分野の充実や同一分野に複数の教授を配置するなど，
各部局等においては，同制度の導入目的である柔軟な教員組織編制がなされて
いた。また，より柔軟な教員編制を可能とするため，平成21年度からポイン
ト数を見直すこととした（准教授0.798→0.8，講師0.748→0.7，助教
0.604→0.6）。 

 

【34】 
・ 助手等の職務実態が多様であるこ
とに鑑み，現状を調査・分析の上，
職務内容に応じた処遇等その在り方
についての見直し方策を検討し，平
成１６年度中を目途に結論を得る。 

【34】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

【35】 
・ 教育研究支援機能を充実させるた
め，技術職員に係る組織や人材養成
システム等の在り方についての見直
し方策を検討し，平成１６年度中を
目途に結論を得る。 

【35】 
・ 教育研究支援本部において，技術
職員の体系的組織化や人材養成シス
テムの運用について，具体的準備を
進める。 

Ⅲ ・ 教育研究支援本部において，体系的組織化に向けた教育研究組織間での人的
交流及び技術に関する情報の共有化について検討を進めた。また，技術職員の
体系的組織化の一環として，機械工作に従事する技術職員が実行委員会を組織
し，全学の関連職員等を対象に「工作技術フォーラム」を実施した。 

・ 人材養成システムの一環として，技術職員の育成及び資質の向上を図るため，
技術職員研修検討ワーキンググループによる企画・立案の下，北海道内の国立
大学法人等の技術職員を対象とした技術職員研修を実施するとともに，学外に
おける全国的な専門研修への派遣を公募により実施した。 
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【36】 
・ 高度の専門性を有する業務に従事
する職員を確保するため，教員，事
務職員等従来の画一的職種区分にと
らわれない職種を設定し，効果的な
運用を図る。 

【36】 
・ 高度の専門性を有する業務に従事
する職員を確保するため，教員，事
務職員等従来の画一的職種区分にと
らわれない職種を設定する。 

Ⅲ ・ 企画・経営室において，教員，事務職員等従来の画一的職種区分にとらわれ
ない職種や処遇等について検討し，平成21年度から，新たに高度の専門性を
有する業務に従事する職員を対象とする専門職群を設けることとした。 

 

【37】 
・総人件費改革の実行計画を踏まえ，
平成２１年度までに概ね４％の人件
費の削減を図る。 

【37】 
・ 平成１７年度に策定した人件費削
減計画に基づき人件費の削減を図
る。 

Ⅲ ・ 教員については，人件費削減を反映させた「ポイント制教員人件費管理シス
テム」に基づき人員管理を行い，事務系職員については，業務の効率化・合理
化等と併せて事務部の統合等により一定の員数を削減した。 

・ これらの計画に基づき，1.9％の人件費の削減を図った。 

 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①事務組織の機能・編成の見直しに関
する具体的方策 

【38】 
・ 法人化に伴う業務や本学が戦略的
に推進すべき業務を事務局組織が適
切に担いうるよう，事務局組織の機
能・編成を適宜見直し，より効率的
なものに改善する。 

①事務組織の機能・編成の見直しに関
する具体的方策 

【38】 
・ 平成１９年１０月に設置した知財
・産学連携本部に係る事務支援機能
の一層の連携・強化を図るため，事
務局組織の体制について検討する。 

Ⅲ ・ 知的財産・産学連携等に係る事務支援機能の強化を図るため，平成21年度
から，新たに学術国際部に産学連携・研究推進課を設置することとした。 

・ 安全衛生等に係る業務処理の効率化・円滑化に資するため，平成21年度か
ら，これらを処理するための事務組織として，「環境安全衛生室」を総務課内
に設置することとした。 

 

【39】 
・ 事務職員の効率的配置の視点から，
研究科等の事務のうち定型的な人
事，経理事務等を合同処理する体制
を確立する。 

【39】 
・ 研究科等の人事・経理事務等のう
ち，集約化・集中化することで効率
化が図られる業務について，統合処
理する方策を引き続き検討する。 

Ⅲ ・ 定型的な人事・経理業務のうち，引き続き給与計算関係業務のアウトソーシ
ングを実施した。また，出勤簿や休暇簿等の管理業務の統合処理を目指して，
就業管理システム（仮称）の仕様策定を行った。 

・ 電子科学研究所の札幌キャンパス北部（北キャンパス地区）への移転に先立
ち，平成20年４月に電子科学研究所事務部を北キャンパス合同事務部に統合
した。 

・ これまで部局事務部と事務局の２段階で行っていた科学研究費補助金研究計
画調書の受付業務について，調書作成時間の確保と事務の効率化・合理化を図
るため，研究計画調書のチェック作業を事務局で集中的に実施した。 

 

【40】 
・ 研究科等の図書関係部門を附属図
書館事務部の下に一元管理し，図書
及び雑誌等の発注，受入，目録作成
等の管理業務を集中化する。 

【40】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

中
期
目
標 

事務組織の機能や編成を適宜見直し，機動的な事務組織編成になるようにするとともに，アウトソーシング等により，事務処理の簡素化・効率化を図る。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化 
 ④ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
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【41】 
・ 事務組織を巡る環境の変化に応じ
た機動的な人員配置を行えるように
するため，事務職員を全学的に一元
管理する仕組みを確立する。 

【41】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

【42】 
・ 特定研究科等に定員内職員として
配置されている教室系事務担当者に
ついて，限られた人員を有効に活用
するなどの視点から，段階的にその
廃止に取り組む。 

【42】 
・ 特定研究科等に正規職員として配
置されている教室系事務担当者の定
年退職者不補充措置を継続するとと
もに，平成２２年度の全面廃止に向
けた準備を行う。 

Ⅲ ・ 特定研究科等に正規職員として配置されている教室系事務担当者の段階的な
廃止を引き続き実施し，平成19年度定年退職者４名の後任を不補充とした。  
また，中央事務へ５名配置換するなど，廃止に向けた準備を行った。 

 

②複数大学による共同業務処理に関す
る具体的方策 

【43】 
・ 事務職員等の採用試験に関する業
務等，複数大学が共同して行うこと
により，効率的な業務処理を期待し
うるものの有無について検討し，成
案が得られたものから逐次実施す
る。 

②複数大学による共同業務処理に関す
る具体的方策 

【43】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 北海道地区の各国立大学法人との連携・協力により，以下の共同実施方策に
ついて取りまとめた。 
① 各国立大学法人の業務負担の軽減及びスケールメリットの活用のため，
平成 21 年度から，道内７国立大学法人の資金運用を本学が基幹大学と
なって共同で行うこととし，実施のための協定を締結した。 

② 平成21年度から導入される教員免許更新制に伴う教員免許状更新講習
に関する業務の効率化のため，同年度から，本学を含めた道内６国立大学
法人において，関連の事務を一元的に処理する教員免許状更新講習実施事
務センターを立ち上げることとし，実施のための協定を締結した。 

③ 新たに北海道内の国立大学法人等の人事関係業務担当職員を対象とし，
人事事務処理に必要な基礎的知識を付与することをその目的とした「平成
20年度北海道地区国立大学法人人事事務研修」を実施した。    

 

③業務のアウトソーシング等に関する
具体的方策 

【44-1】 
・ 旅費関係業務及び給与計算関係業
務等のアウトソーシングについて引
き続き実施するとともに，正規職員
が担っている業務のうち派遣職員や
再雇用職員に切り替え可能なものに
ついては，順次派遣職員又は再雇用
職員の活用を推進する。 

Ⅲ ・ 平成20年度においても，旅費関係業務等のアウトソーシング及び給与計算
関係業務のアウトソーシングを引き続き実施した。 

・ 正規職員が担っている事務用機器操作業務，秘書業務，受付案内業務などの
定型的業務について，派遣職員等の活用を引き続き実施した。 

 ③業務のアウトソーシング等に関する
具体的方策 

【44】 
・ 本学における各種業務の内容・性
格等を分析し，アウトソーシングが
可能かどうかを例外なく検討する予
算編成と一体化した仕組みを確立す
る。 

【44-2】 
・ 財務担当理事（事務局長）を中心
として，業務改善に向けた検討を行
う。 

Ⅲ ・ 財務担当理事（事務局長）を中心として，札幌キャンパスにおける施設の小
規模保全，応急的な措置及び緊急的な修理業務について，再雇用職員及び派遣
職員を活用する方策について検討し，平成21年度から施設保全センターを設
置することとした。 
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【45-1】 
・ 授業料債権管理事務の効率化，合
理化を図る観点から，教務情報シス
テム，授業料債権管理事務システム，
入学料収納システム等のデータ連携
を考慮したシステムの構築に着手す
る。 

Ⅲ ・ 教務システム，授業料債権管理事務システム，入学料収納システム等のデー
タ連携を考慮した学納金管理システムを導入し，運用を開始した。 

 【45】 
・ 経理，人事等の事務処理の一層の
電子化に取り組み，業務の効率化を
図る。 

【45-2】 
・ 出退勤管理業務の効率化を図る観
点から，新人事システムとの一体化
を考慮した出退勤管理システムの構
築に着手する。 

Ⅲ ・ 新人事情報システムとの一体化を考慮した就業管理システム（仮称）の平成
21年度の導入，試行運用を目指し準備を進めた。 

 

ウェイト小計   

ウェイト総計  
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１．特記事項 
 
１．総長室体制によるトップマネジメントの強化 

法人化後の本学のトップマネジメントを支える体制として，引き続き総長室（企
画・経営室，教育改革室，研究戦略室，国際交流室，施設・環境計画室），評価室
及び広報室を置き，役員補佐として15名の教員を配置している。各室は，全学的視
点による企画･立案を行い，最終的には役員会の議を経て総長が大学としての意志を
決定している。平成18年度からは，財政基盤強化のため総長直轄の基金室（室長は
総長）を設置し，50億円を目標額として募金活動を行っている。 
戦略的な資源配分としては，重点配分経費（平成20年度は総額で約17億円）を，

厚生補導の充実のための施設改修事業等に配分したほか，各総長室が企画・立案し
た事項に配分した。また，全学運用教員（実績数：教授ポスト22，准教授ポスト32，
講師ポスト１，助教ポスト21，ポストの格上等の措置９）については，総長のリー
ダーシップにより，新規学問領域創成に対する支援，新規組織等に対する支援，外
国語教育への支援などに重点的に配分した。 
 

２．企画立案部門の活動状況等 
本学の運営に関する重要事項について企画・立案機能を果たすための５つの総長

室は，室長である担当理事，役員補佐，教員の中から選ばれた室員及び関連部門の
事務局部長から構成されている。平成20年度中の各総長室の活動状況等は下記のと
おりである。 

（１）企画・経営室 
企画・経営室会議は５回開催された。同室では機動的な検討を行うため，定期的

に企画・経営室連絡会（理事，役員補佐，事務担当者等で構成される）を開催し，
企画・提案事項の細部の検討を行った。主な活動実績は，ジェンダーに関する研究
教育体制の整備，教員の高年齢者雇用安定法に基づく対応案の作成，画一的職種区
分にとらわれない職種の設定，ポイント制教員人件費管理システムの柔軟化，人材
育成本部設置構想案及び平成21年度年度計画の検討などである。 

（２）教育改革室 
教育改革室会議は13回開催された。同室は３班体制（教務関係，入試関係，学生

サービス関係）をとり，担当役員補佐を中心に検討課題等の整理を行った。また，
室長と役員補佐が集まり「責任者会議」を開催している。主な活動実績は，大学入
試制度の改革，「学士課程教育の構築（中教審答申）」に係る教育内容・方法の改
善，自由設計科目の制定，大学院の学位授与体制の見直し，ピアサポート体制の構
築，授業評価の利用方策の検討などである。 

（３）研究戦略室 
研究戦略室会議は５回開催された。同室では検討課題等の整理を行うため，定期

的に研究戦略室役員補佐会（担当部課長も参画）を開催している。主な活動実績は，

重点配分経費による研究支援（大型科学研究費補助金や大型外部資金の獲得を目指
している研究に対する研究助成等），創成研究機構設置構想案及び国際産学官連携
ポリシーの検討などである。 

（４）国際交流室 
国際交流室会議は11回開催された。同室では，定期的に役員補佐会（担当副理事

（部長）及び課長も参画）を開催していたが，10月からは国際戦略本部会議（担当
副理事（部長），課長，課長補佐及びプロジェクトプランナーも参画）として毎週
開催し，より機動的な体制とした。主な活動実績は，大学間交流協定の締結（17件），
外国人研究者等の民間居室借上，「留学生サポート・デスク」の設置，日本語ワー
クショップの開催及び本学大学院への留学を検討している外国人学生向けホーム
ページの構築の検討などである。また，同室の下に，留学生支援策検討ワーキング
グループほか２つのワーキンググループを設置し，留学生（外国人研究者を含む。）
受入に係る諸問題について検討を行った。 

（５）施設・環境計画室 
施設・環境計画室会議は11回開催された。同室では機動的な検討を行うため，定

期的に環境配慮促進部会，キャンパス・マスタープラン部会及び施設マネジメント
部会並びに施設・環境計画室準備会議（室長，役員補佐，室担当准教授，事務担当
部課長で構成）及び各ワーキンググループ（歴史的資産活用ワーキンググループ，
生態環境ワーキンググループ，実現プログラム推進ワーキンググループ，環境負荷
低減対策ワーキンググループ）を開催している。主な活動実績は，キャンパス・マ
スタープラン2006に基づく施設整備，環境対策としての入構車両の抑制案，老朽化
防止対策経費を活用して対応する事業案，Ｇ８大学サミット札幌宣言実現に向けた
取組及び2007年度環境報告書案の検討などである。 

 
３．「第二期（平成22年度～平成27年度）中期目標・中期計画策定大綱」及び「第
二期（平22年度～平成27年度）中期目標・中期計画に係る基本方針」の策定 
第二期中期目標・中期計画の策定作業のため，平成19年９月25日に総長を本部

長とする「中期目標・計画策定本部」を設置して検討を進め，平成20年度には総長
の考え方をベースにした「第二期中期目標・中期計画策定大綱」及びその策定大綱
を踏まえた「第二期中期目標・中期計画に係る基本方針」を策定し，学内に公表し
た。  
その後，これら「策定大綱」及び「基本方針」を踏まえ，第二期中期目標・中期

計画本文の作成を開始した。 
 

４．事務系職員を対象とした新たな人事評価システムの構築 
これまで職種毎に人事評価システムの試行を実施し，本格実施のための準備を重

ねてきたが，これらの結果を踏まえ，平成20年度には全職員に対する最終的な試行
を実施するとともに，平成21年度からの本格運用に向け，事務系職員を対象とする

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 
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新たな人事評価システムを構築した。 
 

５．大学共同処理業務の促進 
これまで北海道内の基幹総合大学として「北海道地区国立大学法人等職員統一採

用試験」の採用事務室を本学に置いて実施し，事務職員の資質向上を図るために各
種階層別研修や専門別研修を行ってきたが，平成20年度からは新たに，各国立大学
法人の人事関係業務担当職員を対象に，人事事務処理に必要な基礎知識を付与する
ことを目的とした「北海道地区国立大学法人人事事務研修」を大学共通業務として
企画・実施した。 
また，各国立大学法人の業務負担の軽減及びスケールメリットの活用のため，平

成21年度から，北海道内７国立大学法人の資金運用を本学が基幹大学として共同で
行うこととし，そのための協定を締結した。さらに，平成21年度から教員免許更新
制が導入されることに伴い，北海道内６国立大学法人において，教員免許状更新講
習受講者の利便性の向上及び事務の合理化を目的として，教員免許状更新講習に係
る募集や申込受付等の事務を一元的に処理する，教員免許状更新講習実施事務セン
ターを平成21年度から立ち上げることとし，そのための協定を締結した。 

 
 
２．共通事項に係る取組状況 
 
１．戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 
① 企画立案部門の活動状況，具体的検討結果，実施状況 

「特記事項の２参照」 
② 法令や内部規則に基づいた手続きにしたがって意志決定されているか 

法令に基づき，経営に関する重要事項については経営協議会，教育研究に関す
る重要事項については教育研究評議会において審議を行い，役員会の議を経て最
終の意志決定を行った。また，その過程において，部局等のボトムアップ機能に
も十分配慮しつつ円滑な大学運営に資するため，部局長等連絡会議において意見
聴取を行った。 
 

２．法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。 
① 法人の経営戦略に基づく総長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分経費の措
置状況，事業の実施状況（教育研究の専門的な観点からの評価は行わない。） 
・ 重点配分経費（平成16年度導入） 

運営費交付金等から約17億円の財源を全学に留保し，厚生補導の充実のため
の施設改修事業のほか，各総長室が企画立案した事項に重点的に配分した。 

・ 全学運用教員制度（平成18年度導入） 
教員に係る総人件費の４％（平成18年度から段階的に５％に拡大）を総長の

下に留保し，新規学問領域創成に対する支援などに重点的に配分した。活用実
績は，教授ポスト 22，准教授ポスト 32，講師ポスト１，助教ポスト 21，ポス
トの格上等措置９である。 

・ ポイント制教員人件費管理システム（平成18年度導入） 
法人化による人件費総額管理のメリットを活かし，教員をポイントで換算し，

当該研究科等の総ポイント内であれば，職種及び員数にとらわれない柔軟な教
員配置を可能とする制度を導入している。 

  なお，より柔軟な教員組織編制を可能とするため，平成21年度からポイント
数を見直すこととした（准教授0.798→0.8，講師0.748→0.7，助教0.604→0.6）。 

・ 傾斜配分制度（平成18年度導入） 
研究科等における「博士（後期）課程充足率」，「博士号学位授与率」及び

「外部資金受入状況」を評価基準とし，研究科等における教育研究の活性度や
改善のための取組の進捗状況を予算配分に反映させている。 

・ 特任教員制度（平成18年度導入） 
外部資金等による教員の雇用と処遇を整理するとともに，年俸制の適用を可

能とし，教員採用を柔軟化している。活用実績は，特任教授31，特任准教授43，
特任講師８，特任助教82，特任助手６である。 

・ スタートアップ特別支援事業（平成18年度導入） 
学外研究機関等から採用した特に研究業績の優れた教員に対して，研究活動

を円滑に開始するための支援経費として25名に対し総額10,318千円を措置し
た。 

 
３．業務運営の効率化を図っているか。 
① 事務組織の再編・合理化等，業務運営の合理化に向けた取組実績 
・ 知的財産・産学連携等に係る事務支援機能の強化を図るため，平成21年度か

ら，新たに学術国際部産学連携・研究推進課を設置することとした。 
・ 電子科学研究所の札幌キャンパス北部（北キャンパス地区）への移転に先立
ち，平成20年４月に電子科学研究所事務部を北キャンパス合同事務部に統合し
た。 

・ これまで部局事務部と事務局の２段階で行っていた科学研究費補助金研究計
画調書の受付業務について，調書作成時間の確保と事務の効率化・合理化を図
るため，研究計画調書のチェック作業を事務局に一元化し，集中的に実施した。 

・ 札幌キャンパスにおける施設の小規模保全，応急的な措置及び緊急的な修理
業務について，これらの迅速かつ効率的な処理を行うため，平成 21 年度から
施設保全センターを設置することとした。 

 ・ 教務システム，授業料債権管理事務システム，入学料収納システム等のデー
タ連携を考慮した学納金管理システムを新たに導入し，運用を開始した。 

・ 平成 21 年度の導入，試行運用を目指して，新人事情報システムとの一体化
を考慮した就業管理システム（仮称）の調達に着手した。 

② 各種会議・全学的委員会等の見直し，管理運営システムのスリム化・効率化等，
管理運営の効率化に向けた取組実績 
・ 法人化の際に，各種の全学委員会及び専門委員会を整理統合し，企画立案機
能については５つの総長室に集約した。また，法令等に基づき特定の機能を果
たすために必要なものなどに厳選し，審議プロセスの効率化を図っている。 
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・ 安全衛生等に関する業務処理を一括して行うための事務組織として，平成21
年度に，「環境安全衛生室」を総務課内に設置し，その業務処理の効率化を図
ることとした。 

・ 第二期中期目標期間におけるより効率的・効果的な大学運営を行うための体
制見直しについて検討を開始した。 

 
４．収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。 
  学士課程では 110.0％，修士課程では 109.8％，博士課程では 96.6％，専門職学
位課程では94.8％と，いずれも90％を上回っており，収容定員を適切に充足した教
育研究を行った。 

 
５．外部有識者の積極的活用を行っているか。 
① 外部有識者の活用状況 
 社会の幅広い知見を大学経営に活かすため，法令の趣旨に則して，役員のほか，
経営協議会委員に，企業の経営者・地域経済界など各界からの有識者を迎え入れ
ている。また，大学の経営機能の向上に資するため，専門知識を有する人材とし
て，引き続き民間から副理事を，北海道内の金融機関から財務管理室長を登用し
ている。 

② 経営協議会の審議状況及び運営への活用状況 
経営協議会は４回開催し，平成21年度概算要求，平成19年度決算，中期目標

期間に係る業務の実績に関する報告書（案）等，平成21年度年度計画の重点事項
（案），平成21年度予算編成方針（案），中期計画の変更，平成21年度年度計
画（案），平成21年度収入・支出予算書（案）などを審議した。 

   また，平成22年度から始まる第二期中期目標・中期計画の策定に先立ち作成し
た「第二期中期目標・中期計画策定大綱」及び「第二期中期目標・中期計画に係
る基本方針」について，各回の経営協議会において進捗状況を報告するとともに，
意見交換を行い，そこで出された学外委員からの様々な意見を，同「大綱」及び
「基本方針」に反映させた。 

 ③ 全学的な広報に関する企画立案等を協議する組織として総長が室長となり理事
・役員補佐等で構成されている「広報室」を設けている。この協議の場に(株)電
通北海道の職員にオブザーバー参加を依頼し，大学の様々な広報活動についての
意見を聴取し参考とした。 

 
６．監査機能の充実が図られているか。 
① 内部監査，監事監査，会計監査の実施状況及び監査結果の運営への反映状況 

  １）監事監査 
     監事監査計画に基づき，定期監査（会計監査）のほか，業務に関する臨時

監査（実地監査）を行った。 
     臨時監査の結果については，平成 21 年３月に総長に監査報告書を提出し

た。 
また，平成 19 年度の監査で緊急に取り組む課題として提言を行った施設

有効活用のための合理的現地調査の必要性に関しては，平成 20 年度におい
て施設・環境計画室施設マネジメント部会による施設有効活用実態調査を実
施し，細部にわたる調査に基づき，各部局等に是正を促すなどの取組がなさ
れている。 

２）内部監査 
     総長直属の監査室において，ⅰ）経理・財務管理の会計処理に係る検証，

ⅱ）競争的資金を中心とする公的研究費の適切な執行の徹底と不正等防止の
観点からの個別・重点的な監査，ⅲ）個人情報の管理状況と情報漏洩防止等
の対策状況に係る監査，を実施した。 

     また，これらの監査での指摘事項に基づき，是正や見直しを行ったほか，
個人情報の管理に係る全学的マニュアルの作成の検討にも着手することと
した。 

 
７．男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。 
① 男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定，男女共同参画推進の
ための組織の設置等，学内での男女共同参画推進に向けた取組状況 

  平成16年度に男女共同参画委員会を設置した。また，平成18年度には男女共
同参画委員会の下に女性研究者支援室を設置し，2020年までに女性研究者比率を
20％に拡大することを目指し，随時，各種事業を展開している。 

② 女性教職員の採用・登用に向けた取組 
「女性教員積極採用のためのポジティブアクション北大方式」として，女性教

員を採用した部局に対して，「ポイント制教員人件費管理システム」によるポイ
ントを付与し，女性教員の採用を促している。 

③ 仕事と育児等の両立を支援し，女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた取
組状況 

   認可保育園として「子どもの園保育園」を，無認可保育園として「北大病院保
育園ポプラ」を設置している。また，女性教員が安心して育児に当たることがで
きるよう，産休・育休期間中等の研究補助人材支援を実施している。さらに，平
成20年度からは，子どもの急病等による研究の中断等を解消するため，病児保育
支援を実施している。 

 



北海道大学 

- 29 -

 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①科学研究費補助金，受託研究，奨学
寄附金等外部資金増加に関する具体
的方策 

【46】 
・ 科学研究費補助金等競争的資金に
ついては，関連情報を幅広く収集し，
適時に提供できる体制を整備するな
どして，中期目標期間中における獲
得資金総額が，平成１５年度以降に
おける関連予算の平均伸び率に相当
する水準に達するよう努める。 

①科学研究費補助金，受託研究，奨学
寄附金等外部資金増加に関する具体
的方策 

【46】 
・ 科学研究費補助金等競争的資金の
獲得資金総額については，その伸び
率が平成２０年度関連予算の対前年
度伸び率に達するよう努める。 

Ⅲ ・ 科学研究費補助金等競争的資金の獲得額の増加を図るため，以下の施策を
実施した。 
ア）説明会の開催 

科学研究費補助金説明会２回 
科学技術振興調整費説明会１回 
ＮＥＤＯ事業者説明会１回 

イ）競争的資金情報のホームページへの掲載及び電子メールでの情報提供 
部局等に対し437件の情報を提供 

ウ）学内公募制度 
大型融合プロジェクト研究支援  ４件（10,822千円） 
全国規模研究集会等の開催支援  ５件（17,977千円） 
若手研究者自立支援       36件（35,000千円） 

エ）グローバルＣＯＥプログラム検討会を４回開催。この結果，グローバ
ルＣＯＥに３件採択された。 

    なお，グローバルＣＯＥプログラムを含む大型競争的資金の獲得等に
関する検討を行うため，グローバルＣＯＥプログラム検討会を廃止し，
新たに大型競争的資金検討会を設置した。 

・ 科学研究費補助金等競争的資金の獲得金額は，大型プロジェクトの終了 
等があったにもかかわらず，上記の施策により資金獲得に努めた結果， 
13,260,887千円であった。平成19年度からの伸び率は△3.51％であり，国の
競争的資金予算の伸び率0.98％を下回ったものの，獲得金額は平成16年度比
33％増となっており，引き続き高い水準を維持している。 
 

 

【47】 
・ 産業界，地方自治体，同窓会等と
の連携を強化するとともに，研究者
の研究内容や研究成果等に係る情報

【47】 
・ 受託研究，共同研究，寄附金等外
部資金の獲得資金総額については，
その伸び率が平成２０年度の国内総

Ⅲ ・ 受託研究，共同研究，寄附金等外部資金の獲得額の増加を図るため，以下
の施策を実施した。 
ア）産業界，地方自治体に向けた説明会等を２回開催 
イ）競争的資金情報のホームページへの掲載及び電子メールでの情報提供 

 

中
期
目
標 

外部資金その他の自己収入は，当該資金や収入を伴う事業の性格を勘案しつつ，その増加に努める。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善 
 ① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 
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を広く社会に発信することにより，
中期目標期間中における受託研究，
共同研究，奨学寄附金等外部資金の
獲得総額が，平成１５年度以降にお
ける国内総生産の平均伸び率に相当
する水準に達するよう努める。 

生産の対前年度伸び率に達するよう
努める。 

     部局等に対し437件の情報を提供 
また，平易な言葉や文書で検索することが可能な研究業績データ

ベース「ＮＳハイウェイ」を提供・運用している。 
ウ）北大・九大合同活動報告会及び北大・九大合同フロンティアセミナー
の開催 

卒業生・一般市民に向けて活動報告会及びフロンティアセミナーを
九大と合同で開催。合同活動報告会は12月に開催し，約200名の参加
があった。また，フロンティアセミナーは２回開催し，合計 208 名の
参加者があった。 

エ）イベントへの出展 
「産学官連携推進会議（主催：内閣府他）」，｢イノベーション・

ジャパン（主催：ＪＳＴ他）｣，「北海道洞爺湖サミット記念環境総合
展2008」，「北海道技術・ビジネス交流会」などに出展した。 

・ 受託研究，共同研究，寄附金等外部資金の獲得金額は，経済状況の悪化や
大型プロジェクトの終了があったにもかかわらず，上記の施策等により資金
獲得に努めた結果，9,695,796千円であった。平成19年度からの伸び率は△9.7
％であり，国内総生産の対前年度伸び率△3.5％を下回ったものの，獲得金額
は平成16年度比46％増となっており，引き続き高い水準を維持している。 

 

【48】 
・ 本学教員の外部資金への応募，採
択及び獲得額の状況を，毎年度，研
究科等別に整理し，公表するととも
に，研究分野の特性を考慮しつつ，
外部資金の獲得額の多い教員につい
ては，Ⅱの３の①の「人事評価シス
テムの整備・活用に関する具体的方
策」に掲げる取組の一環として特別
な処遇をするための方策を実施す
る。 

【48】 
・ 上記競争的資金及び外部資金に関
する伸び率の達成や，平成２１年度
における獲得資金の増額を目指し
て，以下の方策を実施する。  
ア） 学内のみならず学外からも専

門家を招聘し，研究者及び事務
担当者を対象にして，科学研究
費補助金の傾向，戦略的な研究
種目の選定方法及び研究計画調
書の作成方法に関する説明会を
開催する。 

イ） 科学研究費補助金の申請件数，
採択件数のさらなる増加を図る
ための環境整備について検討す
る。 

ウ） 受託研究等については，引き
続き各省庁及び財団等が行う説
明会開催情報や公募情報等を収
集し，研究者に対し，ホーム
ページやメーリングネットワー
ク等を通じて情報提供を行う。 

エ） 平成２０年度における本学教
員の外部資金（競争的資金を含
む。）への応募，採択及び獲得

Ⅲ ・ 競争的資金及び外部資金に関する伸び率の達成や獲得資金の増額を目指し
て，以下の施策を実施した。 
ア）科学研究費補助金に関する説明会の開催 

平成20年度は科学研究費補助金の申請に関する情報を学内へ広く周
知するため，文部科学省主催の北海道地区ブロック説明会及び学内説
明会を９月に開催した。ブロック説明会では文部科学省及び独立行政
法人日本学術振興会の講師により，制度の概要，公募の概要，変更点
などを説明した。一方，学内説明会では文部科学省学術調査官や大型
の科学研究費を獲得した教員を講師として，具体例を交えて研究計画
調書作成に関するアドバイスを行った。 

イ）科学研究費補助金の研究計画調書の受付方法の改善 
研究計画調書の作成期間を長く，また，修正期間を確保することを

目的として，それまで各部局で行っていた調書のチェックを事務局に
おいて一括で行うこととした。加えて，科学研究費獲得に対する意識
を喚起することを目的として，メールニュース（総長室ニュース），
学内広報誌において大型の科学研究費の採択に関する情報を紹介し
た。 

ウ）受託研究に関連した情報の提供 
電子メールによる情報提供に加え，ホームページに「競争的研究資

金等の公募一覧」を掲載した。 
エ）外部資金獲得額等の状況の公表 

学内広報誌による公表，及び本学ホームページに学内限定で科学研
究費補助金の各種データを掲載した。また，財団法人等が公募する研
究費助成金等の応募状況及び採択状況についてデータをとりまとめ，
平成20年７月に公表した。 
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額の状況を，平成21年度におい
て研究科等別に整理し，資料，
データを公表する。 

オ） 「北大フロンティア基金」の
趣旨を積極的に広報し，目標額
５０億円を目指し，引き続き募
金活動を行う。 

オ）北大フロンティア基金 
・ 平成19年度に引き続き，総長をはじめ役員が中心となって目標額50
億円に向け募金活動を行った。事前の電話連絡等で接触した企業のう
ち，43社の企業のトップ及び幹部を訪問し寄附依頼をするとともに，
趣意書送付の依頼があった38社に対して趣意書等を送付した。 

・ 同窓生約61,000名に対して趣意書を送付し，寄附依頼を行うととも
に，各学部同窓会，地区同窓会等の会合に総長はじめ役員が積極的に
出向き，寄附への協力依頼を行った。 

・ 寄附の受入方法として，これまでの振込みに加え，新たに経理担当
窓口での現金受入れを平成20年６月から開始した。 

・ 平成20年９月現在の寄附の状況，今後の活動方針，基金による実施
事業及び平成20年度税制改正による個人住民税の軽減に関するお知ら
せをホームページに掲載した。 

・ 学内職員向けポスター「北大フロンティア基金」を作成し，学内各
所に掲示するとともに卒業式など主要な学内行事に掲示し，北大フロ
ンティア基金の広報に努めた。 

・ 平成18年の募金開始から５年間をキャンペーン期間として，目標額
50億円のうち15億円から25億円を目途として募金活動を行い，平成
21年３月末において寄附金額は，12億4,728万円となった。 

 

②収入を伴う事業の実施に関する具体
的方策 
【49】 
・ 学生納付金については，教育の機
会均等や優秀な学生の確保等に配慮
しつつ，国が定める基準の範囲内で
設定する。 

②収入を伴う事業の実施に関する具体
的方策 

【49】 
・ 学生納付金については，教育の機
会均等や優秀な学生の確保等に配慮
し，国が定める標準額をもって設定
する。 

Ⅲ ・ 学生納付金については，教育の機会均等や優秀な学生の確保等に配慮し，
国が定める標準額をもって設定した。 

 

【50】 
・ 附属病院については，良質な医師
を養成する教育面及び先端的医療を
実践する研究面において果たすべき
役割並びに患者サービスの向上に配
慮しつつ，引き続き，経営の効率化
を図るとともに，医療技術の進歩及
び医療制度改革に応じた医業収入を
確保するよう努める。 

【50】 
・ 北海道大学病院の経営の効率化を
図るとともに，医業収入を確保する
ため，Ⅰの３の（２）の③の「医療
サービスの向上や経営の効率化に関
する具体的方策」に掲げるところに
より以下の取組を行う。 
ア） 臓器別診療を含む外来診療科

の再編及び施設整備 
イ） 病院執行会議における病院経

営改善の推進 
ウ） 病院管理会計システムの活用

及びＤＰＣ分析等による経営戦
略の策定 

エ） 医薬品及び医療材料のコスト
削減 

Ⅲ ・ 平成20年度の増収方策として，以下の取組を行った。 
ア）平成20年12月 神経磁気診断装置の移設及び全面稼働 

平成20年12月 緩和ケア加算の施設基準を取得 
平成21年 １月  緩和ケア外来の開設 
平成21年 ３月  ピロリ菌専門外来の開設 

イ） 平成23年度までの院内全体の入院目標稼働率を90％（平成20年度
実績87.5％）に設定し，目標稼働率及び平成19年度外来患者数を基に
策定した各診療科の診療報酬目標額に対する達成度を毎月の院内会議
に報告することで，目標達成意識の啓発，競争意識の浸透を図った。 
平成19年度に制度設計したインセンティブ経費により，平成19年

度診療報酬目標額の達成度の高い診療科及び目標を達成した全ての診
療科に一定額を付与した。 
平成20年５月から，各診療科における増収への取り組みの検討材料

として，院内専用ホームページに診療科別の月別診療データ（対前年
度及び目標額との比較，請求額，患者数，単価，在院日数，査定率，
医療費率を表示）を掲載した。医師の業務軽減を図るため，全部署に
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オ） 大型医療機器の更新 
カ） 手術環境の整備 
キ） 先進急性期医療センターの充

実 
ク） 固定病床・共通病床の見直し 
ケ） 周産期医療の充実 
コ） クリティカルパスの充実 

おける看護師による静脈注射の実施，薬剤師による手術室麻酔薬施用
準備業務の開始，看護師による診療等予約オーダーの変更業務代行な
どを実施した。 

ウ） 病院管理会計システムを活用して診療科別の医業収支を算定し，院
内各種会議に報告した。あわせて，平成22年度以降のＤＰＣ調整係数
廃止を想定して，調整係数廃止に伴う診療科別医業収支への影響を試
算し報告した。 

エ） これらの取組の結果，平成20年度附属病院収益は約228億円を達成
し，平成19年度収益約218億円に対し約10億円の増益を図った。  
また，経費の削減方策として，薬剤見直しワーキンググループによ

る医薬品品目の削減及びジェネリック薬品への切替促進，検査機器の
更新によるランニングコスト（試薬類）の削減，専任スタッフによる
継続的な価格交渉の実施などにより，平成20年度医療費率（診療報酬
請求額に対する医薬品・医療材料の購入費率）は33.5％となり，平成
19年度医療費率35.5％に対し2.0ポイントと大幅に改善した（いずれ
も７対１基本診療料を含んだ請求額に対する比率）。 

オ） 平成20年10月 ＭＲＩ２基の増設稼働（３→５基体制） 
平成20年12月 ＰＥＴ－ＣＴの導入 

カ） 平成20年４月より，麻酔科へ人的応援をした診療科に優先的に手術
枠を付与する体制を実施し，麻酔業務の円滑な運営を図った。 

キ） 平成20年４月より，全診療科ローテーションによる先進急性期医療
センター（ＩＣＵ）の人的応援体制を実施し，ＩＣＵ業務の円滑な運
営を図った。 

ク）・ 平成20年６月に病棟再編ワーキンググループを設置し，臓器別病
棟への再編の可能性について，一部診療科と協議を開始した。 

    ・ 効率的かつ計画的な共通病床の運用を図るために共通病床運用要
項を改定し，病床決定の権限を副看護部長が掌握することとした。 

ケ） 平成20年12月 生殖医療センターの移転・拡充 
コ） クリティカルパス（入院から退院までの診療計画）の電子化運用に

向け試行を実施し，その評価結果を踏まえ平成21年度からの開始に向
け体制を整備した。 

 

【51】 
・ 入場料，家畜治療収入，公開講座
の講習料等のその他の収入について
は，適切な広報活動を行うことなど
により，増収に努める。 

【51】 
・ 入場料，家畜治療収入，公開講座
の講習料等のその他の収入につい
て，増収に努めるため，以下の取組
を行う。 
ア） 植物園については，引き続き

パンフレットを関係機関に配布
するとともに，隣接地にある大
型バス無料駐車場のＰＲに努め
る。また，植物園の入り口に見
所マップや開花状況，紅葉情報
を掲示し，園内の情報を提供す

Ⅲ
 

・ 入場料，家畜治療収入，公開講座の講習料等のその他の収入について，以
下の取組を行った。 

（植物園） 
・ 内容を一新した日本語版パンフレット及び外国語版（英語，中国語，韓国
語）パンフレットを新たに作成し，引き続きパンフレットを関係機関に配布
するとともに，隣接地にある大型バス無料駐車場のＰＲに努めた。 

・ 引き続き，植物園入り口に見どころマップや開花状況，紅葉情報を掲示し，
園内の情報を提供した。 

・ 札幌市観光文化局の新チケット（札幌まちめぐりパス）に参画した。 
・ 新しい入園券（回数券）を導入した。 
（動物病院） 
・ より効果的で適切な獣医療を提供できるよう教員スタッフの診療担当日の
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る。札幌市観光文化局の新チケ
ット導入企画（現在準備段階）
に積極的に参画する。入園者の
２割弱を占める札幌市近郊住民
を対象とした新しい入園券（年
間パスポート，回数券，割引券
等）の導入を検討する。 

イ） 動物病院については，平成19
年度と同様の診療体制を維持す
るとともに，中長期的な動物病
院施設及び医療設備の整備計画
によるＣＴ装置の更新及び入院
治療室の改修を行うことで，さ
らなる増収を目指す。 

ウ） 公開講座については，教育委
員会等と連携して，地域住民の
学習ニーズについて実態の把握
に努めるとともに，生涯学習学
友会制度を充実させ，継続的受
講者を拡大し，併せて効果的な
広報活動を実施する。また，全
学的広報支援体制の強化及び受
講生の確保と増加を図る。 

エ） 学内ショップ等において「商
標」を活用した北大グッズの販
売促進を図るとともに，新たな
グッズの開発に努める。 

見直しを図り，新体制をホームページ等で告知した。 
・ 研修獣医師５名，動物看護師３名の診療体制を維持し，その就業・研修環
境の改善を図るとともに，教員スタッフとの意見交換の場を設け，効率的か
つ質の高い獣医療提供への積極的参画を可能とした。 

・ 地域開業獣医師との連携体制を強化するため，道内獣医師との交流会を開
催し，附属動物病院各診療科，教員スタッフの診療内容等について周知徹底
するとともに，２次診療受け入れの充実を図った。 

・ 超音波手術装置や小規模検査装置・機器等の導入により，新たな検査・診
断や効率的な治療を行うことを可能とした。 

・ 中長期的な動物病院施設及び医療設備の整備計画に基づき，Ｘ線検査室・
入院治療室を改修するとともに，ＣＴ装置の高機能新機種への更新とＸ線Ｃ
Ｒ装置の新規導入を実施した。 

・ これらの取組の結果，動物病院施設の改修に伴う休診期間があったにも関
わらず，収入実績は平成19年度の87,714千円から約120,681千円に増加し
た。 

（公開講座） 
・ 公開講座については，教育委員会等と連携して，地域住民の学習ニーズの
実態把握を基にした企画に努めるとともに，職業的専門性の高度化に繋がる
ものなどを企画・実施するために，生涯学習計画研究委員会において全学的
な実施及び広報支援体制を強化するとともに，受講生の増加を図るための具
体的な方策を検討した。 

・ 全学の公開講座，講演会，イベントなどを紹介・広報する「エルムの杜学
習通信―北海道大学公開講座ニュース」を６回発行し，北海道大学生涯学習
学友会員（平成20年度末登録者数400名，正会員 130名）に配布するととも
に，学内での広報活動にも活かし，受講生の増加を図った。 

（北大認定商品） 
・ 北大ブランドのイメージアップを図るため平成17年度から販売している北
大認定商品について次の新商品を販売した。 
① 本学の学生が描いたイラストをデザインしたボックスティッシュやＴ
シャツ 

② 本学のシンボルマークであるオオバナノエンレイソウを刺繍したネク
タイ 

③ 廃船となった水産学部の学生実習用のカッターボートの木部を使用し
たオルゴール 

・ 北大認定商品の種類を増やすとともに，広報活動を積極的に行ったことに
より，平成20年度の総売上高は，448,000千円，商標許諾使用料は6,700千
円（消費税を含む）となった。 

 

【52】 
・ 知的財産の創出，取得，管理，活
用等に関する業務を行う組織体制を
構築して，本学の研究成果である知
的財産を一元管理した上で，積極的
に内外に公表し，企業等との連携を

【52】 
・ 知的財産・産学連携体制の整備を
図るため，産学連携推進経費として
共同研究の研究経費に１０％を加
算し徴収する。これにより専門的人
材を確保して産学連携機能を充実

Ⅲ ・ 平成20年４月に創成科学共同研究機構のリエゾン部を「知財・産学連携本
部」に統合し，知財管理と産学連携の一元化を推進した。 

・ 引き続き，共同研究経費のうち直接経費の10％を産学連携推進経費として
徴収し，知財・産学連携本部の経費として活用した。 

・ 北海道地域における広域連携機能の充実と産学官連携活動の一層の強化・
効率化を図るため，平成21年４月１日付けで「知財・産学連携本部」を「産
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図ることにより，技術移転を積極的
に進め，特許の実施による収入増に
努める。 

させ，知的財産の創出から活用まで
を効果的に行うとともに，地域連携
支援機関であるノーステック財団，
北海道ＴＬＯをはじめとする技術
移転機関，企業及び地域行政等との
積極的連携を図り，国内外での実施
契約を積極的に進めて特許や著作
権のライセンス収入増に努める。 

学連携本部」に改組し，体制の充実を図るとともに，同本部において特定大
学技術移転事業を行うこととした。 

・ 発明等の出願にあたり，企業等との共同出願特許については，引き続き当
該企業等に独占的実施権を付与し，あるいは有償譲渡し，出願経費の抑制及
び実施料収入等の確保を行った。 

・ 平成20年度の実施許諾件数30件，譲渡件数26件，著作権許諾３件，オプ
ション件数４件等の実績により，14,000千円の収入額（商標使用権許諾除く）
となった。その他，外国企業への実施許諾も３件実現した。 

 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

【53】 
・ 全学に共通する管理的経費につい
ては，研究科等別管理運営体制の集
約化や消耗品等の一括購入等によ
り，節減に努める。 

【53】 
・ 全学に共通する管理的経費の節減
に努めるため，複数年契約の実施，
単価契約拡充等の取組を行う。 

Ⅲ ・ 全学に設置している複写機等の調達を仕様内容の統一をして集約し，かつ，
複数年で契約した結果，平成20年度においては81,825千円の節減となった。 

・ 警備業務，施設管理業務等に係る契約について，仕様内容を見直し，かつ，
複数年契約を拡充することで経費の節減に努めた結果，平成20年度において
は781千円の経費節減となった。 

・ 財務会計システムのデータを利用して全学的な共通使用物品及び一定の使
用量が見込まれる物品について調査・分析し，研究用手袋について単価契約
をした結果，平成20年度においては305千円の節減となった。 

・ 一般競争において，契約の相手方決定後に契約金額について交渉できるよ
うに契約方法を見直し，平成20年度においては2,230千円の節減となった。 

 

【54】 
・ 光熱水料については，教育研究の
充実に伴い増加が予想されるが，使
用エネルギーの実態等の把握・分析
や省エネ法（エネルギーの使用の合
理化に関する法律）に基づく計画を
実施するとともに，実態把握に基づ
いた情報の公表や省エネルギーに対
する啓発活動を行うことにより，そ
の抑制に努める。 

【54】 
・ 引き続き，省エネ法（エネルギー
の使用の合理化に関する法律）に基
づく省エネルギーに関する平成２０
年度の中長期計画を策定する。 

Ⅲ ・ 省エネルギーに関する中長期計画を策定し，平成20年６月に北海道経済産
業局に提出した。同計画に基づき，省エネ機器導入による省エネ対策では，
医学部・工学部等の既設トランスを高効率トランス（アモルファストランス）
へ変更した。 

  また，病院ＥＳＣＯ事業（民間事業者が省エネルギー化に必要な技術，設
備，人材，資金などを包括的に提供するサービス）が開始され，平成20年度
のエネルギー消費量は事業実施前の水準より原油換算で 1,975kl の削減と
なった。 

・ 省エネルギー対策の取組を，以下のとおり実施した。 
① 工学部では，引き続き８月13日から15日までの３日間において夏季
休暇一斉取得と工学系建物閉鎖による省エネ活動を実施し，平成17年度
の同期間と比較して電気使用量では約 27％，水道では約 52％の削減と
なった。 

② 北海道電力（株）による燃料消費量分析評価に基づき，本部ボイラー
の運転最適ポイントを把握し高効率運転を行うことで，より省エネ効果
の高い運転を行った。 

③ 「夏の省エネルギーポスター」により省エネルギー月間（８月）の周
知を図った。 

 

中
期
目
標 

管理的経費については，その実態を把握した上で，適切な方策を講じつつ，抑制に努める。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善 
 ② 経費の抑制に関する目標 
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【55】 
・ Ⅱの４の③の「業務のアウトソー
シング等に関する具体的方策」に掲
げるところにより必要な措置を講
じ，管理的経費の節減に努める。 

【55】 
・ Ⅱの４の③の「業務のアウトソー
シングに関する具体的方策」に掲げ
るところにより，アウトソーシング
等を実施し，管理的経費の節減に努
める。 

Ⅲ ・ 引き続き，旅費関係業務のアウトソーシングを実施し，安価な航空券等の
提供により，18,862千円の節減となった。 

・ 正規職員が担っている事務用機器操作業務，秘書業務，受付案内業務など
の業務について，引き続き派遣職員等の活用を実施した。その結果，316千円
の節減となった。 

 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

【56】 
・ 資産の効果的・効率的な運用を行
い，かつ，適切なリスク管理が全学
的に行われるための組織体制を整備
する。 

【56】 
・ 平成１６年度に財務部に設置した
財務管理室において，引き続き資金
の効果的・効率的な運用を行い，か
つ，適切なリスク管理を行う。 

Ⅳ ・ 財務管理室において，国債等による長期運用を行った。また，業務上の余
裕金の運用に関し文部科学大臣の指定する有価証券として新たに指定された
「特別の法律により法人の発行する債券（財投機関債）」についても運用を
開始した。 

・ 譲渡性預金等への預入による効果的・効率的な運用を行い，短期運用の財
務収益を平成19年度の118,263千円から154,440千円へと30.59％増加させ
た。 

・ 取引金融機関の経営に関する情報収集についても引き続き実施し，リスク
管理に努めた。 

 

【57】 
・ 資産の実態を常に把握・分析し，
随時経営判断のための情報提供が出
来る仕組みを確立する。 

【57】 
・ 役員等に対し経営判断のために財
政状態及び運営状況の確認が随時行
えるよう，定期的に情報提供を行う。

Ⅲ ・ 財務管理室において，毎月，合計残高試算表を作成し，財政状態及び運営
状況の確認が行えるように月次推移及び前年同月との比較分析を行い，役員
等に対し経営判断のための情報提供を行った。 

 

【58】 
・ 学術情報の流通と共同利用を促進
することにより，附属図書館及び研
究科等図書室で所蔵する図書及び雑
誌等の重複削減に努め，効率的な運
用を図る。 

【58】 
・ 学術情報の効率的運用を図るため，
引き続き電子ジャーナル及び学術文
献データベースを充実し共同利用の
促進に努めるとともに，附属図書館
及び研究科等図書室で所蔵する図書
及び雑誌の重複削減を進める。 

Ⅲ ・ 図書館委員会の下に設置した「学術研究コンテンツ小委員会」において，
電子ジャーナル及び学術文献データベースの充実及び経費の効率的運用のた
めに選定の見直しを行い，新規電子ジャーナル14点を選定するとともに，利
用頻度の少ない電子ジャーナルなど110点の講読を中止した。 

  また，重複雑誌については，32点の購入を中止したほか，附属図書館・研
究科図書室等で所蔵する重複図書71,192冊を削減した。 

 

中
期
目
標 

資産は，その実態を常に把握しつつ，良好の状態において管理するとともに，資産保有の目的に応じて効果的・効率的な運用に努める。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2)  財務内容の改善 
 ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 
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【59】 
・ 施設の有効活用等及び維持管理に
ついては，Ⅴの１の③の「施設等の
有効活用に関する具体的方策」及び
④の「施設等の維持管理に関する具
体的方策」に掲げるところにより，
必要な措置を講ずる。なお，教育研
究活動に支障を来さない範囲で，学
外者に対し短期間の有償貸付（一時
使用）を行う。 

【59】 
・ 施設の有効活用及び維持管理につ
いては，Ⅴの１の②の「施設等の有
効活用に関する具体的方策」及び③
の「施設等の維持管理に関する具体
的方策」に掲げるところにより必要
な措置を講ずる。なお，教育研究活
動に支障を来さない範囲で，学外者
に対し短期間の有償貸付を行う。 

Ⅲ ・ 学内の利用者がインターネットを通じて百年記念会館，学術交流会館，ポ
プラ会館，エンレイソウ，遠友学舎の各施設の予約状況を確認できる施設予
約管理システムを引き続き実施し，施設の有効活用を図った。 
また，休日等教育研究活動に支障のない範囲で講義室等の有償貸付を259

件（24,354千円）実施した。 

 

ウェイト小計   

ウェイト総計  
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１．特記事項 
 
１．資産の効果的・効率的運用 

法人化以降における資金繰り等の財務資源に関する蓄積データの一層の活用によ
り，資金計画の精度を上げるとともに運用回数の増加を図り，譲渡性預金等への預
入による効果的・効率的な運用を行って短期運用の財務収益を増収させた。 
 

２．人件費の抑制 
今期中期計画期間中，教員人件費を効率化係数に応じて抑制することとしている

が，それに対応できる柔軟な人件費管理の方法として，平成18年度から「ポイント
制教員人件費管理システム」を導入している。事務職員については，中期計画期間
中に130人の削減を実施することを平成16年度に，部局別の削減数は平成17 年11 月
に決定している。これらの対応策により，平成20年度の削減は前年度比1.9％となっ
た。 

 
３．北大認定商品の販売 

本学の広報活動及び教育研究成果の普及活用事業の一環として販売している北大
認定商品の種類を増やすとともに，広報活動を積極的に行ったことにより，平成20
年度の総売上高は，448,000千円，商標許諾使用料は，6,700千円（消費税を含む）
となった。 

 
 
２．共通事項に係る取組状況 
 
１．財務内容の改善・充実が図られているか。 
① 経費の節減，自己収入の増加，資金の運用に向けた取組状況 
【管理的経費節減】 
・ 複写機等調達時の仕様内容の統一・集約，かつ，複数年契約の実施により，
81,825千円の節減。 

・ 警備業務，施設管理業務等に係る契約の仕様内容の見直し，かつ，複数年契
約の拡充により，781千円の節減。 

・ 単価契約物品の拡充により，305千円の節減。 
・ 一般競争入札の契約方法の見直しにより，2,230千円の節減。 
・ 定型的業務の派遣職員活用により，316千円の節減。 
・ 旅費関係業務のアウトソーシングにより，18,862千円の節減。 

【自己収入増加】 
・ 「動物病院」において，超音波手術装置や小規模検査装置・機器等の導入に
より，新たな検査・診断や効率的な治療を行うことを可能にした。また，中長

期的な動物病院施設及び医療施設の整備計画に基づき，Ｘ線検査室・入院治療
室を改修するとともに，ＣＴ装置の高機能新機種への更新とＸ線ＣＲ装置の新
規導入を実施した。その結果，32,967千円の増収を図ることができた。 

【資金の運用に向けた取組】 
 ・ 資金繰計画に関するデータ蓄積とそれに基づく効果的・効率的運用により増

収成果を挙げた。 
   具体的には，従前からの国債，地方債による運用に加え，業務上の余裕金の

運用に関し文部科学大臣の指定する有価証券として新たに指定された「特別の
法律により法人の発行する債券（財投機関債）」の運用を開始した。また，譲
渡性預金等による短期運用を図った結果，財務収益は平成 19 年度の 118,263
千円から154,440千円へと増加した。 

② 財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用状況 
 【財務分析の実施状況】 

・ 中間決算，年度末決算，財務諸表等の財務情報を役員会に報告したほか，毎
月合計残高試算表を作成し，外部資金の獲得状況，人件費等の執行状況，大学
病院における病院収益及び診療経費状況などの財務データ分析を行い，その結
果を月次で役員等に報告した。 

 【分析結果の活用状況】 
  ・ 平成16～19年度の財務諸表データに基づき，法人化後４年間の本学の財務状

況の推移分析，平成19年度決算における財務諸表の同規模大学との比較分析，
他大学との決算状況比較等について，部局等の長に対し情報提供を行い，外部
資金の増収努力，経費節減に係る取組を促した。 

  ・ 科学研究費補助金の獲得増加の観点から，傾向や戦略的な研究種目の選定方
法，研究計画書の作成方法に関する学内説明会を年２回実施するとともに，部
局別応募一覧及び採択一覧を全学に公表するなど，各部局等の科学研究費補助
金獲得に向けた取組を促した。 
また，同様の趣旨から，財団法人等が公募する研究助成金等についても部局

等別の採択状況のデータを取りまとめ，学内に公表した。 
  ・ 総人件費改革の着実な実施のため，人件費等の執行状況に係る分析資料を活

用し，毎月の支出額の把握や対処方法の検討を行うなど適切な管理に努めた。 
  ・ 病院の経営状態が厳しい実態を踏まえ，経営努力を見極めつつ必要に応じて

全学的視点から病院に対する財政支援を行うこととしており，財務情報の分析
資料に基づき，病院の収益目標に比較してその見込みが下ぶれていないか常に
確認を行っている。年度途中において，目標に達していないと見込まれる場合
は，病院に対し，その都度原因の説明を求めるとともに，増収に向けた取組を
促した。 

 
２．人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等を通
じて，人件費削減に向けた取組が行われているか。 

（２） 財務内容の改善に関する特記事項等 
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○ 中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の取
組状況 
「特記事項の２参照」 
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①自己点検・評価の改善に関する具体
的方策 

【60-1】 
・ 評価室において，Ⅰの１の（３）
の③の「教育活動の評価及び評価結
果を質の改善につなげるための具体
的方策」及び同２の（２）の⑥の「研
究活動の評価及び評価結果を質の向
上につなげるための具体的方策」に
掲げるものを中心に，各教育研究組
織の評価体制が効率的に機能を発揮
しうるよう支援する。 

Ⅲ ・ 各教育研究組織の評価体制が効率的に機能を発揮しうるよう評価室において
以下のとおり支援した。 
① 教員の教育・研究・大学運営・社会貢献活動データを大学情報データ 
ベースに集積し，各部局等が評価の基礎資料として活用できるようにする
とともに，ホームページで公開した。また，部局等に係る基礎データを集
積し，中期目標期間評価，大学機関別認証評価等に活用した。 

② 授業アンケートを実施し，結果を各教員及び所属部局長等へフィード 
バックするとともに，全学の傾向を分析しホームページで公表した。 

③ 大学機関別認証評価の自己評価書を適切かつ効率的に作成するため，自
己評価書作成体制を整備するとともに，部局評価担当者等を対象に全学説
明会を実施した。 

 ①自己点検・評価の改善に関する具体的
方策 
【60】 
・ Ⅰの１の（３）の③の「教育活動
の評価及び評価結果を質の改善につ
なげるための具体的方策」及び同２
の（２）の⑥の「研究活動の評価及
び評価結果を質の向上につなげるた
めの具体的方策」に掲げるところに
より構築する各教育研究組織の体制
と連動させつつ，それらの機能が効
率的に発揮しうるよう支援するとと
もに，全学的業務に係る自己点検・
評価を実施することを任務とする全
学システムを確立する。 

【60-2】 
・ 中期目標期間評価の実績報告書を
適切かつ効率的に作成するととも
に，その実施体制・方法等を検証し，
平成２１年度に受ける認証評価に必
要な方策を定め，自己評価に着手す
る。 

Ⅲ ・ 平成 19 年度に設置した評価室及び各総長室の評価担当者による作業調整部
会において，各部局等の現況調査表作成を支援するとともに，教育研究活動の
状況を確認しつつ，中期目標期間評価の実績報告書を作成した。 

・ 評価室において，中期目標期間評価における各部局等の評価体制を中心に全
学的な実施体制・方法等について検証した。その結果を踏まえて，平成 21 年
度に大学機関別認証評価を受けるに当って，教育改革室並びに各部局等に「評
価担当者」を定めるとともに，認証評価部会を設置した。これらにより評価室，
教育改革室並びに各部局等が連携して自己評価書を作成する体制を確立し，作
成に着手した。 

 

 

【61】 
・ 評価に必要不可欠なデータを全学
的に集約，蓄積し，評価に迅速かつ
効率的に利用できる基盤を平成１８
年度中を目途に構築する。 

【61】 
・ 平成１８年度に構築した「大学情
報データベースシステム」に，評価
に必要不可欠なデータを全学的に集
約，蓄積し，評価に迅速かつ効率的
に利用する。 

Ⅲ ・ 教員の活動等を示すデータは引き続き入力を推進し，ホームページ上で公開
した。また，組織の活動を示すデータを引き続き集積した。なお，データ集積
に当たっては，入力作業の重複を防ぐため，学内の既存システムと連携して効
率化を図った。 
これらの集積データは，各部局等・各総長室等において，中期目標期間評価，

大学機関別認証評価等に積極的に活用された。 

 

中
期
目
標 

自己点検・評価を有効かつ効率的に行い，評価結果を公表するとともに大学運営の改善等に結びつけるシステムを確立する。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3)  自己点検・評価及び情報提供 
 ① 評価の充実に関する目標 
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・ 大学評価・学位授与機構のデータベースへのデータ提供に当たっては，改め
て入力作業を行うことなく，本学大学情報データベースに集積したデータを電
子ファイルで出力し登録した。 

・ 教員が入力した研究活動等データをもとに研究者情報データを出力し，平成
21年度初めに研究開発支援総合ディレクトリ（ＲｅａＤ）へ提供するための準
備を行った。 

 

【62】 
・ 社会に対する説明責任を果たすた
め，授業アンケートの結果などを含
む自己点検・評価の結果を，ホーム
ページ等により公表する。 

【62】 
・ 社会に対する説明責任を果たすた
め，授業アンケートの結果などを含
む自己点検・評価の結果を，ホーム
ページ等により公表する。 

Ⅲ ・ 授業アンケートの結果について，全学の傾向を分析し公表するとともに，評
価平均点が上位となった授業の担当教員を「エクセレント・ティーチャーズ」
として，その授業内容や工夫などをホームページで公表した。 

・ 「平成 19 年度に係る業務の実績及び中期目標期間に係る業務の実績に関す
る報告書」並びに「平成 19 年度に係る業務の実績に関する評価結果」をホー
ムページで公表した。 

・ 11部局において自己点検・評価の結果や年報を冊子あるいはホームページで
公表した。また，４部局において外部評価報告書を公表した。 

 

 

②評価結果を大学運営の改善に活用す
るための具体的方策 

【63】 
・ 前記①の「自己点検・評価の改善
に関する具体的方策」に掲げる全学
システムの一環として，各種自己点
検・評価並びに各事業年度及び中期
目標期間に係る業務の実績に関する
評価結果を分析し，全学的視点から
教育研究活動や業務運営の改善に効
果的に反映させるための学内体制を
確立する。 

 

②評価結果を大学運営の改善に活用す
るための具体的方策 

【63】 
・ 平成１９年度に係る業務の実績に
関する評価結果を分析し，その結果
に基づき，全学的視点から教育研究
活動や業務運営の改善に取り組む。 

Ⅲ ・ 評価室においては，平成 19 年度に係る業務の実績に関する評価結果を同規
模大学の評価結果と比較分析し，総長室等及び各部局等に情報提供した。 

・ 「中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果」については，原案とし
て示された段階において，課題として指摘があった事項について，担当総長室
等で改善に向けた検討に着手した。 

・ 役員会において，評価結果を踏まえたヒアリングを行うことを決定した。 

 

【64】 
・ 評価結果を学内資源の配分を行う
際の基礎資料として活用するための
システムをⅡの１の⑤の「全学的視
点からの戦略的な学内資源配分に関
する具体的方策」の一環として検討
し，平成１８年度を目途に実施す
る。 

【64】 
・ 平成１８年度から導入している傾
斜配分を，引き続き実施する。 

Ⅲ ・ 引き続き，「博士（後期）課程充足率」，「博士号学位授与率」及び「外部
資金受入状況」を評価基準とする傾斜配分を実施し，研究科等における教育研
究の活性度や改善のための取組の進捗状況に関する評価を予算配分へ反映さ
せた。 

 

【65】 
・ 教員の教育，研究，管理運営，社
会貢献に関する実績を評価しインセ
ンティブ付与に適切に結びつけるシ

【65】 
・ 平成１８年度に取りまとめた「教
員の業績評価システムについての基
本方針」に基づき部局等において策

Ⅲ ・ 引き続き，「教員の業績評価システムについての基本方針」に基づき部局等
において策定した具体的基準等により，勤勉手当の成績優秀者の選考及び昇給
に係る勤務成績の判定に反映させた。 
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ステムをⅡの３の①の「人事評価シ
ステムの整備・活用に関する具体的
方策」の一環として検討し，平成
１９年度を目途に実施する。 

定した具体的基準等により，勤勉手
当の成績優秀者の選考及び昇給に係
る勤務成績の判定を行う。 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

【66】 
・ 本学における教育研究活動面に関
する多彩な情報を，広報資料及び
ホームページを活用して，より分か
り易く公開・提供する。 

【66】 
・ 本学における教育研究活動に関す
る多彩な情報を，迅速かつ分かり易
く，広報資料及びホームページを活
用して公開・提供する。 

Ⅲ ・ 本学ホームページのトップページ新着情報欄において，特定のニュースを選
択的に最上部に固定表示する機能を追加し，重要な情報を優先的に発信したほ
か，「総長から」のページに「総長の動向」の項目を追加するなど，情報発信
の充実に努めた。 

・ 平成18年度に公開した，本学の教員等の教育研究成果を蓄積・公開する「北
海道大学学術成果コレクション（ＨＵＳＣＡＰ）」の内容の充実及び利用促進
を図った結果，平成21年３月末時点の収録文献数は28,020件，閲覧数は
2,236,621件となった。 

・ 本学の最新の研究内容を分かり易く一般に紹介する広報誌「リテラポプリ」
を引き続き発行し，学内外に配布するとともにホームページでも公開した。ま
た，平成20年７月のＧ８北海道洞爺湖サミットの開催に合わせて発行した「リ
テラポプリ環境特別号」では，初めて英語版も発行し，在外日本公館・在日外
国公館や，サミット開催期間中に洞爺湖に設置されたメディアセンターなどへ
送付したほか，ホームページでも公開し，地球環境問題に関する本学の取組を
国内外へ広くアピールした。 

・ 引き続き，関西同窓会が運営する「北大会館」に雑誌架を置き，本学の広報
パンフレットを配布するなど，関西地区での本学の教育研究活動の情報発信を
行った。 

・ 本学のシラバスや講義資料等をインターネット上で無償公開する「オープン
コースウェア（ＯＣＷ）」の利用促進を図るとともに，講義資料の掲載数の増
加に努めた。また，世界の第一線で活躍する本学の教員が最新の研究成果に基
づいて，全国各地の高校生を対象に講義を行う「プロフェッサー・ビジット」
の映像資料を公開するなど，さらにコンテンツを充実させた。 

 

【67】 
・ 本学の中期目標，中期計画，年度
計画，財務内容等組織運営面に関す
る情報を，ホームページを用いて積
極的に発信する。 

【67】 
・ 引き続き，本学の中期目標，中期
計画，年度計画等組織運営面に関す
る情報を，ホームページを用いて積
極的に発信する。 

Ⅲ ・ 次の情報について積極的に発信した。 
① 本学の基本理念と長期目標，中期目標，中期計画，年度計画，財務内容
等組織運営面に関する情報を速やかに掲載し発信した。 

② 「新着情報」の欄を設け，本学に関する最新の情報も常に発信した。 
・ 組織運営面に関する情報を即時掲載することに努め，新組織の紹介，決算情
報公表，さらにはニュース性のある大学の決定などをプレスリリース，記者会

 

中
期
目
標 

国民に支えられる大学として社会に対する説明責任を果たすため，教育研究，組織運営など広範囲にわたる各種情報を広く公開・提供する。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3)  自己点検・評価及び情報提供 
 ② 情報公開の推進に関する目標 
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見と同時にホームページ上に掲載した。 
・ 平成20年８月から改ざん対策を含めたセキュリティソフトを導入し，ホー
ムページを信頼のできる情報発信源とした。 

【68】 
・ 学外からの多様な問い合わせに応
える方策として，ホームページ上に
ＦＡＱ（Ｆｒｅｑｕｅｎｔｌｙ
Ａｓｋｅｄ Ｑｕｅｓｔｉｏｎ）を
掲載するとともに，平成１７年度中
を目途にＦＡＱに対応する学内体制
を整備する。 

【68】 
・ ＦＡＱの内容を見直し，さらに充
実を図る。 

Ⅲ ・ ＦＡＱの内容を更新し，常に最新の情報を掲載した。  

【69-1】 
・ 平成１８年度にまとめた「国際化
のための広報の方向性」に基づき，
ホームページの充実を図りつつ，戦
略性を高めた広報活動を展開する。 

Ⅳ ・ 広報室等との連携強化を図り，本学英語版ホームページの情報の更新頻度を
高めた。 

・ 本学の「持続可能な開発」に係る研究と教育の活動について，ウェブサイト
‘Hokudai Network for Global Sustainability’を通じて150件のニュース
を英語で世界に発信した。 

・ 名古屋大学と合同で，平成21年３月に南京市南京大学を会場に「南京大学
・名古屋大学－北海道大学デー」，北京市清華大学を会場に「清華大学・北海
道大学－名古屋大学デー」を開催した。本学からは総長をはじめ５部局等の教
員・学生等が参加して，本学の説明や留学相談等を行った。両会場合わせて約
500名の参加があった。 

・ 北海道大学大学院へ留学希望の学生が留学関連情報を一括して手に入れるこ
とができる環境を整備し，平成 21 年度から海外留学希望者向けに特化した
ウェブサイト「大学院情報ワンストップ・サービス」を実施することとした。 

・ 留学生センターのホームページを拡充整備し，留学生及び外国人研究員に加
えその家族のより快適な修学・研究生活に資することを目的に，様々な情報を
提供する準備を行った。 

 【69】 
・ 世界に対して広く情報を発信する
ため，英文版のホームページの充実
を図る。 

【69-2】 
・ 「Ｇ８北海道洞爺湖サミット」を
機に，「持続可能性」や「環境」に
係る本学の研究・教育・社会貢献活
動について集中的な国際広報を行
い，本学をアピールする。 

Ⅳ ・ 平成 20 年７月に開催されたＧ８北海道洞爺湖サミットが本学を世界にア
ピールできる絶好の機会になると考え，平成20年６月から７月にかけてサス
テナビリティ・ウィーク（以下ＳＷ）2008を開催し，50以上の関連シンポジ
ウムや市民向け講座を実施し，本学の研究の成果を公開する事業を展開した。 

・ ＳＷ2008では様々な広報ツールにより活発な広報活動を行った。平成19年
12月からウェブサイト（日本語・英語）を開設し，随時最新情報を発信した結
果，およそ28,000件のウェブサイト訪問があった。さらに平成21年度開催の
ＳＷ2009のウェブサイトを開設し，引き続き情報を発信している。 

・ 同じくＧ８北海道洞爺湖サミットに合わせて開催された史上初のＧ８大学サ
ミット（平成20年６月29日～７月１日）においては，本学が運営の主体とな
り，Ｇ８大学サミットのウェブサイト（日本語・英語）を開設し，世界に向け
て情報発信を行った。 

・ これらの事業における広報活動拡大の相乗的効果により，本学の研究・教育
・社会貢献活動等の成果を世界に大きくアピールすることができた。 

・ 在外大使館，領事館など158箇所に，「持続可能な開発」関連資料及び部局
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概要などの大学紹介資料を送付し，閲覧できるよう資料公開コーナーなどに展
示を依頼した。 

【70】 
・ 北大交流プラザ「エルムの森」を
広報拠点の一つとして位置づけ，中
学校・高等学校の生徒や一般市民等
来学者に対するサービスを充実させ
る。 

【70】 
・ 北大交流プラザ「エルムの森」で
は以下の取組等を行い，来学者への
サービスを充実する。 
ア） 北海道大学広報戦略の一環と

して設置した「北大ショップ」
のさらなる充実を図る。 

イ） 学生の課外活動団体「美術部
黒百合会」の展覧会を開催する。

ウ） 利用者の増加する４月中旬か
ら１１月までの間，土・日・祝
祭日も開館する。 

Ⅲ ・ 北大交流プラザ「エルムの森」では，平成 20 年４月からエルムの森コー
ディネーターを新たに配置し，来学者に対するサービスを充実させたほか，引
き続き次の事項を実施した結果，利用者数が66,865人となり，前年度に比べ
20％増加した。 
① 新たな北大認定商品を開発し「北大ショップ」の充実を図った。 
② 学生の課外活動団体「美術部黒百合会」の展覧会を開催した。 
③ ４月から11月までの間，土・日・祝祭日も開館し利用者へのサービス
向上に努めた。 

④ 北海道大学を訪れた中学生を対象に交流プラザ「エルムの森」において，
エルムの森コーディネーターが北大の歴史や概要を説明し，サービス向上
に努めた。 

 

【71】 
・ 「北海道大学東京オフィス」を拠
点として，首都圏近郊における情報
の発信と収集を充実させるほか，企
業等との連携の促進及び同窓会組織
との交流を図る。 

【71】 
・ 「北海道大学東京オフィス」のア
クセスの利便性や広くなった同オ
フィスを最大限に利用し，東京にお
ける情報発信や情報収集をさらに強
化する。また，同オフィス内の同窓
会スペースを活用し，同窓会活動の
さらなる促進を図る。 

Ⅲ ・ 東京オフィスは，大学院入試説明会，大学院入試，看護師採用試験，各種研
究打合せなどで頻繁に利用され，年間利用者数は6,033名（平成19年度比50
％増加）となった。 

・ 同窓会事務室を併設したことにより，首都圏における大学主催の各種セミ
ナーやシンポジウム等を同窓会の支援協力のもとに開催するなど，同窓会との
連携が強化された。 

・ 平成20年４月から東京オフィス所長（特任教員）を配置し，首都圏での情
報発信や情報収集を行うサポート体制の強化を図った。 

・ 本学教員による研究成果の記者発表を東京オフィスを会場として行い，首都
圏近郊での積極的な情報発信を行った。 

 

ウェイト小計   

ウェイト総計  
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１．特記事項 

 
１．全学的評価体制の充実 
  中期目標期間評価に際しては，評価室と各総長室等が連携・協力し「作業調整部
会」を中心とした全学的な実施・支援体制を確立し，実績報告書の作成に取り組ん
だ。 

  さらに，平成21年度に受審予定の大学評価・学位授与機構による大学機関別認証
評価の自己評価書作成にあたっては，上述の中期目標期間評価における実施体制・
方法等の検証を踏まえ，教育改革室並びに各部局等に「評価担当者」を定めるとと
もに「認証評価部会」を設置した。これにより評価室，教育改革室並びに各部局等
が連携して自己評価書を作成する体制を確立し，作成に着手した。 

  また，12部局等で自己点検・評価，７部局等で外部評価・第三者評価を実施し，
点検評価結果等を冊子又はホームページで順次公表した。 

 
２．教員の業績評価システムの導入 

教員の業績評価については，中期計画に沿って平成18年度に「教員の業績評価シ
ステムについての基本方針」をとりまとめ，これに基づき平成19年度には部局等に
おいて具体的な基準等を策定している。平成20年度においても，これらの基準等に
基づく評価結果を勤勉手当の成績優秀者の選考及び昇給に係る勤務成績の判定に反
映させた。 

 
３．大学情報データベースの充実・活用 
  教員の「教育・研究・大学運営・社会貢献活動」を示すデータについて，引き続
き入力の推進に努めてホームページ上で公開したほか，部局等に係る集積データと
ともに，各部局等・各総長室等において中期目標期間評価，大学機関別認証評価等
に積極的に活用した。 

  また，部局等に係るデータ集積に当たっては，入力作業の重複を防ぐため学内の
既存システムと連携して効率化を図ったほか，大学評価・学位授与機構のデータ
ベースへのデータ提供に当たっても，改めて調査等を行うことなく，本データベー
スに集積したデータを電子ファイルで出力し登録した。 

 
４．学生による授業アンケートの実施 
  引き続き学生による授業アンケートを実施し，結果を各教員並びに所属部局長等
にフィードバックするとともに，全学の傾向を分析しホームページで公表した。 
また，評価平均点が上位となった授業の担当教員を「エクセレント・ティー

チャーズ」としてその授業内容や工夫などをホームページで公表した。 
 
５．サステナビリティ・ウィーク2008の開催 

平成20年７月に開催されたＧ８北海道洞爺湖サミットが本学を世界にアピール
できる絶好の機会になると考え，平成20年６月から７月にかけて開催したサステナ
ビリティ・ウィーク（以下ＳＷ）2008において，50以上の関連シンポジウムや市民
向け講座を断続的に開催し，本学の研究の成果を公開する事業を展開した。 
ＳＷ2008では様々な広報ツールにより活発な広報活動を行った。平成19年12月

からウェブサイト（日本語・英語）を開設し，随時最新情報を発信した結果，およ
そ 28,000 件のウェブサイト訪問があった。さらに平成 21 年度開催のＳＷ2009 の
ウェブサイトを開設し，引き続き情報を発信している。 

 
６．Ｇ８大学サミットの開催 

Ｇ８北海道洞爺湖サミットに合わせ，本学が運営の主体となり，史上初の試みと
してＧ８大学サミット（平成20年６月29日～７月１日）を札幌市において開催し
た。「グローバル・サステイナビリティと大学の役割」をテーマとする本サミット
には世界14カ国・主要35大学の学長等約140名が参加した。 
Ｇ８大学サミットにおいては，マスコミの関心も高く多くの報道がなされたほか，

本学が運営の主体となってＧ８大学サミットのウェブサイト（日本語・英語）を開
設し，世界に向けた情報発信を行った。 
これらの事業における広報活動拡大の相乗的効果により，本学の研究・教育・社

会活動等の成果を世界に大きくアピールすることができた。 
 
７．朝日新聞社との基本合意に基づく提携プロジェクト 

本学と朝日新聞社・北海道テレビ放送は，それぞれの社会的責務を，より効果的
かつ公正に果たすことを目的に提携・協力を進めることで平成17年７月に基本合意
を締結した。この基本合意の下での提携・協力を「ポプラプロジェクト」と称し，
本学教員が講師となって全国の高等学校で地球環境問題について講義を行う「北海
道大学プロフェッサー・ビジット2008」を平成19年度に引き続き実施した。広告
を出したところ全国から52校の応募があり，その中から26校に訪問講義を行った。
その結果，高校生4,679名が参加し，大きな成果を挙げた。 
この企画により本学の最新の研究成果の情報を高校生に広く提供することができ

た。また，朝日新聞社の全国版の新聞広告及び記事による実施報告がその都度掲載
され，全国に北海道大学の知名度を向上させることができた。 

 
８．（株）電通北海道との包括連携 

平成17年２月，本学は（株）電通北海道との連携をとおして研究交流や人材育成
など，相互の協力が可能なすべての分野において具体的な協力を有機的に推進する
ため，連携プログラムに関する協定を締結した。 
この協定により平成17年度から行っている本学職員１名の電通北海道及び電通

グループへの研修派遣を引き続き実施し，同社の実施するプログラムを通して，専

（３） 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等 
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門性の高い広報担当者を育成するとともに，電通北海道の職員からも本学の広報戦
略について意見を聴取するなどして，国立大学法人としての広報体制づくりを図っ
た。 

 
９．北海道大学緑のビアガーデン開催 

平成18年度から実施している「北海道大学緑のビアガーデン」を平成20年８月
５日から10日までの６日間開催し，キャンパスの夕べを地域市民に開放した。来客
の多くはふだん構内に足を運ぶ機会がない一般市民で，本学をより身近に感じても
らうことができた。 

 
 
２．共通事項に係る取組状況 
 
１．中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られている
か。 

  中期目標・中期計画及び年度計画を担当する企画・経営室において，評価室とも
連携して，中期目標，中期計画，年度計画，実績報告等の情報を一計画毎にExcel
データにより作成・管理し，各計画の遂行を担当する総長室等に配付して進捗状況
管理等を行っている。 
また，教員の教育・研究・大学運営・社会貢献活動データを大学情報データベー

スに集積し，各部局等が評価の基礎資料として活用できるようにするとともに，各
組織に係る基礎データを集積し，中期目標期間評価，大学機関別認証評価等の作業
の効率化を図るために活用した。また，データ集積に当たっては，入力作業の重複
を防ぐため，学内の既存システムと連携して効率化を図った。 

 
２．情報公開の促進が図られているか。 

配布広報誌並びにホームページを本学の情報公開・発信の主媒体と位置づけ，そ
の内容の充実に努めた。 

 ・ ＦＡＱの内容を更新し，常に最新の情報を掲載した。 
・ 本学ホームページのトップページの新着情報欄において，特定のニュースを選
択的に最上部に固定表示する機能を追加し，重要な情報を優先的に発信したほ
か，「総長から」のページに「総長の動向」の項目を追加するなど，情報発信の
充実に努めた。 

・ 組織運営面に関する情報を即時掲載することに努め，新組織の紹介，決算情報
公表，さらにはニュース性のある大学の決定などをプレスリリース及び記者会見
と同時にホームページ上に掲載した。 

・ 平成20年８月から改ざん対策を含めたセキュリティソフトを導入し，ホーム
ページを信頼のできる情報発信源とした。 

・ 平成18年度に公開した，本学の教員等の教育研究成果を蓄積・公開する「北海
道大学学術成果コレクション（ＨＵＳＣＡＰ）」の内容の充実及び利用促進を
図った結果，平成21年３月末時点の収録文献数は28,020件，閲覧数は2,236,621

件となった。 
・ 本学のシラバスや講義資料等をインターネット上で無償公開する「オープン
コースウェア（ＯＣＷ）」の利用促進を図るとともに，講義資料の掲載数の増加
に努めた。また，世界の第一線で活躍する本学の教員が最新の研究成果に基づい
て，全国各地の高校生を対象に講義を行う「プロフェッサー・ビジット」の映像
資料を公開するなど，さらにコンテンツを充実させた。 

・ 本学の最新の研究内容を分かり易く一般に紹介する広報誌「リテラポプリ」を
引き続き発行し，学内外に広く配布するとともにホームページでも公開した。ま
た，平成20年７月のＧ８北海道洞爺湖サミットの開催に合わせて発行した「リテ
ラポプリ環境特別号」では，初めて英語版も発行し，在外日本公館・在日外国公
館や，サミット開催期間中に洞爺湖に設置されたメディアセンターなどへ送付し
たほか，ホームページでも公開し，地球環境問題に関する本学の取組を国内外へ
広くアピールした。 

・ 引き続き，関西同窓会が運営する「北大会館」に雑誌架を置き，本学の広報パ
ンフレットを配布するなど，関西地区での本学の教育研究活動の情報発信を行っ
た。 

 
３．従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

平成19年度に係る業務の実績に関する評価結果について，同規模大学の評価結果
と比較分析し，総長室等及び各部局等に情報提供した。 
また，「中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果」については，原案と

して示された段階において，課題として指摘があった事項について，担当総長室等
で改善に向けた検討に着手した。 
加えて，役員会において，評価結果を踏まえたヒアリングを行うことを決定した。 
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

【72】 
① 施設設備の整備に当たっては，本
学のキャンパス・マスタープラン 96
に基づいて着実に取り組むこととす
るが，同プランについては，作成時
以降の財政状況や社会情勢の変化，
教育研究の新たな進展による施設需
要等を踏まえ，その適切な見直しを
図る。 

【72】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載無し）  

【73】 
② 教育研究活動とその基盤となるキ
ャンパス整備を全学的視点から戦略
的に展開し，かつ，施設整備に民間
資金の導入など新たな整備手法を開
拓するための施設マネジメント体制
を確立し，施設計画，整備，管理を
一元的に行う。 

【73】 
① 教育研究活動の基盤となるキャン
パス環境を全学的視点から適切に確
保・活用するため，その企画・計画，
整備，管理を一体的に行う施設マネ
ジメント体制により，実施策の検討
を引き続き行う。 

Ⅲ ・ 施設マネジメント部会において，施設の有効活用を促進するため，平成 19
年度に引き続き施設有効活用実態調査を各学部等に行った。調査結果に基づ
き，機器の集約によるスペースの有効活用，定期的な施設の点検，省エネル
ギーの推進等を各部局に提言し，改善状況について報告を求めた。 

・ 施設マネジメントに関する啓発を目的として，平成 21 年１月に千葉大学
キャンパス整備企画室長を招き，千葉大学の施設・環境マネジメントについて
講演会を開催した。 

・ 環境に配慮した安全なキャンパスを保つため，平成 21 年１月から，臨時入
構車両について有料化を実施し，入構車両の抑制を図った。 

・ 業務の効率化と経費節減を図るため，札幌キャンパス内の施設の小規模修繕
や応急処置等の一次対応を行う「施設保全センター」について検討し，平成21
年４月から設置することとした。 

 

 

③施設等の有効活用に関する具体的方
策 
【74】 
・ 既存施設の点検・評価を定期的に
実施するとともに，点検手法の開発

②施設等の有効活用に関する具体的方
策 

【74】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載なし）  

中
期
目
標 

① 北海道大学の施設長期計画を具現化し，教育研究の成果を上げるとともに，文化性や国際性に豊み，人と環境に優しいエコ・キャンパスを目指して，計画的な施設設備
の整備に取り組む。  

② 既存施設の使用実態の点検・評価に基づき，全学的な有効活用の促進を図る。 
③ 教育研究のための良好な施設環境の保持と安全性の確保を図るため，予防的な施設の維持管理体制を整備するとともに，資産価値の保全を図る。 
④ 教育研究の目標を具現化するため，施設の自己点検・評価結果や社会的要請にも配慮しつつ，全学的かつ中長期的視点に立った着実な施設整備を行うことにより，必要
となるスペース・機能の確保・充実に努める。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他の業務運営に関する重要事項 
 ① 施設設備の整備・活用等に関する目標 
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や評価基準の策定に取り組み，平成
１８年度中を目途に成案を得る。 

【75】 
・ 教育研究の進展に柔軟かつ機動的
に対応するため，全学共用スペース
の増加に努めその有効活用を図ると
ともに，教育研究の特性や活性状況
に応じた適切なスペース配分を実施
するために必要な措置を講ずる。 

【75】 
・ 教育研究の進展に柔軟かつ機動的
に対応する適切なスペース配分を実
施するため，課金制度を平成２１年
度から実施するように引き続き検討
する。 

Ⅲ ・ 課金制度として平成 19 年度に役員会に提案した「スペースチャージ制（ゼ
ロサム課金）」の導入にあたっては，当初の課金制度案に加えて，教職員・学
生の現員などの指標を反映させることについて，平成 21 年度中の実施に向け
さらに検討を進めた。 

 

【76】 
・ 講義室・演習室等の共用室は，全
学又はブロック内で空間的・時間的
に共用化するなどして，共用室の利
用率の向上を図る。 

【76】 
・ 講義室・演習室等を共用するため
のシステムやルール作りの検討を引
き続き行い，利用率の向上を図る。 

Ⅲ ・ 講義室・演習室等の共有化や利用率向上を目的として，ホームページから各
室を検索できる施設紹介システムを平成19年度に公開したが，平成20年度は
新たに10件の登録を行い合計76件とし，充実を図った。 

・ 人文・社会科学総合教育研究棟の講義室・演習室等を一元管理し共用化を図
るため，文系部局（文学・法学・経済学の３研究科及び教育学研究院）に対し，
具体的な改善方策の検討を要請した。 

 

 

④施設等の維持管理に関する具体的方
策 

【77】 
・ 教育研究環境を良好に保持するた
めに，予防保全と事後保全との費用
対効果を勘案した施設設備の点検・
保守・修繕等の基準の作成を行うこ
とにより，施設の劣化を一定水準に
抑制し，資産価値の保全を図る。 

③施設等の維持管理に関する具体的方
策 

【77】 
・ 教育研究環境を良好に保持し，施
設の劣化を抑制するための，施設設
備の点検・保守・修繕等の基準及び
保全計画を策定する。 

Ⅲ ・ 教育研究環境を良好に保持し，施設の劣化を一定水準に抑制するため，定期
的な点検による現状把握と，必要に応じた修繕を実施する際の基準となる「施
設維持保全手引き」を作成した。また，平成 18 年度までに取りまとめた建物
簡易調査診断のデータに基づき，「北海道大学施設保全計画書」を策定した。 

 

【78】 
・ 教育研究環境の安全性を確保する
ために，施設設備の使用状況に関す
る点検を定期的に行い，施設設備の
改修・補修計画の立案や安全性の確
認・指導等を行うための実施体制を
整備する。 

【78】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載なし）  

⑤施設等の整備に関する具体的方策 
【79】 
・ 世界水準の大学施設を目指し，教
育研究の一層の充実に資するため，
建物の老朽・狭隘の解消に努めると
ともに，施設設備の安全性やアメニ
ティ等に配慮した施設の再生整備に
努める。 

④施設等の整備に関する具体的方策 
【79-1】 
・ 施設の老朽解消のため地球環境科
学研究院の実験研究棟屋上防水改修
工事，植物園囲障等改修工事を行う。
また，設備の安全性確保のために，
獣医学研究科の飲料水用濾過装置濾
材改修及び雑用水用濾過装置新設工
事を行う。 

 

Ⅲ ・ 地球環境科学研究院の実験研究棟屋上防水改修工事，植物園囲障等改修工事
を平成20年12月に完了し，老朽化した施設を改善した。また，獣医学部の飲
料水用濾過装置濾材改修工事及び雑用水用濾過装置新設工事を平成 21 年３月
に完了し，安全性の高い設備を整備した。 
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【79-2】 
 ・ 教育研究の一層の充実に資するた
め，高機能センターＳ講義棟等改修
工事を行う。 

Ⅲ ・ 安全で良好な学修環境を整えるため，老朽化した高機能センターＳ講義棟（西
側）の改修工事を実施し，平成20年３月に完了した。 

 

【80】 
・ 学術研究の高度化と優れた研究者
の養成，教育研究を通じた国際貢献
を目指す大学院重点化に必要となる
スペースの確保・整備充実に努め
る。 

【80】 
・ 大学院重点化に必要となるスペー
スの確保・整備充実に努めるため，
理学研究院（３号館），歯学研究科
（Ｄ棟），医学研究科（中研究棟）
等の改修整備工事を実施する。 

Ⅲ ・ 理学部（３号館），歯学部（Ｄ棟），医学部（中研究棟），教育学部研究棟
の改修整備工事を平成 21 年３月に完了し，老朽化した施設の改善を行うとと
もに大学院重点化に必要となるスペースの確保・充実を行った。 

 

【81】 
・ ライフサイエンス・情報通信・環
境・ナノテクノロジーなどの卓越し
た研究拠点を形成するスペースの確
保・整備充実に努める。 

【81】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 平成 19 年度に着手した北キャンパス総合研究棟５号館（電子科学研究所）
の改築工事を平成20年６月に完了した。 

 

【82】 
・ 北海道大学病院において，先端的
な医療を実践する拠点を形成すると
ともに，経営の健全化に資するため
に必要となるスペースの確保・整備
充実に努める。 

【82】 
（２０年度は年度計画なし） 

 （記載なし）  

【83】 
・ 法科大学院など専門職大学院の設
置に伴い，必要となるスペースの確
保・整備充実に努める。 

【83】 
・ 法科大学院などの専門職大学院の
適切な教育環境を保持するため，必
要なスペースの確保に引き続き努め
る。 

Ⅲ ・ 人文・社会科学総合教育研究棟の講義室・演習室等を一元管理し共用化を図
るため，文系部局（文学・法学・経済学の３研究科及び教育学研究院）に対し，
具体的な改善方策の検討を要請した。 

・ 文系共用棟のスペースの再配分により，公共政策大学院の教員室等190㎡を
確保した。 

 

【84】 
・ ２１世紀に相応しい全学規模の高
度情報化アカデミックキャンパスの
実現を図るため，情報基盤センター
及び附属図書館の電子化，利便性の
向上，蔵書数の増加に対応するス
ペースの確保・整備充実に努める。 

【84】 
（２０年度は年度計画なし） 

 ・ 附属図書館本館の再生計画を検討し，平成 21 年度に耐震補強を行うことと
した。 
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【85】 
・ 高い資質を備えた医療技術専門職，
教育者及び研究者を育成することを
目標として行われる，医療技術短期
大学部の廃止・保健学科への移行に
より必要となるスペースの確保・整
備充実に努める。 

【85】 
・ 医学部保健学科のスペースの確保
のための検討を引き続き行う。 

Ⅲ ・ 医学部保健学科に加え，保健科学院・保健科学研究院の整備に伴い必要とな
る面積等を考慮した具体的な整備計画を検討し，平成 21 年度の施設整備費等
要求に反映させた。 

 

【86】 
・ 世界に開かれた大学を目指し，外
国人研究者や留学生の教育研究環境
や生活環境を向上させるために必要
となるスペースの確保・整備充実に
努める。 

【86】 
・ 外国人研究者や留学生の教育研究
環境や生活環境を向上させるために
必要となるスペースの確保・整備充
実のためのさらなる検討を行う。 

Ⅲ ・ 留学生の教育研究・居住環境を改善するため，南新川国際交流会館２号館新
営（128室）及び桑園国際交流会館増築（40室）の具体的な整備計画を検討し，
南新川国際交流会館２号館については，実施設計に着手した。 

 

【87】 
・ 学部学生の正課授業及び課外の体
育活動の充実のための体育施設や，
快適な学生生活を支えるための福利
厚生施設等の再生整備に努める。 

【87】 
・ 屋外体育施設における授業のため
の更衣施設を整備する。 

Ⅲ ・ 屋外体育施設における正課授業のための更衣施設を整備し，平成20年12月
に完了した。 

 

【88】 
・ 北方生物圏フィールド科学セン
ターに附属する地方施設について，
本学の特色であるフィールドを利用
した教育研究の更なる推進のため，
老朽化した施設の再生整備に努める
。 

【88】 
・ 北方生物圏フィールド科学セン
ターに附属する静内研究牧場の繁殖
舎の改修を実施し，老朽化した施設
・設備の再生整備に努める。 

Ⅲ ・ 北方生物圏フィールド科学センターに附属する静内研究牧場の繁殖舎の改築
を平成21年２月に完了し，老朽化した施設・設備の再生整備を行った。 

 

 

【89】 
・ キャンパスの環境保全，バリアフ
リー対策，構内交通動線の整備，イ
ンフラ設備の更新等基幹環境整備の
充実に努める。 

【89】 
・ 北キャンパス北２０条門周辺の交
通動線道路及び下水道整備を実施す
る。 

Ⅲ ・ 北キャンパスの基幹整備として，北 20 条門周辺の交通動線道路及び下水道
整備を実施した。 

・ 法学部研究棟，文系共同研究棟，保健科学研究院等において身障者トイレを
設置した。 

・ ＣＯ２削減対策及び構内交通安全の推進を図るため，構内入構車両を抑制す
るとともに，構内循環バスの増便を行った。 

 

【90】 
・ 民間資金の円滑な受入れによる効
果的・効率的な施設整備を行うた
め，環境資源バイオサイエンス研究
棟改修施設整備等事業をＰＦＩ事業
として確実に推進する。 

【90】 
・ ＰＦＩ事業の環境資源バイオサイ
エンス研究棟改修施設整備等事業は
引き続きⅥ期の改修工事を実施す
る。 

Ⅲ ・ ＰＦＩ事業である環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設整備等事業は，
平成20年９月に全ての改修工事が完了した。 

 

 ウェイト小計  
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウエ 

イト 

①労働安全衛生法を踏まえた安全管理
・事故防止に関する具体的方策 

【91】 
・ 労働安全衛生法，ＰＲＴＲ法 （特

定化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法
律）等を踏まえた化学物質，毒物・
劇物，危険物等の適切な保管，取扱，
処分・廃棄を行うため，全学的な管
理体制を確立する。 

①労働安全衛生法を踏まえた安全管理
・事故防止に関する具体的方策 

【91】 
・ 放射性同位元素等の管理について
は，アイソトープ総合センターを中
心とした安全管理を強化し，放射性
同位元素の適切な利用，施設の効率
的利用について,引き続き検討を行
う。 

Ⅲ ・ アイソトープ総合センターに配置した特任教授を中心として，部局等に対す
る放射性同位元素のコンサルテーションを行うとともに，放射性同位元素等管
理委員会委員による特別点検チームを発足させ，学内 12 箇所に設置されてい
るＲＩ施設の安全管理について点検・指導を行った。 

・ 法令に基づく放射性同位元素等に係る教育訓練のカリキュラムに，放射線研
究最前線の現状に関する特別講演を組み入れ，さらに，定期の教育訓練に加え
て臨時の教育訓練を実施するための取扱いを制定し，実際に臨時教育訓練を実
施するなどして放射線同位元素等の取扱いや安全管理に係る教育の充実を
図った。 

・ 全学のＲＩ施設の安全管理や効率的運用等を図るため，「下限数量以下使用
ワーキンググループ」及び放射性同位元素等管理委員会において，全学のＲＩ
施設を２拠点３～４施設に集約するという将来構想案について議論を行い，そ
の手始めとして創成科学共同研究機構及び水産科学研究院のＲＩ施設を廃止
した。 

 

②学生等の安全確保に関する具体的方
策 

【92】 
・ 学生や職員の安全確保のため，施
設設備の安全点検を定期的に実施す
るとともに，実験時における事故防
止等に役立てるための安全管理マ
ニュアルの充実とその活用を図る。 

②学生等の安全確保に関する具体的方
策 

【92】 
・ 学生や教職員の安全確保のため，
引き続き施設整備の安全点検を定期
的に実施し，安全管理マニュアルの
充実と活用に努める。 

Ⅲ ・ 環境保全センターで「化学物質取扱の手引」を作成し，安全管理マニュアル
の充実と活用に努めた。 

・ 学生や教職員の安全確保のため，月１回の産業医の巡視及び施設保全課によ
る教育・研究環境の安全パトロールを実施した。 

・ 新入生及び初任職員に安全の手引きを配布し，これらを活用した安全教育を
行った。 

 

【93】 
・ 全学的な防災・防犯管理体制を確
立するとともに，施設設備に関連す
る防災計画として，防災マップ及び
キャンパス内における危険箇所・建
物等のハザードマップを平成１７年
度中を目途に作成する。 

【93】 
・ 全学的な危機管理体制を整備する。

Ⅲ ・ リスク管理担当理事及び防災担当理事を中心とするワーキンググループにお
いて，全学的な危機管理体制を検討し，以下のとおり体制等を整備した。 
① 平素の危機発生時に迅速かつ円滑に対応するために，リスク管理担当理
事を室長とする危機管理室を設置した。 

② 全学で対応すべき災害等が発生した場合に，総長を本部長とする危機管
理本部を設置することとした。 

③ 災害等によるリスクの区分を定め，リスク区分毎の対応をまとめた。 

 

中
期
目
標 

学生や職員の安全確保及び防災・防犯対策を強化するため，全学的な管理体制の充実・整備等必要な方策を推進する。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4)  その他の業務運営に関する重要事項  
 ② 安全管理に関する目標 
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【94】 
・ 災害に対するキャンパス内のイン
フラ設備を強化するとともに，学生
や職員等の避難通路，一時的避難場
所及び災害復旧拠点を整備するな
ど，安全なキャンパス環境の実現に
努める。 

【94】 
・ 災害等に対応できる安全なキャン
パス環境の構築に向けて，必要な機
能とその整備手順等について引き続
き検討する。 

Ⅲ ・ 安全なキャンパス環境を確保するため，医系総合研究棟その他火報設備改修
工事（平成20年８月完成），恵迪寮防災設備改修工事(平成21年３月完成)，
札幌キャンパス屋外都市ガス配管改修工事（平成 21 年３月完成）を行った。
また，函館キャンパスにおいては，経年劣化の著しい埋設ガス管（ねずみ鋳鉄
管）の取替工事の発注を行った。 

・ 札幌キャンパスと函館キャンパスの防災マップを集約化し，さらに緊急避難
場所，ＡＥＤ設置場所，洪水ハザードマップ及び函館キャンパスについては，
津波ハザードマップを見直して内容を充実させた。 

 

【95】 
・ 既存建物の耐震診断を計画的に推
進し，新耐震基準に合致する耐震改
修の促進に努める。 

【95】 
・ 平成１８年度に実施した耐震診断
の結果に基づき，理学研究院（３号
館），歯学研究科（Ｄ棟），医学研
究科（中研究棟）等について耐震補
強改修を実施する。 

Ⅲ ・ 平成 18 年度に実施した耐震診断の結果に基づき，以下の建物の耐震補強改
修工事を平成21年３月に完了した。 
① 理学部 ３号館 
② 歯学部 Ｄ棟 
③ 医学部 中研究棟 
④ 教育学部 研究棟 
⑤ スラブ研究センター 
⑥ 農学部 特別実験室 
⑦ 工学部 開発科学実験施設 
⑧ 工学部 電気・生体棟（Ｌ棟） 

 

ウェイト小計   

ウェイト総計  
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１．特記事項 
 
１．施設整備の新たな手法 

札幌キャンパス北部（北キャンパス地区）敷地内に，定期借地権（事業用）を利
用した民間製薬会社による創薬基盤技術研究棟（Ｒ５ 2,793㎡）が完成し，平成20
年５月にオープンした。その他，同じく北キャンパス地区に産学官連携施設として，
中小企業基盤整備機構によるインキュベーション施設（Ｒ３ 1,915㎡）である「北
大ビジネス・スプリング」が完成し，平成20年12月にオープンした。 
病院ＥＳＣＯ事業については，最優秀提案事業者による詳細調査，補助申請を経

て，平成19年８月に契約を締結し，省エネルギー改修工事を平成20年３月までに完
了させた。同年４月からＥＳＣＯサービスを開始したことにより，平成20年度のエ
ネルギー消費量は，事業実施前の水準より原油換算で1,975klの削減となった。 
また，目的積立金などの自己財源により，歯学部Ｄ棟，構内各所の学生用トイレ

の改修工事が完成し，ポプラ会館，医学部図書室，第一体育館，北晨寮の改修，及
び電話交換機更新工事を発注した。さらに札幌市との連携により北20条に道路を敷
設した。 
 

２．耐震改修への取組 
老朽化対策とあわせ，平成18年度に実施した建物簡易調査診断のデータの見直し

を行い，耐震診断結果を考慮して平成20年度には理学部３号館，歯学部Ｄ棟，医学
部中研究棟，教育学部研究棟，スラブ研究センター，農学部特別実験室，工学部開
発科学実験施設，工学部電気・生体棟（Ｌ棟）で耐震改修工事を実施した。今後も
継続的に実施することとしている。  
 

３．アスベストの除去  
昭和63年頃から改修工事等で除去してきたが，平成18年度には「石綿をその重量

の0.1％を超えて含有するもの」という新基準のもとに，露出している吹付けアスベ
スト及び含有アスベスト吹付け材の除去等の対策工事を実施し，平成21年２月に完
了した。 

 
 
２．共通事項に係る取組状況 
 
１．施設マネジメント等が適切に行われているか。 
① キャンパス・マスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況 

本学では，キャンパス・マスタープラン検討部会において，キャンパス全体の
緑地計画・構内交通計画等を含めた総合的な検討を行い，平成19年９月に「キャ
ンパス・マスタープラン2006」を公表し，平成20年度には「実現プログラム推進

ワーキンググループ」において，同マスタープランに基づく新たな具体的整備計
画の検討を進めた。 

② 施設・設備の有効活用の取組状況 
・ 施設・設備の有効活用の観点から教育・研究内容に応じた施設の利用状況を
検証するため, 施設マネジメント部会のメンバーによる施設有効活用実態調査
を実施した。 

・ スペースチャージ制の平成21年度中の実施に向けて検討を進めた。 
・ 新築，改修工事においては，共用スペースの面積を確保できるよう整備を進
めた。 

③ 施設維持管理の計画的取組状況 
   「特記事項の２参照」 
④ 省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組状
況 
・ 工学部では，引き続き８月13～15日の３日間において夏季休暇一斉取得によ
る省エネ活動を実施し，平成17年度の同期間と比較して電気使用量では約27％，
水道では約52％の削減となった。 

・ 本部ボイラー室では，北海道電力（株）による燃料消費量分析評価に基づい
て運転最適ポイントを把握し，高効率運転を実現した。その結果，本部ボイ
ラー室での重油使用量は平成19年度と比較して約13％の削減となった。 

 
２．危機管理への対応策が適切にとられているか 

リスク管理担当理事及び防災担当理事を中心とするワーキンググループにおい
て，全学的な危機管理体制を検討し，危機の発生を未然に防止するための平素から
の対策及び実際に火災，地震その他による災害，事故等が発生したときの対応等に
ついて定めた。この中で，本学の関係者の生命若しくは身体または本学の財産に重
大な被害が生じることを未然に防止するとともに，火災，地震等の災害または事故
による被害を軽減することを目的として，リスク管理担当理事を室長とする危機管
理室を設置した。さらに，発生した災害等の規模または程度に応じリスクの区分を
定め，リスクの区分毎の対応をまとめた。また，全学で対応すべき大規模災害等が
発生した場合に備え，総長を本部長とする危機管理対策本部を設置することとした。 

(４) その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①全学教育の成果に関する具体的目標の設
定 

【96】 
・ 本学では，教養教育（教養科目）に専
門基礎教育（基礎科目）を加えて，全学
の責任の下に全学の教員が授業を担当す
る「北大方式」という特徴ある教育を，
以下のとおり「全学教育」として実施す
る。 
ア） 本学では，教養教育をすべての学

部教育にとって不可欠のコアと位置
づけ，「コアカリキュラム」と称す
る。このように教養教育を重視する
教育理念に従って，「最良の専門家
による最良の非専門教育」を実施し，
豊かな人間性と高い知性，並びに広
い教養，すなわち，人間の生とそれ
をとりまく社会や自然に対する広い
視野と高い視点，そして深い洞察を
統合する力を身に付けさせるととも

①全学教育の成果に関する具体的目標の設
定 

【96】 
・ 本学では，教養教育（教養科目）に専
門基礎教育（基礎科目）を加えて，全学
の責任の下に全学の教員が授業を担当す
る「北大方式」という特徴ある教育を，
以下のとおり「全学教育」として実施す
る。 
ア） 本学では，教養教育をすべての学

部教育にとって不可欠のコアと位置
づけ，「コアカリキュラム」と称す
る。このように教養教育を重視する
教育理念に従って，「最良の専門家
による最良の非専門教育」を実施し，
豊かな人間性と高い知性，並びに広
い教養，すなわち，人間の生とそれ
をとりまく社会や自然に対する広い
視野と高い視点，そして深い洞察を
統合する力を身に付けさせるととも

・ 全学教育科目は，すべての学部の学生にとって共通・必須の素養を育む「教養科
目」（コアカリキュラム）と，各学部の専門教育の基礎となる「基礎科目」から成
る。 

・ 「北大方式」の全学教育協力・支援体制に則り，高等教育機能開発総合センター
長（理事・副学長）を委員長とし各学部等の代表で組織される全学教育委員会での
実施・開講計画の検討の結果，平成20年度には，全学29部局等の専任教員及び特
任教員（外国人教師）が担当する1,626（平成19年度1,663）コマ（週２時間で15
週を１コマとする），非常勤講師が担当する443（平成19年度495）コマの全学教
育科目を開講した。 

・ 「履修登録単位数の上限設定」，「ＧＰＡ（Grade Point Average）制度の本格
利用」，「公正で厳格な成績評価」を実施し，「単位の実質化」を進め，平成18
年度から実施した新教育課程の展開，充実を図った。平成21年度には，学生のよ
り幅広い履修を可能とする「自由設計科目制度」を導入することとした。 
この新教育課程に関する学生・教員にアンケート調査を行い，教養科目の履修動

向・学修状況を検証し，ＦＤ開催等により各担当教員に周知するなどの改善策を講
じた。その結果，１年次の平均ＧＰＡは2.23（平成17年度）から2.35（平成20
年度）に上昇した。 

ア）教養科目 
・ 教養科目はコアカリキュラムの教育目標と基本計画の堅持・発展を目指し，１ク
ラスあたりの学生数を適正化し，主題別科目，総合科目，外国語科目と外国語演習

中
期
目
標 

北海道大学における教育は，その基本理念に基づき，高い倫理性を持って未踏の領域を開拓し，変化する社会に柔軟に対応し，実社会に専門的能力を生かし，世界の第一
線で活躍できる人材の育成を目標とする。 

この目標を達成するに当たり，研究主導型大学である北海道大学には，何よりもまず国際的競争に耐えうる高い水準の大学院課程が求められるが，同時に，北海道におけ
る唯一の国立総合大学としてのユニークな地位と教育的伝統を持つ優れた学士課程を，今後とも維持し発展させていかなければならない。そのために，学士課程と大学院課
程における各々の教育の特質と目標を明らかにし，充実した教育課程の展開と不断の改善を目指す。 
（ⅰ）学士課程 

学士課程においては，市民としての自覚を持って社会に参加すること，専門の基礎となる学問やコミュニケーションの方法を身に付けること，特定の専門分野を広い視
野のもとに学ぶこと，を目指した教育を通じて，国際的に通用する高度な学問的素養を持ち，健全な市民として的確な判断力とリーダーシップを発揮できる人材を育成す
るとともに，専門職業人として指導的立場に立ちうる人材の育成を目指す。 

（ⅱ）大学院課程 
大学院課程においては，研究主導型大学として世界的水準の研究を担うことのできる卓越した研究者を育成するとともに，基幹大学として社会に貢献しうる高度専門職

業人の育成を目指す。 
・ 修士課程においては，専攻分野における高度の知識や学芸を身に付けさせ，研究に参画する基盤的能力を持った人材を育成するとともに，社会に必要とされる高度な専

門的能力を身に付けさせ，国際的にも活躍できる高度専門職業人を育成することを目標とする。 
・ 博士（後期）課程においては，専攻分野における高度で，かつ最先端の知識や学芸を身に付けさせ，独立して研究を展開し，世界的水準の研究を担うことができる人材

を育成するとともに，専門的職業能力の一層の高度化を目標とする。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 
 ① 教育の成果に関する目標 
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に，高いコミュニケーション能力や
情報リテラシー能力などの基盤的能
力，並びに異文化理解能力の育成を
図ることを目指す。 

イ） 専門基礎教育（基礎科目）は，数
学，物理学，化学，生物学及び地学
の基礎的学問分野の学力を，全学教
育の段階で専門教育に必要なレベル
に到達させることを目指す。 

に，高いコミュニケーション能力や
情報リテラシー能力などの基盤的能
力，並びに異文化理解能力の育成を
図ることを目指す。 

イ） 専門基礎教育（基礎科目）は，数
学，物理学，化学，生物学，地学及
び平成１８年度から新たに加えた人
文科学，社会科学の基礎的学問分野
の学力を，全学教育の段階で専門教
育に必要なレベルに到達させること
を目指す。 

の充実・教育効果の向上を図った。 
・ 「導入科目」の充実のため，平成21年度から「一般教育演習」の科目名を「一
般教育演習（フレッシュマンセミナー）」に，「総合科目」を２単位から１単位に
変更する見直しを行い，「導入科目」の履修推奨，単位の実質化の推進を図った。 

・ 異文化理解のため，主題別科目（芸術と文学），一般教育演習，ドイツ語，ドイ
ツ語演習，中国語演習，外国語特別演習において，基本的知識を内容とする「中国
文化の食卓－『食』で探る中国文化」，「自文化と他文化の見方を考える」など14
科目を開講して理解能力の育成を図った。 

・ 外国語演習は全学協力体制による開講を展開し，学部から平成19年度の開講実
績（30コマ）から大幅増となる70コマの提供を受けて専門分野と接続する教育題
材の充実を図った。 

イ）専門基礎教育（基礎科目） 
・ 理系基礎科目では，自然科学実験を専門科目との連関を重視して刷新し，シラバ
スの統一，共通教科書の編纂・改定，実験テーマの開発・機器の整備等を行い，数
学，物理学，化学，生物学，地学の体系的講義と自然科学実験を通じて，効果的な
教育を展開した。 

・ 文系基礎科目（「人文科学の基礎」ならびに「社会科学の基礎」）では，共通基
礎素養としてふさわしい内容を検討し，基礎的学問分野の学力養成を図った。複数
の講義科目から学生の講義選択が容易となるように，開講曜日・講時の統一を行っ
た。 

②学部教育の成果に関する具体的目標の設
定 

【97】 
・ 学部教育では，全学教育で身に付けさ
せた能力等に加えて，人文・社会・自然
諸科学の各分野の基礎的知識を確実に習
得させるとともに，豊富な専門分野の知
識を身に付けさせ，新しい課題に対して
積極的に道を拓く人材を育成する。 

②学部教育の成果に関する具体的目標の設
定 

【97】 
・ 学部教育では，全学教育で身に付けさ
せた能力等に加えて，人文・社会・自然
諸科学の各分野の基礎的知識を確実に習
得させるとともに，豊富な専門分野の知
識を身に付けさせ，新しい課題に対して
積極的に道を拓く人材を育成する。 

・ 学部専門教育では，基礎的知識を確実に習得させるために，平成19年度に引き
続き，大学通則に定めた「単位の実質化」，「１単位における授業時間数」，「卒
業論文等に対する単位数の基準」及び「授業内容の改善を図るための組織的な研修，
研究」に則した教育課程の編成や方策の実施に努めるなど，より一層の充実を図っ
た。 

【98】 
・ 国家試験にかかわる専門職業人を養成
する学部では，専門職業人としての自覚
を高めるため，専門導入教育及び実践的
教育と結合した教育課程を充実させ，高
い合格率を維持するとともに，それぞれ
の分野において指導的立場に立ちうる人
材を育成する。 

【98】 
・ 国家試験にかかわる専門職業人を養成す
る学部では，専門職業人としての自覚を高
めるため，専門導入教育及び実践的教育と
結合した教育課程を充実させるほか，学部
横断的な支援を図り，高い合格率を維持す
るとともに，それぞれの分野において指導
的立場に立ちうる人材を育成する。 

・ 学部教育が国家試験資格と直結している学部では，次のとおり専門的職業人とな
るための教育課程等の充実を図った。 
① 医学部医学科では，現行カリキュラムの諸問題を検討するカリキュラム検討
委員会を設置し，教育課程の見直しに着手した。さらに基礎医学（生理系，病
理系，社会医学系）の授業の過密化による弊害を解決するため，科目数，授業
内容，講義・実習形態，教員教育，成績評価法等あらゆる部分を見直し，平成
20年度入学生から新カリキュラムを適用した。また，地域医療への貢献のため，
国の医師確保対策に基づき，医学部医学科の募集人員を95名から100名に変
更した。 

② 医学部保健学科では，医療の高度化，専門化に対応するため，平成20年度
から放射線技術科学専攻，検査技術科学専攻，理学療法学専攻，作業療法学専
攻においてより充実した教育プログラムへの見直し（（１）新規科目の設定，
（２）単位の実質化，（３）講義時間数の適正化，（４）各期における開講科
目数の均等化）を行った。また，看護学専攻の教育課程を見直し，平成21年
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度から実習教育の一層の充実を図ることとした。 
③ 薬学部では国家試験対策委員会が中心となり，薬剤師国家試験対策（対策講
義及び実力試験・模擬試験等）を実施した。 

④ 獣医学部では，平成19年度に引き続き，平成20年度も常に問題意識を持ち，
解決策が提案できる人材の育成を目指し導入教育及び専門教育科目を設けた
ほか，日本獣医師会の要請に従って専門職業人（獣医師）の養成に適した専門
科目の編成・改編を行い，実施した。また，現代ＧＰ「北海道臨床獣医学先進
プログラム」により臨床教育の改善に向けた取組を継続した。 

・ これらの取組の結果,平成21年３月卒業者の医師国家試験合格率は95.5%，看護
系（看護師，保健師，助産師）国家試験合格率99.4％，歯科医師国家試験合格率は
86.7％，薬剤師国家試験合格率は72.0％，獣医師国家試験合格率は90.2％，総平
均は90.9％となった。 

③大学院教育の成果に関する具体的目標の
設定 

【99】 
・ 修士課程においては，専門科目の履修，
各研究室・ゼミ等での研究への参加及び
修士論文の指導・審査により，専攻分野
及び関連分野において，研究に参画する
能力を持つ人材を育成する。併せて社会
のニーズに対応した多様なコースの充実
を図り，国際的にも活躍できる高度な専
門的能力を持つ高度専門職業人を育成す
る。 

③大学院教育の成果に関する具体的目標の
設定 

【99】 
・ 修士課程においては，専門科目の履修，
各研究室・ゼミ等での研究への参加及び
修士論文の指導・審査により，専攻分野
及び関連分野において，研究に参画する
能力を持つ人材を育成する。併せて社会
のニーズに対応した多様なコースの充実
を図り，国際的にも活躍できる高度な専
門的能力を持つ高度専門職業人を育成す
る。 

・ 各研究科等では，各研究室・ゼミ等で関係論文の勉強会を開催し，研究成果の検
討を行い，国内及び国際学会の参加・発表を促進して学生の研究意識の向上に努め
た。 

・ 高度専門職業人のコースの多様化・充実のため，文理融合科目の開講，専門にと
らわれない学際領域や新しい融合領域等の教育プログラムを展開し，幅広い社会の
ニーズに応え，活躍できる人材の育成を推進した。 
① 法学研究科では，履修科目群を高度専門科目と高度発展科目に区分した。前
者は基本的な授業科目を広く学修して，高度な研究に必要な基礎を固めること
を主眼とし，後者はそれを踏まえて，専門的研究の趣旨に即した科目を中心に
履修して，修士課程の勉学を深めることを主眼とする「ステップ履修ガイドラ
イン」を導入した。 

② 経済学研究科では，修士課程に高度専門職業人の育成を目的とする専修コー
スを設けるとともに，社会人の積極的な受入を行った。 

③ 工学研究科では，専門的知識を創造的かつ実践的に活かす能力と実社会へ活
用するマネージメント能力を併せ持った人材育成を目的に，創造的人材育成特
別講座を研究科共通講義として開講した。また，工学系教育研究センターを中
心に，希望学生にインターンシップ情報の提供・斡旋を行うとともに一部学生
に旅費支援を行った。 

④ 生命科学院では，専門的知識と幅広い視野の修得を目的に教育課程を再編
し，生命倫理学特論を必修科目，生命科学全領域をカバーする概論を選択必修
科目，国際性の涵養を目的とした外国人講師による生命科学特別講義（国際）
を毎年開講とした。 

⑤ 保健科学院では，保健科学コース，看護学コースを設け，医療の高度化や専
門化に対応できる人材を養成した。 

⑥ 法科大学院では，法律の基礎科目を50名１クラスの少人数教育に徹底する
など，きめ細かな教育を行った。 

⑦ 会計専門職大学院では，会計専門職として求められる資質としてのディス
カッション能力やコミュニケーション能力など，将来，監査の場で有用な能力
の向上に重点を置いた教育を実施した。 

⑧ 公共政策学教育部では，「公共経営コース」，「国際政策コース」，「技術
政策コース」の３コースを設け，大学院法学研究科，経済学研究科，工学研究
科の３研究科の協力等により「文理融合」，「パートナーシップ時代の政策学」，
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「構想力と実現力」の３つのコンセプトに基づく人材育成を行った。 

【100】 
・ 博士（後期）課程においては，独自の
テーマに基づく研究を自立的に遂行する
よう指導し，専攻分野及び関連分野にお
いて，独立して世界的水準の研究を展開
できる人材を育成するとともに，高度に
専門的な業務に従事する人材を育成す
る。 

【100】 
・ 博士（後期）課程においては，独自の
テーマに基づく研究を自立的に遂行する
よう指導し，専攻分野及び関連分野にお
いて，独立して世界的水準の研究を展開
できる人材を育成するとともに，高度に
専門的な業務に従事する人材を育成す
る。 

・ 各研究科等では，研究指導の高度化・先端的研究レベルの研究支援・学位授与者
の拡大を図るための諸施策を以下のように実施した。また，大学院教育改革支援プ
ログラム等により大学院教育の実質化を進めた。 

 
部 局 名 各研究科等の取組の内容 

文学研究科 学会での研究発表システムの導入 

法学研究科 
外国語文献講読や研究会報告・検討等のコースワークの導入 
毎年毎に学位論文の進捗状況を報告させる指導体制の促進 

経済学研究科
学会での研究発表支援システムの導入 
常置の学位審査委員会による課程学位論文執筆の円滑化 

歯学研究科 「高度専門臨床歯科医養成コース」の設置 

工学研究科 
投稿論文をネイティブが指導する支援システム 
2008博士交流セミナーの開催により，研究発表と活発な議論
を通じて異分野研究交流並びにネットワークづくり 

情報報科学研
究科 

社会人学生に対するｅラーニング教材を補助的に活用した単
位認定 

教育学院 
学会発表や学術雑誌への投稿に関するガイダンスの実施 
学会発表に係る一元的な旅費支給制度の確立 

 
部 局 名 平成20年度に新たに採択されたプログラム名 

理学院 
大学院教育改革支援プログラム融合生命科学プロフェショナ
ルの育成 

工学研究科 
原子力人材育成プログラム原子力コア人材育成プログラム 
原子力人材育成プログラム原子力教育支援プログラム 
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教育学院 
学校経営能力育成のための探求的スクールリーダー研修プロ
グラムの開発 

 
 

④卒業後の進路等に関する具体的目標の設
定 

（ⅰ）学士課程 
【101】 
・ 基礎・専門教育及び研究経験により得
られた広い視野と知見を最大限に生か
し，産業界，官公庁，公益的組織及び専
門的職業において指導的役割を担うこ
と，研究者あるいは専門職業人を志す者
については，本学又は他大学の大学院に
進学することを目指す。 

④卒業後の進路等に関する具体的目標の設
定 

（ⅰ）学士課程 
【101】 
・ 学士課程では，基礎・専門教育及び研
究経験により得られた広い視野と知見を
最大限に生かし，産業界，官公庁，公益
的組織及び専門的職業において指導的役
割を担うこと，また研究者あるいは専門
職業人を志す者については，本学又は他
大学の大学院に進学することを目指す。 

・ 産業界，官公庁，公益的組織及び専門的職業において指導的役割を担う人材養成
のために，必要とされる職業選択情報の提供やガイダンス，セミナー開催及び相談
体制の充実を図った。 

・ 学部教育における少人数教育などを通じて，研究者あるいは高度専門職業人を志
す者の育成に努め，大学院修士課程及び博士（後期）課程への進学ガイダンス，日
常的指導，特に優れた学生を対象とする特別選抜制度などを引き続き実施した。 

・ この結果，2,609名の卒業者のうち，大学院に1,315名が進学し，臨床研修医（医
科・歯科）として135名，科学研究者・技術者・事務従事者等として948名が就職
した。 

 

【102】 
・ 国家試験に係る専門的職業人を養成す
る学部では，取得した資格を生かして，
それぞれの専門分野で指導的な立場で活
躍し，社会，地域のために貢献するとと
もに，より高度の教育を目指して大学院
に進学することも目標とする。 

【102】 
・ 国家試験に係る専門的職業人を養成す
る学部では，取得した資格を生かして，
それぞれの専門分野で指導的な立場で活
躍し，社会，地域のために貢献するとと
もに，より高度の教育を目指して大学院
に進学することも目標とする。 

・ 生命系の国家試験に係る専門的職業人の養成学部では，技術だけでなく，社会的
・倫理的知見を兼ね備えた専門的職業人育成教育を進めるとともに，先端的研究分
野への進学を促進した。 
① 医学部医学科では卒業者88名のうち84名（その他既卒６名）が医師国家試
験に合格し，83名が臨床研修医となり医療に従事した。 

② 医学部保健学科では卒業者206名のうち延べ272名（その他既卒11名）が
国家試験に合格した。 

③ 歯学部では，卒業者60名のうち52名（その他既卒42名）が国家試験に合
格し，52名が臨床研修医となり医療に従事した。 

④ 薬学部では，卒業者75名のうち54名（その他既卒14名） が薬剤師国家試
験に合格し，７名が薬剤医療に従事し，63名が大学院に進学した。 

⑤ 獣医学部では，卒業者41名のうち37名（他に既卒者２名）が獣医師国家試
験に合格し，９名が獣医療に従事し，11名が大学院に進学した。 

・ 経済学部では，公認会計士試験に既卒者を含め９名が合格した。 
 

（ⅱ）大学院課程 
【103】 
・ 修士課程では，専攻分野において修得
した高度の知識や研究能力を最大限に生
かすべく，本学又は国内外の他大学の博
士（後期）課程への進学はもとより，研
究，教育機関や企業等の研究開発部門へ
の就職を目指す。また，高度専門職業人
養成を行う分野の修士課程修了者は，社
会のニーズに対応した高度に専門的な業
務を目標とする。 

（ⅱ）大学院課程 
【103】 
・ 修士課程では，専攻分野において修得
した高度の知識や研究能力を最大限に生
かすべく，本学又は国内外の他大学の博
士（後期）課程への進学はもとより，研
究，教育機関や企業等の研究開発部門へ
の就職を目指す。また，高度専門職業人
養成を行う分野の修士課程修了者は，社
会のニーズに対応した高度に専門的な業
務を目標とする。 

・ 修士課程では，高度専門職業人育成と研究者育成の両立を目指しており，修士課
程修了者1,469名のうち，234名が大学院博士（後期）課程等に進学し，1,110名
が就職した。 
就職者の主な内訳は，研究者155名，機械・電気技術者267名，建築・土木測量

技術者84名，情報処理技術者89名，薬剤師16名，専門関連な事務・販売・サー
ビス従事者142名などである。 

・ 法科大学院から司法試験に33名（既卒者33名）が合格し，会計専門職大学院か 
ら公認会計士に８名（在学者３名，平成21年３月卒業者３名，既卒者２名）が合
格し，公共政策大学院から国家Ⅰ種に３名が採用された。 
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【104】 
・ 博士（後期）課程では，専攻分野にお
いて修得した高度，かつ最先端の知識と
研究能力を最大限に生かすべく，国内外
における大学等の高等教育機関の教育職
並びに各分野の研究所及び企業の研究開
発部門に就職することを目標とする。ま
た，社会の変化に応じて多様化すると思
われる高度に専門的な業務をも視野に入
れる。 

【104】 
・ 博士（後期）課程では，専攻分野にお
いて修得した高度，かつ最先端の知識と
研究能力を最大限に生かすべく，国内外
における大学等の高等教育機関の教育職
並びに各分野の研究所及び企業の研究開
発部門に就職することを目標とする。ま
た，社会の変化に応じて多様化すると思
われる高度に専門的な業務をも視野に入
れる。 

・ 博士（後期）課程の修了者503名のうち就職者は278名で，就職先は国内外の大
学の教員・研究者が50名，警察庁科学警察研究所，（独）土木研究所，（独）農
業環境技術研究所等の諸機関の研究者が60名，その他医師・歯科医師50名，情報
処理技術者 10 名，機械・電気技術者 30 名，鉱工業技術者５名などが主なものと
なっている。 

⑤教育の成果・効果の検証に関する具体的
方策 

【105】 
・ 単位修得状況，進級状況，学位取得状
況及び資格取得状況などについて点検評
価を行い，その向上に努める。 

⑤教育の成果・効果の検証に関する具体的
方策 

【105】 
・ 単位修得状況，進級状況，学位取得状
況及び資格取得状況などについて，引き
続き点検評価を行う体制の整備を進め
る。 

・ 教育改革室・学部教育検討ワーキンググループにおいて以下の取組を行った。 
① 学士課程の教育に係る点検評価体制整備のため，進級，卒業（修了），離籍
（死亡・退学・除籍）状況等の継続的データ集計の表形式を設計し，データの
収集を行った。 
また，教務委員会でこれらデータを公表し，各学部で点検・評価を行った。 

② 各学部で検討の結果，全学教育科目に加え専門科目においても成績評価基準
（ガイドライン）を整備し，全学部の成績分布をＷｅｂシステムで公開した。 

③ カリキュラムの充実・実質化を図るため，平成21年度から作成するシラバ
スに項目「準備学習（予習・復習）等の内容と分量」を追加し，学生の学習に
資することとした。 

④ 平成20年度入学者から，各学年の終了後（翌年度の５月）に成績表を連帯
保証人（保護者）にも送付することを決定した。 

・ 教育改革室・大学院教育検討ワーキンググループにおいて以下の取組を行った。 
① 成績評価基準の明確化に必要となる大学院課程のシラバスの見直し，教務情
報システムによるシラバス入力や成績管理の利用方法の改善を検討した。 

  ② 教務情報システムの充実を図るため，大学院共通授業科目のＷｅｂシステム
による成績入力・シラバス公開を平成21年度から実施することとした。 

 

【106】 
・ 卒業（修了）後の進路及び就職後の状
況等を調査するためのネットワークを，
同窓会組織等と連携して整備する。 

【106】 
・ 卒業生に対する進路及び就職後の状況
等調査の分析結果を，キャリア教育に反
映させる。 

・ 卒業後の状況や職業生活に及ぼす大学教育の効果などを明らかにするために平成
18年度に行ったアンケート結果を基に，平成20年度には全学教育科目「キャリア
デザイン」や「大学と社会」の中でディスカッションの機会を拡充し，学生のコ
ミュニケーション能力の向上を図った。 

・ 同調査から得られた就業上での大学教育の効果や分析結果を，キャリア教育リー
フレットやホームページにおいて公開し，学生のキャリア教育に対する意識啓発を
図った。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①アドミッション・ポリシーに応じた入学
者選抜を実現するための具体的方策 

（ⅰ）学士課程 
【107】 
・ 平成１６年度入学者から，本学の教育
を受けるにふさわしい学力を備えた学生
を選抜するため，大学入試センター試験
で５教科・７科目を課す制度を導入する。 

①アドミッション・ポリシーに応じた入学
者選抜を実現するための具体的方策 

（ⅰ）学士課程 
【107】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 平成20年度入学試験の結果を検討し，アドミッション・ポリシーに応じて理学
部地球科学科のＡＯ入試における募集人員を５名から８名に増加した。 

【108】 
・ 平成１８年度入学者から，平成１２年
大学審議会答申，平成１１年告示の高等
学校学習指導要領に対応する入学試験制
度改革を，前期日程試験，後期日程試験，
ＡＯ入試それぞれの目的の見直しを通じ

【108】 
・ 平成１９年度までの本学入学者選抜に
関する調査・研究，国立大学協会から提
言のあった「平成２２年度以降の国立大
学の入学者選抜制度－国立大学協会の基
本方針－」に基づき，本学における平成

・ 入学後の勉学のミスマッチの防止，特色ある入試形態による他大学との差異化，
共通カリキュラムによる初年次教育の充実などを主な目的として，平成23年度か
らの「大くくり」の募集形態による入学試験の導入を決定した。国立大学協会から
提言のあった「平成22年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会の基
本方針－」を踏まえて具体的な実施方法について検討を行い，平成21年７月末ま
でに公表することとした。 

中
期
目
標 

①アドミッション・ポリシーに関する基本方針 
・ 北海道大学は，毎年すべての都道府県から入学者を受け入れている全国型の大学である。このことが，異なる地域的・文化的背景を持つ者同士の切磋琢磨を可能にし，

望ましい教育的環境を作り出している。本学は，創立以来のこの伝統を今後とも維持し発展させ，全国各地のみならず，広く世界に人材を求める。 
・ 北海道大学の教育目標に基づいた人材育成を行うため，学士課程教育を受けるにふさわしい学力を備えるとともに，向学心・創造力・倫理性に富み，論理的思考力とリ

ーダーシップを持つ学生を受け入れることを目指し，諸種の資質と能力をはかる多様な選抜制度を通じて入学者を選抜する。 
・ 大学院課程においては，北海道大学及び各研究科の教育目標を，研究者及び専門職業人として，より高度に達成することを目指し，これに適した能力，資質，適性，個

性，意欲を持ち，深い進学動機を有する学部卒業者，留学生，社会人を多面的に選抜する。 
・ 各種のメディアを活用した積極的な広報活動を通じ，これらのアドミッション・ポリシーを入学志望者・関係者に公表周知する。 
②教育課程に関する基本方針 
・ 北海道大学の教育に関する目標を達成するため，充実した教育課程の編成に努め，創造的かつ体系的な教育内容を提供する。 
・ 全学教育においては，コアカリキュラムの精神に則り，バランスの取れた教育課程の編成に努める。 
・ 学部教育においては，学部専門科目の充実を図るとともに，教養科目及び基礎科目との接続を深め，体系的な学部一貫教育の実施に努める。 
・ 大学院教育においては，広い視野を持った，世界水準の研究能力を養成するため，共通授業等により研究科の枠を越えた教育・研究面での連携を図ることを含め，指導

体制の一層の充実に努める。併せて，高度専門職業人育成のための教育課程の充実にも努める。 
③教育方法に関する基本方針 
・ 各学部・研究科における教育課程やそれぞれの授業の特性に適合した授業形態及び学習指導方法等を実施することを基本方針とする。 
・ 授業方法の多様化により教育効果の向上を目指し，授業内容の改善を図るとともに，特に学生参加・少人数・体験型授業や，多様な社会経験・実地研修等の機会の拡充

を図る。 
④成績評価に関する基本方針 

適切な成績評価は教育効果を上げるために不可欠であるとの認識に立ち，教員による厳格かつ公正な成績評価を行い，評価基準と成績分布を適切に公表することによっ
て実効的な単位制を確立する。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 
 ② 教育内容等に関する目標 
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て実現する。 ２２年度以降の入学者選抜方法について
検討を行い，成案がまとまった段階で公
表する。 

・ アドミッションセンター企画運営会議において，平成19年度入学試験の結果を
分析し，その結果を「平成19年度北海道大学入学試験調査報告書」として公表し
た。 

【109】 
・ 多様な学生を受け入れるため，２年次
及び３年次編入学制度を拡充するととも
に，帰国子女特別選抜については，平成
１６年度入学者からその対象を永住権保
有者に拡大する。 

【109】 
・ 多様な学生を受け入れるため，２年及
び３年次編入学制度の一層の拡充に努め
る。 

・ 平成21年度の編入学試験は，歯学部，薬学部，獣医学部及び水産学部を除く８
学部で実施した。 

  ３年次編入については８学部，２年次編入については法学部法学課程及び医学部
医学科（２年次後期（10月入学））の２学部で実施した。 

・ 工学部においては，工業高等専門学校卒業（予定）者を対象とした特別選抜を実
施し，引き続き編入学の充実に努めた。 

・ 全学における編入学志願者は701名で，115名が合格した。 

【110】 
・ 入学者選抜組織については，平成１８
年度入試をその第一段階として，既存組
織の見直しと一元化を検討・実施する。 

【110】 
・ 引き続き，学内委員会である入学者選
抜委員会等の見直しを行い，アドミッ
ションセンターの機能強化を実現する。 

・ アドミッションセンターの機能強化を図るため，平成17年度から平成19年度ま
での活動内容について自己点検・評価を実施し，「北海道大学アドミッションセン
ター自己点検・評価報告書」として公表した。 

・ 平成20年４月にアドミッションセンターにおいて，本学の入学者選抜を一元的
に処理する体制を整備した。 

【111】 
・ 高等学校及び入学志望者への説明会・
模擬講義等を通じた情報提供，インター
ネットを利用した入試相談，学生の参加
によるキャンパス・ツアー及び教育支援
等，高大連携の拡充を図るとともに，入
試広報関係の一層の整備を行う。 

【111】 
・ ｢平成１９～２１年度入試広報戦略に係
る活動計画」に基づき，以下の対外的な
ＰＲをより効果的に展開する。 
ア） ホームページの充実及び外国人留学

生のための英語版の公開 
イ） 「大学案内」への入試広報ＤＶＤ

の添付及びその積極的な活用 
ウ） 本学が主体となった大学説明会及

び進学相談会の実施 
エ） オープンキャンパス，体験入学の

実施 
オ） 高校訪問・進路指導教諭との懇談

会の実施 
カ） 他の機関が実施する各種進学説明

会への参加 

・ 入試広報戦略（平成18年度策定）に基づき，「平成19～21年度入試広報戦略に
係る活動計画」による以下の入試広報活動を行った。 
ア） ホームページに構内自由見学者のための自由散策ツアーコースを掲載し，

充実を図るとともに，引き続き外国人留学生のための英語版ホームページを
公開した。 

イ） 平成20年度版「大学案内」を５万部作成し，うち２万部に入試広報ＤＶ
Ｄを添付し配布した。 

ウ） 11月１日（土）に大阪，３日（月・祝）に東京において，本学主催の進学
説明会「北大進学相談会ｉｎ東京・大阪」を開催し，模擬講義や全12学部
等の教職員及び在学生による個別相談等多様な企画を実施し，本学の魅力を
伝えた。大阪会場における参加人数は372名（高校生169名，既卒者60名，
保護者136名，高校教諭・その他７名），東京会場における参加人数は617
名（高校生313名，既卒者86名，保護者198名，高校教諭・その他20名）
を数えた。 

エ） オープンキャンパスを８月３日（日），４日（月）に札幌キャンパス，８
月１日（金），２日（土）に函館キャンパスで開催し，「自由参加プログラ
ム」と「高校生限定プログラム（実験及び実習を行う。）」により，平成19
年度比約1,400名増となる計約8,000名の参加者があった。 

オ） 本学の魅力を広報するため，道内13高校，道外41高校，予備校57校を
訪問した。特に，本学主催の進学相談会（東京・大阪）開催を踏まえ，関東
・関西の高校・予備校を重点的に訪問した。また，高校に対する訪問活動を
効果的に行うため，重点地域と重点高校（全国100校程度）を選定した。特
に，道外の重点高校に対して，本学の進学相談会の入試広報活動日程を周知
することで，高校との連携を図った。 

カ） 予備校等の受験産業主催による進学説明会11企画（道内４件・道外７件）
に加え，高校主催の進学説明会14企画（道内13件・道外１件）に参加した。 

（ⅱ）大学院課程 (ⅱ)大学院課程 ・ 大学院進学ガイダンスを17研究科等のうち，10研究科等で行った。理学院が東
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【112】 
・ 大学院進学ガイダンスの実施・充実並
びに大学院授業のシラバス及び各研究
科，専攻，研究室等の情報に関するホー
ムページを充実させ，入学志望者に対し
て明確で豊富な情報を提供する。 

【112】 
・  大学院への入学志望者に対して明確で
豊富な情報を提供するため，引き続き大
学院進学ガイダンスの実施・充実及び各
研究科，専攻，研究室等の情報に関する
ホームページの充実に努めるとともに，
大学院授業のシラバスのホームページ上
への掲載を進める。 

京，環境科学院及び国際広報メディア・観光学院が，札幌，東京及び大阪で入試説
明会を実施した。教育学院は入試説明会を１回から２回へと増やして実施した。 

・ ホームページに関しては，文学研究科では，「よくある質問と回答（Ｑ＆Ａ）」
を新たに公表するとともに，「過去問題（修士課程）」の内容を充実し，進学希望
者の便を図った。経済学研究科では，試験に関する情報提供の一層の充実を図り，
過去問題をホームページ上で公開した。理学院では入試情報メールマガジンを新規
に立ち上げて配信を開始した。 

・ 大学院授業のシラバスについて，これまでの７研究科等（工学，情報科学，水産
科学，環境科学，農学，教育学，国際広報メディア）に加えて，新たに理学院及び
生命科学院のシラバスを本学ホームページ上の「シラバス検索」に掲載した。 

【113】 
・ 多様で優秀な学生を確保するため，大
学院入学機会の複数化を進める。 

【113】 
・ 多様で優秀な大学院学生を確保するた
め，入学者選抜を年複数回実施するとと
もに，入学者の受入機会の拡充を図る。 

・ 多様で優秀な大学院学生を確保するため，各研究科等では年複数回の入学試験や
道外試験場（東京試験場など）を設けて入学者選抜を実施している。複数回の実施
は修士課程では13研究科等，博士（後期）課程で８研究科等となっている。 
なお，道外試験場については，６研究科等で実施した。 

・ 秋季入学については，修士課程では７研究科等で実施し，30名が合格，博士（後
期）課程では10研究科等で実施し，86名が合格した。 

(ⅲ）留学生，社会人学生 
【114】 
・ 学部・大学院とも，アドミッション・
ポリシー，研究室案内等の外国語版を
ホームページ上に掲載し，奨学金，ポス
トドクター等，留学生に有益な情報を積
極的に提供する。 

（ⅲ）留学生，社会人学生 
【114】 
・ 留学生に有益な情報を積極的に提供す
るため，学部・大学院とも，外国語版の
ホームページ上に，アドミッション・ポ
リシー，研究室案内等の掲載を引き続き
推進する。 

・ 留学生への情報提供の充実のため，新たに次のとおりホームページの充実を図っ
た。 
① 医学部保健学科では，ホームページ（英語版）に情報を提示した。 
② 文学研究科では，出願時に必要な書類等について整備し，それをホームペー
ジ上で公表して，留学生の大学院修士課程・博士後期課程への進学希望者の便
を図った。 

③ 法学研究科では，上海等で開催された大学フェアに，募集要項及び研究大学
院リーフレットを提供し，入学情報を周知する機会を活用して情報提供の充実
に努めた。 

④ 情報科学研究科では，大学院入試の募集要項公開時期に，当該試験に関する
情報について，韓国語版を新規追加して公開した。 

⑤ 保健科学院では，英語版ホームページを開設し，アドミッション・ポリシー
を追加掲載した。また，広報室を設置し，これらの運営・管理を行うこととし
た。 

【115】 
・ 大学院においては，留学生及び社会人
の特別選抜を拡充し，受入の拡大を図る。 

【115】 
・ 大学院における留学生及び社会人の受
入の拡大を図るため，留学生及び社会人
の特別選抜の拡充を図る。また，研究科
等に係る理解を深めるため，大学院案内，
学生募集要項等に，当該研究科等の｢アド
ミッション・ポリシー」，｢教育目標」，
「人材養成に関する目的その他の教育・
研究上の目的」を明記する。 

・ 留学生特別選抜は，修士課程では12研究科等で実施し，84名が合格，博士（後
期）課程では７研究科等で実施し，47名が合格した。 

・ 社会人特別選抜は，修士課程では９研究科等で実施し，53名が合格，博士（後期）
課程では14研究科等で実施し，100名が合格した。 

・ 研究科等の理解を深めるため，引き続き研究科等案内，学生募集要項等に「アド
ミッション・ポリシー」，「教育目標」，「人材養成に関する目的その他の教育・
研究上の目的」を明記した。 

・ 平成21年度から，入学者選抜委員会において秋季入学や留学生の受入拡充に伴
う基本的方針を検討することとした。 

・ 留学生の受入拡大を図るため，中国の10大学を訪問し，「中国大学生の進路志
向と留学に関する調査」を実施し，報告書を作成・公表した。 
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【116-1】 
・ 留学生について，上記方策のほか，後
記３の（１）の③の「留学生交流その他
諸外国の大学等との教育研究上の交流に
関する具体的方策」に掲げるところによ
り，受入の拡大に引き続き努める。 

・ 留学生の受入数は，11月１日現在で平成16年度792名，平成17年度840名，平
成18年度852名，平成19年度887名，平成20年度1,002名となり，平成16年度
と比べて210名（平成19年度比 115名増）と格段の増加をみた。特に平成20年
度は平成19年度に比べて，正規生（修士課程28名・博士課程38名増）及び研究
生（40名増）が増加した。また，北京オフィスを拠点とした中国における広報活動
の成果として中国人留学生の受入数が大幅に増大した（80名増）。 

・ 本学大学院に優秀な私費外国人留学生を受け入れる目的で，学業成績が極めて優
秀で，かつ，本学の教育研究等に大きな関心を持つ者に対し奨励金を給付する制度
（北海道大学総長奨励金）により，平成18年度～平成20年度の３年間にそれぞれ
３名に給付した。（１名につき，標準修業年限内において１年目は年額200万円。
２年目以降は150万円。）平成20年度には，協定大学から推薦を受けた優秀な留
学生３名を平成21年度から受け入れることを決定した。 

・ 海外での広報活動としては，アメリカ，台湾，中国，ベトナム，スウェーデン，
インドでの留学フェアに参加したほか，北京オフィスを拠点として，中国・北京大
学，北京林業大学（北京），吉林大学（長春），寧夏大学（寧夏省），山東大学（山
東省），天津大学，南開大学（天津）などで，本学の紹介を行うとともに学生交流
の推進についての意見交換を国際交流担当者等と行った。 

・ 留学生の生活環境の整備等を行うための基礎データを得る目的で，留学生及び留
学生の指導教員を対象とした「留学生生活実態調査」を行った。 

【116】 
・ 留学生について，上記方策のほか，後
記３の（１）の③の「留学生交流その他
諸外国の大学等との教育研究上の交流に
関する具体的方策」に掲げるところによ
り，受入の拡大に努める。 

【116-2】 
・ 平成１９年度に設置した「私費外国人
留学生特待制度」により，経済的支援を
行う。 

・ 「私費外国人留学生特待制度」によって，12名に経済的支援を行った。 

【117】 
・ 社会人の入学志望者に対して，ホーム
ページ等を活用し，入学案内の拡充を図
る。 

【117】 
・ 社会人の入学志望者に対して有益な情
報を積極的に提供するため，引き続き
ホームページの内容等の充実を図る。 

・ 社会人への情報提供の充実のため，新たに次のとおりホームページの充実を図っ
た。 
① 経済学研究科では，過去問題のダウンロードサービスを開始した。 
② 保健科学院では，ホームページの教員個人の紹介ページを通して，情報を発
信した。また，平成20年４月に広報室を設置し，これらの運営・管理体制を
整備した。 

②教育理念等に応じた教育課程を編成する
ための具体的方策 

（ⅰ）全学教育 
【118】 
・ 前記（１）の①の「全学教育の成果に
関する具体的目標の設定」に掲げる内容
を達成するため，教養科目は，当面，以
下の「一般教育演習」，「分野別科目」，
「複合科目」，「共通科目」，「外国語
科目」によりバランスの取れた教育課程
を編成するとともに，学生の多様な学力
レベルに対応した教育開発など，不断に
教育内容の充実に努める。 
ア） 「一般教育演習」は，現在，全国

②教育理念等に応じた教育課程を編成する
ための具体的方策 

（ⅰ）全学教育 
【118】 
・ 前記（１）の①の「全学教育の成果に
関する具体的目標の設定」に掲げる内容
を達成するため，教養科目は，引き続き
以下の「一般教育演習」，「主題別科目」，
「総合科目」，「共通科目」，「外国語
科目」及び「外国語演習」によりバラン
スのとれた教育課程を編成するととも
に，これらの科目の充実を図る。 
ア） 「一般教育演習」は，本学の特色

科目であり，コミュニケーション能

・ 教養科目は，バランスの取れた教育課程の編成に配慮して開講数を調整し，以下
のように充実を図るとともに，１年次の履修単位上限設定により，履修者数を適正
化させた。 

ア）一般教育演習 
・ 「一般教育演習」は，開講数は１学期84クラス（平成19年度92クラス），２
学期56クラス（平成19年度54クラス）を開講した。少人数による導入科目とし
ての位置づけを明確にし，１科目を履修登録単位数の上限設定外として履修可能と
した。履修者数は１学期1,666名（平成19年度1,688名），２学期929名（平成
19年度884名）となった。 

・ 「一般教育演習」のうち，「論文指導」は１学期は49クラス（平成19年度53
クラス）・931名（平成19年度916名），２学期は35クラス（平成19年度28ク
ラス）・530名（平成19年度401名）に拡充した。 

・ 「フィールド体験型演習」は，１学期は開講数10クラス（平成19年度12クラ
ス）・履修者数239名（平成19年度284名），２学期は4クラス（平成19年度３
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最大規模の年間延べ３，０００人近
くが履修する本学の特色科目であ
り，コミュニケーション能力，学問
や社会の多様性の理解能力，そして
豊かな人間性を涵養することを目指
している。その一層の向上のために，
研究林・牧場・練習船等の大学施設
を活用した学部横断・フィールド活
用・体験型少人数教育の充実も含め，
内容のさらなる充実に努める。 

イ） 「分野別科目」においては，異文
化理解能力等を身に付けさせること
を目指し，「複合科目」においては
学際的な学問の発展の理解を深めさ
せ，及び体育学，情報処理等の共通
性の高い基礎的な科目である「共通
科目」においては，特に，コンピュ
ータの基本的利用技術に習熟させ，
高度なネットワーク社会に対応でき
るＩＴスキル及びＩＴモラルを身に
付けさせることを目指し，それぞれ
内容の一層の充実に努める。 

ウ） 「外国語科目」では，「読む」，
「書く」，「話す」，「聞く」能力
のバランスのとれた向上を図るた
め，ＣＡＬＬ（コンピュータ支援言
語学習）システムを使用する授業科
目の拡充を図るほか，このシステム
を使用する科目の必修化・能力別選
択必修科目の設定などを実現すると
ともに，学生に対して語学の自主学
習に利用するよう修学指導に努め
る。 

力，学問や社会の多様性の理解能力，
そして豊かな人間性を涵養すること
を目指している。その一層の向上の
ために，引き続き研究林・牧場・練
習船等の大学施設を活用した学部横
断・フィールド活用・体験型少人数
教育，論文指導等の充実を図る。 

イ） 「主題別科目」においては，異文
化理解能力等を身に付けさせること
を目指すとともに論文指導の拡充を
図る。「総合科目」は導入科目とし
ての位置づけを明確にするととも
に，学際的な学問の発展の理解を深
めさせる。また，「共通科目」にお
いては，高度なネットワーク社会に
対応できるＩＴスキル及びＩＴモラ
ルを身に付けさせることを目指し，
引き続きそれぞれ内容の一層の充実
に努める。 

ウ） 「外国語科目」では，「読む」，
「書く」，「話す」，「聞く」能力
のバランスのとれた向上を図るた
め，ＣＡＬＬ（コンピュータ支援言
語学習）システムを使用する授業科
目の充実を図るほか，このシステム
を使用する科目の必修化・能力別選
択必修科目の設定を図り，その上で，
学生に対して語学の自主学習に利用
するようさらに修学指導に努めると
ともに，「外国語演習」の充実を図
る。 

クラス）・115名（平成19年度80名）であり，例年どおり定員を上回る受講希望
者のある人気科目となった。 

イ）主題別科目 
・ 「主題別科目」は，平成19年度の履修者数の動向を勘案し，１学期の開講数を
91クラス（平成19年度88クラス），２学期69クラス（平成19年度88クラス）
とした。履修者数は１学期6,880名（平成19年度6,765名），２学期5,454名（平
成19年度5,425名）となった。 

・ 「主題別科目」の「論文指導」は，平成19年度の履修者数の動向を勘案のうえ
調整し，１学期は26クラス（平成19年度27クラス）・525名（平成19年度576
名），２学期は12クラス（平成19年度19クラス）・185名（平成19年度228名）
となった。 

・ 「総合科目」も同様に平成19年度の履修動向を基に，履修希望の多い科目の開
講増を関係部局に依頼した。１学期は31クラス（平成19年度25クラス）・3,491
名（平成19年度3,328名），２学期は24クラス（平成19年度28クラス）・2,883
名（平成19年度3,109名）の履修者数となった。 
新教育課程導入から３年目となり，「主題別科目」，「総合科目」ともに２年次

以上の履修者が増えたことによる履修者数の増加が見られ，上級学年における「く
さび型」の履修形態が実現した。 

・ 「共通科目（インターンシップを含む）」は，１学期は86クラス（平成19年度
85クラス）・5,797名（平成19年度5,747名），２学期は74クラス（平成19年
度79クラス）・2,940名（平成19年度3,056名），うち情報学は，１学期は19ク
ラス（平成19年度20クラス）・2,689名（平成19年度2,673名），２学期は14
クラス（平成19年度14クラス）・724名（平成19年度895名）となった。 

ウ）外国語科目 
・ ＣＡＬＬシステム利用による必修科目「英語Ⅱ」及びレベル別・技能別クラス選
択制の必修科目「英語Ⅲ」を開講し，平成20年度は，英語Ⅱが49クラス・2,612
名（平成19年度49クラス・2,615名），英語Ⅲが76クラス・2,501名（平成19
年度79クラス・2,484名）となった。なお，平成21年度からは，英語Ⅳも英語Ⅲ
と同様に，学生が希望する内容の講義を申請することが可能な制度を導入すること
とした。 

・ ＣＡＬＬ教室（４教室）を利用した授業の開講数は，１学期74クラス（平成19
年度75クラス），２学期60クラス（平成19年度70クラス）であった。また，ド
イツ語，フランス語，ロシア語，中国語で，２学期に週２回開講する授業のうちの
１回についてＣＡＬＬ授業を導入した。 

・ 再編した「外国語科目」と「外国語演習」の開講数・履修者数は，外国語科目で
１学期245クラス（平成19年度243クラス）・8,468名（平成19年度9,109名），
２学期240クラス（平成19年度248クラス）・8,009名（平成19年度8,133名），
外国語演習で１学期182クラス（平成19年度173クラス）・2,542名（平成19年
度2,546名），２学期147クラス（平成19年度147クラス）・2,115名（平成19
年度2,080名）であった。そのうち，英語は１学期141クラス（平成19年度145
クラス）・5,590名（平成19年度5,838名），２学期153クラス（平成19年度157
クラス）・5,173名（平成19年度5,291名），英語演習は１学期90クラス（平成
19年度92クラス）・1,487名（平成19年度1,577名），２学期52クラス（平成
19年度66クラス）・1,112名（平成19年度1,089名）であった。 
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・ 英語科目について，「優秀認定」制度を導入して学習意欲の向上を図った結果，
ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ試験の平均値が453.7（平成16年度）から468.1（平成20年
度）に上昇した。 
英語の「翌学期再履修」授業（平成18年度導入）を開講し，再履修が必要な学

生に対してより迅速に対応しており，平成20年度には，1学期に15クラス，２学
期に７クラスを開講した。 

【119】 
・ 基礎科目では，入学してくる学生の学
力の多様化に対応するため，中等教育以
下の新学習指導要領に応じた教育課程を
編成し，数学，物理学，化学，生物学及
び地学について各科目ごとに「コース別
履修制度」の実施を具体化する。 

【119】 
・ 理系基礎科目では，入学者の学力の多
様化に対応するため，中等教育以下の新
学習指導要領に応じた教育課程に合わ
せ，数学，物理学及び化学を履修しなか
った学生に対し，入門科目を設定すると
ともに，物理学，化学，生物学について
は「コース別履修制度」を実施し，数学
及び地学については，新学習指導要領に
対応した授業内容とし，引き続きそれぞ
れ内容の一層の充実に努める。 

・ 基礎科目では，引き続き，理系基礎科目におけるコース別履修制度等を次のとお
り実施した。 
① 専門系コース：理学部（物理学，化学，生物学），薬学部（化学，生物学），
工学部応用理工系（物理学，化学）で採用し，基礎科目（４単位）と互換性科
目（異なる学部で展開されている共通の内容をもつ専門科目，２単位）を組合
せた科目構成とした。 

② 準専門系コース：上記以外の理系学部・学科では，基礎物理学，基礎化学，
基礎生物学，基礎地学（各４単位）を採用し，共通教科書の使用等により授業
内容の標準化を進めた。 

③ 数学，物理学，化学については，文系学生，及び理系学生のうち当該分野を
高等学校で履修しなかった者向けに，入門科目の充実を図った。 

④ 自然科学実験では融合的テーマの開発・試行，機器の整備を図った。 
・ 数学，物理学，化学，生物学，地学の体系的講義と自然科学実験を通じて，より
効果的な基礎教育を展開した。数学では，１学期の開講数69クラス（平成19年度
70クラス）・履修者数4,174名（平成19年度4,244名），２学期は55クラス（平
成19年度57クラス)・3,132名（平成19年度3,152名)であった。 

・ 専門系コースの物理学，化学，生物学では，１学期は24クラス（平成19年度24
クラス）・1,382名（平成19年度1,378名），２学期は24クラス（平成19年度
24クラス）・1,384名（平成19年度1,409名），準専門系コースの基礎物理学・
基礎化学・基礎生物学・基礎地学では，１学期は59クラス（平成19年度64クラ
ス）・4,253名（平成19年度4,504名），２学期は54クラス（平成19年度60ク
ラス）・3,917名（平成19年度4,039名）であった。 

・ 自然科学実験では，１学期は18クラス・942名（平成19年度18クラス・928 
名），２学期は18クラス・1,053名（平成19年度18クラス・1,030名），旧カリ
キュラムの基礎実験（２年次１学期）は，９クラス・17名（平成19年度11クラス
・51名），文系学生向けの基礎自然科学実験（１学期）は，１クラス・10名（平
成19年度14名）が履修した。 

・ 文系基礎科目（人文科学の基礎，社会科学の基礎）（１学期）では，文系に共通
の基礎学力やスキルの向上及び専門教育との接続の改善を図り，10クラス・1,417
名（平成19年度10クラス・1,428名）が履修した。 

【120】 
・ 北海道に立地する国立総合大学として，
アイヌ民族をはじめとする北方諸民族に
関する教育を充実させる。 

【120】 
・ 北海道に立地する国立総合大学として，
アイヌ民族をはじめとする北方諸民族に
関する教育を充実させる。 

・ 全学教育科目では，「『アイヌ神謡集』を読む」，「北海道の歴史と文化」，「北
方の文化と生態」，「北大総合博物館で学ぼう，ヒグマ学入門」，「アイヌ・先住
民の現在」，「フィールド体験型プログラム―人間と環境科学（１）（２）」「北
加伊道（北海道）学入門―北海道の自然・環境・文化の歴史を見直す－」，「森林
と人間，生物のかかわり」の９科目を開講した。平成21年度には，主題別科目に
おいて「アイヌ語を通して文化を学ぶ09－１，２」を新たに開講することとした。 
また，文学部専門科目では25科目にわたり北方文化関係科目を開講した。 
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（ⅱ）学部教育 
【121】 
・ 創造的かつ体系的な学部一貫教育を提
供するため，教養科目，基礎科目，専門
科目及び国際交流科目の充実を図るとと
もに，各科目間における内容の重複等を
整理し，整合性を高める。 

（ⅱ）学部教育 
【121】 
・ 創造的かつ体系的な学部一貫教育を提
供するため，引き続き全学教育の教養科
目及び基礎科目，並びに専門科目及び国
際交流科目の充実を図る。 

・ 新教育課程の下で教養科目，基礎科目，専門科目および国際交流科目の充実を図
るとともに，相互の関連を強化した。 
① 外国語演習では，専門科目及び国際交流科目との関連を強化し，卒業年次ま
でいつでも履修可能な体制により引き続き高年次履修の充実を図った。 

② 理系基礎科目では，引き続きコース別履修制度・互換性科目を着実に維持・
充実させ，専門科目との関連を強化した。 

③ 文系基礎科目（人文科学の基礎，社会科学の基礎）の内容等について引き続
き検討を行い，幅広い講義からの選択を可能とするなど，充実を図った。 

④ 全学教育における新教育課程導入後の検証と制度の見直しを進めるととも
に，各学部の専門科目についても，大学院教育・卒業後の社会的貢献や全学教
育との関連を重視しつつ，少人数教育・双方向型授業の推進，学内外の医療現
場での実習の充実などの授業改善及びカリキュラムの改訂（医学部医学科，医
学部保健学科）を実施した。 

⑤ 国際交流科目は，開講数を平成19年度に比べ８科目増の33科目に拡充し，
延べ334名（平成19年度279名）の留学生及び137名（平成19年度146名）
の日本人学部・大学院学生の計471名（平成19年度425名）が受講した。 

⑥ 理学部，薬学部，工学部では，引き続き「専門系コース」を採用し，互換性
科目（２年次１学期開講）に繋がる１年次第１学期及び第２学期の科目を展開
した。 
開講状況は以下のとおりである。 
１） 「物理学」については，１年次１学期は各学部とも「力学」（９クラ

ス，履修者472名）を，２学期は理学部では「熱力学」（６クラス，履
修者287名）を，工学部応用理工系では「電磁気学」（３クラス，履修
者187名）を開講した。 

２） 「化学」については，１年次１学期は「化学結合論」（10クラス，履
修者583名）を，２学期は「化学熱力学・平衡」（10クラス，履修者
574名）を開講した。 

３） 「生物学」については，１年次１学期は「細胞生物学」（５クラス，
履修者327名）を，２学期は「生物多様性」（５クラス，履修者336名）
を開講した。 

【122】 
・ 学部専門教育における理系基礎科目に
ついては，学部の枠を越えた互換性科目
（異なる学部で展開されている共通の内
容をもつ科目）として単位の共通化を図
ることや，これらを全学教育における
コース別履修制度と接続させることにつ
いて検討し，成案が得られ次第実施する。 

【122】 
・ 学部専門教育における理系基礎科目に
ついて，学部の枠を越えた「互換性科目
（異なる学部で展開されている共通の内
容をもつ科目）」として単位を共通化す
ること，並びに互換性科目を全学教育の
基礎科目におけるコース別履修制度と接
続させることについて，理学部・薬学部
・工学部で継続して実施する。 

・ 理学部，薬学部，工学部では，引き続き「専門系コース」を採用し，互換性科目
（２年次１学期開講の学部専門科目）により連携を図った。 
このコースは，全学教育科目の互換性科目として開講したものであり，学部間を

越えて履修した人数は次のとおりであった。 
１） 「物理学」の互換性科目としての理学部専門科目「電磁気学」は３クラス，

他学部履修者は70名 
２） 工学部専門科目「熱力学」は３クラス，他学部履修者は36名 
３） 「化学」の互換性科目としての理学部専門科目「基礎有機化学」は３クラ

ス，他学部履修者は６名 
４） 「生物学」の互換性科目としての理学部専門科目「機能生物学」は１クラ

ス，他学部履修者は０名 

【123】 
・ 学部・学科等の特性に応じ，研究室・

【123】 
・ 進路指導及び人間教育を含めた個別指

・ 学士課程における少人数教育は本学の特徴であり，全学教育における一般教育演
習，外国語演習及び主題別科目（論文指導講義）の充実とともに，専門教育ではゼ
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ゼミへの分属等の少人数教育をさらに進
め，進路指導並びに人間教育を含めた個
別指導を行う。 

導を充実するため，学部・学科等の特性
に応じ，研究室・ゼミへの分属等の少人
数教育をさらに進める。 

ミナール，研究室単位の教育を基礎とした少人数教育を引き続き推進した。 
・ 全学教育科目では，１クラスの平均履修者数は，１・２学期通算で43.2名（平
成19年度42.6名）であったが，開講科目数については1,883科目（平成19年度
1,742科目）のうち，25人以下のクラスは892クラス（平成19年度589クラス）
となり，少人数教育をさらに進めた。 

・ 専門教育についても，開講科目数3,384（平成19年度2,933科目）のうち，25
名以下のクラスは1,497クラス（平成19年度1,067クラス）となり，少人数教育
をさらに進めた。 

（ⅲ）大学院教育 
【124】 
・ 大学院授業のシラバスを整備するとと
もに，総合大学として研究科の枠を越え
た連携を図り，大学院共通授業科目を拡
大する。 

(ⅲ）大学院教育 
【124】 
・ 大学院授業のシラバスの内容を充実さ
せるとともに，総合大学として研究科の
枠を越えた連携を図り，「大学院共通授
業科目」の整備，充実を図る。 

・ 全研究科等で作成している修士課程のシラバスについて，成績評価基準などを明
記して充実を図った。 

・ 既存の研究科等の枠を越えた横断的な大学院共通授業（平成12年度より実施）
の増加を図り，平成20年度には，新たに「実験社会学入門」，｢北方研究の最前線｣，
「「理系のための」知っておきたい特許制度」等の授業を開始し，その他の授業科
目も含め，71科目（平成19年度59科目）を開講し，2,194名（平成19年度1560
名）が履修した。 

【125】 
・ 高度専門職業人の育成のための特別な
教育課程の充実を図る。 

【125】 
・ 大学院課程における高度専門職業人の
育成のため，特別な教育課程の充実を図
る。 

・ 修士課程・専門職学位課程における高度専門職業人の育成については，法学，経
済学研究科及び公共政策大学院の専修コース等で，引き続き，特定課題に関するリ
サーチペーパー又は研究成果報告書の提出をもって修士論文に代えることとし，
コースワークを中心とする大学院教育を行った。また，水産科学院では，引き続き，
広領域の知識と研究方法を修得し，広い視野を持った研究者及び高度専門職業人の
育成を目指す「広領域教育コース」を設けた。 

・ 保健科学院では，平成20年度から，看護学コースの看護実践科目群において，
臨床に即した課題を通じて実践的な高度専門職業人の養成を目的に，看護学科目群
の特論・演習に対応した実践演習を開講し，同演習では修士論文に代えて特定課題
研究報告書の提出をもって単位を取得できることとした。 

・ このほか，コースは設けていないが，情報科学研究科で，引き続き「実システム
開発指向高度人材育成プログラム」（平成17年度採択文部科学省事業）により，
大学院授業科目を８科目開講し，本学の学生が32名，他の３大学院の学生４名が
受講した。 

【126】 
・ 学生の研究水準を向上させるため，修
士論文，博士論文，学会誌投稿論文等の
執筆や学会発表を促すよう，指導体制の
充実を図る。 

【126】 
・ 大学院学生の研究水準を向上させるた
め，修士論文，博士論文，学会誌投稿論
文等の執筆や学会発表を促すよう，引き
続き指導体制の充実を図る。 

・ 各研究科等では，大学院生の先端的研究取組を指導するとともに，研究経費等を
支援し，国際誌や学会誌への投稿，学会やワークショップでの発表を奨励・促進し
た。その結果，平成20年度の修士課程在学者の学術論文（修士論文除く）は1,653
編，学会発表は3,487件，博士（後期）課程在学者の学術論文は2,165編，学会発
表数は3,491件と，高い水準を示した。 

【127】 
・ 学生に対して，早期に第一線級の研究
者との協働を体験させるため，国内外で
の研究活動・学会に参加させるよう指導
体制の充実を図る。 

【127】 
・ 大学院学生に早期に第一線級の研究者
との協働を体験させるため，国内外での
研究活動・学会に参加させるよう，引き
続き指導体制の充実を図る。 

・ 各研究科等・専攻・講座・研究室において，学会旅費等への補助を含めて大学院
学生の学会参加を促進した。なお，学会参加数は，修士課程で国際533名（平成19
年度387名），国内2,514名（平成19年度2,052名），博士（後期）で国際671
名（平成19年度503名），国内2,059名（平成19年度1,903名）であった。 

 

③授業形態，学習指導法に関する具体的方
策 

【128】 

③授業形態，学習指導法等に関する具体的
方策 

【128】 

・ 学士課程全学部で，文系で21単位以下，理系で23単位以下を基本とした１年次
各学期の履修登録単位数の上限設定を実施した。 

・ ２年次以降の上限設定は，新たに経済学部，医学部保健学科，農学部，水産学部



北海道大学 

- 70 -

・ 学士課程においては，各学期ごとに，
学生各自の履修科目登録における単位数
の上限を設定することについて，学部単
位ごとに検討し，成案が得られた学部か
ら逐次実施する。 

・ ２年次以降の履修科目登録における単
位数の上限設定について，引き続き各学
部ごとに検討し，成案を得た学部から順
次実施する。 

の４学部で実施し，平成19年度に実施している教育学部，理学部，歯学部，工学
部，獣医学部と合わせ合計９学部となった。 

・ 平成21年度入学者から，選択科目等において，履修登録単位の上限設定内科目
として履修登録する「卒業要件単位数に算入する科目（ＧＰＡ算出対象科目）」と，
自由設計科目として「卒業要件単位数に算入しない科目（ＧＰＡ算出対象外科目）」
に分けて学生が履修計画を作成する制度を設けることとした。 

・ 平成19年度に引き続き，新教育課程・「単位の実質化」に関する学生アンケー
ト調査を行った結果，履修登録の上限設定単位数の回答について，１学期は「少な
すぎる」30.5％，「適当」67.2％，「多すぎる」2.3％で，２学期は「少なすぎる」
13.5％，「適当」81.2％，「多すぎる」5.3％となった。（平成19年度調査結果：
１学期は「少なすぎる」40.6％，「適当」57.8％，「多すぎる」1.6％，２学期は
「少なすぎる」49.9％，「適当」46.5％，「多すぎる」3.6％） 
平成19年度の調査と比較した場合，今回は「適当」の回答が増加しており，こ

のことは履修登録の上限設定が定着しつつあることを示している。 

【129】 
・ 教育効果を高めるため，学士課程，大
学院課程とも，学生参加型授業，少人数
授業及び体験型授業や，インターンシッ
プ等の社会経験・実地研修型授業等を拡
充する。 

【129】 
・ 教育効果を高めるため，引き続き学士
課程，大学院課程とも，学生参加型授業，
少人数授業及び体験型授業や，インター
ンシップ等の社会経験・実地研修型授業
等の拡充に努める。 

・ 学生参加型授業の充実を引き続き図った。全学ＦＤ（教育ワークショップ）等を
通じて課題中心（ＰＢＬ）・少人数グループ討論（ＳＧＤ）形式の授業・クリッ
カー（小型リモコン）利用による双方向授業の普及に努めた。その結果，全学教育
の一般教育演習等で活用され，大学院課程及び学士課程の演習等でも広く採用され
ている。 
講義でも多人数講義とティーチング・アシスタントの参加する少人数グループ討

論を組合せるなどの工夫を引き続き行った。また，フィールド体験型授業も全学教
育，学部専門教育を通じて引き続き広く実施した。 
学生による授業アンケートの結果，講義科目において「効果的に学生の参加を促

したか」という設問に対し，肯定の意見（強くそう思う，そう思う）は，平成17
年度48.3％，平成18年度50.4％，平成19年度52.0％，平成20年度には53.4％
と年々増加の傾向にある。 

・ 少人数教育については，「年度計画【123】の『計画の進捗状況』参照」。 
・ インターンシップについては，引き続き全学的に実施し，平成20年度は56名の
参加を得た（※全学教育科目「インターンシップＡ・Ｂ」単位認定者数）。また，
４学部が独自に専門科目として開講し，単位認定を行った。さらに，11研究科・学
院で独自にインターンシップ科目を開講し，６研究科・学院で単位認定を行った。 

【130】 
・ 学士課程の演習，実習等は，ティーチ
ング・アシスタントを有効に活用し，き
め細やかに指導する。 

【130】 
・ 学士課程の演習，実習等においてき
め細やかな指導を行うため，引き続き
ティーチング・アシスタントに対する研
修の充実を図るとともに，ティーチング
・アシスタントの有効活用に努める。 

・ ティーチング・アシスタントの採用数を増加させ，全学教育科目及び学部専門科
目の演習，実習において，担当教員のきめ細かな指導の補助にあたらせた。 
平成20年度は延べ2,905名（平成19年度2,838名）・138,876時間（平成19年

度148,097時間），うち全学教育644名（平成19年度672名）・25,587時間（平
成19年度26,983時間），専門教育2,261名（平成19年度2,166名）・113,289時
間（平成19年度121,114時間）の採用であった。 

・ 「ティーチング・アシスタントマニュアル」により，「全学教育ティーチング・
アシスタント研修会」の授業科目別分科会において研修を実施し，194名（平成19
年度168名）が修了した。 

【131】 
・ 大学院課程における学位取得率の向上
を図るため，学位授与基準の見直し及び

【131】 
・ 大学院課程における学位取得率を向上
させるため，引き続き学位授与基準の設

・ 学位規程の見直しを行い，大学院の課程博士に係る学位論文審査等の手続につい
て明確にし，透明化を図った。 

・ 各大学院における｢大学院教育振興施策要綱｣に関する取組の調査結果（平成19
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基準設定の拡大に努める。 定及び見直しを検討し，指導体制の強化
を図る。 

年度）を参考に，本学においても導入可能な取組を中心に学位授与取得率を向上さ
せる方策について引き続き検討した。 

・ 学位授与基準を広く周知するため，同基準を学生便覧等に掲載した。 

【132】 
・ 情報基盤センター及び附属図書館を中
心として，情報メディアを活用した教育
の実施・支援を強化・拡充する。 

【132】 
・ 情報基盤センター及び附属図書館を中
心として，情報メディアを活用する教育
の実施・支援を引き続き強化・拡充する。

・ 情報基盤センターは，引き続き，教育学習支援システムＥＬＭＳの機能を強化し，
Ｗｅｂ履修登録，教育用ポータルサイトによる講義資料閲覧などの学習支援を行っ
た。また，国内外の大学と連携して遠隔地双方向型授業の実施・支援などを行った。 

・ 情報基盤センターは，全学共通の情報教育を実施するとともに全国的共同研究に
より開発した教材を用い，情報教育，特に情報倫理教育の高度化を推進した。 

・ 附属図書館では，情報探索入門授業45回，文献検索ワークショップを17回，ラ
イブラリーセミナーを10回，文献探索講習会を28回開催するなど，情報メディア
を活用した教育支援を実施した。 

【133】 
・ 学生の学修意欲の向上やボランティア
等の社会活動を促進するため，顕彰制度
の充実を図る。 

【133】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 学生の学修意欲の向上とボランティア等の社会活動を促進する目的で顕彰等を次
のとおり実施した。 
①「大塚賞」 （優秀な女性博士課程修了者）        :  10名 
②「新渡戸賞」（１年次の成績優秀者）          ： 89名 
③「クラーク賞」（学部卒業生の成績優秀者）       ： 50名 
④「レーン賞」  （英語の成績優秀者）          ： ６名 
⑤「北大えるむ賞」（課外活動での全国レベルの成果等）  ：１団体４個人 
⑥「北大ペンハロー賞」（課外活動での全道レベルの成果等）：５団体・６個人 

・ 部局等においても，新たに設けた経済学部の「成績優秀者表彰制度」及び「英語
力ブラッシュ・アップ・プログラム」，工学部の「工学部学業優秀賞」，理学院及
び生命科学院の「修士論文の最優秀発表賞」及び「修士論文の最優秀成績賞」を含
めて，次の顕彰制度を実施した。 
①経済学部：卒業論文報奨制度（卒業論文のうち優秀と認められる者 10名） 

：成績優秀者表彰制度（学業成績優秀者 21名） 
：英語力ブラッシュ・アップ・プログラム（ＴＯＥＩＣ受験者への受
験料の助成 22名） 

②医学部保健学科：医学部保健学科長賞（学修意欲の向上やボランティア等の社
会活動の促進 ５名） 

③歯学部：デンツプライ・スチューデント・アワード（臨床実習における成績優
秀者 ２名） 

：クインテッセンス出版表彰（学部卒業者の次席及び第三位者 ２名） 
：ハノー賞（補綴優秀者 １名） 
：クラウンブリッジ賞（冠・橋義歯補綴学優秀者 ２名） 

④薬学部：薬学部成績優秀賞（学業成績優秀者 ３名） 
⑤工学部：工学部学業優秀賞（奨学賞 ３名） 

：Ｗ．Ｗｈｅｅｌｅｒ Ｐｒｉｚｅ（奨学賞 16名） 
：日本金属学会・日本鉄鋼協会奨学賞（奨学賞 １名） 
：大島義清先生記念賞（奨学賞 １名） 
：電気情報通信学会北海道支部賞（奨学賞 ２名） 
：電気学会北海道支部賞（奨学賞 １名） 
：応用物理学科賞（奨学賞 １名） 
：日本機械学会畠山賞（奨学賞 １名） 
：広井勇博士還暦記念賞（奨学賞 ２名） 
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：吉町太郎一先生記念賞（奨学賞 ２名） 
：日本建築学会北海道支部賞（奨学賞 ２名） 
：空気調和・衛生工学会振興賞学生賞（奨学賞 １名） 
：資源循環システムコース賞（奨学賞 １名） 
：大塚博先生記念賞（奨学賞 ６名） 
：日本機械学会三浦賞（奨学賞 ３名） 
：溶接学会奨学賞（奨学賞 １名） 

⑥農学部：クラーク農学賞（学部卒業時に学業成績が特に優秀で，かつ，品行方
正な者 ３名） 

⑦獣医学部：獣医学部長特別表彰（留学生が日・韓の獣医師免許を取得した努力
を評価 １団体） 

⑧情報科学研究科：三上奨学賞（修士修了者のうち，優秀な学生 １団体・１個
人） 

：吉本千禎先生記念賞（博士修了者のうち，優秀な学生 １団
体・１個人） 

⑨理学院・生命理学専攻及び生命科学院・生命情報分子科学コース 
：修士論文の最優秀発表賞（修士論文発表者のうち，最も優秀
な学生 １名） 

：修士論文の最優秀成績賞（修士論文提出者のうち，最も優秀
な学生 １名） 

④適切な成績評価等の実施に関する具体的
方策 

【134】 
・ シラバス等による成績評価基準や成績
分布の公表は，既に学士課程で実施して
いるが，大学院課程（修士課程）におい
ても実施するため，成績評価基準の見直
しを行う。 

④適切な成績評価等の実施に関する具体的
方策 

【134】 
・ 成績評価基準の明示並びに厳格な成績
評価を徹底させるため，学士課程におい
ては，引き続き成績評価基準や成績分布
の公表範囲の拡大を図るとともに，大学
院課程（修士課程）においても，単位の
実質化を念頭においた成績評価基準の見
直しを図る。 

・学士課程： 
① 全学教育科目については，平成19年度に引き続き，１）シラバスで成績評価
基準（「到達目標」，「評価の基準と方法」）の明示，２）成績評価基準（授業
科目のガイドライン）の設定，３）成績評価結果（クラス別の成績分布）の公表，
４）成績評価の妥当性の検討（評価の極端な片寄りの点検），５）教務情報シス
テム上での成績分布の公表，６）各クラスの「秀」評価のパーセンテージ・ＧＰ
Ａ平均値の目標及び成績評価の極端な片寄りの点検基準の設定・公表，を行った。 

② 専門科目は各学部で同様の取組を進め，平成17年度は５学部で，平成18年度
は11学部で，平成19年度及び平成20年度は全学部で成績分布を公表した。 

・大学院課程（修士課程）： 
① 全研究科等の修士課程では，「単位の計算基準」（１単位の授業科目は45時
間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とする）を明文化し，成
績評価基準の見直しについて引き続き検討を行った。 

② 単位の実質化を念頭においた成績評価基準の見直しを行うため，各研究科等共
通のシラバス様式を定め教務情報システムへの導入の促進を図った。 

【135】 
・ 学士課程に「秀」評価（優の上に秀を
加えて５段階評価とする）及びＧＰＡ
（grade point average）制度を導入し，
修学指導等に積極的に活用するよう努め
る。 

【135】 
・ 平成１７年度新入生から導入した「秀」
評価及びＧＰＡ制度等の運用結果をデー
タ化・資料化するとともに，修学指導等
への積極的な活用を図る。 

・ 学士課程の「秀」評価及びＧＰＡ制度の運用結果を資料化し，教育，修学指導に
活用するため各学部に提供した。 

・ 大学院教育検討ワーキンググループにおいて，大学院課程（修士課程）へのＧＰ
Ａ制度導入の議論を慎重に重ね，大学院教育課程の整備とともに引き続き検討する
こととした。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①適切な職員の配置等に関する具体的方策 
【136】 
・ 北海道大学の教育に関する目標を達成
するために必要な学科・専攻等を構成し，
それぞれの学科・専攻等における教育研
究を実施するにふさわしい教員組織の整
備・充実を図るため，Ⅱの３の⑥の「中
長期的視野に立った適切な人員（人件費）
管理に関する具体的方策」に掲げるとこ
ろにより，適切な教員編制としうるシス
テムを確立する。 

①適切な職員の配置等に関する具体的方策 
【136】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 平成18年度に導入した「ポイント制教員人件費管理システム」の検証を行った結
果，新たな学修分野の充実や同一分野に複数の教授を配置するなど，各部局等にお
いては，同制度の導入目的である柔軟な教員組織編制がなされていた。また，より
柔軟な教員編制を可能とするため，平成21年度から，ポイント数を見直すこととし
た（准教授0.798→0.8，講師0.748→0.7，助教0.604→0.6）。 

【137】 
・ Ⅱの３の⑥の「中長期的視野に立った
適切な人員（人件費）管理に関する具体
的方策」に掲げるところにより，演習や
実験指導等に教育支援職員を適切に配置
するための体制を整備する。 

【137】 
・ 教育研究支援本部において，演習や実
験指導等に教育支援職員を適切に配置す
るための具体的準備の一環として平成
１９年度に実施した「技術職員及び技術
系嘱託職員の資格，職務内容等に関する
実態調査」の調査結果の分析を行い，技
術職員及び技術系嘱託職員の実態把握を
行う。 

・ 平成19年度に実施した「技術職員及び技術系嘱託職員の資格，職務内容等に関す
る実態調査」の調査結果の分析を行った。技術職員及び技術系嘱託職員の職務内容
は多岐にわたっているが，その多くが演習や実験指導等に関わっていること，また
一方で，部局が異なっていても共通する技術を柔軟に運用できることなどの実態を
把握し，適切な配置への検討をさらに進めることとした。 

②教育に必要な設備，図書館，情報ネット
ワーク等の活用・整備の具体的方策 

【138】 
・ 豊かな自然及び歴史的な景観を保全し
ながら，老朽化した施設を順次改修する

②教育に必要な設備，図書館，情報ネット
ワーク等の活用・整備の具体的方策 

【138】 
・ 老朽化した施設の改修については，豊
かな自然や歴史的な景観の保全，及びバ

・ 老朽施設の再生整備とバリアフリー環境を実現するため以下の事業を実施した。 
① 歯学部研究棟の耐震補強を含む改修工事 
② 医学部中研究棟の耐震補強を含む改修工事 
③ 教育学部研究棟の耐震補強を含む改修工事 
④ 工学部の製図・講義棟及び電気・生体棟の耐震補強を含む改修工事 

中
期
目
標 

①職員の配置に関する基本方針 
北海道大学の教育に関する目標を達成するために必要な教員組織の整備・充実を図るとともに，これを有機的に機能させるための教育支援体制を強化する。 

②教育環境の整備に関する基本方針 
・ キャンパスが学生の学習及び生活の場であり，多くの人々との触れあいや多様な経験，学問を通じて人間性が育まれることに鑑み，本学特有の優れた自然環境を有効
に活用して，すべての学生にとって最良の学修環境を整える。 

・ 教育施設設備を計画的に整備充実するとともに，情報基盤センターを中心にキャンパス全体の電子情報環境を整備する。また，附属図書館の教育支援・学術情報セン
ター機能を強化する。 

③教育の質の改善のためのシステムに関する方針 
個々の教員による教育活動の評価を充実させるとともに，教育貢献を業績として重視する。また，各学部・研究科の組織としての教育活動を評価する。さらに，授業改

善を目的とした適切な研修の推進を図る。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 
 ③ 教育の実施体制に関する目標 
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とともに，バリアフリー環境の整備に努
める。 

リアフリー環境にも配慮しつつ，Ⅴの１
の④の「施設等の整備に関する具体的方
策」に掲げるところにより実施する。 

⑤ 理学部の３号館及び実験施設の耐震補強を含む改修工事 
⑥ 歴史的建造物としての外観維持に配慮した環境資源バイオサイエンス研究棟
改修施設整備等事業（ＰＦＩ事業）及び和歌山研究林庁舎の改修工事 

⑦ 身障者用トイレの設置（法学部研究棟，文系共同講義棟，保健科学研究院等） 

【139】 
・ 講義室においては視聴覚装置・プレゼ
ンテーション装置等の教育設備の充実に
努める。 

【139】 
・ 講義室においては，引き続き視聴覚装
置・プレゼンテーション装置等の教育設
備の充実に努める。 

・ 各部局において，必要性の高い液晶プロジェクター等を中心に更新・新設による
設備充実を図った結果，全学的な講義室及び演習室への設備設置率は増加した。 
① 講義室：液晶プロジェクター 90％（平成19年度74％） 
② 演習室：液晶プロジェクター 40％（平成19年度39％） 

・ 全学教育においても，必要に応じた視聴覚装置等の整備を順次，計画的に行った。 

【140】 
・ 附属図書館における学生の学習に必要
な資料を充実し，留学生・国際対応サー
ビスを拡大するとともに，学術研究コン
テンツを整備し，ネットワーク情報の利
用環境の改善に努める。 

【140】 
・ 附属図書館においては，引き続き学生
の学習に必要な図書の充実，並びに学術
研究コンテンツや図書目録データベース
の整備・充実等によるネットワーク情報
の利用環境の改善に努めるとともに，留
学生・国際対応サービスを拡充するため，
国際交流科目図書コーナーの充実や情報
提供の観点からホームページの外国語版
の充実を図る。 

・ 学生の学習に必要な図書を充実するために，本館分館あわせて，教員選定図書・
シラバス掲載図書・学生希望図書等を12,843冊整備した。これらに加えて，研究用
図書・寄贈図書等（全学合計で13,556冊）を整備した。 

・ 学術研究コンテンツ小委員会において新規の電子ジャーナル14点を選定するとと
もに，利用頻度の少ないものなど110点の電子ジャーナルの講読を中止した。（電
子ジャーナル総数15,237点，データベース総数35点）。 

・ 留学生・国際対応サービスを拡充するために国際交流図書コーナーへ配架する図
書（洋書が中心で48冊を整備）を購入して充実させ，図書館が所蔵する「札幌農学
校文庫」等のコレクション紹介のホームページを中心に英文版（約42ページ）を作
成した。 

・ 平成20年度に受け入れた図書47,794冊を図書目録データベースに登録するととも
に，昭和61年以前に受け入れた図書のうち約2.8万冊を同データベースに登録した。 

【141】 
・ 情報基盤センターを整備し，それと連
携してキャンパス・ネットワーク環境の
充実に努める。 

【141】 
・ 情報基盤センターにおいては，セキュ
リティの水準や利便性をさらに向上させ
るため，キャンパス・ネットワークの整
備を進めるとともに，マルチメディアを
活用する教育の支援を引き続き行う。 

  また，認証基盤を含む統一的な情報環
境の整備を進めるとともに，全学的な情
報関連業務を一元的に担う体制を強化す
る。 

・ キャンパス・ネットワーク拡充システムを構築し，ネットワーク中継装置（部局
ノードルータ等６台及びアクセススイッチ387台）を更新することで，安全･安心か
つ超高速なキャンパス・ネットワークの基盤整備を推進した。 

・ メールサーバ登録制の運用を開始し，ウィルス感染等による迷惑メール大量発信
を防ぎ，ネットワーク利用におけるセキュリティを一層向上させた。 

・ 教職員向けのシングルサインオンシステムの運用を開始し，学内の各種業務系シ
ステム利用における利便性及びセキュリティレベルを向上させた。また，シングル
サインオンシステム利用者に対する電子証明書発行のための基盤整備を推進した。 

・ 教育学習支援システムＥＬＭＳとシングルサインオンシステムとの連携及びシラ
バスシステムとの連携，情報通信技術を活用した教育を支援する電子情報環境の整
備を進めた。 

・ 教育学習支援システムＥＬＭＳの授業支援機能を強化し，デジタルコンテンツ生
成・管理・発信のためのスタジオ及び編集設備を引き続き整備し，マルチメディア
を活用した教育を支援する電子情報環境の整備を進めた。 

・ オープンコースウェア（ＯＣＷ）におけるクラーク博士等の歴史的講義資料の公
開，映像発信等，講義資料公開のための情報環境の整備を支援した。 

・ 教育学習支援システムＥＬＭＳを利用して，留学生センターと共催で，英語能力
判定試験ＴＯＥＦＬ－ｉＢＴを実施した。 

・ 情報環境推進本部において，統一的な情報環境の整備を進めるため，第二期中期
目標・中期計画期間における情報環境推進に関する行動計画骨子を策定した。 

・ 業務・情報システムの最適化実現のため，対象範囲や手順等を策定し，業務・情
報システムの最適化実現に係る確認を適正に行うための体制を整備した。 
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【142】 
・ 学生の正課授業及び課外の体育活動の
ための施設の充実に努める。 

【142】 
・ 学生の正課授業及び課外の体育活動の
ための施設の充実に，引き続き努める。 

・ 平成20年度は，学生の正課授業及び課外活動施設の改修・整備を次のとおり実施
した。 

 
施 設 名 改修・整備内容等 

小樽祝津ヨット艇庫 給水ポンプ交換（２台） 
石狩漕艇部艇庫 合宿所排水管交換，浄化槽改修 
サッカー・ラグビー場，
野球場Ａ・Ｂ 

整備用土・砂各８トン搬入 

馬術部厩舎・馬場 馬場砂入れ・ゴムチップ散布（砂固化，飛散防止） 
陸上ホッケー場・ハンド
ボール場 

グランド面整備・改修 

山小屋関係 
 ・無意根小屋 
 ・奥手稲山の家 
 ・手稲パラダイス・ 
  ヒュッテ 

暖房炊事用薪小分け，薪上げ 
１階床改修（ストーブ下），簡易水道改修 
１階ストーブ交換，地階照明増設，鋪道ウッド 
チップ施設，浄化槽ポンプ交換 

第一体育館 男女トイレ，暖房配管整備 
第二体育館 天井暖房配管改修 
剣道場 暖房用ポンプ交換 
弓道場 矢場射口，照明，とびら改修 
サークル会館 別館への暖房用配管（地下埋設）交換 
屋外更衣室 野球場Ｂバックネットに男女別屋外更衣室設置 
スポーツトレーニング
センター 

体育館走路（周回路）ウレタン塗布・整備 

 

③教育活動の評価及び評価結果を質の改善
につなげるための具体的方策 

【143】 
・ 各教育組織において，前記（１）の⑤
の「教育の成果・効果の検証に関する具
体的方策」に掲げるものを含め，組織と
しての教育活動及び個々の教員の教育活
動を評価するための体制並びに評価結果
を教育の質の向上及び改善に結びつける
体制を確立する。 

③教育活動の評価及び評価結果を質の改善
につなげるための具体的方策 

【143】 
・ 各教育組織は，部局評価組織により，
前記（１）の⑤の「教育の成果・効果の
検証に関する具体的方策」に掲げるもの
を含め，組織としての教育活動及び個々
の教員の教育活動を評価するとともに，
評価結果を教育の質の向上及び改善に結
びつける。 

・ 平成20年度に設置した部局等においても，本学評価規程に基づき内規を定め，部
局評価組織を設置した。 

・ 平成20年度は，12部局等で自己点検評価を実施し，５部局等で外部評価，２部
局等で第三者評価を実施した。 
また，各部局等においては，その評価結果を踏まえて授業アンケート結果への対

応等を学生にフィードバックする（会計専門職大学院）など，評価結果を教育の質
の向上及び改善に結び付けた。 

【144】 
・ 学生による授業アンケートを引き続き
実施するとともに，その結果への教員の
対応を学生に公開する。 

【144】 
・ 学生による授業アンケートを引き続き
実施する。 

・ 学生による授業アンケートを引き続き実施した（実施教員数976人，実施率65％）。
アンケート結果を個人別に集計し，当該授業に係る評点・順位等を各教員及び所属
部局長にフィードバックするとともに，評価室において全学の傾向を分析し，ホー
ムページで公表した。 

・ 評価平均点が上位となった授業の担当教員を「エクセレント・ティーチャーズ」
とし，その授業内容や工夫などをホームページで公表した。 

【145】 
・ 教育活動に対する自己点検・評価の結

【145】 
・ 教育活動に対する自己点検・評価の結

・ 各研究科等において，自己点検・評価の結果を活用し，ファカルティ・ディベ
ロップメント（ＦＤ）の充実を図った。 
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果をファカルティ・ディベロップメント
（ＦＤ）の充実のために活用する。 

果を活用し，ファカルティ・ディベロッ
プメント（ＦＤ）の充実を図る。 

① 文学研究科では，ＦＤを２回実施した。その講師の選定・依頼にあたっては，
教育に対する自己点検・評価の結果を参考にした。 

② 法学研究科の法科大学院では，平成16年度から学生による授業アンケートを
実施しており，修士課程では，平成19年３月修了者に対してアンケートを実施
しており，この結果に基づきＦＤの充実を図っている。 

③ 経済学研究科の会計専門職大学院では，授業のピア・レビュー並びに学外者
による授業評価を実施し，その結果得られた意見をもとにＦＤ委員会において，
教員相互の講評を行い，ＦＤの充実を図っている。 

④ 医学研究科では，教育評価方法の確立（医学部医学科学生のアンケート作成，
教育の自己評価，学部学習目標の達成の評価項目作成）と英語教育（目標設定，
教育効果の評価作成，学部の講義・実習における英語教育法の確立，大学院英
語教育の確立）をテーマとし，ＦＤに役立てた。 

⑤ 歯学研究科では，歯学部学生を対象に実施した授業評価の結果をＦＤ委員会
で集計し，学生に公表するとともに，各教員に個別詳細データを今後の授業計
画に資するよう提供した。 

⑥ 工学研究科では，大学院において初めて授業アンケートを実施した。 
⑦ 工学部では，平成19年度後期及び平成20年度前期実施分の授業アンケート
の各評点結果を公表し，ＦＤの充実を図っている。 

⑧ 公共政策学教育部では，学期半ばの授業評価，授業の相互公開及び学期終了
時の授業評価を実施し，その結果に基づいて教務委員会が授業改善を促した。 

・ 高等教育機能開発総合センター高等教育開発研究部では，各部局等におけるＦＤ
活動の実施状況に関する調査を行い，同センター発行の「高等教育ジャーナル」で
公表した。 

④教材，学習指導法等に関する研究開発及
びＦＤに関する具体的方策 

【146】 
・ 教育ワークショップ，新任教員研修会
等の研修機会を一層充実させるととも
に，実施時期，業務分担など，参加し易
い環境を整備する。また，ティーチング
・アシスタントを担当する大学院学生に
は，これまでどおり事前に研修を受講さ
せ，その資質の向上に努める。 

④教材，学習指導法等に関する研究開発及
びＦＤに関する具体的方策 

【146】 
・ 教育ワークショップ等を年２回実施す
るとともに，適切な実施時期の設定，Ｆ
Ｄ資料のオンライン化，各研究科等主催
のＦＤの支援などの推進を図る。また，
ティーチング・アシスタントを担当する
大学院学生に対する事前研修を充実し，
その資質の一層の向上に努める。 

・ 「魅力ある授業を目指して」をテーマとする新任教員向けの教育ワークショップ
（全学ＦＤ合宿）を春と秋の年２回実施した（春 28 名，秋 38 名）。このワーク
ショップの資料は，事前事後に誰でも閲覧できるよう高等教育機能開発総合セン
ター高等教育開発研究部のホームページに公開した。 

・ ティーチング・アシスタント（ＴＡ）に対しては，平成20年４月に全学教育科目
ＴＡ研修会を開催し，ＴＡ194名（平成19年度168名）が参加した。午前中は，Ｔ
Ａに関する基礎知識を講義し，午後は，12の分科会で講義とグループ学習を行い，
ＴＡの資質向上に努めた。水産学部では，教員とＴＡの連携を強化するため合同研
修会を実施した。 

・ 工学研究科及び情報科学研究科の合同ＦＤ研修会，農学院のＦＤ講演会に高等教
育機能開発総合センター高等教育開発研究部の教員が，講師として参加し，ＦＤの
支援を行った。 

【147】 
・ 教育に関する研究開発プロジェクトに
対して，適切な学内支援措置を講じる。 

【147】 
・ 教育に関する研究開発プロジェクトに
対して，引き続き適切な学内支援措置を
講じる。 

・ 全学又は各部局における教育改善・改革の取組を推進するため，教育改革室が支援
を行い，各種の教育改革支援事業への採択や各部局の教育改革の取組を促進した。 

具体的には，総長主導の重点配分経費を活用して，全学教育，学部専門教育及び
大学院教育の充実などを目指した教育改革促進事業を，学内公募により支援した。 
（教育プログラムの開発研究 申請24件，採択13件，配分予算：14,980千円） 
これらの取組により，平成20年度においては，文部科学省公募各種教育改革支援

事業のうち，「質の高い大学院教育プログラム」，「大学院教育改革支援プログラム」，
「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」及び「戦略的大学連携支援事業」にそれ
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ぞれ１件採択された。 
・ 大学の社会貢献の一環として，本学の教育活動の内容や成果を広く社会や教育関係

者に情報提供し活用してもらうことを目的に，教育改革室の主導の下，文部科学省公
募各種教育改革支援事業に採択された本学の10の取組を取りまとめて，「魅力ある
大学教育フォーラム・パネル展」を開催した。 

⑤学内共同教育等に関する具体的方策 
【148】 
・ 学部及び大学院における外国語教育を
実施するとともに，言語及び文化に関す
る教育研究を推進する。 

⑤学内共同教育等に関する具体的方策 
【148】 
・ 外国語教育センターにおいては，全学
教育における外国語教育を企画，立案，
実施するとともに，外国語特別講義，大
学院共通授業等において，各研究科等と
も協力して外国語教育の充実を図る。 

 

・ 外国語教育センターの運営委員会並びに外国語教育企画専門委員会とＣＡＬＬ専
門委員会において，全学教育における外国語教育の企画，立案等を行い，平成20
年度第２学期から，「ドイツ語」，「フランス語」，「ロシア語」及び「中国語」
にＣＡＬＬ授業を導入した。また，大学院教育の外国語特別講義は延べ213名が受
講した。 

・ メディア・コミュニケーション研究院教員及び特任教員により，大学院共通授業
として，研究者を目指す修士課程及び博士（後期）課程の学生に向けに，国際学会
等での英語のプレゼンテーション・スキル，ディベートスキル向上のための実践的
な授業「高度実践英語Ⅰ」，「高度実践英語Ⅱ」，「高度実践ロシア語Ⅰ」，「高
度実践ロシア語Ⅱ」，「高度実践フランス語」の各科目を開講し，54名（平成19
年度46名）が受講した。 

 

【149-1】 
・ 留学生センターは，留学生に対して日
本語，日本文化・日本事情の教育及び修
学・生活上の指導・助言を行うとともに，
海外留学を希望する学生に対し，各国領
事館等と連携を図り，「海外留学説明会」
や「目的別説明会」を年数回開催するな
ど情報提供や指導・助言にさらに努める。
なお，海外留学希望者の裾野を広げるた
めに，新入生に対する留学に関するオ
リエンテーション・説明会を充実させる
など，入学直後における動機付けに向け
て情報提供に努める。 

・ 留学生センターで開講している日本語コースの受講人数は留学生数の急激な増に
伴い，大幅に増加した（平成 19 年度 1,757 名→平成 20 年度 2,039 名）。同セン
ターでは，留学生・日本人学生及び学内教職員に対し週4回相談関係業務を行い，
相談件数は平成20年度で176件に上った。 

・ 海外への留学生拡大に向け，目的別各種説明会を開催するとともに，早期（入学
直後）からの動機付けとして新入生に対するオリエンテーションを開催するなど学
生のニーズや留学環境の変化に対応した情報提供を行った。さらに，夏期及び春期
の短期語学研修（北大サマープログラム・スプリングプログラム）を実施し，平成
20年度37名（平成18年度15名,平成19年度 37名）の学生を派遣した。また，平
成18年度から始めた留学情報メールの登録数は平成20年度には256件に達し（平
成19年度170件），交換留学等についての問合せ・個別相談が平成20年度約90
件（平成19年度：50件）と留学に対する意識の拡大がみられた。 

・ 平成17年度からオープンキャンパスにおいて，北大への進学を考えている高校生
に対し本学及び留学への関心度を高めるための説明や座談会を行っており，参加者
の高い満足を得ている。また，平成20年度後期から留学を希望する学生からの要望
が強いＴＯＦＥＬ－ｉＢＴの本学での実施を開始し，既に５回（受験者数合計約160
名）実施した。このことにより，学生の心理的・経済的負担が軽減されただけでな
く，北海道地区における受験機会を増加させるなど，地域社会にも貢献した。 

【149】 
・ 留学生に対して日本語，日本文化・日
本事情の教育及び修学・生活上の指導・
助言を行うとともに，海外留学を希望す
る学生に対する情報提供や指導・助言に
努める。 

【149-2】 
・ 平成１９年度に設置した「留学生サ
ポーター制度」により，留学生受入環境
を充実させる。 

・ 留学生が留学生の質問・相談に応じることや案内，諸手続等のサポートを行うこ
とを目的として留学生センター内に「留学生サポート・デスク」を設置し，受入環
境を充実させた。 

・ 留学生交流支援体制の強化及びワンストップ・サービスの提供を目的として国際
サポート・オフィス（仮称）を設置することとした。 

 

【150】 【150】 ・ 高等教育機能開発総合センターでは，全学教育及び高大連携に関する企画や，教
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・ 全学教育，入学者選抜及び高大連携に
関する企画並びに教育方法の開発・改善
及び生涯学習に関する研究を推進する。 

・ 高等教育機能開発総合センターは，全
学教育及び高大連携に関する企画，教育
方法の開発・改善並びに入学者選抜及び
生涯学習に関する研究を推進する。 

育方法の開発・改善並びに入学者選抜及び生涯学習に関する研究を推進し，その内
容を同センター発行の「センターニュース（年４回発行）」で公表した。 

・ 高大連携の一環として，高校生に対し，大学での学習機会を提供することにより，
学術研究への理解と関心を深めさせ，生徒自ら高い目的意識や意欲を持つことを目
的に，全学教育科目を高校生が聴講することを試行した。 

・ 生涯学習計画研究部では，教育学研究院と協力して大学事務職員の継続教育のた
めの公開講座「大学職員セミナー」を実施（10月）した。また，各研究科等が実施
した公開講座の受講生を対象に，その実態とニーズを明らかにするためのアンケー
ト調査を実施した。 

・ インターネットを活用して，北海道大学公開講座を西興部村に配信し，遠隔教育
を実施した。 

・ 地域生涯学習計画への参画に関する実践的研究については，「道民カレッジ」，
「さっぽろ市民カレッジ」等において講座の企画・実施についての研究を行った。 

・ 生涯スポーツ科学研究については，健康づくり支援に関する社会的活動を行った。 
 

【151】 
・ 学術標本の収蔵，展示，公開及び学術
標本に関する教育研究の支援並びにこれ
らに関する研究を推進するとともに，地
域社会への教育普及に寄与する。 

【151】 
・ 学術標本の収蔵，展示，公開及び学術
標本に関する教育研究の支援並びにこれ
らに関する研究を推進するとともに，地
域社会への教育普及に寄与するため，総
合博物館において，以下の事業を展開す
る。 

 ア） 常設展示の部分的改修・新設とと
もに，展示パネルの英語表記及びガ
イドブックを出版して，内容を充実
させる。 

 イ） 特別企画展示として，夏期「Ｇ８
北海道洞爺湖サミットに連動した展
示」と冬期「アイヌ民族関連展示」
を開催する。 

 ウ） 引き続き土・日曜日，祝日を開館
日として，地域社会への教育普及に
寄与する市民向け公開セミナー等
を，内容を充実させて継続して実施
する。 

 エ） 小学校・中学校・高等学校等の団
体見学者への丁寧な展示解説等の対
応を，さらに充実させる。 

 オ） 教員及び地域博物館学芸員等を対
象とした研修制度（インターン制度）
を，内容を充実させて継続して実施
する（パラタクソノミスト養成講座
などの継続）。  

 カ） 標本整理等に係るボランティア育

・ 学術標本の収蔵，展示，公開及び学術標本に関する教育研究の支援並びにこれ  
らに関する研究を推進するとともに，地域社会への教育普及に寄与するため，総合
博物館において，以下の事業を展開した。 

  ア） 常設展示の部分的改修を行うとともに，リファレンスコーナーを設置して
来館者への対応を向上させた。また，日本語版リーフレットの内容を見直す
とともに，展示パネルの英語表記及び英語版リーフレットを作成して，展示
案内等の内容を充実させた。 

  イ） 特別企画展示として，夏期「Ｇ８北海道洞爺湖サミットに連動した展示」
（期間中入場者：19,814人）と冬期「アイヌ民族関連展示」（同：3,231人）
を開催したほか，５件の企画展示を行った。また，企画展示に関連するガイ
ドブック，図録等を発行した。 

ウ） 引き続き土・日曜日，祝日を開館日として，市民向け公開セミナー（21件，
参加総数 1,348 人）を行い，その他にシンポジウム，カルチャーナイト，
オープンキャンパス，チェンバロコンサート等の行事を継続して実施した。 

エ） 小学校（31件，575人）・中学校（39件，737人）・高等学校（29件，3,346
人）等多数の団体見学があり，見学者への丁寧な展示解説等をより充実させ
るため，ボランティア28名で展示解説グループを組織し，年２回の全体ミー
ティングや個別指導を随時行うとともに，見学者との事前打合せや意見交換
等を行った。 

オ） 教員及び地域博物館学芸員等を対象とした研修制度（インターン制度）と
して，中学校教員に対する研修を行ったほか，パラタクソノミスト養成講座
（19件，参加総数230人）の種類を５分野増やすとともに，ガイドブック（昆
虫初級）を作成して内容を充実させた。 

カ） 学術資料維持管理経費により標本整理等を進めるとともに，ボランティア
を育成するため講習会を行って作業要領等を指導し，教育システムとして確
立させた。 

キ） 「マテリアルレポート」として極東亜産スゲ属植物に関する標本目録を出
版した。また，「研究報告書」については，サハリン・千島の生物多様性に
関する論文集として出版に向けて準備を進めた。 
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成のための教育システムを開発す
る。 

 キ） 学術標本・資料の研究報告として
「マテリアルレポート」及び「研究
報告書」を出版する。 

 

【152】 
・ 学生及び職員の心身の健康管理に関す
る専門的業務を実施する。 

【152】 
・ 保健管理センターは，学生及び職員の
心身の健康管理に関する専門的業務を実
施する。なお，保健管理センターの新し
い在り方について検討する。 

・ 保健管理センターでは，学生及び職員の心身の健康管理に関する以下の専門的業
務を実施した。 
① 学生の定期健康診断を実施した。特に，健康診断の有所見者の二次検査の未
受検者に対し，受検を勧奨するなどの事後措置を充実させた。また，採血を伴
う特殊健康診断等において，迷走神経反射（ＶＶＲ）による事故の予防のため，
問診を充実させるとともに臥位での採血を取り入れるなどの防止対策を引き続
き講じた。 

② メンタルヘルス対策として，「心のケア」対応マニュアルを作成し，クラス
担任代表者会議・全体会議において配付し，クラス担任や指導教員に対して学
生からの相談への対応方法等の説明を行った。また，学生相談室との連携強化
のために月例の事例検討会を実施し，さらに，産業医及び常勤カウンセラーに
よる講演会，映画会を実施した。 

③ 全学的自殺防止対策としての「学生の自殺対策ワーキンググループ」の必要
性を提案し，学生委員会の下に設置された同ワーキンググループにおいて主た
るメンバーとして，自殺防止対策の検討を進めた。 

・ 保健管理センターの新しい在り方について検討を行った結果，学生の利便性等を
踏まえ，平成22年３月末に移転し，同年４月から新体制により業務を行うことを決
定した。 
なお，具体的な施設・設備，改修計画，組織及び診療体制の見直しについては引

き続き検討を進めることとした。 
・ 健康教育の一環として，学部１，２年次の学生を対象とする，全学教育科目「な
ぜ病気になるのか－治療医学から予防医学へ」を引き続き開講した。 

 

【153】 
・ 保健及び体育に関する教育を実施する
とともに，学生及び職員の課外活動等に
おける体育指導などを通じて，体力の向
上，健康増進に寄与する。 

【153】 
・ 高等教育機能開発総合センター（生涯
学習計画研究部生涯スポーツ科学研究部
門）は，学生・職員の体力・健康の問題
に関し，専門的立場から指導を行うとと
もに，公開講座の実施や講習会開催を通
じて地域住民，特に高齢者の体力向上・
健康増進に寄与する。 

 

・ 高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部スポーツ科学部門では，一般
学生に対し正課体育授業「体育学Ａ」でスポーツトレーニングと歩くスキーを指導
し，課外活動では体育系学生団体に対し経常的にトレーニング相談，合宿計画相談，
スポーツ競技上の相談に応じている。地域住民には健康づくりスポーツに向けて考
案した筋力向上歩行を主体とした公開講座「高齢者の冬道健康ウオーキング」を開
講したほか，新しい健康運動メニューとして新聞等のメディアを通して紹介するな
どの啓発活動を行った。 

⑥学部・研究科等の教育実施体制等に関す
る特記事項 

【154】 
・ 国家資格等の職業資格に関連した人材
や社会的に高度な専門職業能力を有する

⑥学部・研究科等の教育実施体制等に関する
特記事項 
【154】 
（２０年度は年度計画なし） 

（記載無し） 
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人材の養成ニーズに対し基幹総合大学と
して積極的に応え，その使命を果たして
いくため，公共政策大学院及び会計専門
職大学院等の専門職大学院の設置を検討
し，逐次その実現に努める。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①学習相談・助言・支援の組織的対応に関
する具体的方策 

【155】 
・ 新入生ガイダンス・オリエンテーショ
ン等の内容の見直しを行うなどにより一
層の充実を図る。 

①学習相談・助言・支援の組織的対応に関す
る具体的方策 

【155】 
・ 大学における学修システムや生活上の留

意事項を確実に理解させるため平成１９
年度に改訂したクラス担任マニュアルに
基づき，学部新入生ガイダンス・オリエン
テーション等の内容の充実を図る。 

・ 平成20年度には，クラス担任会議を年１回から年２回に増やし，次学期に向けた
修学指導の方針を確認した。メンタルヘルスに関する講演等によりクラス担任と学
生相談室，保健管理センターとの連携を強化するとともに，２回開催のうち１回は，
ＦＤと位置づけてクラス担任による学生指導の充実を図った。 

・ クラス担任へのアンケートを引き続き実施し，その結果を参考に，クラス担任の
ＧＰＡ等を利用した修学指導，学生支援の方針や基準，役割についての理解を深め，
学部新入生ガイダンス・オリエンテーション等に活用した。クラス担任に関する要
項を整備し，「クラス担任マニュアル」の見直しを行った。 

・ 平成20年度入学者から連帯保証人（保護者）へ成績表を送付し，学生支援につい
て連帯保証人との連携を図ることを決定した。 
なお，平成21年５月に第１回目の送付を行うこととした。 

・ 新入生の修学指導「「ＭＡＮＡＶＩ」（ピアサポート）を担当する上級生の推薦
をクラス担任に依頼し，クラス担任とピアサポートの連携を強化することとした。 

・ 各学部ではそれぞれの学部の特性に応じ，「合宿研修」，新入生ガイダンスを企
画し，クラス担任や上級生との交流を深める等，ガイダンス・オリエンテーション
の充実を図った。 

【156】 
・ 入学時のほか，在学期間中における学
修・進学相談指導体制を，全学的・組織
的に整備する。 

【156】 
・ 初年次学部学生に対する相談体制を充実

させるため，クラス担任マニュアルを整備
して，クラス担任の業務内容を明確に位置
付けることにより，成績不良者，留年者及
び留学生等への個別対応の徹底化を図る
とともに，従来の学生個人等がクラス担任
と相談するためのオフィスアワー及びク
ラス単位でクラス担任と相談するための
クラスアワーの充実を図る。さらに，ＧＰ
Ａ制度を利用した個別の修学指導を強化
する。各学部においては，高年次の学生に
対する修学指導体制の一層の充実を図る。
また，父母等に学業成績を送付することを

・ 学生支援に対するクラス担任の任務，学生対応のあり方の理解を深めるため，次
の取組を実施した。 
① 平成20年度に年２回開催したクラス担任会議のうち，１回をＦＤと位置づけ
同会議の内容を充実させた。 

② ＧＰＡを利用した個別の修学指導を，クラス担任と授業担当教員が連携して
行った。 

③ クラスアワー・オフィスアワーを実施した。 
④ メンタルヘルス，ハラスメントに関する学生相談室及び保健管理センターと
の連携についての講演等を行った。 

・ クラス担任に対する修学指導及び学生支援状況についてのアンケート調査を引き
続き実施し，修学指導・学生支援のさらなる改善点を探るとともに平成21年度「ク
ラス担任マニュアル」作成のために活用した。 

・ 高年次学生については，演習や研究室での学生への少人数教育及び個別指導に加
えて，進級ガイダンスは10学部，オフィスアワーは全12学部で実施した。 

中
期
目
標 

・ 学生の要望等を積極的に受け入れ，改善を図りつつ，入学から卒業・修了まで快適な大学生活を過ごさせるため，学生の自主活動を支援するとともに，奨学金等の経済
的支援を強化する。 

・ 社会の高度化，複雑化に伴い，入学してくる学生も多様化していることに鑑み，大学として，心身の健康，修学，就職等，多岐にわたる相談機能を充実・強化する。 
・ 社会にそして世界に開かれた大学として，社会人及び留学生の学修環境の整備に努める。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 
  ④ 学生への支援に関する目標 
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検討する。 

②生活相談・就職支援等に関する具体的方
策 

【157】 
・ 学生相談室，保健管理センター，クラ
ス担任等の学生相談業務の任に当たる者
の連携強化を図る。 

②生活相談・就職支援等に関する具体的方策
【157】 
・ 「学生委員会学生相談専門委員会」及び
「学生相談関係連絡会議」を中心として，
学生相談室，保健管理センター，函館キャ
ンパス・メンタルヘルス相談室，クラス担
任等の学生相談業務の任に当たる者の連
携強化を図る。 また，クラス担任マニュ
アルを見直し，学生相談機関とクラス担任
との連携を強化する。 

・ 学生相談室及び保健管理センターの連携強化を図るため，学生相談室長，保健管
理センター所長，同センター医師及び両相談機関の専任カウンセラー等で構成する
学生委員会「学生相談専門委員会」を年間６回開催した。同委員会では「何でも相
談」体制の充実について検討を行い，何でも相談員を３人から８人に増員し，相談
日を週１回から２回とした。また，同専門委員会において，メンタルヘルス等の注
意喚起や本学の学生相談体制を説明したＤＶＤを作成し，部局等及びクラス担任に
配付のうえ，オリエンテーションや部局等で実施のガイダンスにおいて活用を図っ
た。 

・ 札幌キャンパスと函館キャンパスの連携を強化するため，学生相談関係連絡会議
の構成員間で，相談を受けた内容等について，随時，メール等により情報の共有を
図った。 

・ 平成21年度版「クラス担任マニュアル」を充実させるため，クラス代表者会議に
プロジェクトチームを設置し，編集体制の強化を図った。 

【158】 
・ 学生から学習・研究環境及び生活環境
に関する意見・要望を聞き，それに速や
かに対応する体制は，現在，学部学生の
うち全学教育履修者を対象として高等教
育機能開発総合センターで実施している
が，さらに各学部・研究科を含めて全学
的視点から整備拡充する。 

【158】 
・ 学生から学習・研究環境及び生活環境に

関する意見・要望を聞き，それに速やかに
対応する体制のさらなる充実を図る。 

・ 高等教育機能開発総合センターに設置している投書箱「学生の声」（週２回回収）
に63件の投書があり，関係の部局・事務部で回答を作成のうえ，同センター掲示板
への掲示及び学生向け広報誌「えるむ」の各号において公表した。 

・ 文学，法学，工学，獣医学，水産学部並びに情報科学研究科，会計専門職大学院
においても「学生投書箱」を設置しており，75件の要望が寄せられ要望への対応を
行った。また，法学，経済学部ではメールによる相談を受けており，環境科学院，
理学院，生命科学院，国際広報メディア・観光学院，保健科学院ではアンケートを
実施した。 

・ 各学部・大学院では，少人数の教育・研究指導を演習や研究室単位で実施してお
り，それらを通じて学生の意見・要望の聴取を日常的に行っている。 

・ 平成21年度に実施する「学生生活実態調査」に向けて，学生委員会学生生活専門
委員会にワーキンググループを設置し，調査内容等についての検討を開始した。 

【159-1】 
・ ハラスメント相談員に対して研修会を実

施し，相談業務の質的向上を図るととも
に，苦情相談体制の在り方について検討す
る。 

・ ハラスメント相談員に対して，業務内容の周知徹底及び対応に関する質的向上を
図るため，研修会を２回実施した。 

・ 苦情相談体制の在り方について検討を行い，より的確な状況把握と迅速な対応が
できるようにするため，必要に応じて被害者と面談した相談員２人が加害者との面
談も行えるよう見直しを行った。 

・ 留学生及び外国人研究者等に対して，より一層の修学・就業支援を図る観点から，
ハラスメント防止啓発リーフレットについて，新たに「英語版」を作成して配布す
るとともに，相談員名簿の「英語版」をホームページに掲載した。 

【159】 
・ カウンセリング体制について，アカデ
ミック・ハラスメント，セクシュアル・
ハラスメントに対する相談体制・防止対
策も含めて整備する。 

【159-2】 
・ 学生相談室の存在を広く周知するため，
引き続き，学生向け広報誌に紹介記事を掲
載するとともに，同相談室の利用方法等を
記載した「ミニカード」を学生に配布する。

・ 学生相談室の存在を広く周知するため，学生向け広報誌「えるむ」127号，129号，
130号，131号において，学生相談室の案内記事，専任相談員へのインタビュー記事
及び何でも相談体制の充実に関する広報記事を掲載した。 

・ 入学者及び在学者に対して，学生相談室の「ミニカード」を新入生オリエンテー
ションや窓口等において配布した。 
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【160-1】 
・ 学生のサークル活動やボランティア活動

を支援するため，サークル活動に対して
は，経済的支援に加え，リーダー養成講座，
事故防止講習会，冬山登山講習会等を実施
し，ボランティア活動に対しては「学生ボ
ランティア活動相談室」において活動先の
紹介やボランティア養成講座等を引き続
き実施する。 

・ 本学の公認学生体育系団体の幹部を対象とした43回目となる「リーダーズ・アッ
センブリー」を，平成20年12月に本学体育会との共催により実施し，トレーニン
グ効果を高める生理学や栄養学の講演，強化費及び新入生勧誘等の討議を行ったほ
か，平成21年度の体育館改修期間中における施設使用についてサークル等の使用団
体と調整を図った。 

・ 学生の課外活動中の事故や飲酒事故等を防止するため，「事故防止に関する講習
会」を平成20年４月に実施し，公認学生団体114団体，新規公認希望団体４団体，
学部公認学生団体13団体が参加した。また，同講習会ではＡＥＤの使用方法講習も
実施した。 

・ 冬山登山等における事故防止のため，「冬山登山講習会」を平成20年11月に実
施し，山岳系サークルを中心にアウトドア系サークルの部員等が72名参加した。 

・ 学生のボランティア活動を支援するため，学生ボランティアの広報活動の一環と
して新たに「ボラＣＡＦＥ」を４回実施したほか，これまで主に講習形式で実施し
ていたボランティア養成講座を，より参加しやすくするため，体験型の「ボラン
ティアフェスティバル」と内容及び名称を変更し，実施した。 

【160】 
・ 学生のサークル活動やボランティア活
動等に対する支援機能の整備充実を図
る。 

【160-2】 
・ 学生が自主的に企画・立案を行う，
キャンパス生活の充実，地域社会との連携
及び本学のＰＲ活動等のプロジェクトに
対して，経費の助成を行う「北大元気プロ
ジェクト」を引き続き実施する。 

・ 北大元気プロジェクトについて，年度当初から同プロジェクトによる活動が実施
できるよう，募集時期を年１回（６月）から年２回（４月，６月）とし，43件の応
募のうち「国際学生ＵＮＩ．ＳＵＭＭＩＴ2008」，「リフレッシュの回廊～中庭を
活用したライフサポートプロジェクト」など26件の企画を採択し，プロジェクト遂
行に必要な物品等の経費として903万円の助成を行った。 

（平成19年度：応募27件，採択17件，助成666万円） 

【161】 
・ 平成１６年度に全学的な就職支援体制
を構築し，学生への就職情報の提供，多
様な就職支援活動の充実を図る。また，
教育効果の向上のみならず，就職支援の
観点からもインターンシップ制度の充実
を図る。 

【161】 
・ 学生への就職情報の提供や多様な就職支

援活動を充実させるため，キャリアセン
ターにおいて，全学的な就職支援体制を整
備・拡充する。また，教育効果の向上のみ
ならず就職支援の観点からも，全学教育に
おいてインターンシップ及びキャリア教
育に関する授業科目を充実させる。 

（１）就職支援「就職ガイダンス・セミナー」 
・ 「北海道大学企業研究セミナー」には全国から445社（平成19年度419社）の参
加があり，開催日を１日増やし22日間として開催した。説明時間も学生が参加しや
すいよう工夫し，参加学生数は延べ22,093名（平成19年度18,659名）となった。 

・ キャリアセンター主催のガイダンス・セミナーを49回（民間企業27回，教員１
回，公務員19回，留学生２回）開催し，下記のとおり充実を図った。（参加学生数
延べ7,361名） 
① 「内定者向けセミナー」：就職への意欲向上，社会で役立つコミュニケーショ
ンスキルの修得等の社会人としての基礎力アップを目的としたグループワーク
を中心とする「社会人基礎力アップセミナー」を開催した。 

② 「内定者によるセミナー」：引き続き，座談会形式のセミナー「内定者と語る
会2008」を開催した。２日間で29業界86名（平成19年度24業界51名）の内
定者が協力し，参加学生数は延べ250名（平成19年度221名）となった。また，
業界の概要などを掲載した就職活動体験記「内定者の話」を作成・配布した。 

③ 「国家公務員Ⅰ種試験支援」：国家公務員Ⅰ種志望学生に対して早期から全学
的な支援を図るため，第１学期から「霞ヶ関連続キャリア講演」を実施した。本
学卒業生等による講演会・懇談会は「霞ヶ関連続キャリア講演」を含めて11回
開催し，参加学生は延べ235名であった。 

  また,公務員試験ガイダンスは文系編・技術系編に分けて行い，きめ細かい対
応を図った。さらに，全ての試験区分の受験生に課される教養科目については外
部専門家を招聘し，対策講座を実施した。 

  これらの取組の結果，合格率は平成19年度の11.2%から平成20年度には12.9%
に改善した。 
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④ 「博士課程就職セミナー」：博士課程学生に対する就職支援として，本学の 
博士課程ＯＧの協力を得て“博士課程学生が社会で求められる力について” 
を内容とする「北大ＯＧ講演会」を開催した。また，理学研究院に設置されてい
るＳ－ｃｕｂｉｃ（基礎科学上級スキル人材ステーション）と協力し，博士課程
学生と博士課程学生の採用を希望する企業との情報交換の場として「赤い糸会・
札幌（特別版）」を開催した。 

⑤ 「教員志望者ガイダンス」：教員を志望する本学学生に対し，北海道，札幌市
の公立学校教員採用候補者選考検査，学習指導要領の改正ポイントの解説及び教
育現場の状況について等の説明を行った。 

⑥ 「留学生のための就職支援」：留学生センター主催の入学時オリエンテーショ
ンにおいて，就職活動の流れ及び日本語能力の重要性など，日本企業に就職を希
望する留学生が事前に理解すべき情報の提供を行った（３回）。また，「外国人
留学生セミナー」を開催し，就職活動を始める留学生に具体的な指導を行った（２
回）。 

⑦ 「東京オフィスの活用」：東京で就職活動中の学生を対象に「就職相談会」を
本学卒業生の協力の下，計２回開催した。 

⑧ 「テレビ会議システムを用いた講演会等の開催」：テレビ会議システムにより，
東京オフィス・札幌キャンパス・函館キャンパスまたは札幌キャンパス・函館キ
ャンパスを結んで国家公務員Ⅰ種試験希望者向け卒業生講演会（６回），教員志
望者ガイダンス（１回），就職ガイダンス（３回）を計10回実施した。 

（２）就職支援「就職相談」 
・ 就職情報企業の協力により週２回，計34回の相談会を実施し，エントリーシート

の添削・模擬面接など 131 名が相談した。また，増加する学生相談対策として，
キャリアセンター長経験者による相談対応を週２回の計13回実施し，53名の相談
に対応した。キャリアセンタースタッフも延べ962名の相談に随時対応した。 
相談者数合計は1,146名となり，平成19年度の990名から約16％増加した。 

（３）インターンシップ 
・ インターンシップには，大学全体で437名の学生が参加し，平成19年度と比較し
て大幅に増加した（平成19年度339名）。その内訳は次のとおりである。 
なお，インターンシップに対する企業側の意識も高まり，学生受入の申し出が増

加した。（平成20年度321団体，平成19年度269団体） 
 

区   分 参 加 学 生 数 
全学インターンシップ *１ 77名（19年度  85名） 
学部 実施インターンシップ *２ 127名（19年度  86名） 
大学院研究科等 実施インターンシップ *３ 233名（19年度 168名） 

  *１： インターンシップＡ(２単位)とインターンシップＢ(１単位)の合計 
  *２： 学部は，教育，法，工，農，獣医学の５学部の合計（平成19年度は 

４学部） 
  *３： 大学院研究科等は，法学，工学，情報科学，環境科学，理学，生命 

科学，国際広報メディア・観光，専門職大学院〈経済学研究科，法学 
研究科，公共政策学教育部〉の10研究科等の合計。（平成19年度は11 
研究科） 

（４）キャリア教育 
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・ 全学教育の特別講義「キャリアデザイン」では，各界で活躍する著名人４名によ
る講演会とグループディスカッションを行った。 

③経済的支援に関する具体的方策 
【162】 
・ 入学料，授業料免除等の経済的支援を
充実させるとともに，その採択基準の見
直しについて検討する。 

③経済的支援に関する具体的方策 
【162】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 平成17年度に導入した採択基準に基づき，入学料・授業料免除を次のとおり実施し
た。 
① 授業料免除について，平成20年度は，半額免除者を増やして全体の免除者数を
拡大し，免除者数3,647名，うち全額免除196名，半額免除3,451名（平成19年度
免除者数3,516名，うち全額免除321名，半額免除3,195名）を実施した。 

② 入学料免除について，平成20年度は，免除者数158名，うち全額免除16名，半
額免除142名（平成19年度免除者数150名，うち全額免除15名，半額免除135名）
を実施した。 

③ 「専門職大学院」の入学料・授業料免除について，平成20年度は，入学料全学
免除者数12名，授業料全学免除者数24名（平成19年度の入学料全学免除者数12
名，同年度の授業料全学免除者数24名）を実施した。 

④ 「再チャレンジする社会人大学院学生」の授業料免除について，平成20年度は，
免除者数365名，うち全額免除15名，半額免除350名を実施した。 

【163-1】 
・ 大学院学生・ポストドクターへの研究助

成や国外での学会発表などに対する助成，
学部学生の外国留学の助成及び奨学金等
については，本学の教育・研究活動を支援
する「財団法人北海道大学クラーク記念財
団」等と連携を図りつつ，支援の充実に努
める。特に，大学院学生及び学部学生の外
国留学のための奨学金等の充実にさらに
努める。 

・ 学部学生等海外派遣（留学）及び大学院学生等の国際学会等出席の助成に関して
は，クラーク記念財団及び本学国際交流事業基金と連携を図り，平成19年度と同様
35件の助成を行い，学生の海外留学，国内外における学会発表を支援した。 
さらに，法・工・情報科学研究科など13部局が独自の資金により，123件の海外

渡航・研究助成などを行った。 

【163】 
・ 大学院学生・ポストドクターへの研究
助成や国外での学会発表などに対する助
成，学部学生の外国留学の助成，及び奨
学金等については，本学の教育・研究活
動を支援する団体等と連携を図りつつ，
支援の充実に努める。 

【163-2】 
・ 北大フロンティア基金を活用し，奨学金

制度の充実に努める。 

・ 北大フロンティア基金を活用した奨学金制度の充実のため，総長を室長とする基
金室等において，平成19年度及び平成20年度の学部学生，大学院生別の経済支援
状況を取りまとめ，現状把握を行い，学生への具体的な支援について検討した。 

・ 急激な円高に伴い，生活環境が悪化している留学生への支援のため，留学生1人
につき５万円を上限とした６ヶ月無利子の貸付制度を平成21年２月から緊急措置
した。 

・ 留学生支援を目的とした本学教員からの遺贈（１千万円）により基金内に「関道
子留学生支援基金」を設置し，平成21年４月から留学生に対する経済支援を実施す
ることとした。 

④社会人・留学生等に対する配慮 
【164】 
・ 全学的視点のもとに，留学生担当専任
教員を配置する制度について検討する。 

④社会人・留学生等に対する配慮 
【164】 
・ 留学生に対する修学上・生活上の支援を

一層充実させるため，全学的視点のもと
に，留学生担当専任教員を配置する制度に
ついて引き続き検討する。 

・ 留学生に対する修学上・生活上の支援を一層充実させるため，部局に分散してい
る留学生専門教育教員の人件費ポイントを留学生センターに集約し，留学生へのワ
ンストップ・サービス等を実現する国際サポートオフィス（仮称）の新設と併せて，
全学的な留学生支援体制を構築していくことを決定した。 

【165】 
・ 本学留学生を支援する団体と連携を図

【165】 
・ 本学留学生を支援する「北海道大学外国

・ 北海道大学外国人留学生後援会と連携し，以下の事業を行った。 
① 「留学生の賃貸住宅入居に伴う連帯保証」：平成20年度445名（平成19年



北海道大学 

- 86 -

りつつ，大学としての留学生の支援に努
める。 

人留学生後援会」等と連携を図りつつ，引
き続き日常生活面における支援に努める。

度382名） 
② 「留学生の賃貸住宅における事故等に対する連帯保証人支援」：１件（約11
万円）の支援（立替払い） 

③ 「留学生を支援する団体に対する経済的支援」：北海道大学国際婦人交流会
で留学生向け日本語教材の印刷費として約44万円を援助 

・ 留学生の増加とともに，留学生への支援内容及び支援方法に多様化が求められて
おり，その一環として，先輩留学生が，自らの経験に基づき，後輩留学生にきめ細
かな支援を行う「留学生サポート・デスク」を設置した。 

【166】 
・ 留学生及び外国人研究者の学修及び研
究を実りあるものとするため，その家族
を支えるボランティア団体等との連携を
深める。 

【166】 
・ 留学生及び外国人研究者の学修及び研究

を実りあるものとするため，その家族を支
えるボランティア団体「北海道大学国際婦
人交流会」等と連携を図りつつ，引き続き，
日常生活面における支援に努める。 

・ 留学生，外国人研究者及びその家族に対する支援のため，平成20年度も北海道大
学国際婦人交流会と連携し，入門２クラス及び初級１クラスの日本語サロンを開設
したほか，お茶会，餅つき，着付け教室等の異文化交流を実施するとともに，生活
必需品を年２回提供（ガレージセール）した。また，新規渡日者には，ハンドブッ
ク「札幌のくらし」や「赤ちゃんと子どものさっぽろのくらし」等を配付して，円
滑に新しい環境で生活できるように支援した。 

【167】 
・ 社会人学生について，長期履修学生制
度（標準修業年限を超えて一定の期間に
わたり計画的に教育課程を履修し修了す
ることを認める制度）を実施するなど，
働きながら学修できる教育環境の整備に
努める。 

【167】 
・ 社会人学生について，働きながら学修で

きる制度として実施している，大学院設置
基準第１４条の教育方法の特例は，１４研
究科等で実施しており，残り２研究科につ
いても引き続き導入の促進を図る。 

・ 長期履修制度については，平成20年度には，15研究科等で36名の学生に長期履
修を許可した。長期履修制度が適用されている学生は，総計138名となった。 

・ 第14条特例については新たに新設の保健科学院が実施し，実施研究科等は，15研
究科等に拡大した。 

  なお，平成21年度からは，工学研究科及び情報科学研究科においても実施するこ
とを決定しており，これにより全研究科等が実施することとなる。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①目指すべき研究の方向性 
【168】 
・ 全地球的な新規課題への機動的対応を

図り，新たな学問領域の創生，産業活性
化への貢献という視点をより鮮明にし
た研究の推進を図る。 

①目指すべき研究の方向性 
【168】 
・ 全地球的な新規課題への機動的対応を
図り，新たな学問領域の創生，産業活性
化への貢献という視点をより鮮明にした
研究の推進を図る。 

・ 後記②で述べるように，「人獣共通感染国際共同教育研究拠点の創成」や「未来創
薬・医療イノベーション拠点形成」，また，後記③で述べるように，「インドネシア
国泥炭湿地林における火災と炭素管理（地球規模課題対応国際科学技術事業）」など，
全地球的な新規課題への機動的対応を図り，新たな学問領域の創成，産業活性化への
貢献という視点をより鮮明にした研究を数多く行った。 

・ 「人獣共通感染症国際共同教育研究拠点の創成」では，２度の国際拠点セミナーを
開催したほか，寄生虫に関する国際シンポジウムに参画した。また，Zoonosis Control
に関しては４ヶ月にわたってザンビア，ケニア，中国，メキシコから若手研究者を招
聘して，事業推進担当者（本学教員）が感染症に対する研究を指導するAdvanced 
Training Course for Zoonosis Controlを開講した。さらに，ＪＩＣＡとの共催で
海外及び国内から研究者を招聘してRegional Workshop for Avian Influenza Control 
for Countriesを２度開催するなど，人獣共通感染症国際共同研究拠点創成に向けて
着実な一歩を踏み出した。 

【169】 
・ 本学が創設から現在まで継承し発展さ

せてきた基礎及び応用科学における特
徴ある学問分野をさらに強化するため
に，常に世界をリードする研究を推進
し，その研究目的を確実に達成すること
を基本とする。 

【169】 
・ 本学が創設から現在まで継承し発展さ
せてきた基礎及び応用科学における特徴
ある学問分野をさらに強化するために，
常に世界をリードする研究を推進し，そ
の研究目的を確実に達成することを基本
とする。 

・ 後記②で述べるように，「トポロジー理工学の創成」や「統合フィールド環境科学
の教育研究拠点形成」，「触媒が先導する物質化学イノベーション」など，本学が創
設から現在まで継承し発展させてきた基礎的及び応用科学における学問分野をさら
に強化するために，常に世界をリードする研究を推進した。 

・ 「トポロジー理工学の創成」では，２次元電子系で起こる量子ホール効果のトポロ
ジー構造にヒントを得て，回転する銀河描像を提唱し，ダークマター問題として広く
知られる宇宙物理学の未解決問題を解く一つのアイディアを提案した。また，ホン
プ－プローブ分光計測技術を駆使して高温超伝導体における超伝導準粒子と擬
ギャップ準粒子の競合・共存に関する問題を解明し，この分野の進展に大きく貢献し
た。さらに，道路網ネットワーク（カーナビ）等への応用も視野に入れて粘菌という
単細胞生物をモデル材料とした生物型計算の原理を追究し，このような生物が物流・
情報分野等におけるトポロジカル・ネットワークの最適化問題を解く能力や周期環境
変動を学習予測する能力のあることを発見，その計算アルゴリズムを抽出することに
成功した。 

中 
期 
目 
標 

・ 北海道大学は，研究主導型の基幹総合大学として，あらゆる学問分野で世界的水準の競争に耐えうる研究を展開し，人文科学，社会科学及び自然科学それぞれの既存学
問分野において国際的に高く評価される研究成果を示すとともに，先端的，学際的，また複合的な領域において，新しい時代の規範及び新規学問領域創生の萌芽となる研
究を開拓する。 

・ 北海道及び周辺寒冷地の自然環境，文化，産業，生活等に関わる地域性・公共性を重視した研究をこれまで以上に強化し，北海道，さらにはアジア，北方圏地域をはじ
めとする国際社会への貢献を図る。 

・ 研究水準及びその成果について，適切な検証により不断の向上を図る体制を構築する。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(2) 研究に関する目標 
 ① 研究水準及び研究の成果等に関する目標 
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【170】 
・ 本学の研究の特徴である北海道の特性
・地域性に根ざした研究を引き続き推進
する。 

【170】 
・ 本学の研究の特徴である北海道の特性
・地域性に根ざした研究を引き続き推進
する。 

・ 後記②で述べるように，「海洋生命統御による食糧生産の革新」や「オール北海道
先進医学･医療拠点形成」など，本学の特徴である北海道の特性・地域性に根ざした
研究を数多く推進した。 

・ 「海洋生命統御による食糧生産の革新」においては，絶滅種とされるミカドチョウ
ザメのふ化に成功したほか，エビ類の養殖上大きな問題となっているwhite spot 
syndromeに効果を持つワクチンに関する研究の成果等が学術論文として公表された。
また，ＣＯＥ学術研究員（ＰＤ）が中心となっておこなった研究の成果として，借腹
養殖の主幹技術であるSingle PGC Transplantationによる生殖系列キメラ作製に関
する成果，人為催熟の難しいウナギの活性型生殖腺刺激ホルモンの大量生産に関する
成果，ケガニやベニズワイガニなどの水産重要甲殻類の遺伝的多様性をマイクロサテ
ライトＤＮＡマーカーなどを用いて評価する手法の確立に関する成果など，多数の研
究成果を学術論文として公表した。 

②大学として重点的に取り組む領域 
【171】 
・ 北海道大学の基本的目標に鑑み，数理
・物理科学，ナノテクノロジー，生命医
科学，バイオテクノロジー，情報科学，
エネルギー科学，地球環境科学，人間･
社会統合科学，グローバリゼーション研
究，知的財産研究等の新たな時代におけ
る問題解決及び技術革新が要求されて
いる先端的・複合的領域において，世界
的研究拠点として，あるいは研究拠点形
成を目指して，研究を推進する。 

②大学として重点的に取り組む領域 
【171】 
・ 北海道大学の基本的目標に鑑み，数理
・物理科学，ナノテクノロジー，生命医
科学，バイオテクノロジー，情報科学，
エネルギー科学，地球環境科学，人間･社
会統合科学，グローバリゼーション研究，
知的財産研究等の新たな時代における問
題解決及び技術革新が要求されている先
端的・複合的領域において，世界的研究
拠点として，あるいは研究拠点形成を目
指して，研究を推進する。 

・ 本学として重点的に取り組む領域のそれぞれについて，以下の例のように，科学技
術研究費補助金，21世紀ＣＯＥプログラム，先端融合領域イノベーション創出拠点
プログラム，グローバルＣＯＥプログラムなどの大型競争的資金を活用し，世界的拠
点あるいは研究拠点形成を目指した研究を推進した。 
①数理・物理化学  ：トポロジー理工学の創成（21ＣＯＥ） 
②ナノテクノロジー ：ポストシリコン物質・デバイス創成基盤技術アライアンス 

（附属研究所間連携事業） 
③生命医科学    ：人獣共通感染症国際共同教育研究の創生（ＧＣＯＥ） 
④バイオテクノロジー：未来創薬・医療イノベーション拠点形成（先端融合） 

    〃       ：海洋生命統御による食糧生産の革新（21ＣＯＥ） 
⑤情報科学     ：知の創出を支える次世代ＩＴ基盤拠点（ＧＣＯＥ） 
⑥エネルギー科学  ：表層型メタンハイドレートの産状解明と生産手法の開発 

における堆積度の物性評価（革新技術開発研究） 
⑦地球環境科学   ：統合フィールド環境科学の教育研究拠点形成（ＧＣＯＥ） 
⑧人間・社会統合科学：多元分散型統御を目指す新世代法政策学（ＧＣＯＥ） 
⑨グローバリゼーション ：ユーラシア地域大国の比較研究（新学術領域） 

・ 平成20年度に21世紀ＣＯＥプログラム平成15年度採択拠点（６件）の事後評価
が行われ，３件は「設定された目標は十分達成された」とされ，３件は「設定された
目標は概ね達成された」と評価された。 

・ 「未来創薬・医療イノベーション拠点形成」においては，平成18年度採択９課題
を対象に文部科学省が行った再審査において，「来年度から本格的実施に移行するこ
とが適当」との評価を受け，「継続課題」となった。 

【172】 
・ 上記領域のほかに，旧来の学問体系を

超えた新たな学問領域の創生を果たす
ために，複合的学際的領域における世界
的研究拠点形成の核となりうる研究を
推進する。 

【172】 
・ 上記領域のほかに，旧来の学問体系を
超えた新たな学問領域の創生を果たすた
めに，複合的学際的領域における世界的
研究拠点形成の核となりうる研究を推進
する。 

・ 計画【171】に掲げた領域以外の領域についても，以下の例のように，グローバル
ＣＯＥプログラムなどの大型競争的資金を活用し，世界的拠点あるいは研究拠点形成
を目指し研究を推進した。 
① 「惑星科学国際教育研究拠点の構築（グローバルＣＯＥプログラム）」では，
神戸大学とともに惑星科学の全体像を把握するために，多様な情報が集積される
場を構築し，惑星科学の広がりを総合的に捉えるための基盤構築を推進した。特
に，惑星科学の情報を集積・発信する惑星サーバーの構築を進め，台湾中央大学，
ハーバード大学サラ・スチュアート研究室，ウッズホール海洋研究所との国際連
携を推進することで，惑星科学コミュニティーにおけるコーディネーションセン
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ターの構築に大きく貢献した。 
② 「触媒が先導する物質科学イノベーション（グローバルＣＯＥプログラム）」
では，工学，理学，薬学，農学，地球環境科学などの学問分野が融合し，触媒を
用いる物質変換と創製を目指して結集する複合的学際的学問領域の創成，すなわ
ち21世紀に向けた物質科学イノベーションを達成するための事業を推進した。
また，新設した本学とアジアの協定校で構成する｢物質科学アジア国際連携大学
院｣を中心に，物質科学におけるアジアを中心とした海外研究交流の拡充を図り，
アジアネットワークプログラムの一環として，ＢＫ21（Brain Korea in the 21st
：韓国政府が大学院改革のために1999年に立ち上げた７年期限のプロジェクト）
に選ばれているソウル大学化学科をはじめ，台湾大学，南京大学とのジョイント
シンポジウムを開催するなど世界的研究拠点形成を進めた。 

【173】 
・ 地域社会の文化的・経済的活性化及び
公正な発展への貢献のため，特にその歴
史・文化，自然及び社会環境に対する理
解を深めるとともに，地域産業の高度化
・安定化等並びに新規起業に寄与する研
究を推進する。 

【173】 
・ 地域社会の文化的・経済的活性化及び
公正な発展への貢献のため，特にその歴
史・文化，自然及び社会環境に対する理
解を深めるとともに，地域産業の高度化
・安定化等並びに新規起業に寄与する研
究を推進する。 

・ 地域社会の文化的・経済的活性化及び公正な発展への貢献のための研究について，
世界的拠点あるいは研究拠点形成を目指し研究を推進した。 

・ 北大リサーチ＆ビジネスパーク構想（戦略的拠点育成）は，北キャンパス周辺の研
究機関集積エリアを基盤とし，研究・産業拠点を形成して地域経済活性化を図ること
を目指した計画であり，創成科学共同研究機構を中心として地元自治体，経済界が一
体となってこれを推進した。平成19年度に科学技術振興調整費による「北大リサー
チ＆ビジネスパーク構想（戦略的拠点育成）」事業は終了したが，その成果を発展さ
せるため，本学運営費交付金や他の外部資金等を充て事業を継続した。具体的には，
同機構の戦略重点プロジェクト「食の安全・安定供給」，「移植医療・組織工学」を
継続し，引き続き事業化を目指した研究を展開した。また，平成21年４月に共用機
器管理センター共用機器部門を創設し，オープンファシリティ制度を維持，地域への
機器共用促進を図ることとした。併せて研究支援室を設置し，北キャンパスエリア全
体の広報活動等に対応することとした。 
なお，知的財産・産学連携業務については，本学の「知財・産学連携本部」に引き

継ぎ，全学への展開を図った。 
・ 「さっぽろバイオクラスター構想“Ｂｉｏ－Ｓ”（知的クラスター）」では，北海
道の３医系大学が連携し，食品関連製品の機能評価及び新しい食品・化粧品・医薬品
の創造により，北海道の食の総合ブランド力を高め，地域振興につなげることを目指
して，研究開発を行った。例えば，医薬分野では，肝不全患者血液から分離した異常
リポ蛋白に対するサンドイッチＥＬＩＳＡを確立し，アルツハイマー病の血中バイオ
マーカーとして期待されているプラズマノーゲンの標品及び内標を化学合成し，質量
分析計による定量法を開発した。 

・ 「オール北海道先進医学・医療拠点形成（橋渡し研究）」では，特に，体外診断薬
シーズが多い（全５テーマ）ことを考慮し，体外診断薬開発に豊富な実務経験を有す
る企業社員（診断薬製造企業及び開発業務受託機関）をボードメンバーとして選定し，
８月と９月の２回にわたり体外診断薬勉強会を開催し，アドバイスを受けた。この結
果，一つのシーズにおいて，早期診断キット開発をすることを決定した。 

【174】 
・ 基幹総合大学として，大学のみが能く

担いうる基礎的領域における研究の今
日的及び将来的意義を見極め，その成果
を発展的に継承することに努めるとと

【174】 
・ 基幹総合大学として，大学のみが能く
担いうる基礎的領域における研究の今日
的及び将来的意義を見極め，その成果を
発展的に継承することに努めるととも

・ 基幹総合大学として，大学のみが能く担いうる基礎的領域についても，特別推進研
究，戦略的研究拠点育成プログラム，グローバルＣＯＥプログラムなどの競争的資金
を活用し，世界的拠点あるいは研究拠点形成を目指し研究を推進した。 

・ 「原始太陽系の解剖学（特別推進）」では，本学で推進してきた同位体顕微鏡によ
る隕石の解剖学をさらに発展させ，隕石のいわゆる「解体新書」を作成することを目



北海道大学 

- 90 -

もに，近未来における人類の福祉への貢
献はもとより，さらに普遍的な視点に
立った研究の推進にも努める。 

に，近未来における人類の福祉への貢献
はもとより，さらに普遍的な視点に立っ
た研究の推進にも努める。 

標に研究を進めた。その結果，同位体異常の起源と進化を解明するために，隕石マト
リックスに存在する鉱物の酸素16に富む物質と，その逆に，酸素17,18に富む物質
の存在度と分布を，サブミクロン分解能をもつ独自の同位体分析法を開発し，隕石中
に存在するままで観察することに成功した。また，太陽系創世期の物質進化を解明す
るために，短寿命核種26ＡＩを用いた年代測定をより精密に行うことが可能となる
よう，同位体顕微鏡のセクターマグネット磁場強度安定制御のハードウェア開発を
行った。 

・ 「サステイナビリティ学連携研究機構構想（戦略的拠点育成）」では，サステイナ
ビリティ学教育研究センターが中心となり，生物生産圏のサステイナビリティ学ネッ
トワークを強化する目的で，洞爺湖サミットに連動した国際会議「ＳＧＰ－ＩＣＳＡ
Ｅ2008」を開催した。さらに，研究活動を国際的に展開するための国際シンポジウム
をＳＧＰ－ＩＣＳＡＥに連動させて２つ開催し，国際ネットワークの構築を進めると
ともに，地球温暖化を含む気候変動，そして漁業を含む人間活動が海洋生態系・水産
資源・物質循環に及ぼす影響の評価・予測を実施し，定量的評価モデルを作成した。 

・ 「心の社会性に関する教育研究拠点（グローバルＣＯＥプログラム）」では，「適
応とマイクロ＝マクロ・ダイナミックス」の概念を軸に，人間の行動を特徴づける 

“心の社会性”について，実験・調査・フィールドワークを中心に実証的な検討を行い，
成果の一部はＳｃｉｅｎｃｅ誌における2008年度Ｅｄｉｔｏｒ’ｓ Ｃｈｏｉｃｅ
に選ばれたほか，XXIX International Congress of Psychology（Berlin,2008）にお
けるInvited Address（世界全体で総計93の講演のうち２つが本拠点からの講演），
Center for Advance Study in Behavioral Sciences Fellowship（Stanford University）
をはじめとする数々の国際的顕彰を受けた。 

③成果の社会への還元に対する具体的方
策 

【175】 
・ 成果を市民や地域社会，企業等に分か
り易く伝えるため，印刷物，データベー
ス，ホームページ等の多様な媒体を用い
た広報活動及び放送，インターネット等
の手段を含めた公開講座，公開展示等の
充実を図り，北海道大学を基点とする情
報発信の頻度を高める。 

③成果の社会への還元に対する具体的方策 
【175-1】 
・ 成果を市民や地域社会，企業等に分か
り易く伝えるため，印刷物，データベー
ス，ホームページ等の多様な媒体を用い
た広報活動及び公開講座，公開展示等の
充実を図り，北海道大学を基点とする情
報発信を推進する。 

・ 研究者の研究業績をデータベース化した「北海道大学大学情報データベース」を公
表しており，平成20年度についても随時内容の更新を行った。 

・ 北海道大学ホームページよりアクセスすることができ，平易な言葉で本学の理系研
究者の検索と論文情報等が参照できる研究業績データベース「ＮＳハイウェイ」を提
供・運用した。 

・ 本学広報誌「リテラポプリ」（第33～36号），「ポプラプロジェクト」（本学と
朝日新聞社が行う合同企画）による広報を行った。 

  なかでも，ポプラプロジェクトの一環として平成19年度に引き続き実施した「北
海道大学プロフェッサー・ビジット2008」は，本学の教員が講師となり全国の高校
に赴き，最新の研究成果に基づいて講演を行うもので，全国26校で環境問題をテー
マとした講義を行い，高校生の環境に関する問題意識を高める契機となった。 

・ 公開講座を24件（前年度26件）開催し，865名（同847名）の参加者があった。
このほかにも一般市民等を対象に多数の講座・講演会を開催し，多くの参加者があっ
た。 

・ 総合博物館では，研究成果の情報発信として７件の企画展示，21 件の公開セミ
ナー，19件のパラタクソノミスト講座等の諸行事を開催したが，ホームページやマ
スコミを通じた広報，ポスターや各種出版物の印刷・配布等，適切かつ積極的な広報
活動を展開したことにより，多くの参加者を得ることができた。 

  また，平成20年度から総長室重点配分経費により予算化された学術標本維持管理
経費によって，従来以上に標本整理やデータベース化が促進され，より迅速かつ確実
な研究機関等への情報発信が可能となった。 
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【175-2】 
・ 特に，本学教員等の研究成果を電子的
な形態で収集・保存しインターネットを
介して国内外に公開するシステムである
「北海道大学学術成果コレクション（Ｈ
ＵＳＣＡＰ）」及び学内の研究活動と地
域社会・産業活動をインターネットを介
して結びつける「ＮＳハイウェイシステ
ム」のさらなる充実を図る。 

・ 「北海道大学学術成果コレクション（ＨＵＳＣＡＰ）」により，本学研究者著作文
献（本文全体）をインターネットを通じて公開した。収録文献数は28,019編（平成
21年３月31日現在）にのぼり，平成17年７月20日（実験運用開始日）から平成21
年３月31日までの通算ダウンロード数は223万回となっている。ダウンロード数の
うち98％は学外からの利用であり，このうち57％は海外からの利用である。 

・ 産学官連携イベントにおいて，「産学官連携のしおり」等のパンフレットを配付し，
本学の研究者，論文情報等の検索が可能な研究業績データベース「ＮＳハイウェイ」
の紹介，ＰＲ活動を行った。平成20年４月から平成21年３月までのアクセス数実績
は，6,608件である。 

【176-1】 
・ 産学官連携のもとで，研究成果を産業
技術として社会に移転・還元する体制の
整備をさらに拡充し，一層の連携基盤醸
成を図るとともに，産学官連携の交流事
業を推進する。  

・ 平成18年度に文部科学省「未来創薬・医療イノベーション拠点形成」プロジェク
トに採択された本学と塩野義製薬（株）との糖鎖に関する共同研究を進めるため，塩
野義製薬（株）により共同研究施設「創薬基盤技術研究棟」が建設された。（平成
20年５月竣工） 

・ 本学が有するナノバイオ，環境・ＩＴ，アグリバイオ等の分野における研究成果を
活用した新事業の創出基盤を充実させるため，平成19年度から，本学北キャンパス
地区に（独）中小企業基盤整備機構のインキュベーション施設「北大ビジネス・スプ
リング」の建設が進められ，平成20年12月に竣工した。また，本学を含む「北大Ｒ
＆ＢＰ推進協議会」構成機関及び同協議会では，同機構と連携して入居誘致活動に取
り組み，本学においても同機構と連携して公募説明会を実施し，ホームページ・メー
ルマガジン等による広報活動等を行った。 

・ 「北海道中小企業家同友会産学官連携研究会（ＨｏＰＥ）」，「北大北キャンパス
・周辺エリア産学官連絡会」などを通じ，企業ニーズとシーズのマッチングを行う交
流事業を行った。平成20年度のＨｏＰＥ主催セミナー等は24回開催され，延べ892
名の参加者があった。また，ＨｏＰＥ参加企業に北大等が技術協力した成果から生じ
た平成20年度の総売り上げは約５億円（12件），特許取得件数は３件であった。 

【176】 
・ 産学官連携のもとで，研究成果を産業

技術として社会に移転・還元する体制の
より一層の整備を図るとともに，連携基
盤醸成のための交流事業を推進する。 

【176-2】 
・ 特に，本学の産学官連携に関する取り
組みを一層効果的に推進するため，各部
局等との連携を強化するシステムの構築
を検討する。 

・ 知財・産学連携本部と工学系連携推進部との連携を図り，知財マネージャーを兼務
させて発明相談等を行うとともに，工学系の研究シーズを北大卒業生等に紹介する東
京でのイノベーション・フォーラムの開催等を行った。 

【177】 
・ 研究者個人のみならず大学としても，
企業等との密接な連携体制を構築し，技
術交流，人材交流，人材育成などを通じ
て，研究成果を社会に還元する。 

【177】 
・ 大学と企業との包括連携協定活動の活
性化を促進し，相手企業等との技術交流，
人材交流等により充実した関係を築く。 

・ 新たにＮＴＴ・ＮＴＴ東日本と包括連携協定を，宇宙航空研究開発機構と連携協力
協定を締結した。 
なお，継続中はメーカー４社（日立製作所，富士電機ホールディングス，帝人，石

川島播磨重工業），研究機関３機関（産業技術総合研究所，物質・材料研究機構，科
学技術振興機構），金融関連３社（三菱ＵＦＪキャピタル，日本政策投資銀行，北洋
銀行），その他１社・１機関（電通グループ，国際協力機構）の合計８社３機関であ
る。 
これらの「包括連携協定」及び「連携協力協定」に基づき，共同研究，連携プログ

ラム，セミナーの実施及び連携講座の開講など様々な活動を展開した。 

【178】 
・ 成果の社会への還元に資するため，知

的財産たる特許取得件数の増加を目指

【178-1】 
・ 成果の社会への還元に資するため，知
的財産たる特許の質を重視した国内外へ

・ 特許の質を向上させるために，発明相談の充実を図った。具体的には，発明内容に
ついて知財マネージャーがヒアリングを行い，事業化，技術移転の見込みがある発明
とするための方策を協議して要件を満たした段階で発明届を提出させた。この結果，
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の出願を引き続き推進する。 発明届の数は平成19年度に比べ減少したが，有望な発明に関して知財マネージャー
が時間をかけるとともに，必要に応じて高い専門性を有する弁理士とも相談し，発明
者の協力を得て強い特許化に努めた。 
これらの結果，平成20年度の発明届出数234件，特許出願決定数200件，特許出

願件数国内178件，国外73件となった。 

す。 

【178-2】 
・ 出願した特許発明の技術移転を一層推
進する。 

・ 平成20年４月，創成科学共同研究機構のリエゾン部を廃止し，「知財・産学連携
本部」に技術移転機能を集約し体制を強化した。 

・ 北海道ＴＬＯ（株）への発明開示64件（前年度15件）を行った。 

【179-1】 
・ 地球規模での自然環境保全と人間活動
の両立を目指す資源有効活用，持続型食
糧生産等の人類共生に関する研究を通
じ，世界，とりわけアジア及び北方圏の
環境と生活向上並びに産業・経済等の発
展に寄与することに努める。 

・ 地球環境科学研究院においては，様々な観測・モデル研究を実施した。 
① 熱帯西部太平洋域におけるゾンデ観測により，対流圏界面領域を水平移流する
大気に作用する脱水過程を継続的にモニターし，過飽和度と脱水効率の経年変動
を明らかにした。 

② 過去１万年間の黒潮続流域の水温が1,500年周期で変動していることを発見
した。この変動は氷期のダンスガードオシュガー振動と周期と位相が一致してお
り，1,500年周期変動が氷期・間氷期モードの違いにもかかわらず継続的に存在
することが初めて示された。 

③ 多様な環境条件下に生育する様々な生物種に関する長期モニタリングデータ
を集約し，個体群統計学的情報を集約した数理モデルを構築して個体群の存続可
能性を定量的に評価した。 

④ 農業地域での安全な飲料水の確保を目的として，水中の硝酸イオンを窒素ガス
へと変換する触媒の開発を進め，開発した高性能触媒を組み込んだ浄化システム
が硝酸イオン汚染地域の地下水を浄化できることを実証した。 

・ 水産科学研究院においては，科学研究費基盤研究（Ｓ）等の外部資金によるプロ 
ジェクト研究により，北方圏海洋生態系の保全と水産資源の持続的利用を目的とし
て，過去・現在・未来の海洋生態系の診断を行い，サケ類，タラ類，イカ類の温暖化
予測モデルを作成した。知床世界自然遺産地域では，陸域・海洋生態系の保全と漁業
活動を含む人間活動との共存に関する海域管理計画の策定に参画し，この活動はユネ
スコからも高く評価された。 

・ サステイナビリティ学教育研究センターでは，地球規模課題対応国際科学技術事業
「インドネシア国泥炭湿地林における火災と炭素管理」が平成20年度に新規に採択
されたのを受け，部局横断型の研究チームを編成し，北海道大学のこれまでの研究成
果を基に，中央カリマンタンの火災検知，炭素量評価，地域保全管理，環境教育シス
テムの地域への実装に着手した。 

【179】 
・ 地球規模での自然環境保全と人間活動

の両立を目指す資源有効活用，持続型食
糧生産等の人類共生に関する研究を通
じ，世界，とりわけアジア及び北方圏の
環境と生活向上並びに産業・経済等の発
展に寄与することに努める。 

【179-2】 
・ 特に，「Ｇ８北海道洞爺湖サミット」
に合わせ，地球環境問題に関する研究成
果を積極的に発信する。 

・ 「サステナビリティ・ウィーク2008 －Ｇ８サミットラウンド」を開催し，この中
で６分野（環境変動，技術革新・社会変革，自然保護・生物多様性，食糧・水・健康，
人権・平和）に係る50の企画を実施することで，多様な研究成果を発信した。 

・ 朝日新聞（全国版・地方版），毎日新聞（特別タブロイド判・地方版），北海道新
聞（特別タブロイド判，通常版）に広告記事として研究を紹介した。 

・ 環境問題への取り組みを北海道から世界へ発信する目的で開催された「環境総合展
2008」に，工学研究科，農学研究院，触媒化学研究センターがブースを出展し，研究
成果を紹介した。さらに，スラブ研究センターと低温科学研究所が「北海道とロシア
極東地域の持続可能な開発に向けた環境フォーラム」を，「持続可能な開発」国際戦
略本部が「持続可能なアジアに向けた高等教育国際シンポジウム」を，低温科学研究
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所が「国際南極大学市民フォーラム」を同会場で開催し，研究成果を紹介した。 
・ グローバルＣＯＥプログラムなど本学が誇る研究をアピールするパンフレットやＤ

ＶＤを英語で作成し，外国の報道関係者などに配布した。 

【180】 
・ 北海道の産業・経済及び自治の活性化
に寄与する研究をより一層推進すると
ともに，北海道の歴史及び民族の研究を
促進し，北海道文化の発展にもこれまで
以上に貢献する。 

【180】 
・ 北海道の産業・経済及び自治の活性化
に寄与する研究をより一層推進するとと
もに，北海道の歴史及び民族の研究を促
進し，北海道文化の発展にもこれまで以
上に貢献する。 

・ 北海道の産業・経済を対象とした研究から，特許・起業により地域活性化に寄与す
る応用研究まで，全学的に様々な研究を行った。 

・ 都市エリア産学官連携促進事業「マリン・イノベーションによる地域産業網の形成」
においては，フコキサンチン等の機能性成分を含有する海藻ウガノモク，アカモクの
実用化で，機能性をほとんど減じない製品製造や調理の科学的知見・手法を得た。フ
コイダン等有効成分を高濃度に含有するガゴメの資源増幅基材の開発を行い，沿岸に
展開することで高い効果を認めた。ガゴメ含有多糖類の加工特性と生体調整機能が高
度に亢進する知見・技術を明らかにした。これらの知見より北海道地域との連携で多
数の新規製品が生まれ活性化に貢献した。 

・ アイヌ・先住民研究センターにおいては，多文化が共存する社会において互恵的共
生に向けた提言を行うとともに，多様な文化の発展と地域社会の振興に寄与を目指
し，アイヌ民族の生活実態調査，博物館展示をはじめとする複数の研究プロジェクト
を実施した。一般向けのシンポジウム（３回），講演会（17回）もあわせて実施し
た。 

・ 大学文書館においては，開拓使仮学校・札幌農学校以来の北海道大学の歴史的位置
付けや，大学関係者の事績，学術史，学業史に関する文書・資料の収集・整理・保存
を進め，それらの歴史的文書・資料に基づいた北海道大学史研究を実証的に行った。 

・ サステイナビリティ学教育研究センターにおいては，富良野市をモデルとして，持
続的地方都市の発展のためのガバナンスの在り方を農学，法学，経済学，生態学，公
共政策学，工学の専門家で構成される研究体制で実施し，その成果を市民講演会にて
発表するとともに，富良野市への政策提言を行った。 

【181】 
・ 成果発表としての学術書及び優れた教

科書，並びに研究成果の社会への普及を
図る啓発書・教養書等の刊行を推進する
活動への支援に配慮する。 

【181】 
・ 有限責任中間法人「北海道大学出版会」
と協力して，成果発表としての学術書及
び優れた教科書並びに研究成果の社会へ
の普及を図る啓発書・教養書等の刊行を
推進する活動への支援を行う。 

・ 引き続き，本学で実施している 21 世紀ＣＯＥプログラムの活動報告書刊行などに
同出版会を活用するとともに，構内の「エルムの森ショップ」及び「博物館ミュージ
アムショップ」で同出版会の出版物を販売し，成果発表としての学術書及び優れた教
科書並びに研究成果の社会への普及を図る啓発書・教科書等の刊行を推進する活動を
支援した。 

④研究の水準・成果の検証に関する具体的
方策 

【182】 
・ 研究成果を，それぞれの研究分野にお

いて評価の高い学術誌に原著論文とし
て，あるいは国際的に通用する著書とし
て公表するとともに，国内外の学会・シ
ンポジウム等において世界に向けて発
信するように努める。 

④研究の水準・成果の検証に関する具体的
方策 

【182】 
・ 研究成果を，それぞれの研究分野にお
いて評価の高い学術誌に原著論文とし
て，あるいは国際的に通用する著書とし
て公表するとともに，国内外の学会・シ
ンポジウム等において世界に向けて発信
するように努める。 

・ 論文発表を奨励，促進するため，「世界の大学ランキング（タイムズ社発表）」の
本学に対する評価結果や，「日本の研究機関ランキング（トムソン社発表）」におけ
る本学及び他大学等の研究者の論文引用数の動向などを部局長等連絡会議及びメー
ルマガジン等を通じて学内に周知し，意識改革に努めた。 

・ 学術論文の公表数は，平成20年5,189件，うちレフェリー付4,553件，学会等へ
の発表数2,472件，うち国際学会等918件であった。 

【183】 
・ 研究領域ごとに専門家による外部評価

を受ける体制づくりを進める。 

【183】 
（２０年度は年度計画なし） 

（記載無し） 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①戦略的研究推進に関する具体的方策 
【184】 
・ 研究推進戦略に関わる組織を編成し，本
学の主導すべき研究プロジェクトの推進
等について立案するとともに，本学におけ
る研究推進体制の在り方について多角的
に検討する体制を立ち上げる。 

①戦略的研究推進に関する具体的方策 
【184】 
・ 研究戦略室等の下で，本学の主導すべ
き研究プロジェクトの推進等について立
案するとともに，本学における研究推進
体制の在り方について，引き続き多角的
に検討する。特に，研究所，研究セン
ター等の包括化について検討を促進す
る。 

・ 研究に関する将来計画等を企画立案する研究戦略室では，毎週１回程度，役員補
佐会（室長，役員補佐及び学術国際部長で構成）を開催し，機動的な対応を行った。 

・ 具体的には，総長室重点配分経費を活用した研究支援，各種外部資金（科学研究
費補助金，科学技術振興調整費等）獲得方策の検討，包括連携協定の推進，国際産
学官連携ポリシーの制定，「北大・九大合同フロンティア・セミナー」の開催など
を行った。 

・ さらに，本学の研究戦略に基づく研究事業を機動的に推進するために，長期的研
究戦略構想検討ワーキンググループの下で，附置研究所や学内共同教育研究施設な
どからなる「創成研究機構」を設置することを検討し，平成21年４月に発足する
こととした。 

【185】 
・ 大型研究教育プロジェクト等の獲得を円

滑に行うための情報収集･分析，企画立案
・調整を行う体制を整備する。 

【185】 
・ 研究戦略室の下で，大型研究教育プロ
ジェクト等の獲得を円滑に行うための情
報収集･分析，企画立案・調整を行う。 

・ 研究戦略室において，大型研究教育プロジェクト等の獲得を円滑に行うため，本
学の科学研究費補助金，受託研究，共同研究，寄附金の過去の実績，他大学等の情
報などを平成19年度に引き続き収集・分析した。さらに，その結果をもとに，総
長室重点配分経費を活用し，特に大型科学研究費補助金や大型外部資金の獲得を目
指している研究に対して戦略的に研究助成を行った（大型融合プロジェクト研究支
援４件，約1,082万円）。 

・ 役員会の下に設置したグローバルＣＯＥプログラム検討会において，公募に関す
る情報収集・分析，企画調整などを行った。その結果，グローバルＣＯＥプログラ
ム３件が採択された。 

  また，グローバルＣＯＥプログラムを含む大型競争的資金の獲得等に関する検討
を行うため，グローバルＣＯＥプログラム検討会を廃止し，新たに大型競争的資金
検討会を設置した。 

②適切な研究者等の配置に関する具体的方
策 

【186】 
・ 大学としての将来計画並びに研究課題の

規模及び重要度・緊急度に応じた機動的な
研究者配置を行うため，Ⅱの１の⑤の「全
学的視点からの戦略的な学内資源配分に

②適切な研究者等の配置に関する具体的方
策 

【186】 
・ 大学としての将来計画並びに研究課題
の規模及び重要度・緊急度に応じた機動
的な研究者配置を行うため，引き続き必
要に応じてⅡの１の⑤の「全学的視点か

・ 大学の将来計画並びに研究課題の規模及び重要度・緊急度に応じた機動的な教員
の配置を行うため，「全学運用教員制度」の活用により，平成20年度は以下のと
おり教員を採用した。 
① 文学研究科応用倫理研究教育センター支援のための配置 
② 医学研究科連携研究センター充実のための配置 
③ 病院の医療安全管理体制充実のための配置 
④ スラブ研究センター充実のための配置 

中 
期 
目 
標 

学際的複合的な新規学問領域の創生と社会の急激な変化に対応した時代の要請に対する機動的な対応を常に念頭において， 
・ 高度な研究の維持と一層の推進を可能にする柔軟な研究組織及び世界水準の研究環境，充実した支援基盤を整備するとともに，教員の流動化を促進する。 
・ 組織としての研究活動及び個々の研究者による研究活動を厳正に評価するシステムを確立するとともに，そのシステムを研究の質的向上と改善にフィードバックしうる
体制を構築する。 

・ 研究活動より生じた知的財産について，これを適正に管理し，社会に還元するシステムを整備する。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(2) 研究に関する目標 
 ② 研究実施体制等の整備に関する目標 
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関する具体的方策」に掲げるシステムを活
用した採用を行う。 

らの戦略的な学内資源配分に関する具体
的方策」に掲げるシステムを活用した採
用を行う。 

⑤ 量子集積エレクトロニクス研究センター充実のための配置 
⑥ 留学生センター支援のための配置 
⑦ 先端生命科学研究院支援のための配置 
⑧ 公共政策大学院支援のための配置 
⑨ 未来創薬・医療イノベーション拠点形成支援のための配置 
⑩ 知財・産学連携本部支援のための配置 
⑪ 創成科学共同研究機構充実のための配置 
⑫ 評価室の円滑な運営のための配置 
⑬ 知的財産に関する学内連携強化のための配置 

【187】 
・ 研究分野の特性に応じ，民間組織・政府
機関等から幅広く多様な人材を獲得する
ため，人事採用システムの弾力化を図る。 

【187】 
・  研究分野の特性に応じ，民間組織・政
府機関等から幅広く多様な人材を獲得す
るため導入した「特任教員制度」を適切
に運用する。 

・ 民間組織・政府機関等から幅広く多様な人材を獲得するため，各部局等において
柔軟な採用を行うことが可能となるシステムとして平成18年度に導入した「特任
教員制度」及び「年俸制」を活用し，平成20年度において雇用した者は，「特任
教授」50名，「特任准教授」63名，「特任講師」12名，「特任助教」89名，「特
任助手」６名であり，そのうち年俸制を適用した者は，「特任教授」31名，「特任
准教授」43名，「特任講師」８名，「特任助教」82名，「特任助手」６名であっ
た。 

【188】 
・ 研究者の流動性を高めるとともに優れた

人材を確保するため，Ⅱの３の③の「任期
制・公募制など教員の流動性向上に関する
具体的方策」に掲げるところにより，任期
制の導入や公募制の推進に取り組む。 

【188】 
・ 研究者の流動性を高めるとともに優れ
た人材を確保するため，Ⅱの３の③の「任
期制・公募制など教員の流動性向上に関
する具体的方策」に掲げるところにより，
引き続き任期制の導入を促進する。 

・ 競争的な研究環境の中で研究者として活躍できる若手教員を養成するという観点
から平成18年度に策定した助教に対する任期制導入に係る基本方針に基づき，平
成20年度末現在で28の教育研究組織において任期制を導入した。 

【189】 
・ 研究の効率的な推進と円滑な実施，特に
重要度・緊急度の高い部門を支援するた
め，技術職員や事務職員を適正かつ柔軟に
配置する。 

【189】 
・  研究の効率的な推進と円滑な実施，特
に重要度・緊急度の高い部門を支援する
ため，必要に応じて技術職員や事務職員
を適正かつ柔軟に配置する。 

・ 研究の効率的な推進と円滑な実施，特に重要度・緊急度の高い部門を支援するた
め，事務職員については，病院医事課に２名（20.12.１），北キャンパス合同事務
部に１名（20.４.１）をそれぞれ配置した。 

・ 技術職員については，全学的視点から研究の効率的な推進と円滑な実施，特に重
要度・緊急度の高い部門を支援するため，平成21年度に設置する創成研究機構共
用機器管理センターに２名を配置することとした。 

③研究資金の配分システムに関する具体的
方策 

【190】 
・ 研究者個人や小規模グループが推進する

研究プロジェクトは，それぞれの研究者が
外部資金として獲得した競争的研究費に
よる実施を基本とするが，基礎的・基盤的
研究領域で，外部資金の獲得が難しい初期
段階の萌芽的研究等については，重要性や
戦略性等を勘案しつつ，Ⅱの１の⑤の「全
学的視点からの戦略的な学内資源配分に
関する具体的方策」に掲げるシステムを活
用した研究資金の支援を行う。 

③研究資金の配分システムに関する具体的
方策 

【190】 
・ 研究者個人や小規模グループが推進す
る研究プロジェクトは，それぞれの研究
者が外部資金として獲得した競争的研究
費による実施を基本とするが，基礎的・
基盤的研究領域で，外部資金の獲得が難
しい初期段階の萌芽的研究等について
は，重要性や戦略性等を勘案しつつ，Ⅱ
の１の⑤の「全学的視点からの戦略的な
学内資源配分に関する具体的方策」に掲
げるシステムを活用した研究資金の支援
を行う。 

・ 研究戦略室において，引き続き総長室重点配分経費を活用し，基礎的・基盤的研
究領域で，外部資金の獲得が難しい初期段階の萌芽的研究等に対して研究支援を
行った。具体的には，若手研究者が自らの発想を豊かにし，将来の科学技術を担う
ための新しい経験，研究分野の開拓など幅広く見識を重ねることへの支援を行った
（若手研究者自立支援36件，3,500万円）ほか，本学研究者をリーダーとして，プ
ロジェクト研究等をさらに展開するために必要となる全国規模の研究集会，集中討
議，会議等の開催に対する支援を行った（全国規模研究集会等の開催支援５件，約
1,800万円）。 

・ 大学の運営費（特定経費）を活用し，創成科学共同研究機構における流動研究部
門（若手研究者を任期付きの条件で学内から公募し，教育及び管理運営義務を減免
し，研究費と研究スペースを与え，学際的・融合的な研究を実施させる制度。）に
対し，研究資金（20年度は700万円×４名，計2,800万円），研究スペースの提
供などの支援を引き続き行った。 
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【191】 
・ 本学の伝統と特色を生かした基礎的・応
用的研究，地域・国際貢献に関する研究，
世界的レベルの拠点形成研究，大学が主導
すべき戦略的プロジェクト研究等につい
ては，その規模と重要度・緊急度を勘案し
つつ，必要に応じて上記システムを活用し
た研究資金の支援を行う。 

【191】 
・ 本学の伝統と特色を生かした基礎的・
応用的研究，地域・国際貢献に関する研
究，世界的レベルの拠点形成研究，大学
が主導すべき戦略的プロジェクト研究等
については，その規模と重要度・緊急度
を勘案しつつ，必要に応じて上記システ
ムを活用した研究資金の支援を行う。 

・ 総長室重点配分経費により大型の競争的資金獲得や若手研究者自立のための支
援，九州大学との合同による研究成果報告会，地域との技術に関する情報交換の場
への出席及び展示への出展等の地域や企業との情報発信の推進経費，成果の社会へ
の還元としての特許出願費等の支援を行った。 

・ 創成科学共同研究機構の研究活動を支援する経費として，特定研究１部門，流動
研究４部門に対して大学の運営費（特定経費）を措置した。 

【192】 
・ 外部からの新任教員に対する支援促進制

度（スタートアップ経費）を設ける。 

【192】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 学外の研究機関等からの採用であって，かつ，研究業績の特に優れた教員に対し
て，着任時に教育研究活動の停滞を招くことなく円滑な移行が進められるよう平成
18年度に導入した「スタートアップ特別支援事業」については，25名に対し総額
10,318千円の支援を行った。 

④研究に必要な設備等の活用・整備に関する
具体的方策 

【193】 
・ 高度な研究設備のより横断的効率的な利

用を図るため，設備・機器等を全学的に供
用しうる体制を整備拡充する。 

④研究に必要な設備等の活用・整備に関す
る具体的方策 

【193】 
・ 一部の部局等で実施されている高度な
研究設備のより横断的効率的な設備・機
器等の供用を更に全学的に広めるよう検
討を行う。併せて，必要とされる技術職
員の配置等についての検討を進めるうえ
で，教育研究支援本部において，平成１
９年度に実施した「技術職員及び技術系
嘱託職員の資格，職務内容等に関する実
態調査」の調査結果の分析を行う。 

・ 創成科学共同研究機構，触媒化学研究センター，電子科学研究所附属ナノテクノ
ロジー研究センターが所有する高度な研究機器・装置を，学内外の研究者が利用で
きる「オープンファシリティ」制度を引き続き運用した。また，利用促進を目的と
して，平成20年度第７回産学官連携推進会議（京都），2008分析展（千葉），Ａ
ＳＴＥＣ2009国際先端表面技術展・会議（東京）等で「オープンファシリティ」制
度を紹介するなど，広報活動を行った。 

・ 長期的研究戦略構想検討ワーキンググループの下で，本学の各部局からの試料を
委託分析する「機器分析センター」と，前記「オープンファシリティ」の事務・窓
口を統合した「共用機器管理センター」設置に向けての具体的な検討を行い，平成
21年４月に発足することとした。 

【194】 
・ 大学主導の重点的研究プロジェクトの実

施に必要な設備は学内共同利用設備とし
て整備し，円滑な共同利用体制の構築を図
る。 

【194】 
・ 大学主導の重点的研究プロジェクトの
実施に必要な設備は，学内共同利用設備
として整備を図る。 

・ プロジェクト研究の実施のために措置した設備については，学内共同利用設備と
して整備を行い，学内外の研究者に対してオープン化し，本学ホームページから装
置の利用予約が可能な「オープンファシリティ」制度の下で運用を行い，学内外で
の共同利用を促進した。平成20年度末現在，「オープンファシリティ」に57の設
備を登録している。また，平成20年度の学外研究者の利用は，平成19年度と比較
すると，利用人数は201.7％，利用時間は165.5％で，全体の利用に占める割合は，
利用人数10.1％（H19年度8.2％），利用時間13.9％（H19年度12.6％）であり，
その割合は増加した。 

【195】 
・ 複合的・学際的な研究や共同研究実施に
係る研究ネットワーク構築に資するため，
札幌キャンパス以外の諸施設を含め大学
全体として施設・設備の適切な整備を図
る。 

【195】 
・ 複合的・学際的な研究や共同研究実施
に係る研究ネットワーク構築に資するた
め，札幌キャンパス以外の諸施設を含め
大学全体として施設・設備の適切な整備
を図る。 

・ 北方生物圏フィールド科学センターの地方施設の再生整備改修を図るため，天塩
研究林庁舎等改修工事，静内研究牧場繁殖舎新営工事，和歌山研究林庁舎等改修工
事等を実施した。また，札幌キャンパス以外の施設・設備について，工事33件（41,391
千円），設備７件（13,368千円）を整備した。 

⑤知的財産の創出，取得，管理及び活用に関
する具体的方策 

【196】 
・ 知的財産の大学帰属の原則を徹底し，知

⑤知的財産の創出，取得，管理及び活用に
関する具体的方策 

【196】 
・ 「知財・産学連携本部」を中心として，

・ 平成20年４月，創成科学共同研究機構のリエゾン部を廃止し，「知財・産学連
携本部」に技術移転機能を集約した。研究担当理事を本部長とし，総長室の一つで
ある研究戦略室と連携して，３部（連携推進部，知的財産部，事業化推進部）体制
で運営しており，産学連携の統合窓口として知の発掘から産業界での活用まで一元
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的財産の管理，活用等に関する業務を行う
組織を編成し，学内研究科，研究所等（以
下「研究科等」という。）にある知的財産
についての集積・一元管理体制を整備す
る。 

学内の知的財産の持続的集積・一元管理
を行う。また，各部局等の産学連携担当
との連携を推進する。さらに，国際的な
知的財産の活用に向けた人材の育成，地
域での知的財産の活用に努める。 

的に推進する体制を整えた。 
・ 知財・産学連携本部に設置された知的財産審査会は，出願の可否，権利化，企業
等への技術移転等に関する審査を月２回行い，迅速化を図るなど，引き続き各部局
関係者との連携を推進した。 

・ 学内の知的財産の発掘，権利化及び活用を行うため，高い専門性を有する知的財
産マネージャーを平成19年度の４名から６名（特任教員。うち，PhD５名）へと増
員した。さらに，人材育成をかねて大学院生に知的財産リサーチャーを委嘱し，発
明等の先行特許調査を通じ特許情報検索技術の向上及び分析力の向上を図った。平
成20年度は国際特許調査を行う10名の国際リサーチャーを委嘱した。 

・ 平成20年度から文部科学省の産学官連携戦略展開事業の国際的産学官連携推進
に採択され，国際的な特許出願及びライセンス活動の基盤強化を進めた。この中で，
国際産学官連携セミナーを開催した。 

・ 平成17年度から引き続き整備を進めている，少人数による知的財産の効率的管
理を目的に導入した特許管理システムについて，その充実を図り，発明の届出から
出願及び期限管理のほか，共同出願契約書，特許実施契約書等の関連書類も取り込
み，特許関連情報のより一元的な管理を進めた。 

【197】 
・ 研究成果の取扱及び知的財産の管理・活
用に関する｢知的財産ポリシー｣等を整備
するとともに，「利益相反」のマネジメン
ト等について「利益相反ポリシー」を整備
し，その普及を図る。 

【197】 
・ 新任教員等に対する知的財産ポリシー，
産学連携ポリシー及び利益相反マネジメ
ントポリシーの周知を図るとともに，ベ
ンチャー企業に携わる教員等への啓発活
動を引き続き行う。 

・ 職務発明制度や国外に成果有体物を持ち出す際の「外国為替及び外国貿易法」（外
為法）上の取扱などに関する理解を促すため,「新任教員及び事務関連者向け知的
財産セミナー」を開催した。 

・ 知的財産マネージャーが個々の研究室に赴き，発明相談にあわせて知的財産ポリ
シー・産学連携ポリシー・利益相反ポリシーの説明を行った。平成20年度の研究
室訪問回数は延べ約1,000回（前年度約960回）に達した。 

・ 平成21年３月に「国際産学官連携ポリシー」を整備した。 
・ 知財・産学連携本部の広報活動の充実のため，ホームページのリニューアルを図
り，英文化を進めるとともに，知財関連ポリシーや外為法のマニュアルを掲載して
周知を図った。 

【198-1】 
・ 知的財産の創出，取得，活用の一層の
推進を図るため，セミナー，ホームペー
ジ等の内容の充実を図り，それらを通じ
て広く知的財産に関する啓発を行うとと
もに，知的財産の活用先である企業に対
しても周知を図る。 

・ 知的財産の創出，取得，活用の一層の促進を図るため，教職員を対象とした意識
・知識向上のための活動（知的財産セミナーを４回開催，知財キャラバンを１回開
催）及び企業を対象とした本学の研究成果周知のための活動（産学官連携推進会議，
イノベーション・ジャパン，北海道技術・ビジネス交流会など各種展示会への出展）
を行った。 

・ 公共政策大学院の協力のもと新たに大学院の共通講義として「知的財産法」を設
定し，知的財産に係る法制度の理解を促した。 

・ 知財・産学連携本部のホームページにおいて，研究者紹介及びベンチャー企業紹
介を行うほか，メールマガジンにてタイムリーな話題を提供した。なお，平成20
年度のホームページへのアクセス数は，42,000件を超えた。 

【198】 
・ 知的財産の創出，取得，活用の一層の促
進を図るため，セミナー等を通じて広く知
的財産に関する啓発を行う。 

【198-2】 
・ 国が進める知的財産管理の国際化に対
応し，国際的研究成果の国際的知的財産
化を図るための職員や教員の啓発に努め
る。 

・ 知財・産学連携本部は，文部科学省の産学官連携戦略展開事業の国際的産学官連
携推進に採択され，引き続き，海外の特許事務所やコンサルタントとの連携業務を
推進するとともに，知財マネージャー等に現地技術移転業務を経験させ，スキルの
向上に努めた。 

・ 外国から弁理士やコンサルタントを講師として招聘して国際知財セミナーを開催
し，国際業務情報を入手すると同時に，教職員の知識の向上に努めた。 

【199】 【199】 ・ Ｗｅｂニュースレター，パンフレットの発行及びホームページの開設により，広
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・ 広報活動やデータベースの整備により知
的財産に関する情報の発信を進め，企業等
との連携により，知的財産の活用を積極的
に推し進める。 

・ 知的財産に関する広報活動やデータ
ベースの充実を図ること，地域連携支援
機関であるノーステック財団との連携を
強化すること，企業及び地域行政等との
連携を図ること，などにより知的財産の
活用をより一層推進する。 

報活動・情報発信を行った。 
・ 特許情報に関しては，知財・産学連携本部のホームページで公開したほか，ＪＳ
Ｔの研究成果展開総合データベース「Ｊ－ＳＴＯＲＥ」上に出願済未公開特許情報
も掲載した。 

・ これまでに蓄積した知的財産の活用に向け，地域からの情報発信を行うために，
ノーステック財団等の関係機関と連携し，「第22回北海道技術・ビジネス交流会」
に出展した。また，第６回産学官連携推進会議（京都），イノベーション･ジャパ
ン2008（東京）など，大きなマーケットである関東・関西地域等で開催される展示
会に参加し，知財情報の発信を行った。 

・ 北海道知的財産戦略本部（事務局：北海道経済産業局・北海道）における「北海
道の知的財産戦略アクションプラン」の検討等に参画するとともに，本学の知財情
報の発信を行った。 

・ 北海道ＴＬＯ（株）への発明等の情報の優先開示を引き続き進めた。北海道ＴＬ
Ｏ（株）が優先権を行使しない案件については他の技術移転機関を活用するととも
に，企業との共同出願特許については，当該企業への独占的実施権の付与，有償譲
渡するなどして知的財産の活用を図った。 

⑥研究活動の評価および評価結果を質の向
上につなげるための具体的方策 

【200】 
・ 各研究組織において，前記 （１）の④
の「研究の水準・成果の検証に関する具体
的方策」に掲げるものを含め，組織として
の研究活動及び個々の研究者による研究
活動を評価する体制並びに評価結果を研
究活動の質の向上及び改善の取組に結び
付ける体制を確立する。 

⑥研究活動の評価および評価結果を質の向
上につなげるための具体的方策 

【200】 
・ 各研究組織は，部局評価組織により，
前記（１）の④の「研究の水準・成果の
検証に関する具体的方策」に掲げるもの
を含め，組織としての研究活動及び個々
の研究者による研究活動を評価するとと
もに，評価結果を研究活動の質の向上及
び改善の取組に結びつける。 

・ 平成 20 年度に設置した部局等においても，本学評価規程に基づき内規を定め，
部局評価組織を設置した。 

・ 平成20年度は，12部局等で自己点検評価を実施し，５部局等で外部評価を実施
し，２部局等で第三者評価を実施した。 
また，各部局等においては，「共同研究の応募者が固定的」という外部評価の指

摘を踏まえて教員が関係者に広く周知した結果，平成 19 年度に比べ，共同研究の
新規応募件数を増加させる（低温科学研究所）など，研究活動の質の向上及び改善
に結び付けた。 

【201】 
・ 研究目標，研究計画，研究体制管理，投
入研究資源，研究成果等につき客観的多面
的な評価項目を設定するなど研究活動の
評価を行うに当たって公正中立を期すた
めの方策を検討し，平成１７年度中を目途
に成案を得る。 

【201】 
・ 平成１７年度に取りまとめた「研究活
動評価の方策」を踏まえて，中期目標期
間における研究活動の自己評価を実施す
る。 

・ 各部局評価組織においては，平成17年度に取りまとめた「研究活動評価の方策」
を踏まえて，平成 19 年度に定めた「部局評価担当者」が中心となり評価室，研究
戦略室等と連絡調整を図りながら，中期目標期間における研究活動の自己評価を実
施した。 

⑦全国共同研究，学内共同研究等に関する具
体的方策 

【202】 
・ 学内の全国共同利用の附置研究所・全国
共同利用施設を中心として，他大学等との
連携による効果的な共同研究を推進し，全
国に開かれた研究拠点としての地位のよ
り一層の向上を図る。 

⑦全国共同研究，学内共同研究等に関する
具体的方策 

【202】 
・ 学内の全国共同利用の附置研究所・全
国共同利用施設を中心として，他大学等
との連携による効果的な共同研究を推進
し，全国に開かれた研究拠点としての地
位のより一層の向上を図る。 

 
 

・ 他大学等の研究者を対象とした「共同研究員制度」，最先端で活躍する他大学教
員を客員として招く大学間共同研究・技術交流，産学官共同研究推進のための総合
窓口機能の強化，各種プロジェクト研究に対する他大学・全国の研究者への参加の
働きかけなど，共同研究を効果的に推進するとともに，先導的研究推進のための組
織整備，海外拠点研究所との新たな交流協定締結，新規共同研究プロジェクトの立
ち上げなど，研究拠点としての地位向上を図った。 

・ 情報基盤センターでは，平成21年度から新たに実施予定の公募型共同研究（※）
の組織基盤整備，重点的研究領域の設定並びに共同研究課題の募集を行い，共同研
究開始に向けた体制を整えた。共同研究組織の構成にあたり本学以外の研究者を含
めることを募集要件とするなど，全国に開かれた共同研究の研究拠点となる措置が
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・

を活
を確
置し

・

図られており，より効果的な共同研究の推進に取り組んでいる。 
（※ 本共同研究は，本センターを含む８大学の共同利用施設が連携して文部科学

報省に申請する「学際大規模情 基盤共同利用・共同研究拠点」の目的を踏まえ，
超大規模計算機と大容量メモリ及びネットワーク等の情報基盤を用いたグラ
ンドチャレンジ的な研究と，これを推進するための学際的な共同利用・共同研
究に係る研究課題を募集・実施するものである。） 

 低温科学研究所は，国立極地研究所と，低温科学及び極域科学の研究と教育の新
たな発展等を目的とした連携協力協定を締結（平成20年12月）した。本協定は，
共同研究・観測・装置開発の推進，教育・若手研究者育成，研究者・技術者交流等

発に行うことにより新たな展開が期待できるとともに，双方の連携・協力体制
立するものである。また，全国共同利用型研究所として，共同研究推進部を設
，従来の公募型共同研究に加え，先導的研究を導入することにより共同研究の

一層の推進を図るものとした。 
  自然環境・社会経済活動等の調査項目をモニタリングすることで環オホーツク地
域のネットワーク構築に重要な「観測定点」を見つけることを目的とした「環オ
ホーツク環境研究ネットワークの構築」事業，総合地球環境研究所との「アムール
・オホーツクプロジェクト」，国立極地研究所との「氷床コア解析」・「南極大学」
などの従前からの共同研究をそれぞれ継続して実施し，さらに平成21年３月にド
イツの３機関（アルフレッド・ウェゲナー極地海洋研究所，ブレーメン大学生物学
・化学科，マックスプランク海洋微生物学研究所）と交流協定をそれぞれ締結する
ことにより，関連分野での国際共同研究体制の推進を図った。 
 スラブ研究センターは，国内の諸分野の優れたスラブ地域研究者を広い分野から
共同研究員に委嘱しており，柔軟な共同研究を効率的に進めている。平成20年度
に科学研究費補助金（新学術領域研究）に採択された「ユーラシア地域大国の比較
研究」では，日本，ロシア，中国，インドなどの専門家が参画し，人文・社会科学
の諸分野にわたる体系的な共同研究体制が作られるとともに，大規模な国際会議を
開催し，研究拠点としての地位向上を図った。 

【203】 
・ 本学における特色ある研究を推進するた

め，既存学問分野のさらなる発展と深化の
促進並びに異分野の融合による新しい研
究の芽生えを誘導することを目指し，重要
度・緊急度に応じた大規模共同研究を戦略

進する。 

【203】 
・ 本学における特色ある研究を推進する
ため，既存学問分野のさらなる発展と深
化の促進並びに異分野の融合による新し
い研究の芽生えを誘導することを目指
し，重要度・緊急度に応じた大規模共同

戦略的に推進する。 
れを通じて，カリフォルニア大学

③

的に推 研究を

・ 「持続可能性／サステイナビリティ」をテーマに「持続可能な開発」国際戦略本
部を中心として国内外の研究機関との連携強化を図った。 
① 世界14カ国の35の高等教育機関の長など約140名が参加した第１回Ｇ８大
学サミットを，本学が中心になって開催した。そこで地球の持続可能性を達成
するために連携して調査・研究や教育などに取り組んで行くことを約束し「札
幌サステイナビリティ宣言」を採択した。こ
ロサンゼルス校，エコール・ポリテクニーク等の世界屈指の大学との連携を強
化した。 

② 持続可能な開発に係る研究と教育の連携を目指し，本学のイニシアチブによ
りアジア太平洋地域の18大学と国連大学高等研究所とともに「アジア環境大
学院ネットワーク」を設立し，平成20年６月に設立総会並びに記念式典を本
学で行った。 
 これまでの研究並びに大学院教育の成果に基づき，平成20年４月に「サス
テイナビリティ学教育研究センター」を設置し，「持続可能な開発」に係る研
究連携の基盤を強化した。 

④ アフリカ・ザンビア大学サモラ・マシェル獣医学部内に，生物災害安全対策
レベル３の微生物封じ込め（ＢＳＬ－３）施設を完成させた。これにより，人
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獣共通感染症リサーチセンターのザンビア拠点が，現地研究機関との協力のも
とに，医学，獣医学などの分野を超えた融合的な研究を恒常的に推進できる体
制を作り上げた。 

⑤ 平成15年度に採択された21世紀ＣＯＥプログラム「流域圏の持続可能な水
・廃棄物代謝システム」にて醸成した国際的ネットワークや産学連携ノウハウ
等を継承・発展させるべく，「環境ナノ・バイオ工学研究センター」を平成20
年４月に設置した。これにより環境工学とナノ・バイオ工学が融合した新たな
学問分野の国際拠点を確立した。 

【204】 
・ 触媒化学に関する研究，情報の発信及び
交流拠点としての活動を推進し，この分野
における全国共同研究を実施する。 

【204】 
・ 触媒化学研究センターは，触媒化学に
関する研究，情報の発信及び交流拠点と
しての活動を推進し，この分野における
全国共同研究を実施する。 

・ 触媒化学に関する研究を通じて共同研究の場の提供，人的交流，人材育成活動を
積極的に行った。全国共同利用施設としての共同利用，共同研究の実施は，主に共
同利用研究員制度と各種研究会等の開催を通じて行うとともに，機器の共同利用
を促進し，共同研究を多数展開した。平成20年度は共同利用研究員を19名受け入
れて共同研究を実施した。５月にはXimen University - Hokkaido University JOINT 
SYMPOSIUMを，７月には「触媒サミット」，10月にはバイオ触媒関連の「国際シン
ポジウム」，11月には海外において日本の触媒関連研究者の講演を行う「情報発信
型国際シンポジウム」を開催し，１月には「触媒化学研究センター研究討論会ｉｎ
東京」を開催した。シンポジウム参加者は年々増加している。また,12月には市民
を対象とした北海道大学クリスマス市民レクチャー「『触媒』からの贈り物」を開
催した。 

・ 准教授が独自の研究を展開する環境をつくることを主目的として平成19年度に
設置した研究クラスターの取組により，横断的な研究が進んだ。平成20年度には
３件の学会賞を受賞した。平成19年度に採択されたグローバルＣＯＥプログラム
「触媒が先導する物質科学イノベーション」では，引き続き物質科学アジア国際連
携大学院の学生を受け入れている。 

【205】 
・ スラブ・ユーラシア地域に関する総合研
究を推進するとともに，この分野における
全国及び国際共同研究を実施する。 

【205】 
・ スラブ研究センターは，スラブ・ユー
ラシア地域に関する総合研究を推進する
とともに，この分野における全国及び国
際共同研究を実施する。 

・ スラブ研究センターにおいては，「北東アジアの冷戦：新しい資料と観点」，「南
オセチア紛争と環黒海地域の跨境政治」をテーマに２度の大規模な国際シンポジウ
ムを行った。また，大・中規模の研究集会を６回開催し（第１回スラブ・ユーラシ
ア・東アジア・コンファレンス，新学術領域研究「ユーラシア地域大国の比較研究」，
国際ワークショップ，サステナビリティ・ウィーク2008，国境フォーラムⅡ，公開
講座）その他セミナーなどの研究会活動を24回開催した。これらの成果を基にス
ラブ・ユーラシア叢書第３巻・第４巻，Slavic Eurasian Studies No,19，「スラ
ブ・ユーラシア研究報告集」の４冊を出版した。 

【206】 
・ 全国共同利用設備を含む情報基盤を整備

し，情報化を推進する研究開発並びに情報
メディアを活用した研究教育の実施及び
支援を行う。 

【206】 
・ 情報基盤センターは，全国共同利用設
備を含む情報基盤を整備し，情報化を推
進する研究開発並びに情報メディアを活
用した研究教育の実施及び支援を引き続
き行う。 

・ 情報基盤センターにおいては，「先端研究施設共用イノベーション創出事業 －
先端的大規模計算シミュレーションプログラム利用サービス」を実施し, 大型計算
機システムの民間利用を推進した。また，スーパーコンピュータを用いた計算科学
的研究手法に関する大学院共通授業を引き続き開講するとともに，スーパーコン
ピュータの利用講習会及び技術講演会を開催した。 

・ 全国共同利用７大学情報基盤センターを含む10研究機関が連携して，グリッド
コンピューティングシステムの運用に向けたシステム環境を整備した。プロジェク
トサーバシステムにファイアウォールを導入し，全国共同利用設備のセキュリティ
を向上させた。また，情報基盤センターポータルページを本学シングルサインオン
システムと連携させ，大型計算機システム及びネットワークシステムのオンライン
申請を実現した。 
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・ 教育学習支援システムＥＬＭＳ及び次世代eラーニングを目指すデジタルコンテ
ンツ生成・管理・発信システムの整備を引き続き推進し，情報メディアを活用した
教育を実施・支援するとともに，教育学習支援に関する研究開発を進めた。国立大
学情報教育センター協議会の主導の下，情報倫理教育教材の研究開発等の全国的共
同研究を実施した。 
また外国人特任教員を招聘し，情報教育の国際化を推進した。 

【207】 
・ アイソトープを利用する研究教育におい

て共同利用施設の活用を図る。 

【207】 
・ アイソトープ総合センターは，アイソ
トープを利用する研究教育において共同
利用施設の活用を図るとともに，放射線
の安全管理の中心的な役割を担う。 

・ アイソトープ総合センターにおいては，アイソトープを利用する研究教育におい
て共同利用施設の活用を図るべく，放射線管理システム（放射線モニタリングシス
テム等）の充実及び共同利用大型機器（液体シンチレーションカウンタ，ガンマ線
スペクトロメータ等）を導入し，研究支援体制を整備した。また，全学的管理体制
の見直しも行われ安全管理の中心的役割を担うべく教育訓練の実施，特任教授によ
る全学放射線施設の安全管理に対するチェック機能の強化を図った。具体的には特
任教授が施設点検・調査班を組織し，全学放射線施設の使用実態，安全管理状況を
詳細に把握し，各施設に応じた安全管理方法の指導を行った。 

【208】 
・ 分析機器を利用する研究教育において共

同利用施設の活用を図る。 

【208】 
・ 機器分析センターは，学内共同利用施
設として活用を図るとともに学外からの
委託分析を受け入れ社会貢献を行う。ま
た，効率的な運用を目指し体制整備の検
討を行う。 

・ 機器分析センターでは，引き続き，学内の15の部局等の教員，学生より元素分
析，質量分析，核磁気共鳴分析，アミノ酸組成分析及びタンパク質配列分析の委託
を受け，高精度な分析データを測定・提供した（平成20年度実績：10,183本）。
これに加えて平成21年１月からは，新たに学外からの委託分析の受け入れを開始
した（平成20年度実績：142本）。 

・ 高度な研究設備のより横断的・効率的な運用を目指し，本学の各部局からの試料
を委託分析する「機器分析センター」と，「オープンファシリティ」の事務・窓口
を統合した「共用機器管理センター」設置に向けての具体的な検討を行い，平成21
年４月に発足することとした。 

【209】 
・ 高機能エネルギーマテリアルの開発基盤

を構築するため，共同利用施設を整備す
る。 

【209】 
・ エネルギー変換マテリアル研究セン
ターは，高機能エネルギーマテリアル開
発において，共同利用施設として，エネ
ルギー資源の有効利用とエネルギー転換
技術に関連するエネルギー変換マテリア
ル研究を行う。 

・ エネルギー変換マテリアル研究センターにおいては，引き続き，エネルギー資源
の高効率利用に資するマテリアルの開発およびエネルギー変換システムの開発を
目的として，ナノからマクロにわたる材料のキャラクタリゼーションをベースに研
究を展開した。 

・ 研究論文（56件）の発表や特許出願（10件）を活発に行うとともに，研究展開
に必要な外部資金を209,505千円獲得し，研究設備を充実させた。また，最先端で
活躍している他大学の教授・准教授を客員教員として招き企業との共同研究によ
り，研究交流・技術交流を積極的に推進した。さらに，３件のシンポジウムの開催
等を通して研究の質的な向上を図った。 

【210】 
・ 基礎的・学際的研究から応用，開発及び
実用に至る研究並びにこれらの研究支援
を行い，本学と産業界等との研究協力を推
進する。 

【210】 
（２０年度は年度計画なし） （記載無し） 

【211】 
・ 量子集積エレクトロニクスに関する研究

を推進する。 

【211】 
・ 量子集積エレクトロニクス研究セン
ターは，ユビキタスネットワーク社会発
展の核となる量子集積エレクトロニクス
に関する研究を推進する。 

・ 量子集積エレクトロニクス研究センターにおいては，ユビキタスネットワーク社
会発展の核となる半導体量子ナノ構造をベースとした超高密度集積化デバイスや
大規模通信システム実現のため，半導体量子ナノワイヤ・ナノチューブ構造の縦型
トランジスタ応用およびナノワイヤレーザの試作，ワイドギャップ半導体ナノチャ
ネルＨＥＭＴの試作と材料界面物性評価，ＴＨｚ電磁波通信回路の試作と評価，グ
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ラフェントランジスタ・量子ドットスピンＦＥＴの理論検討と試作などに関し多く
の研究成果を得た。 
研究成果発表，外部競争的資金の獲得および民間企業との共同研究を積極的に推

進した。査読付き学術論文数44編，国際会議講演数55件（うち，招待講演９件），
特別推進研究を含む科研費11件を始め，外部競争的資金は総計20件である。また
平成19年度採択のグローバルＣＯＥ「知の創出を支える次世代ＩＴ基盤拠点」に
センターから推進担当者として１名が，ナノグループの中核に引き続き参画してい
る。 
さらに民間企業および海外の研究機関において，半導体量子ナノデバイス･ワイ

ドギャップ半導体に関わる最先端の研究で活躍する研究者５名（国内３名・国外２
名）を客員教授・特任教授として招聘したほか，国際セミナーの開催や，国内外か
らの訪問者を積極的に受け入れた。 

【212】 
・ 北方生物圏におけるフィールドを基盤と

した総合的な研究教育を推進する。 

【212】 
・ 北方生物圏フィールド科学センターは，
北方生物圏におけるフィールドを基盤と
した総合的な研究教育を推進する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センターにおいては，Ｇ８北海道洞爺湖サミット関連
の取り組みである，「洞爺湖・有珠火山地域の環境と自然」（北大総合博物館主催）
や「生態系保全のための環境モニタリング」（サステナビリティ・ウィーク2008）
に積極的に参加することを通じ，学内・全国の研究者や研究機関とのさらなる共同
研究の推進，連携強化に努めた。 

  また，全国演習林協議会で進められている全国共同研究，「全国大学演習林流域
環境モニタリングネットワーク」について一層の充実を図るとともに，これまで得
られた調査データや観測体制を効果的に大学教育（フィールド実習）に活用するこ
とを念頭に，林学実習に関する全国共同利用型の教育実施体制整備に関する取組を
開始した。 

【213】 
・ ベンチャー・ビジネスの萌芽となる独創
的な研究開発を推進するとともに，高度の
専門的職業能力を持つ創造的な人材を育
成する。 

【213】 
・ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
は，ベンチャー・ビジネスの萌芽となる
独創的な研究開発を推進するとともに，
高度の専門的職業能力を持つ創造的な人
材を育成する。 

・ ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）においては，ベンチャー・ビジ
ネスの萌芽となる独創的な研究開発に関して，知識メディア技術とウェブ技術を融
合させた新技術を開発すると共に公開した。ＥＵの第６期統合プロジェクトＡＣＧ
Ｔへの応用を目指し継続参加するとともに，核データの国際流通・利用への応用に
関しＩＡＥＡと国際共同研究を開始した。３次元知識メディア技術に関して，民間
（オムロン）への技術移転を進めた。高度の専門的職業能力を持つ創造的な人材の
育成に関しては，フラウンホーファ研究所（ドイツ），東京大学，はこだて未来大
学，楽天，ＮＴＴコミュニケーションズ等への人材供給を積極的に行った。 

【214】 
・ 新たな学問領域の創成及び研究科等横断

的な研究を推進する。 

【214】 
・ 創成科学共同研究機構は，基礎的・学
際的研究から応用，開発及び実用に至る
研究並びにこれらの研究支援を行う。ま
た，本学の研究戦略に基づく重点研究分
野の研究を推進する体制を検討するとと
もに，新たな学問領域の創成及び研究科
等横断的な研究を推進する。 

・ 創成科学共同研究機構においては，基礎的・学際的研究から応用，開発及び実用
に至る研究を行うとともに，これらの研究支援を行った。 

・ 戦略的研究基盤プログラム（Ｓ－ＣＯＥ）で得た成果の事業化に向けて次のプロ
ジェクト等を推進した。 

  １）「移植医療・組織工学」プロジェクトでは，再生医療の実現化と医工連携に
基づく新しい研究領域創成を目指し，研究を遂行している。 

    平成20年度は北海道発のシーズであるハニカムフイルムに関し，動物実験
によりその有効性を確認した。 

  ２）「食の安全・安定供給」プロジェクトでは，独自に発見・定性した世界初の
酵素セロビオースエピメラーゼで得たエピラクトースに焦点を当て，新規機能
性食品・飼料の創出とその事業化を目指している。平成20年度には，エピラ
クトース投与時の生体内反応や安全性の評価で着実に事業化マップに沿った
実績を挙げた。 
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    また，高度な研究機器を学内外の研究者が共通利用できるオープンファシリ
ティ制度を活用した「産業利用拡大支援室」プロジェクトでは，文部科学省科
学技術振興調整費の事業費により設置した同位体顕微鏡システムと試料調整
用周辺装置群を産学官に供用している。 

    平成20年度は，利用課題の公募に関し，民間企業から４件の応募があり，
上記装置を供用した。 

・ 「リーダー育成ステーション」プロジェクトでは，科学技術振興調整費（若手研
究者の自立的研究環境整備促進）の事業費により，若手研究者の育成を図るととも
に，本学にテニュアトラック制度を根付かせることを目標としている。 

  なお，平成20年度は４名（事業開始からは延べ10名）の特任助教を採用した。 
・ 研究戦略室に置かれた長期的研究戦略構想検討ワーキンググループの下で附置研

究所，学内共同教育研究施設などからなる「創成研究機構」を設置することを検討
し，平成21年４月に発足することとした。 

⑧学部・研究科・附置研究所等の研究実施体
制等に関する特記事項 

【215】 
・ 高度情報化社会に対応するために既存の

関連学問分野を統合した「情報科学」を担
う研究教育組織を確立し，発展させる。 

⑧学部・研究科・附置研究所等の研究実施
体制等に関する特記事項 

【215】 
（２０年度は年度計画なし） 

（記載無し） 

【216-1】 
・ ジェンダーに関する研究教育を総合的
に推進する体制の構築について，「ジェ
ンダーに関する研究教育体制整備検討
ワーキンググループ」において引き続き
検討を行い，講演会等の企画を通して学
内におけるより一層の理解浸透を図りつ
つ，研究教育を総合的に推進する体制に
ついて，引き続き検討する。 

・ 引き続き，「ジェンダーに関する研究教育体制整備検討ワーキンググループ」に
おいて検討を行い，大学院共通授業科目を開講するとともに，講義の一環として公
開シンポジウムを開催したほか，学外から講師を招聘して講演会を開催するなど，
引き続き学内外における理解浸透を図った。また，これまでの準備と検討の結果を
踏まえ，既存の組織である「文学研究科応用倫理研究教育センター」において，
ジェンダーに関する研究教育を継続的に推進することとした。 

【216】 
・ ジェンダーに関する研究教育，及びアイ
ヌ民族をはじめとする北方諸民族に関す
る研究教育を総合的に推進する体制の構
築を図る。 

【216-2】 
・ 平成19年度に設置したアイヌ・先住民
研究センターにおいて，アイヌ民族及び
先住民に関する研究教育を総合的に推進
する。 

・ 「アイヌ・先住民研究センター」においては，アイヌ民族及び先住民族に関する
研究教育を総合的に推進するため，シンポジウム，講演会，巡回講座の開催及び全
学教育科目の開講のほか，アイヌ民族に関する社会調査や総合博物館における企画
展などの事業を実施した。 

【217】 
・ 文理融合型の研究教育を適切に推進する

体制の構築を図る。 

【217】 
（２０年度は年度計画なし） 

（記載無し） 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①地域社会等との連携・協力，社会サー
ビス等に係る具体的方策 

【218】 
・ 社会連携に関する情報発信機能を充
実させるため，ホームページ活用の一
層の推進を図るとともに，特に本学に
おける研究者及び研究活動情報につ
いてはそれらのデータベース化を進
め，その公開・供用により，地域社会，
産業界との交流の強化を図る。 

①地域社会等との連携・協力，社会サービ
ス等に係る具体的方策 

【218】 
・ 社会連携に関する情報発信機能を充実
させるため，ホームページ活用の一層の
推進を図る。 

・ 大学のホームページにおいては，地域社会や企業向けに訪問者別インデックスを
設けて利便性に配慮した。 
また，引き続き，東京同窓会の後援により東京オフィスで開催している北大フロ

ンティア・セミナーの案内などを掲載し，社会連携に関する情報発信機能をより充
実した。 

・ 研究者及び研究活動情報については，引き続き「大学情報データベース」により
研究，教育，大学運営，社会貢献活動のデータを公表した。また，平易な言葉や文
章で検索することが可能な本学研究者の研究業績データベースである「ＮＳハイ
ウェイシステム」を引き続き運用し，6,608件のアクセスがあった。 

【219】 
・ 国・地方自治体，経済・文化団体，
非営利団体等を含む地域社会の行政，
文化，産業活動等への貢献のため，各
種審議会，委員会，研究会への参加等
を含め，それらを専門的見地から評
価，助言する活動を拡充する。また，
行政，文化，産業，教育，福祉，医療
等の様々な分野において活躍中の専
門職業人等を対象とした講演会，講習
会活動をより充実させるとともに，本
学の様々な制度を活用したリカレン
ト教育を実施する。 

【219】 
・ 国・地方自治体，経済・文化団体，非
営利団体等を含む地域社会の行政，文化，
産業活動等への貢献のため，各種審議会，
委員会，研究会への参加等を含め，それ
らを専門的見地から評価，助言する活動
を引き続き推進する。また，行政，文化，
産業，教育，健康スポーツ，福祉，医療
等の様々な分野において活躍中の専門職
業人等を対象とした講演会，公開講座を
より充実させ，社会人の「学び直し」の
学習機会の企画・開発を行うとともに，
大学院共通授業の開放等，本学の様々な
制度を活用したリカレント教育も引き続
き実施する。 

・ 各種審議会，委員会等へは，本学教員1,360名が延べ2,788件（国・地方自治体
596名，1,082件，各種団体764名，1,706件）に参加した。 

・ 各部局では，専門職業人を対象にした講座を「専門型公開講座」として，高等教
育機能開発総合センター「生涯学習計画セミナー」，工学研究科「廃棄物学特別講
義」，地球環境科学研究院「持続可能な低炭素社会」等（７講座），北大病院看護
部「専門領域研修講座」（11講座）の計18講座を実施した。専門型公開講座の受
講者は総計214名であった。 
また，学部では聴講生33名，科目等履修生90名，研究生110名，特別聴講学生

107名，大学院では聴講生９名，科目等履修生31名，研究生349名，特別聴講学生
19名，特別研究学生58名（人数は前・後期の延べ人数）を受け入れた。 

【220】 
・ 地域の社会人教育等を推進するた
め，公開講座や市民を対象とした教育
活動，施設利用等を通じ，基幹総合大
学の特色を発揮した，潜在的知的好奇
心を満足させうる社会教育サービス

【220】 
・ 地域の社会人教育等を推進するため，
公開講座や市民を対象とした教育活動，
施設利用等を通じ，基幹総合大学の特色
を発揮した，専門的職業人の継続教育及
び潜在的知的好奇心を満足させうる社会

・ 公開講座（講習料を徴収するもの）は，全学企画で１講座，部局等企画で 23 講
座実施し，845名（他に１回のみの受講者20名）の受講生があった。そのうち職業
人の専門性を高める「専門型公開講座」を 11 講座実施するとともに，リカレント
教育特別事業として薬学部生涯教育特別講座，北大病院循環器科生涯教育講座等を
実施した。さらに，部局長が講師となり市民等との対話により進められる「遠友学
舎炉辺談話」など市民の知的好奇心に応えるユニークな取組も行った。 

中
期
目
標 

社会連携，産学官連携，国際交流を実施する体制及び環境を整備し，関連事業を推進することにより，世界水準の研究を促進するとともに，教育研究成果の産業界，地域
社会及び国際社会への還元を積極的に進める。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(3) その他の目標 
 ① 社会との連携，国際交流等に関する目標 
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事業を企画・実施する。 教育サービス事業を引き続き企画・実施
する。 

・ 総合博物館では，「土曜セミナー」を実施するとともに種々の講演会等を行った。 
・ 本学が開催する公開講座の継続的受講者を対象とした「北海道大学生涯学習学友
会」（登録者400名）を組織し，公開講座ニュースを発行（年３回）するとともに，
キャンパスツアーや懇談会を実施した。 

・ 教員免許更新講習会の試行に取り組み，教員延べ519名が受講した。 

【221】 
・ オープンキャンパス事業，出前講義，

学部講義への受入及び公開講演活動
等を通じた初等・中等教育との連携を
充実させる。 

【221】 
・ オープンキャンパス事業，出前講義，
全学教育及び学部講義への受入及び公開
講演活動等を通じた初等・中等教育との
連携を引き続き充実させる。 

・ 高大連携事業のこれまでの取組を検討・分析し，今後の指針を取りまとめた。ま
た，次の事項を実施した。 
① 引き続き，オープンキャンパス事業やプロフェッサー・ヴィジットを実施し
た。オープンキャンパスは札幌キャンパスと函館キャンパスで計４日間に渡っ
て開催し，高校生を中心に延べ約8,000名（平成19年度約6,600名）の参加
があった。また，プロフェッサー・ヴィジットには26校で延べ4,679 名の参
加があった。 

② 高校生による全学教育科目への聴講として，札幌市内４校 23 名を受け入れ
た。 

③ 北海道大学公開講座の高校生への開放として，札幌市立旭丘高校の生徒 20
名が聴講した。 

④ 高校からの依頼に基づいた出前授業や講師派遣，高校主催の進路説明会へ参
加した。 

【222】 
・ 地方自治体等の生涯学習計画の企画
・立案・各種相談並びに交流事業等に
積極的に参加し，地域社会の文化的活
性化に貢献する。 

【222】 
・ 地方自治体等の生涯学習計画の企画・
立案・評価・各種相談並びに交流事業等
に積極的に参加し，引き続き地域社会の
文化的活性化に貢献する。 

・ 高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部では，次のとおり地域社会の
文化的活性化等に貢献した。 
① 同センター生涯学習計画研究部専任教員が，北海道生涯学習審議会委員等と
して，北海道や札幌市等の生涯学習計画の立案や具体化などに協力した。 

② 「道民カレッジ」の事業やその一環としての「ほっかいどう学」大学放送講
座に参画するとともに，「さっぽろ市民カレッジ」の講座の企画・実施にも参
画した。 

③ 北海道開拓の村と共催して「博物館ボランティアの集い」を実施（平成 20
年 10 月）したほか，札幌市生涯学習振興財団の「ボランティアメッセインち
えりあ」（平成 21 年２月）に参画し，生涯学習ボランティアの養成及び研修
に協力した。 

④ 同センター生涯学習計画研究部専任教員が，網走市の社会教育計画づくりへ
の相談・助言に当たった。 

【223】 
・ 本学学部卒業者，大学院修了者の各
同窓会組織の連絡・協力体制の整備を
支援し，本学の研究，教育・社会連携
等に関する意見交換を広く行いうる
体制の構築を図る。 

【223】 
（２０年度は年度計画なし） 

（記載無し） 

②産学官連携の推進に関する具体的方
策 

【224】 
・ 大学と産業界を結ぶリエゾン機能を
一層強化するため，リエゾンオフィス
体制の整備を進めるとともに，学内の

②産学官連携の推進に関する具体的方策 
【224-1】 
・ 知財・産学連携本部を中心に，大学と
産業界を結ぶ技術移転機能を一層強化す
るとともに，各部局等との連携を強化す
るシステムの構築を検討し，学内の連絡

・ 平成20年４月，創成科学共同研究機構のリエゾン部を廃止し，知的財産の一元
管理と産学連携のワンストップ窓口を一体化した知財・産学連携本部として運用を
開始した。 

・ 工学系連携推進部との連携システムを構築し，部局内啓発や学外への部局シーズ
発信への協力等を行った。 



北海道大学 

- 106 -

調整機能を充実させる。 連絡調整機能を充実させる。 

【224-2】 
・ 技術移転機関等との連携を進め，大学
シーズと企業ニーズのマッチングを効率
よく進める。 

・ 北海道ＴＬＯ（株）に半年間の優先開示期間を設け，同社を通じ大学発の技術を
積極的に移転するとともに，優先開示期間を経過した案件に対しては，新たに国内
外の技術移転機関と連携し，研究成果の活用を推進した。 

・ 知財・産学連携本部の知財マネージャーが，工学研究科・情報科学研究科の産学
連携活動に参画し，共同で展示会へ出展，セミナーの開催，特許相談を行うなど，
学内の連絡調整機能の充実を進めた。 

【225】 
・ 産学官の連携・協力機能が集積され
た札幌北キャンパスにおいて，関連す
る研究所等のほか，産学連携施設，民
間資金活用関連施設の整備を図り，交
流のさらなる活性化を推進する。 

【225】 
・ 産学官の連携・協力機能が集積された
札幌北キャンパスにおいて，関連する研
究所等のほか，産学連携施設，民間資金
活用関連施設の整備を行う。 

・ 札幌キャンパス北部（北キャンパス地区）に研究開発から事業化までの一貫した
システムを構築することを目指す「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想」を，本学
を含めた産学官の11機関で構成される「北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会」とともに推進
した。この結果，産学連携施設としては，新事業の創出・育成を目指す「北大ビジ
ネス・スプリング」が中小企業基盤整備機構により平成20年12月にオープンした。
さらに，民間資金活用関連施設としては，塩野義製薬（株）による共同研究施設「創
薬基盤技術研究棟」が平成20年５月にオープンした。 

【226】 
・ 技術相談会及び交流セミナー等の開
催を積極的に進めるとともに，学内の
研究施設･装置の活用方法を整備し，
共同研究や受託研究をさらに推進す
る。 

【226】 
・ 技術相談会及び交流セミナー等の開催
を推進するとともに，学内の研究施設・
装置の活用方法の整備を引き続き検討
し，共同研究や受託研究を推進する。 

・ 知財・産学連携本部においては，企業ニーズと学内シーズのマッチングを行うと
ともに，地場企業と産学官連携の活性化を図り，研究開発・事業化プロジェクトへ
と発展していくことを誘導するために組織された「北海道中小企業家同友会産学官
連携研究会（ＨｏＰＥ）」及び「北海道経済連合会ビジネス交流会」などと協力し
て，交流セミナーを24回開催するとともに，企業からの技術相談を随時受け付け，
年間約300回の問合せに対応した。 

・ 長期的研究戦略構想検討ワーキンググループの下で，本学の各部局からの試料を
委託分析する「機器分析センター」と，前記「オープンファシリティ」の事務・窓
口を統合した「共用機器管理センター」設置に向けての具体的な検討を行い，平成
21年４月に発足することとした。 

・ 平成20年度の共同研究は473件（前年度413件），1,221百万円（同1,077百万
円），受託研究は449件（同439件），5,729百万円（同6,653百万円）であった。 

【227】 
・ 寄附講座の設置により研究・教育両
面での産学連携を推進するとともに，
学外機関研究員の受入体制を整備す
る。 

【227】 
・ 寄附講座の設置により研究・教育両面
での産学連携を推進する。 

・ 新規に６講座等（炎症眼科学講座，総合女性医療システム学講座，探索病理学講
座，生体情報科学（ＨＳＳ・北海道和光純薬）分野，糖鎖機能解析分野（住友ベー
クライト），社会資本研究分野）を設置した。この結果，平成20年度末で合計26
講座等となった。なお，ニコンバイオイメージングセンター研究部門及びマトリッ
クスメディスン研究部門の設置期限が到来したが，いずれも更新した。 

【228】 
・ 地方自治体・企業と連携し，社会の
ニーズに対応した研究プロジェクト
等について札幌北キャンパスの研究
スペース・施設を活用し，研究開発か
ら事業化・育成を行う体制の構築を進
め，技術移転及び起業促進を図るよう
に努める。 

【228】 
・ 地方自治体・企業と連携し，社会の
ニーズに対応した研究プロジェクト等に
ついて札幌北キャンパスの研究スペース
・施設を活用し，研究開発から事業化・
育成を行う体制の構築を引き続き推進す
る。 

・ 北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会事業として，インキュベーションセミナー及び各種支援
制度の説明を行った。 

・ 「協働型開発研究事業－地域ＣＯＥの形成－（特別教育研究経費）」により，「エ
レクトロスプレー法による生分解性ナノマテリアルの製造技術に関する研究」等，
19の協働型研究開発を，本学及び道の研究者により実施した。 

  また，「連携融合運営会議」により事業の進捗状況の把握や協力体制の整備を 
行った。 
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【229-1】 
・ 「北海道大学東京オフィス」に知財・
産学連携本部の東京支部を置き，専門家
を配置するなど産学官連携の機能強化を
図る。 

・ 北海道大学東京オフィスでは，各省庁や民間企業の連絡調整，首都圏所在企業と
の包括連携協定の運用に関する連絡調整を引き続き行った。 

・ 九州大学との合同で，それぞれの大学が今進めている研究を，広く産業界，社会
人，ＯＢ・ＯＧに知らせることや，各分野の方々との連携を深めるため，「九大・
北大フロンティア･セミナー」をスタートさせ，これに伴う準備，広報，調整など
を行った。 

【229】 
・ 産学官連携の拠点としての「北海道
大学東京オフィス」の機能強化を図る
とともに，海外における研究機関・大
学や企業等との連携活動拠点の形成
に努める。 

【229-2】 
・ 中国との交流拠点としての「北京オフ
ィス」の機能強化を図り，積極的な活用
を推進する。 

・ 北京オフィスを拠点として，以下の事業等を展開した結果，中国人留学生数が平
成19年度は前年度比22名増だったものが，平成20年度は前年度比81名増となり，
約3.7倍の増加となった。  
① 中国・北京大学，吉林大学（長春），寧夏大学（寧夏回族自治区），山東大
学（山東省），天津大学における留学説明会，日本留学フェア北京，日本留学
フェア上海等に参加して本学紹介等を行った。また，東北師範大学・赴日予備
学校（長春）において開催された国費留学予定者に対する日本の大学合同留学
説明会に参加した。 

② 10月から本学へ留学する予定の学生向けにガイダンスを８月に実施した。 
③ 中国における大学生の進路志向と留学に関する意識調査を実施し，報告書「中
国における主要大学の留学政策と大学生の進路指向」を作成した。 

④ 「北海道大学・北京科技大学学術交流セミナー文系セッション」をテレビ会
議システムを利用して実施した。 

⑤ ＪＩＣＡ（国際協力機構）中国人材育成事業による研修生受入れに係る中国
の大学や省政府との連絡調整を行った。 

⑥ 平成20年６月及び12月に北京オフィスにおいて，物質科学アジア国際連携
大学院博士後期課程の面接試験とテレビ会議システムを利用した口述試験を実
施したほか，平成21年１月に法学研究科が大学院入試を実施した。  

⑦ 名古屋大学と合同で，平成21年３月に南京市南京大学を会場に「南京大学・
名古屋大学－北海道大学デー」，北京市清華大学を会場に「清華大学・北海道
大学－名古屋大学デー」を開催し，本学からは総長をはじめ５部局等の教員・
学生等が参加して，本学の説明や留学相談等を行った。 

⑧ これら諸活動と並行して，学内教職員，中国同窓会等に北京オフィスを有効に
活用してもらうため，「メール通信」を５回発行した。 

③留学生交流その他諸外国の大学等と
の教育研究上の交流に関する具体的
方策 

【230】 
・ 国際交流の企画立案にあたる組織を
平成１６年度から設置し，国際交流の
活性化を図る。 

③留学生交流その他諸外国の大学等との教
育研究上の交流に関する具体的方策 

【230-1】 
・ 国際交流室及び国際戦略本部のもとで，

専門性の高い人材の育成，活用の方策を
含む全学的な国際化戦略を引き続き検討
するとともに，「持続可能な開発」に関
するネットワークを活用して，情報・意
見交換，教育・研究における連携等，国
際交流の活性化を推進する。 

・ 平成20年７月に開催されたＧ８北海道洞爺湖サミットを契機に，本学を世界に
アピールできる絶好の機会になると考え，「持続可能な開発」領域の研究と教育を
強化する事業を以下のとおり展開した。 
① 平成19年７月から１年間，「Sustainability Research and Education 
Promotion Marathon」と名付けて，50以上の関連シンポジウムや市民向け講座
を断続的に開催し，本学の研究の成果を公開する事業を展開した。 

② Ｇ８サミット直前においては，「サステナビリティ・ウィーク2008-Ｇ８サ
ミットラウンド」と名付けて，集中的に関連行事を実施した。 

③ サステナビリティ・ウイーク2008の特別講演会として，平成20年７月８日
に国連事務総長を本学に招き，講演会及び学生との対話集会を開催した。  
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【230-2】 
・ 「Ｇ８北海道洞爺湖サミット」を機会
に，サミット関連行事企画本部による関
連行事を実施する。さらに，本学総長が
実行委員会委員長として開催する「Ｇ８
大学サミット」などを通じ，国際交流の
一層の活性化を図る。 

・ 平成20年６月29日から７月１日までに世界主要大学の学長等が札幌に集まった
Ｇ８大学サミットの運営組織の中核として参画するため，平成19年12月にＧ８大
学サミット準備事務室を設置して行事の運営に係る体制を整え，国内外の機関との
連絡調整，会議の運営業務等を円滑に処理し，開催を成功に導いた。 
これらを通じ，業務の専門性を高めて人材育成を図るとともに，本学の国際交流

の活性化に貢献した。 
・ Ｇ８大学サミットに参加する外国の大学関係者をサポートするため，本学として
初めて学生をスチューデントアンバサダーとして採用する仕組みを作り，海外来訪
者へのサービスレベルを上げ，国際化が進んでいる大学であるとのイメージを定着
させた。この仕組みは，従事した学生にとっても国際的な就業体験となり，国際的
素養の向上に繋がった。 

【231】 
・ 国際交流の在り方等について海外大
学等の有識者による外部評価や意見
交換等を実施する。 

【231】 
・ 国際交流の在り方等について海外大学
等の有識者による外部評価や意見交換等
を実施する。 

・ 韓国・ソウル大学等の大学間交流協定校とは，ジョイント・シンポジウムにおい
て国際化についてのセッションを設けたほか，研究者交流などの機会を捉え，交流
の在り方や国際戦略について意見交換を実施した。また，遼寧大学等の協定校以外
の大学関係者とも，来学時や国際会議の機会を捉えて同様の意見交換を行った。 

・ Ｇ８北海道洞爺湖サミットに合わせ本学で実施したサステナビリティ・ウィーク
2008（６月23日～７月11日）のオープニングシンポジウム等の関連行事など，さ
まざまな国際交流を通して関係者とその都度意見交換等を行った。 

・ Ｇ８大学サミットで来札した海外の大学のうち，アメリカ・カリフォルニア大学
ロサンゼルス校，カナダ・ブリティッシュコロンビア大学，南アフリカ・ヨハネス
ブルグ大学，フランス・エコールポリテクニーク，中国・清華大学及びイタリア・
トリノ工科大学との間で大学間交流協定を締結し，国際交流に係る意見交換を行っ
た。 

・ 総長，国際担当副学長等が大学間協定調印のため，タイ・アジア工科大学，モン
ゴル・モンゴル国立農業大学，台湾・中央研究院を訪問し，大学代表者と今後の国
際交流の推進方策等について意見交換を行った。 

・ 南アフリカ・日本副学長フォーラム（平成20年４月）やブラジルで開催された
日伯学長フォーラム（平成20年11月）に国際担当副学長が参加し，大学関係者や
政府教育機関関係者と意見交換を行い，現在協定校の少ない地域での大学との交流
推進について情報収集を行った。 

・ 国際戦略本部会議において，国際交流のあり方についての外部評価の平成21年
度実施に向け，他大学例やTimes Higher Education(THE)- Quacquarelli Symonds
（ＱＳ）世界ランキングのデータベース会社から提供を受けた本学の評価結果・分
析等を参考に，評価者，評価項目等の検討を開始した。 

【232】 
・ 大学間の交流協定の増加を図る一
方，現在締結している協定については
交流内容及び交流実績により見直し
を行い，国際交流を量的にも質的にも
向上させる。 

【232】 
・ 大学間の交流協定の増加を図る一方，
現在締結している協定については国際交
流室において交流内容及び交流実績によ
る見直しを行う。引き続き，中国をはじ
めとするアジア諸国，北方圏及びオセア
ニア諸国との交流の強化を図る。また，
国際的な拠点大学との連携により，国際
南極大学カリキュラムを国際標準として
確立させ，南極研究を行っている大学等

・ 大学間交流協定校は，平成19年度末の50校から平成20年度末には66校に増加
した。平成20年度には，アジア地域５校，オセアニア地域１校，欧州３校，アフ
リカ地域３校と新規に協定を締結したほか，協定内容・実績を精査した結果，アジ
ア地域４校，北米地域１校との部局間協定を大学間協定へと発展させた。 

・ 平成20年11月にブラジル・クイヤバー市で開催された日伯学長フォーラムに参
加し，南米地域との協定関係開発に向けて，ブラジルの大学関係者と協定締結の可
能性について情報交換を行った。 

・ 留学生センター主催で，協定校の日本語教員を対象に，日本語教育のスキルアッ
プとさらなる交流の促進を図る目的で「日本語教授法ワークショップ」を開催し，
海外５大学から５名の日本語教員が参加した。 
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との質の高い国際交流を目指す。 ・ 国際南極大学カリキュラムにおいて，引き続き，スイス連邦工科大学（ＥＴＨ）
グループの協力のもと，スイスアルプスにおいて野外実習及び講義を実施したほ
か，本学雨龍研究林（母子里）において氷雪に関する野外実習を実施した。また，
スウェーデンから極地研究者を招いて極地研究の最前線を紹介する講演を実施し
たほか，ＥＴＨの教授が本学において集中講義を行った。 

【233】 
・ 交流協定を締結した大学との間にお
いて，相互の交流拠点形成の実現に向
けた計画を整備する。 

【233】 
・ 交流協定を締結した大学との間におい
て，相互の交流拠点形成の実現に向けた
計画を具体化させる。 

・ 韓国・ソウル大学とは，平成10年から毎年交互に当番校となって合同シンポジ
ウムを開催し，学術交流拠点としての実績を積み重ねている。平成20年度は本学
が当番校となり，全体会と10分科会を開催した。ソウル大学からは教員・学生等
60名以上が来札し，両大学から延べ400名の参加があった。 

・ 北京オフィスを拠点として，中国各地域において，学生への留学説明会や大学間
交流の可能性についての情報交換を行った。 

・ 大学間協定校のオウル大学とは，同大の創立50周年記念式典に参加し交流強化
等について意見交換を行ったほか，ダブルディグリー等の具体化のため相互に訪問
を重ね，欧州における交流拠点としての関係強化を進めた。 

・ バングラデシュのダッカ大学を訪問し，大学間交流協定及び同大に本学のダッカ
・オフィスを設置することについて話し合いを行った。 

・ 大学間協定校であるアジア工科大学，トリノ工科大学，スイス工科大学，パリ政
治学院，グルノーブル大学連合及び部局間交流協定校であるチュラロンコン大学，
ライデン大学を訪問し，大学連携・学生交流強化のためダブルディグリー等の実施
に向けた協議を行った。 

【234】 
・ 留学生双方向交流の拡大に向け，大
学間の学生交流に関する覚書の増加
や単位互換制度の充実に努める。 

【234】 
・ 留学生双方向交流の拡大に向け，引き
続き大学間の学生交流に関する覚書の増
加に努めるとともに，単位互換の実績の
ある部局又は他大学の事例を参考に，単
位互換制度の適切な運用を推進するため
のマニュアルを完成させる。 

・ 大学間学生交流覚書締結大学は平成20年４月現在で，14ヵ国・１地域，40大学
・２大学連合であったが，平成20年６月に開催したＧ８大学サミット等を契機に，
新たに13大学と大学間学生交流覚書を締結した。その結果，協定締結大学は20ヵ
国・１地域，53大学・２大学連合となった。 
また，平成19年度に策定した中国「国家建設ハイレベル大学大学院生派遣プロ

ジェクト」による優秀な留学生の招致，中国の協定大学及び協定大学以外の大学か
らの留学希望者にも積極的に対応するための方策を継続的に実施した。 
さらに，明治大学を代表とする日加戦略的留学生交流推進プログラムに，日本コ

ンソーシアム参加大学（13大学参加）として平成19年度から加入し，平成20年度
に奨学生1名が採択された。 

・ 海外留学予定者及び潜在的な海外留学希望者の増加に伴い，単位互換の充実がま
すます重要となっていることから，平成20年度には，教育改革室と国際交流室共
同で国際教育交流推進ワーキンググループを立ち上げ，その中で具体化に向けた多
面的な議論を開始した。 

【235】 
・ 交流基盤拡大のため，外国人研究者
招聘，教員の在外研究，事務･技術職
員の海外研修等を推進する。 

【235-1】 
・ 交流基盤拡大のため，外国人研究者招
聘，事務・技術職員の海外研修及び教員
の在外研究の推進方策について検討す
る。特に，大学間交流協定大学等におい
て事務・技術職員の海外研修を実施する。 

・ 国際交流活性化のため，総長室重点配分経費による大学間協定校との交流促進事
業（招へい・派遣）を展開して，62名の研究者を招へいし，32名の教員，学生等
を派遣した。また，新規協定締結計画事業を展開し，20名の研究者を招へいし，19
名の教員を派遣した。 

・ 文部科学省が募集した「大学教育の国際化加速プログラム」の「海外先進教育研
究実践支援」により５名の教員を申請し，採用となった４名を海外に派遣した。 

・ 事務職員２名を平成19年度から２年間の予定で，文部科学省及び日本学術振興
会において研修に従事させ，平成20年度は各々を米国及びスウェーデンに１年間
派遣した。 
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・ ソウル大学との合同シンポジウムや南京大学及び清華大学での北海道大学・名古
屋大学合同デイズの開催に際し，事務職員が先方大学等との連絡調整などの準備全
般を担当し，海外の開催地においても運営業務を行い，スキルアップを図った。 

・ 中国の大学間交流協定大学等への訪問調査や留学フェア参加の際，国際部門担当
職員とともに国際部門以外の若手職員を海外研修の一環として派遣し，大学各部門
において国際業務に対応できる職員の育成を図った。 

【235-2】 
・ 特に「持続可能な開発」国際戦略の推
進，「Ｇ８北海道洞爺湖サミット」に向
けての本学の関連行事の実施，「Ｇ８大
学サミット」の開催業務などを通じ，国
際的事務支援に係る能力開発を図る。 

・ Ｇ８大学サミットは，Ｇ８北海道洞爺湖サミットに合わせ，史上初の試みとして
札幌市で開催された。本学は東京大学及び慶應義塾大学とともに実行委員会のメン
バーとなり，本学事務局に準備事務室を設置した。事務職員は，これまで前例のな
い規模の国際会議の業務を処理し，Ｇ８大学サミット会議運営の中心的役割を果た
した。 

・ 平成20年６月から７月にかけて開催したサステナビリティ・ウィーク2008にお
いて，「持続可能な開発」国際戦略本部が中心となって準備事務室を運営し，３週
間に及ぶ関連行事の情報を英語ウェブサイト‘Hokudai Network for Global 
Sustainability’に掲載し，世界に向けて情報を発信したほか，アジア環境大学院
ネットワーク（ＰｒｏＳＰＥＲ．Ｎｅｔ）の設立会議の開催，国連大学事務総長の
特別講演会の開催等において，事務職員の企画力及び対外交渉力を強めるなど，ス
タッフディベロプメントの強化を図った。 

④教育研究活動に関連した国際貢献に
関する具体的方策 

【236】 
・ 国際援助機関等による各種共同研
究，国際共同開発プロジェクトの獲得
･実行を支援するための学内体制を整
備する。 

④教育研究活動に関連した国際貢献に関す
る具体的方策 

【236】 
・ 国際援助機関等による各種共同研究，
国際共同開発プロジェクトを獲得･実行
するため，学内の啓発に努めつつ支援の
充実を図る。また，専門家の派遣を推進
するとともに，研修員の受入を促進する。
特に，国際協力機構（ＪＩＣＡ）との連
携協力をより一層推進し，また，国際協
力銀行中国人材育成事業による研修生の
受入を促進する。 

・ ＪＩＣＡ研修員の受入れを以下のとおり拡大した。 
① 平成18年度から実施している地域別研修「都市下水道事業管理研修コース」
に９名の研修員を受け入れた。（平成20年７月－８月） 

② 平成18年度から実施している地域別研修「森林エコツーリズムの推進によ
る地域経済活性化研修コース」に８名の研修員を受け入れた。（平成20年７
月） 

③ 平成18年度から実施している地域別研修「鳥インフルエンザ防除対策ワー
クショップ」に９名の研修員を受け入れた。（平成20年９月－10月） 

④ 長期研修員（大学院課程在籍者）を９名受け入れた。 
⑤ その他，個別研修のため６名の研修員を受け入れ，研修を実施した。 

・ 「都市下水道事業管理研修コース」の研修員のフォローアップ事業として，南東
欧へ３名の講師を派遣し，セミナーを開催した。（平成20年11月） 

・ ＪＩＣＡの開発途上国の要請に基づく専門家・調査団の派遣事業において，タイ
へ７名派遣したほか，ベトナム，シンガポール，ザンビア，エジプト，モロッコへ
各１名派遣した。 

・ ＪＩＣＡ草の根技術協力事業として，歯学研究科がバングラデシュにおいて連携
協力事業を実施した。（平成19年度から実施） 

・ 中国人材育成事業（旧ＪＢＩＣ）により中国の大学教員３名を研修員として受け
入れたほか，中国新彊ウイグル自治区地方都市環境整備事業研修（平成20年11月
－12月）に14名の研修員を受け入れた。 

・ ＪＩＣＡとの連携協議会を７月と２月に開催し，一層の連携強化に向けての協議
を行い，ＪＩＣＡ研修員の受入れのほか，ＪＩＣＡからの講義の提供等，具体的な
連携協力を進めた。 

・ 教職員及び学生に対し，国際協力事業への理解を深め，より積極的な参加を促す
目的で，パンフレット「国際協力事業への取り組み」をＪＩＣＡ札幌国際センター
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の協力を得て平成21年２月発行した。 

【237】 
・ 国際開発協力実施のための学内基盤
醸成及び人材育成を図るため，関連実
務経験者によるセミナー，国内外の開
発援助機関による研修会等の機会を
確保する。 

【237】 
・ 国際開発協力実施のための学内基盤醸
成及び人材育成を図るため，引き続き関
連実務経験者によるセミナー，国内外の
開発援助機関による研修会等の機会を確
保する。 

・ ＪＩＣＡとの連携協力の下で，以下のような取り組みを行った。 
① 青年海外協力隊ＯＢによる活動報告などを内容とする「国際連携協力セミ 
ナー」を，本学を会場に５月，10月，12月の計３回開催し，平均して約90名
の学生等が参加した。 

② 経済学部との連携講座（前期：応用経済学特殊講義Ⅱ－国際経済協力・ボラ
ンティア概論）を実施した。また，ＪＩＣＡ札幌国際センターでのインターン
シップの機会を確保し，３名の学部学生を夏期休業期間に派遣した。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

①良質な医療人養成の具体的方策 
【238-1】 
・ 引き続き，医師及び歯科医師の卒後臨
床研修プログラムの充実を図る。 

・ 医師卒後臨床研修については，研修プログラムに基づき，Ａコース 23 名，Ｂ
コース35名，Ｃコース７名の計65名の研修医を受け入れた。（コースＡ：１年目
北大，２年目学外，Ｂ：１年目学外，２年目北大，Ｃ：２年間北大） 

・ 従来２年目の必修科（小児科，産婦人科，精神科各１ヵ月計３ヵ月）について，
１年目での研修を可能とした。これに合わせ，この研修をした者のうち，特に内科，
外科，救急，麻酔科の専門医を目指す臨床研修医は，１年目で研修することになっ
ていた必修科（内科，外科，救急・麻酔いずれか３ヵ月）を２年目に選択すること
を可能とし，２年目の残り８ヶ月（別の１ヶ月は地域医療）と合わせて，同一の診
療科で11ヶ月を継続して臨床研修ができることとした。（11ヶ月間） 

・ 歯科医師卒後臨床研修については，単独型37名，複合型22名の研修医を受け入
れた。（単独型：１年間北大，複合型：７ヵ月北大，５ヵ月協力病院） 

①良質な医療人養成の具体的方策 
【238】 
・ 医学研究科・医学部及び歯学研究科
・歯学部との密接な連携の下に，卒前，
卒後教育並びに生涯教育の実施体制
を整備する。また，基礎研究を臨床医
学に移転する臨床研究を主体的に展
開する。 

【238-2】 
・ 引き続き，医師及び歯科医師の卒後臨
床研修終了後の専門医養成（後期研修）
プログラムの整備充実を図る。 

・ 大学病院連携型高度医療人養成推進事業として「自立した専門医を育むオール北
海道プラス１」が平成20年度に採択された。これにより札幌医大，旭川医大，東
京慈恵会医大と連携した地域循環型で10年一貫型の指導医育成プログラムが平成
21年度より実施される。 

・ 医師後期臨床研修については，研修プログラムに基づき81名（医科76名，歯科
５名）の後期研修医を受け入れた。 

【239】 
・ 卒前，卒後教育に関しては，救急医
療を含む実践教育を重視するだけで
なく，全人的医療人の養成に努める。 

【239】 
・ 平成１９年度までに構築した「地域・
大学循環型の専門医育成定着システム」
を推進する。 

・ 平成20年度文部科学省「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」に採択され
た「自立した専門医を育むオール北海道プラス１」により，札幌医大，旭川医大，
東京慈恵会医大と連携及び関連教育病院を共有化し，後期研修医が卒後10～12年
までの間に，地域と大学を循環して最適な専門研修を受けることができる研修シス
テムを構築した。 

・ 本事業の開始にあたり専任教員として，特任講師１名，特任助教２名，事務補佐
員１名を採用した。 

・ 平成20年10月，指導医講習会を開催し，研修医の指導にあたる指導医の育成を
図った。 

・ 研修医の医療技術向上を図るため，シミュレーション施設（スキルズラボ）を設
置し，各種シミュレーター機器を拡充整備した。 

・ 道内の大学病院連携型高度医療人養成推進事業に関連する医療機関及び全国大学
附属病院等に対しパンフレットを配布し，また，本プログラム専用のＨＰを開設し，
平成21年３月にシンポジウム（第１回）を開催するなど関係医療機関への周知を

中
期
目
標 

・ 教育，研究，診療のそれぞれの課題と役割を明確にしつつ，先端的医療を実践する拠点を形成する。 
・ 医学部・歯学部の学生への臨床医学教育，医学研究科・歯学研究科の学生に対する臨床研究を通して，全人的医療人の育成を目指す。また，本学の他研究科等や企業，
官庁と連携し，高度先進医療の基盤となる研究や技術開発を促進し，その成果を日常の診療に還元する。一方で社会に開かれた病院とし，専門性の高い医療の実践，地域
医療支援，市民への健康サービスを行う。これらの活動を実現するために，教育，研究，診療の各部署にそれぞれ専門性の高い優れた人材を配置するとともに，経営を効
率化し，健全な病院経営を行う。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 
(3) その他の目標 
 ② 附属病院に関する目標 
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行った。 
【240-1】 
・ 北海道内の医療機関における勤務医・
開業医に対し，講演会等により最新の医
療技術等の指導・啓蒙を行う。 

・ 北海道医師会，北海道歯科医師会等と連携し，北海道内の医療機関における勤務
医・開業医に対する講演会等を487回開催又は参画し，延べ24,490名の参加者に
指導及び啓発を行った。 

【240】 
・ 医師・歯科医師の生涯教育並びに地
域医療支援に資するため，最新の研究
成果や医療情報の提供，技術指導，共
同研究を行う。  【240-2】 

・ 地域医療支援のための「地域医療支援
室」による医師紹介業務を継続し，北海
道医療対策協議会等との連携を図る。  

・ 「地域医療支援室」において，3,225件の医師紹介要請に対し，3,176件，延べ
7,280名の医師を紹介した。 

・ 北海道医療対策協議会に病院長が参画し，地域病院の医師派遣（紹介）に関する
調整について協議を行った。 

【241】 
・ これらの活動並びに組織運営体制に
ついて，外部評価を受ける。 

【241】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ （財）日本医療機能評価機構により平成19年６月に指摘を受けた改善要望事項
６項目，留意事項１項目について，改善に向けた取組を実施し再受審した。その結
果，（財）日本医療機能評価機構の定める認定基準を達成したものと認定された。 

②研究成果の診療への反映や先端的医療の
導入のための具体的方策 
【242-1】 
・ 平成１８年度に設置した高度先進医療
支援センターを中心に，遺伝子工学を用
いた細胞治療，末梢血幹細胞移植の内製
化，探索医療（トランスレーショナルリ
サーチ），治験研究及び臓器移植医療等
の高次医療を積極的に推進する。併せて
産学医療連携・歯科診療の機能を有する
多目的施設について，引き続き検討する。 

・ 高度先進医療支援センターにおいて，造血幹細胞移植を中心に76件の細胞採取
・調整業務を行い，細胞治療，再生医療を促進した。また，細胞プロセッシングル
ームの細胞無菌培養室に担当者を配置し，ＧＭＰ準拠の文書作成や環境維持管理な
ど体制を整備した。 
※ ＧＭＰ準拠とは，医薬品製造基準に準じた安全性を保証する体制（患者への
治療用として使用できる試験物を製造できる体制） 

・ 骨髄移植（56件）臍帯血移植（12件）生体腎移植（18件）献腎移植（４件）生
体部分肝移植（16件）及び脳死肝移植（２件）を実施した。 

・ 先進医療（新規）について，胸部悪性腫瘍に対するラジオ波焼灼療法，腎悪性腫
瘍に対するラジオ波焼灼療法，超音波骨折治療法の計３件を新たに届け出た。 

・ 医・歯学総合メディカルセンターの新営構想について引き続き検討を行った結果，
既に当初の構想にあった多くの機能を既存施設の有効活用により実施済みである
ことに加え，収支赤字である現状を鑑み，今中期目標期間中においては新たな財政
投融資借入による大規模なセンター新営は行わないこととした。 

【242-2】 
・ 平成１８年度に開始した先端融合領域
イノベーション拠点形成を中心に，先端
生命科学領域や関連企業の研究者と共同
研究を進め，先端医療の成果につなげる。 

・ 放射線部内に設置された世界初の頭部用半導体ＰＥＴを用いて頭頚部癌の診断精
度向上についての成果を論文公表した。あわせて64スライスＣＴ装置の装着され
た最新式全身用ＰＥＴ－ＣＴ装置を導入し，幅広い臨床研究ができる体制が整備さ
れた。これら先駆的なＰＥＴ装置を用いて病院内で実施されている種々の先駆医療
の効果判定を検証できる体制づくりの検討を開始した。 

②研究成果の診療への反映や先端的医
療の導入のための具体的方策 

【242】 
・ 遺伝子工学を用いた細胞治療，高度
先進医療，探索医療（トランスレーシ
ョナル・リサーチ）及び治験研究を積
極的に推進するための組織と施設の
整備に努める。さらに，産学共同研究
を推進し，研究成果の産業界への移転
を図る。 

【242-3】 
・ 平成１８年度に設置した寄附研究部門
（分子追跡放射線医療寄附研究部門）に
おいて，先端的理工学的研究と動体追跡
放射線治療研究を融合した先鋭的医工学
を創生する。 

・ 新たにＰＥＴ装置の原理を応用することにより，放射線治療開始前に腫瘍の位置
を確認する分子イメージガイド放射線治療（ｍ－ＩＧＲＴ）の基礎的検討を行った
結果，対向型ＰＥＴ装置を用いた高解像度ｍ－ＩＧＲＴデバイスの可能性が示唆さ
れた。これを用いた試作機を活用し画像再構成に成功したことにより，詳細な性能
評価を行った。 

・ 平成19年度採択されたＮＥＤＯプロジェクト「ミニマムリスク型放射線治療装
置の開発」において，次世代動体追跡放射線治療装置のプロトタイプを完成させ，
その性能評価を行った。 

【243】 
・ 包括的な臨床試験や地域連携型の治
験を推進し，新しい医療技術や機器の
臨床応用を図る。 

【243】 
・ 高度先進医療支援センターの治験管理
部門を活用した医師主導型や地域連携型
などの治験を推進する。 

・ 基礎的な探索的研究や歯科診療に関する研究も含む236件の臨床研究の研究計画
立案や倫理審査への支援を行い，産学医療連携を推進した。また，糖尿病やリウマ
チ性疾患等に関する治験を関連する地域医療機関と共同で推進した。 
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③医療サービスの向上や経営の効率化に関
する具体的方策 

【244-1】 
・ 引き続き，医療安全管理部及び感染制
御部の活動の充実を図り，安全な医療を
提供する。 

・ 危険薬剤等に関するマニュアルと業務手順書の改訂及び情報の収集・管理体制の
整備を行い，医薬品安全使用の管理体制を強化した。 

・ 全職員を対象とした医療安全対策に関するアンケート調査を実施し，医療安全に
関する取り組みの周知・啓発を図った。 

・ レベル３ｂ以上（傷害の程度を影響度により０～５段階レベルに分類，死亡はレ
ベル５）の有害事象が発生した時の対応としてＲＣＡ分析（ＲＣＡとは根本原因を
追究することであり，再発防止を目的としたアクシデント・インシデントの事故原
因を追究すること）による再発防止策を策定した。 

・ 法制度が検討されている医療安全調査委員会設置にむけて院内における患者死亡
時の報告体制を再整備した。 

・ 院内感染対策講演会を51回実施，ビデオ同時放映による会場拡大により，職員
の教育研修機会の充実を図った。 

【244-2】 
・ 平成１９年度に創設した連携登録制度
により，前方・後方支援医療機関との連
携ネットワークを推進する。 

・ 連携登録病院をこれまでの急性期病院を中心とした51医療機関から療養型医療
施設を含む664医療機関（医科）へと大幅に拡大した。これにより，前方支援とし
ての紹介患者の受入増と後方支援としての退院患者の転院先確保など地域医療機
関との連携ネットワーク機能を強化した。 

【244-3】 
・ 引き続き，歯科診療センターの診療シ
ステムの効率化に努める。 

・ 平成20年５月から歯科システムの電子カルテについて協議し，平成21年１月か
ら稼働を開始した。 

【244-4】 
・ 電子カルテ導入と部門システム更新を
含めた病院情報管理システムの稼働を開
始する。 

・ 平成20年４月から病院情報管理システムの本格的稼働を開始した。 
・ 第２内科で電子カルテを導入し，紙媒体の患者情報や画像データをどのように電
子化するかという実装上の問題点等踏まえ，平成21年４月には内科系診療科にお
けるカルテ様式のフル電子化（カルテ様式１号紙，２号紙，退院時サマリー）に向
け，平成21年３月に準備が完了した。 

・ 放射線科とリハビリ科において電子コメントによるペーパーレス化を実施した。 

③医療サービスの向上や経営の効率化
に関する具体的方策 

【244】 
・ 医療提供体制の整備を行い，外来・
病棟・中央診療部門の重点化，効率化
を進める。 

【244-5】 
・ 経営基盤の確立と収支構造の改善を図
るため，以下のことを実施する。 
ア） 病院管理会計システムの活用及び
ＤＰＣ分析等による経営戦略の策定 

イ） 医薬品及び医療材料のコスト削減 
ウ） 大型医療機器の更新 
エ） 手術環境の整備 
オ） 固定病床・共通病床の見直し 
カ） 周産期医療の充実 
キ） 先進急性期医療センターの充実 
ク） クリティカルパスの充実 

ア）・ 平成20年５月から，院内専用ホームページに診療科別の月別診療データ（対
前年度及び目標額との比較，請求額，患者数，単価，在院日数，医療費率）を
掲載し，請求目標額達成への意識を高めた。 

・ 病院管理会計システムを活用して診療科別の医業収支を算定し，院内各種会
議に報告した。あわせて，平成22年度以降のＤＰＣ調整係数廃止を想定して，
調整係数廃止に伴う診療科別医業収支への影響を試算し報告した。 

イ）・ 薬剤見直しワーキンググループにおいて，薬効別に分類した18のグループ
について，順次，品目の絞り込み，ジェネリック薬品への切り替えを促進した
結果，平成19年度医療費率35.5％に対し平成20年度医療費率33.5％となり
（いずれも７対１基本診療料を含んだ請求額に対する比率），医療費の大幅な
削減を図った。 

ウ）・ 500万円以上の医療機器について，設備マスタープランを策定し平成20年７
月の病院執行会議に報告した。 

  ・ 増収方策の一環として，平成20年10月，ＭＲＩを２基増設（３→５基体制），
平成20年12月，ＰＥＴ－ＣＴを導入した。 

エ） 平成20年４月より，麻酔科サポート体制，麻酔科への人的応援をした診療科
に優先的に手術枠を付与する体制を整備し，麻酔業務の円滑な運用を図った。 

オ）・ 平成20年６月に病棟再編ワーキンググループを設置し，臓器別病棟への再
編の可能性について，一部診療科と協議を開始した。 
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  ・ 効率的かつ計画的な共通病床の運用を図るために共通病床運用要項を改定
し，病床決定の権限を副看護部長が掌握することとした。 

カ） 低出生体重児等ハイリスク分娩への体制を整備するため，ＮＩＣＵ（新生児集
中治療室）３床増床とＧＣＵ（継続保育室）７床新設，合計10床が特例病床と
して申請した結果，承認されたのを受け，平成21年４月末から稼働することと
した。 

キ） 平成20年４月より，各診療科ローテートによる人的応援体制を実施し，ＩＣ
Ｕ業務の円滑な運用を図った。 

ク） クリティカルパス（入院から退院までの診療計画）の電子化運用に向け試行を
実施し，その評価結果を踏まえ平成21年度からの開始に向け体制を整備した。 

【244-6】 
・ 臓器別診療を含む外来診療科の再編を
進めるとともに，新たな施設整備を計画
する。 

・ 外来診療棟地下に新たな診療可能スペースを確保するため，給食施設跡地の改修
工事を行い，平成20年12月看護師更衣室を給食施設跡地に移設した。 

・ 狭隘化が著しい高度先進医療支援センター（治験管理部門）の拡充計画を，施設
マスタープランワーキンググループで策定した。 

【244-7】 
・ がん診療体制を整備する。 

・ 平成21年２月「地域がん診療連携拠点病院」に指定された。 
・ 平成 19 年度に設置した緩和ケアチームを，平成 20 年４月から本格稼動させ， 
172名の患者を受け入れた。また，平成21年１月に緩和ケア外来を開設した。 

・ 化学療法部利用延べ患者数は，平成19年度の4,157名から平成20年度は4,942
名と大幅に増加した。 

【244-8】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 新たな医療体制の提供として以下の診療部門を新設・拡充した。 
平成20年９月  変形性膝関節症の早期診断と進行の予防のため「膝の軟骨 

検査外来」を開設 
平成20年12月  不妊・不育症治療に対する社会的ニーズに応えるため不妊 

治療部門を拡充し「生殖医療センター」を開設 
平成21年1月  症状緩和のための診察，ケア，アドバイスを外来で行うた 

め「緩和ケア外来」を開設 
平成21年３月  世界で初めてピロリ菌の除菌により胃がんの発生を1/3以 

下に抑制できることを証明し,全国初の「ピロリ菌専門外 
来」を開設 

【244-9】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 政府，地方自治体からの要請に応じ，以下の取組を行った。 
平成20年７月  北海道洞爺湖サミットにおけるＮＢＣ（核物質・生物剤・化 

学剤）災害・テロ対策体制への協力 
平成20年10月 札幌市救急医療体制(妊婦夜間救急搬送の輪番制)を開始 

 （３月末までに未受診妊婦5名の緊急搬送を受け入れた） 
平成21年２月  札幌市医師同乗救急搬送業務（ドクターカー）への協力開始 

【245】 
・ 長期入院患者や入院児童のために，
院内学級や四季の催し等の患者サー
ビスを充実させる。 

【245-1】 
・ 院内学級，ふれあいコンサート等に研
修医・学部学生を参画させて，患者サー
ビスを充実させる。併せて院内学級の移
設を含む教育環境の整備に努める。 

・ 現在の小・中二学級編成による院内学級の教育環境（教育の質）を維持するため
に，入級児童を確保する方策として，各病棟，保護者間の連携体制を整備した。 

・ 引き続き，院内学級の春遠足（小中学生５名参加）及び秋遠足（小中学生８名参
加）を実施し，これらの行事に研修医も同行させた。 

・ ふれあいコンサート（七夕の夕べ，クリスマスの夕べ）を実施し，入院患者とそ
の家族を中心にそれぞれ約300名以上が参加した。 

・ 職員団体が患者サービスを目的として「写真展」,「生花展」をアメニティホー
ルで開催した。 

・ 平成20年５月，北海道日本ハムファイターズの選手と院内学級及び小児科入院
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患者との交歓会を実施した。 

【245-2】 
・ 引き続き，患者満足度調査を実施し，
患者サービスの充実を図る。 

・ 引き続き，患者満足度調査を実施し，患者サービスの充実を図った。 
・ 平成20年７月には，患者満足度調査により要望のあったスターバックスをアメ
ニティホールに設置した。 

・ 増加する患者からの苦情相談，院内暴力等に対応するため，専任の担当者を配置
するとともに，患者からの投書に対応して，関係部署への意識の啓発を図った。 

【246-1】 
・ 病院の管理運営に関する重要事項を審
議する病院執行会議での検討を踏まえ，
病院経営改善を推進する。 

・ 病院の管理運営に関する重要事項を審議する「病院執行会議」を22回開催し，
教育・研究面，診療面及び運用面の重要事項について審議した。その結果，麻酔科
・ＩＣＵサポート体制の決定，インセンティブ経費の決定，診療科別医員配置員数
の決定，地域医療支援プロジェクトの策定，臨床研究制度改定への対応などを行っ
た。 

・ 病院経営の企画・執行機能をより一層強化するため，従来の経営企画室を病院長
直轄の企画マネジメント部に改組した。 

・ 経営に関する情報を院内の教職員に周知するため，企画マネジメント部ニュース 
の定期的（隔月）発行を決定し，平成21年３月に創刊号を発行した。 

【246】 
・ 病院長の指導体制を確立し，専門的
立場から病院長を補佐する制度を確
立するとともに，病院専任教員の役割
を明確にし，適正に評価する体制をつ
くる。 

【246-2】 
・ 平成１９年度に構築した病院所属教員
の診療業務等に対する評価システムを発
展させるとともに，その検証を行う。 

・ 平成20年５月に開催したワーキンググループにおいて，評価方法について検証
を行い，各評価項目に対する加算ポイントを一部改正した上で，６月・12月の手当
支給に反映させた。 

【247】 
・ 看護部，薬剤部及び中央診療部の合
理的再編を進め，病院運営の改善，効
率化を図る。 

【247】 
・ 診療支援部等の人材の効率的配置を行
い，病院運営の改善，効率化を引き続き
推進する。 

・ 全病棟，中央診療ナースセンター，外来，化学療法部等に静脈注射エキスパート
ナース100名を配置し，看護師による静脈注射を実施した。これにより医師の業務
の一部軽減化が推進できた。 

・ 診療支援部においては，生体検査システムの導入に合わせ，２名について業務量
が増加した生理検査部門への配置替えを行った。 

・ 病棟医師からの依頼に対応して薬剤部における入院患者の持参薬識別の対象を全
入院患者に拡大した。 

④適切な医療従事者等の配置に関する具体
的方策等 

【248-1】 
・ 看護部，薬剤部，診療支援部等の適正
な人員配置に努める。 

・ 看護師については，病棟ごとの稼働率を考慮した再配置を行った。 
・ 薬剤部については，麻酔科医業務の負担軽減のため，平成21年１月より薬剤師
を手術部に配置することで，手術部における手術用麻酔薬剤の管理・調整を行い，
麻酔サポートを実施した。 

【248-2】 
・ 各部署からのローテートによる職員研
修を行い，安全管理業務等を体験させる
ことで，引き続き職員個々の意識高揚を
図る。 

・ 安全で効率的な共通病床運用のため，一般病床の看護師に対し，ＩＣＵ・救急部
における救急患者への人工呼吸器装着時の安全な管理及び救急時のリスク管理に
関する研修を実施するとともに，化学療法部における抗がん剤静脈注射の安全な実
施とがん化学療法（外来）治療患者の看護に関する研修を実施した。 

・ 医療安全管理を推進するため，採用した医師に対し講習会を２回実施した。 
・ 院内の救命医療体制整備のためのＢＬＳ／ＡＥＤ救命講習会（６回），人工呼吸
器安全管理講習会（６回），医療機器に関する研修（４回），採血・穿刺時の神経
損傷予防研修会を実施した。 

④適切な医療従事者等の配置に関する
具体的方策等 

【248】 
・ 重点化した診療体制において必要な
人員配置に努める。また，職員の知識
・技術の向上を目的とした研修の受講
機会を確保し，職務能力の向上を図
る。 

【248-3】 
・ 新人医療技術職員ヘの講習会を実施し，

職場適応を図る。 

・ 新任看護師に対する技術研修を５回（16 項目）実施したほか，接遇とコミュニ
ケーションについての研修を実施した。また，看護実践能力向上のため事例検討を
行った。あわせて，専任の副看護師長による個々のフォローアップ研修，メンタル
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サポート体制を整備した。なお，育児休業者の職場復帰プログラムを作成し，平成
21年４月の復帰予定者を対象とした復職に向けた技能研修を実施した。 

【248-4】 
・ 医療安全対策及び感染対策等に関する
研修による高度な資格（感染管理認定看
護師，救急看護認定看護師等）の取得の
ための受講機会の確保と支援に努める。 

・ 認定看護師資格者の育成を計画的に実施し，平成19年度に研修を受講した看護
師１名が，皮膚・排泄ケア看護の認定を取得し，専従の褥瘡（床ずれ）管理者をサ
ポートすることにより褥瘡対策に貢献した。 

・ 診療情報管理士資格取得のための研修について，事務職員（研修期間２年，平成
19年度～2年受講）に加え，看護師３名（研修期間１年）が受講を開始した。 
これに伴い，これまで一部負担していた研修費用について，病院が全額負担する

こととした。 
【249】 
・ 外部から研究支援者，技術者を積極
的に受け入れるとともに，優秀な看護
師，技師，事務職員を確保するために，
職員の勤務環境の整備に配慮する。 

【249】 
（２０年度は年度計画なし） 

・ 医員の待遇改善を図るため，平成20年４月より時給単価を1,405円から1,516
円に（7.2％ｕｐ）改定した。 

・ 臨床技能の優れた教員に対し，診療教授，診療准教授の称号をあわせて36名の
医師に付与した。 

・ 看護師更衣室を集約して移設（356㎡）するとともに，設備の充実を図った。 
・ 病棟看護師の平成20年10月から２交代制12時間勤務を試行的に導入した。 
・ 優秀な人材を確保するため，平成20年４月より診療支援部において，非常勤職
員25名を任期付き職員として雇用することで，安定的かつ優秀な人材を確保した。
これによって，診療支援部職員の勤務環境が改善された。 
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○教育研究等の質の向上の状況 

１．入学者選抜方法の改善 
入学後の勉学のミスマッチの防止，特色ある入試形態による他大学との差別化，

共通カリキュラムによる初年次教育の充実などを主な目的として，平成23年度入学
者からの「大くくり」の募集形態による入学者選抜の導入を決定した。国立大学協
会の提言に沿った平成22年度以降の国立大学の入学者選抜制度に基づき，その実施
方法について検討を行い，平成21年７月までに公表することとした。 
 

２．教育改善・教育改革を目的とした教育プロジェクトの推進と展開 
全学又は各部局における教育改善・改革の取組を推進するため，教育改革室が支

援を行い，各種の教育改革支援事業への採択や各部局の教育改革の取組を促進し
た。 
具体的には，総長主導の重点配分経費を活用して，全学教育，学部専門教育及び

大学院教育の充実などを目指した教育改革促進事業を，学内公募により支援した。 
（教育プログラムの開発研究 申請24件，採択13件，配分予算：14,980千円） 
これらの取組により，平成 20 年度においては，文部科学省公募各種教育改革支

援事業のうち，「質の高い大学院教育プログラム」，「大学院教育改革支援プログ
ラム」，「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」及び「戦略的大学連携支援事
業」にそれぞれ１件採択された。 
また，大学の社会貢献の一環として，本学の教育活動の内容や成果を広く社会や

教育関係者に情報提供し活用してもらうことを目的に，教育改革室の主導の下，文
部科学省公募各種教育改革支援事業に採択された本学の10の取組を取りまとめて，
「魅力ある大学教育フォーラム・パネル展」を開催した。 

 
３．キャリア支援の充実を図るためのキャリアセンターの取組 
（１）特色ある就職ガイダンス・セミナーの開催 

① 北海道大学企業研究セミナーの拡大 
就職活動を始める学生が主体的に業界・企業研究を行うための就職支援事

業として，開催日を１日増やし 22 日間にわたり開催した。全国から参加企
業が445社と平成19年度より26社増加し，説明時間も学生が参加しやすい
ように工夫した効果によって，参加学生数は延べ22,093名と平成19年度よ
り3,434名増加した。 

② 内定者向けセミナーの開催 
就職への意欲向上，社会で役立つコミュニケーションスキルの修得等の社

会人としての基礎力アップを目的として，グループワーク型内定者向け「社
会人基礎力アップセミナー」を札幌及び函館キャンパスにおいて各１回開催
した。内定学生のほか就職活動中の学生も多数参加した。 

③ 内定者によるセミナーの開催 
座談会形式による「内定者と語る会2008」を２日間にわたり開催した。参

加した内定者は29業界86名と平成19年度より５業界35名増加し，参加学
生数も250名と平成19年度より29名増加した。 

④ 国家公務員Ⅰ種試験対策講座の充実 
国家公務員Ⅰ種試験受験志望学生を対象として，早期から全学的な支援を

図るため，４，５月に「霞ヶ関連続キャリア講演」を実施した。本学卒業生
等による講演会・懇談会は「霞ヶ関連続キャリア講演」を含めて 11 回開催
し，参加学生は延べ235名と平成19年度から45名増加した。また，ガイダ
ンスは文系編・技術系編に分けて行い，きめ細かい対応を図った。さらに，
全ての試験区分の受験生に課される教養科目については外部専門家を招聘
し，対策講義を実施した。その結果，合格率は平成 19 年度の 11.2％から平
成20年度には12.9％に改善している。 

⑤ 博士課程就職セミナーの開催 
博士課程学生を対象として，本学博士課程ＯＧの協力を得て，博士課程学

生が社会で求められる力を内容とする「北大ＯＧ講演会」を開催した。また，
理学研究院に設置のＳ－ｃｕｂｉｃ（基礎科学上級スキル人材ステーショ
ン）と協力し，博士課程学生と同学生の採用を希望する企業との情報交換の
場として「赤い糸会・札幌（特別版）」を開催した。 

⑥ 教員志望者ガイダンスの充実 
教員を志望する学生を対象として，平成 20 年度の北海道，札幌市の公立

学校教員採用候補者選考検査及び学習指導要領の改正のポイントや教育現
場の現状についての説明を行った。 

⑦ 留学生のための就職支援 
留学生センター主催の入学時オリエンテーション（３回）において，就職

活動の流れ及び日本語能力の重要性など，日本企業に就職を希望する留学生
が事前に理解すべき情報を提供した。また，就職活動を始める留学生に具体
的な指導を行うことを目的として「外国人留学生セミナー」を２回開催した。 

⑧ 東京オフィスを活用した就職支援 
東京で就職活動中の学生を対象に，本学卒業生の協力を得て「就職相談会

ｉｎ東京オフィス」を２回開催した。 
⑨ テレビ会議システムを用いた講演会等の開催 

テレビ会議システムを用いて，東京オフィス・札幌キャンパス・函館キャ
ンパスを結び，国家公務員Ⅰ種試験希望者向け卒業生講演会（６回），教員
志望者ガイダンス（１回），就職ガイダンス（３回）を計10回実施した。 

（２）就職支援「就職相談」 
就職情報企業の協力を得て，エントリーシートの添削や模擬面接などを内容

とする「相談会」を34回（週２回）開催し，131名が参加した。また，増加傾

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項 
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向にある学生相談への対策として，キャリアセンター長経験者による相談を13
回（週２回）行い，53名の相談に対応したほか，キャリアセンタースタッフが
随時学生の就職相談に対応した。相談者数の合計は 1,146 名と平成 19 年度の
990名から約16％も増加した。 

 
４．教育研究拠点の形成（グローバルＣＯＥプログラム等） 

グローバルＣＯＥプログラムの組織的推進のために設置された「グローバルＣＯ
Ｅプログラム検討会」（総長及び全理事を含む総勢33名で構成）では，学内審査に
おいて申請拠点を９拠点に絞込み申請を行った。その結果，３分野３拠点が採択さ
れた。 
このうち，「人獣共通感染症国際共同教育研究拠点の創成」プログラムは，21世

紀ＣＯＥプログラムの後継として，人獣共通感染症の克服に向けた教育・研究をさ
らに推進し，人獣共通感染症リサーチセンターを「人獣共通感染症の国際共同教育
研究拠点」（“International Collaboration Centers for Zoonosis Control”）
に発展させた。これにより，国内外の機関に感染症対策の科学基盤を提供し，さら
に，人獣共通感染症対策の専門家（Zoonosis Control Doctor）の育成，供給を進め
ている。また，平成20年度には文部科学省の委託事業「振興・再興感染症研究拠点
形成プログラム」により，アフリカ・ザンビア共和国に人獣共通感染症リサーチセ
ンター・ザンビア拠点を設置した。 
本学ではこれまで12件の21世紀ＣＯＥプログラムが採択されているが，平成20

年度には平成15年度に採択された６拠点の事後評価が行われ，３拠点については，
「設定された目的は十分達成された」としてＡ評価を受け，残りの３拠点について
も，「設定された目的は概ね達成された」としてＢ評価を受けている。 
 

５．研究拠点の形成 
平成18年度文部科学省科学技術振興調整費「先端融合領域イノベーション創出拠

点の形成」において，｢未来創薬・医療イノベーション形成｣が採択されている。本
プログラムの実施期間は原則10年となっているが，平成20年度は，本事業の３年
目にあたることから，文部科学省による再審査を受けた。その結果，「これまでの
進捗状況及び今後の見通しから判断し，本プログラムの趣旨に合致した成果を実現
することが十分期待されるため，来年度から本格的実施に移行することが適当であ
る」と判断され，今後７年間（中間評価あり）の継続課題として選定された。（平
成18年度採択９課題中，継続は４課題） 
平成20年度科学研究費補助金（特別推進研究）新規採択課題「原始太陽系の解剖

学」では，隕石に存在する鉱物の酸素16に富む物質と，酸素17,18に富む物質の存
在度と分布を，サブミクロン分解能をもつ独自の同位体分析法により決定するなど，
同位体顕微鏡を用いて，隕石のいわゆる「解体新書」を作成することを目標に研究
を進めている。 
平成20年度科学研究費補助金「新学術領域研究（研究領域提案型）」新規採択課

題「ユーラシア地域大国の比較研究」では，ユーラシアの地域大国を総合的，学際
的に比較し，理解を深めるとともに，超大国とその他の国々の間に地域大国という

「中間項」を挿入することによって世界を理解するうえでの新たな視座を提供し，
現代世界の様々な問題について検討を進めている。 
 

６．総長室重点配分経費による研究支援 
１） 総長室重点配分経費を活用し，学内公募により「大型融合プロジェクト研究

支援」（応募６件，採択４件），「全国規模研究集会等の開催支援」（応募５
件，採択５件）及び「若手研究者自立支援」（応募88件，採択36件）の必要
経費に，総額約6,380万円を助成した。特に研究者の競争的資金の獲得を積極
的に支援するとともに，併せて，若手研究者の自立支援を重点的に行った。 

２） 本学で戦略的に取り組んでいる研究や活動及びその成果などを社会に積極的
にアピールするため，九州大学と合同で，活動報告会の開催，定期的なセミ
ナーの開催を行った。  

３） 創成科学共同研究機構，触媒化学研究センター及び電子科学研究所附属ナノ
テクノロジー研究センターが所有する高度な研究機器を学内外の研究者が共用
利用することができる「オープンファシリティ」制度について，管理や技術的
なサポートなどの運営支援を行った。 

 
７．若手研究者の育成と人材育成本部の設置 

文部科学省「若手研究者の自立的研究環境整備促進」事業では，若手研究者の育
成を図るとともに，本学にテニュア・トラック制度を根付かせることを目標として
おり，平成19，20年度に若手研究者（特任助教）10名を採用した。平成20年度に
おいては，外部資金 13 件，36,826 千円（間接経費を含む）を獲得するとともに，
各国のテニュア・トラック制度に関する調査を行うなど，顕著な活動成果を挙げて
いる。 
「若手人材育成シンポジウム“シンフォスター2009”」を開催した。本シンポジ

ウムでは，文部科学省科学技術人材キャリアパス多様化促進事業，女性研究者支援
モデル育成事業など文部科学省からの若手研究者育成支援事業（14件）並びに本学
の独自経費による人材育成事業や部局等における特徴的な取組（８件）を一堂に会
して，相互に紹介・意見交換を行った。これにより，学内の人材育成事業の連携を
進め，さらに人材育成事業に参加している若手研究者の声をもとに，本学における
人材育成及び今後の活動の拠点となる組織の在り方について検討した。 
これらを踏まえ，本学に人材育成事業を定着させ，組織的に発展させるとともに，

統合的な戦略に基づいた人材育成を推進するため，「人材育成本部」を平成21年４
月１日に設置することとした。なお，この人材育成本部では，博士後期課程におけ
るキャリア教育，博士後期課程修了後に本学において研究を続ける研究生や任期を
付して採用されているポスドク研究員及び本学卒業生に対するキャリアデザイン，
並びに研究者を志向する女性の総合的支援を行う。 

 
８．連携協定の締結 

学術研究の進展，北海道の産業技術力の強化や新事業・新産業の創出に貢献する
ため，独立行政法人及び企業との連携協定の締結を推進した。 
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独立行政法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）（平成20年10月31日），日本
電信電話株式会社及び東日本電信電話株式会社（平成20年12月９日）の２件と新
たに協定を締結し，独立行政法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）（平成20年10月16
日）及び独立行政法人物質・材料研究機構（ＮＩＭＳ）（平成21年1月30日）の
２機関との協定を見直した。 
日本電信電話株式会社及び東日本電信電話株式会社との協定は，本学と日本電信

電話株式会社により創出された研究成果を，情報通信に関する事業会社である東日
本電信電話株式会社が事業化を推進することで，本学や日本電信電話株式会社と連
携してビジネスモデルの検討やトライアル等の取り組みを目指したものである。 

 
９．産学連携本部の設置 

北海道地域における広域連携機能の充実と産学官連携活動の一層の強化・効率化
を図るため，平成21年４月１日付けで「知財・産学連携本部」を「産学連携本部」
に改組し，体制の充実を図るとともに，同本部において特定大学技術移転事業を行
うこととした。 
 

10．創成研究機構の設置 
平成20年２月26日付けで，研究戦略室の下に｢創成科学共同研究機構改組検討作

業部会｣及び「共用機器管理センター（仮称）設置検討作業部会」を設置し，検討を
行ってきた。その結果，これまでの「創成科学共同研究機構」における研究推進及
び研究支援機能に加え，全学的な大学運営の観点から学内組織の連携機能を充実さ
せた，新たな大学運営組織「創成研究機構」を平成21年４月１日付けで設置するこ
ととした。 
 

11．留学生サポート・デスクの設置 
留学生の増加により，受入指導教員及び受入部局の支援業務量が増加し，支援内

容が多様化している。 
これら留学生に対する支援には，部局固有のものばかりではなく，日本語が分か

らない留学生や，日本の生活に慣れていない留学生のサポートといった，全学的に
共通した問題点が多数存在する。 
こうした留学生の相談に乗り，また，翻訳や通訳業務を通じて恒常的な支援を行

うため，留学生スタッフを配置し，留学生に対する支援の充実と，各種の助言・情
報提供サービスを行い，併せて部局の教員及び事務職員の負担軽減を図ることを目
的として，留学生サポート・デスクを設置した。 
 

12．留学生専門教育教員の人件費ポイントの留学生センターへの集約 
留学生に対する修学上・生活上の支援を一層充実させるため，部局に分散してい

る留学生専門教育教員の人件費ポイントを留学生センターに集約した。また，留学
生へのワンストップ・サービス等を実現する国際サポートオフィス（仮称）の新設
と併せて，全学的な留学生支援体制を構築していくことを決定した（平成 21 年３
月）。 

 
13．留学生生活実態調査の実施 

大学の国際化の中で，留学生を受け入れるための環境整備（留学生の就学・研究
・生活環境等の改善・整備）は本学の喫緊の課題である。本調査は，本学在籍の全
留学生と教員を対象とし，留学生の生活実態や大学に対する期待・要望などを把握
するとともに，留学生の生活，講義・研究などの支援体制の充実を図るための基礎
資料を得ることを目的として行った。調査はインターネット上で平成21年１月～２
月に実施し，現在，結果について分析中である。平成21年度早期に改善提案を盛り
込んだ報告書を作成するとともに，調査項目を絞り込んで今後定期的に調査を行う
予定である。 

 
 

○ 附置研究所・研究施設の「全国共同利用」について 

 
【触媒化学研究センター】 
① 独創的・先端的な学術研究を推進する全国共同利用がどのように行われている
か。 
平成20年７月に開催されたＧ８北海道洞爺湖サミットに合わせ，本センターが

リードして世界的触媒研究の拠点から研究者を招へいし，持続可能性社会の構築
に向けた触媒化学研究について研究討論を行い，「触媒」を中核とする新たな環
境政策や国際協調枠組みについて，提言「触媒サミット ｉｎ 2008」をまとめた。 

③ 全国共同利用を活かした人材養成についてどのような取組を行っているか。 
グローバルＣＯＥプログラム「触媒が先導する物質科学イノベーション」事業

の「物質科学アジア国際連携大学院プログラム」により，アジアトップクラスの
優秀な学生を迎え入れ，国際感覚に富んだ人材を育成している。 
また，共同利用・共同研究の拠点として，触媒学会と共催し，全国の触媒研究

を行っている研究室の大学院生・学生等を対象に，触媒の基礎を学ぶ機会「北の
国触媒塾」を提供した。 

④ 当該大学内外の研究者及び社会に対する全国共同利用に係る情報提供につい
て，どのような取組を行っているか。 
日本で唯一の触媒化学の研究拠点であることを活かし，「光電気化学・光触媒

ニューズメール」として，教育／人材情報や触媒研究の連携と融合などに関する
情報を研究者及び一般の希望者に向けて配信している。 

 
【低温科学研究所】 
③ 全国共同利用を活かした人材養成についてどのような取組を行っているか。 

雪氷圏科学教育のための国際的な大学間連携プログラム「国際南極大学」を，
大学院環境科学院・農学院と共同で実施しているグローバルＣＯＥプログラム「統
合フィールド環境科学の教育研究拠点形成」事業の重点項目として位置づけた。 
このグローバルＣＯＥプログラムの運営体制の中で，関連教員からなる「南極
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大学タスクフォース」を設置し，事務職員の配置，リサーチアシスタントの採用
等を行った。 
また，ドイツの３機関と連携協定を締結し，「国際南極大学」での相互協力を

より緊密にした。 
④ 当該大学内外の研究者及び社会に対する全国共同利用に係る情報提供につい
て，どのような取組を行っているか。 
サステナビリティ・ウィーク 2008（平成 20 年６月～７月）の際に，「国際南

極大学市民フォーラム『急変する極地－研究の最前線と次世代研究者の育成－』」，
及び「北海道とロシア極東地域の持続可能な開発に向けた環境フォーラム」と題
した市民・研究者向けフォーラムを開催し，研究成果について情報提供を行った。 

 
【スラブ研究センター】 
① 独創的・先端的な学術研究を推進する全国共同利用がどのように行われている
か。 
「北東アジアの冷戦：新しい資料と観点」，「南オセチア紛争と環黒海地域の

跨境政治」をテーマに２度の大規模な国際シンポジウムを行った。また，大・中
規模の研究集会を６回開催し（第１回スラブ・ユーラシア・東アジア・コンファ
レンス，新学術領域研究「ユーラシア地域大国の比較研究」，国際ワークショッ
プ，サステナビリティ・ウィーク2008，国境フォーラムⅡ，公開講座），その他
セミナーなどの研究会活動を24回開催した。これらの成果を基にスラブ・ユーラ
シア叢書第３巻・第４巻，Slavic Eurasian Studies No.19，「スラブ・ユーラシ
ア研究報告集」の４冊を出版した。 

③ 全国共同利用を活かした人材養成についてどのような取組を行っているか。 
日本学術振興会による「若手研究者インターナショナルトレーニングプログラ

ム（ＩＴＰ）」に，「博士号取得後のスラブ・ユーラシア研究者の能力高度化プ
ログラム：跨境的アプローチと比較分析」の実施主体として採択され（平成20～
24 年度），実施初年度である 20 年度においては４名の若手研究者（フェロー）
を海外の大学へ派遣した。 

 
【情報基盤センター】 
① 独創的・先端的な学術研究を推進する全国共同利用がどのように行われている
か。 
文部科学省委託事業「先端研究施設共用イノベーション創出事業 －先端的大規

模計算シミュレーションプログラム利用サービス」を前年度に引き続き実施し，
大学発ソフトウェアの提供およびセンターが有している高度利用技術，効率的な
プログラミングおよび大規模化技術などサポートを行った。本事業による利用募
集にあたって説明会を実施し，本年度は３件の応募があった。 

② 全国共同利用の運営・支援体制がどのように整備され，機能しているか。 
全国共同利用７大学情報基盤センター，筑波大学，東京工業大学及び国立情報

学研究所が連携して，ＮＡＲＥＧＩグリッドコンピューティングシステムの運用
開始に向けたシステム環境整備を行った。 

情報基盤センターの利用者向けポータルページを，平成20年度から実運用を開
始した本学シングルサインオンシステムと連携させ，全国共同利用大型計算機シ
ステム及び学内ネットワークシステムのオンライン申請を実現し，利用者の利便
性を向上させた。 
 
 

○ 附属病院について 

 
1．特記事項 
（１）平成20年度文部科学省「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」に採択され

た「自立した専門医を育むオール北海道プラス１」により，札幌医大，旭川医大，
東京慈恵会医大と連携して関連教育病院を共有化し，後期研修医が卒後10年から
12年までの間に，地域と大学を循環して最適な専門研修を受けることができる研
修システムを構築した。また，本事業の開始にあたり専任教員として，特任講師
１名，特任助教２名，事務補佐員１名を採用した。 

（２）低出生体重児等ハイリスク分娩への体制を整備するため，ＮＩＣＵ（新生児集
中治療室）３床増床とＧＣＵ（継続保育室）７床新設，合計10床が特例病床とし
て申請した結果，承認されたのを受け，平成21年４月末から稼働することとした。 

（３）平成20年４月から緩和ケアチームが本格稼動し，平成21年１月に緩和ケア外
来を開設した。がん診療体制を整備し，平成21年２月に厚生労働省より地域がん
診療連携拠点病院の指定を受けた。 

（４）高度先進医療支援センターにおいて，造血幹細胞移植を中心に76件の細胞採取
・調整業務を行い，細胞治療，再生医療を促進した。また，細胞プロセッシング
ルームの細胞無菌培養室に担当者を配置し，ＧＭＰ準拠の文書作成や環境維持管
理などの体制を整備した。 

 
２．共通事項に係る取組状況 
（１）教育・研究面の観点 
○ 教育のための組織体制（支援環境）の整備状況 
・ 従来２年目の必修科（小児科，産婦人科，精神科各１ヵ月計３ヵ月）について，
１年目での研修を可能とした。これに合わせ１年目で研修することになっていた
必修科（内科，外科，救急・麻酔いずれか３ヵ月）を２年目に選択することを可
能とし，２年目に同一の診療科で 11 カ月を継続して臨床研修ができることとし
た。 

・「特記事項の（１）参照」 
○ 教育の質を向上するための取組状況（教育研修プログラム（総合的・全人的教育

等）の整備・実施状況） 
・ 研修医の医療技術向上を図るため，シミュレーション施設（スキルズラボ）を
設置し，各種シミュレーター機器を拡充し，教育・研修の環境を整備した。 

○ 研究の質を向上するための取組状況（高度先端医療の研究・開発状況等） 
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・「特記事項の（４）参照」 
・ 平成18年度文部科学省科学技術振興調整費「先端融合領域イノベーション 
創出拠点の形成」で採択された「未来創薬・医療イノベーション形成」プログ
ラムに基づき，世界初の頭部用半導体ＰＥＴを病院内に導入し，頭頚部癌の診
断精度向上についての研究成果を公表した。併せて64スライスＣＴ装置の装着
された最新式全身用ＰＥＴ－ＣＴ装置を導入し，幅広い臨床研究ができる体制
を整備した。これら先駆的なサイクロトロン，ＰＥＴシステムを用いて病院内
で実施されている種々の先駆医療の効果判定を検証できる体制づくりを開始し
た。 

（２）診療面の観点 
○ 医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む） 

・ 全病棟，中央診療ナースセンター，外来，化学療法部等に静脈注射エキス
パートナース100名を配置し，看護師による静脈注射を実施した。これにより
医師の業務の一部軽減化が推進できた。 

・ 麻酔科医業務の負担軽減のため，平成21年１月より薬剤師を手術部に配置 
することで，手術部における手術用麻酔薬剤の管理・調整を行い，麻酔サポー
トを実施した。 

・ 診療支援部において，生体検査システムの導入に合わせ，職員２名を業務量
が増加した生理検査部門へ配置替した。 

○ 医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況 
・ 危険薬剤等に関するマニュアルと業務手順書の改訂及び情報の収集・管理体
制の整備を行い，医薬品安全使用の管理体制を強化した。 

・ 全職員を対象とした医療安全対策に関するアンケート調査を実施し，医療安
全に関する取り組みの周知・啓発を図った。 

・ レベル３ｂ以上（傷害の程度を影響度により０～５段階レベルに分類，死亡
はレベル５）の有害事象が発生した時の対応として，ＲＣＡ分析（ＲＣＡとは
根本原因を追究することであり，再発防止を目的としたアクシデント・インシ
デントの事故原因を追究すること）による再発防止策を策定した。 

・ 安全で効率的な共通病床運用のため，一般病床の看護師に対し，ＩＣＵ・救
急部における救急患者への人工呼吸器装着時の安全な管理及び救急時のリスク
管理に関する研修を行った。 

・ 化学療法部における抗がん剤静脈注射の安全な実施とがん化学療法（外来）
治療患者の看護に関する研修を行った。 

・ 院内感染対策講演会を51回実施し，ビデオ同時放映による会場拡大により，
職員の教育研修機会の充実を図った。 

○ 患者サービスの改善・充実に向けた取組状況 
・ 患者満足度調査を実施し，要望のあったスターバックスをアメニティーホー
ルに設置するなど患者サービスの向上を図った。 

・ 増加する患者からの苦情相談，院内暴力等に対応するため，専任の担当者を
配置するとともに，患者からの投書について関係部署に通知し，部署における
意識の向上を図った。 

○ がん・地域医療等社会要請の強い医療の充実に向けた取組状況 
・ 平成21年２月「地域がん診療連携拠点病院」に指定された。 
・ 平成20年４月から緩和ケアチームが本格稼動し172名の患者を受け入れた。 
・ 先進医療（新規）について，胸部悪性腫瘍に対するラジオ波焼灼療法，腎悪
性腫瘍に対するラジオ波焼灼療法，超音波骨折治療法の計３件を新たに届け出
た。 

・ 外来医療体制として，「膝の軟骨検査外来」，「生殖医療センター」，「緩
和ケア外来」，「ピロリ菌専門外来」を開設した。 

・ 平成20年10月より札幌市救急医療体制（妊婦夜間救急搬送の輪番制）に登
録し，緊急搬送の受け入れを開始した。 

・ 平成21年２月より札幌市医師同乗救急搬送業務（ドクターカー）への協力を
開始した。 

（３）運営面の観点 
○ 管理運営体制の整備状況 
・ 病院の管理運営に関する重要事項を審議する「病院執行会議」を22回開催し，

教育・研究面，診療面及び運用面の重要事項について迅速な審議を行った。 
その結果，麻酔科・ＩＣＵサポート体制の決定，インセンティブ経費の決定，

診療科別医員配置員数の決定，地域医療支援プロジェクトの策定，臨床研究制
度改定への対応などを行った。 

・ 病院経営の企画・執行機能をより一層強化するため，従来の経営企画室を病
院長直轄の企画マネジメント部に改組した。 

・ 共通病床の運用について，病床を決定する権限を「センター職員」としてい
た共通病床運用要項を改定して「副看護部長」とし，体制の見直しを行った。
これにより，効率的かつ計画的な共通病床の運用が可能となり，高稼働率へと
することができた。 

○ 外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況 
・ （財）日本医療機能評価機構により平成19年６月に指摘を受けた改善要望事

項，留意事項について，改善に向けた取組を実施したうえで再受審した結果，
（財）日本医療機能評価機構の定める認定基準を達成したものと認定された。 

○ 経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況 
・ 平成20年５月から，院内専用ホームページに診療科別の月別診療データ（対

前年度及び目標額との比較，請求額，患者数，単価，在院日数，医療費率）を
掲載し，請求目標額達成への意識を高めた。 

○ 収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況） 
・ 薬剤見直しワーキンググループにおいて，薬効別に分類した18のグループに

ついて，順次，品目の絞り込み，ジェネリック薬品への切り替えを促進した結
果，平成19年度医療費率35.5％に対し，平成20年度医療費率は33.5％となり
（いずれも７対１基本診療料を含んだ請求額に対する比率），医療費の大幅な
削減を図った。 

・ 増収方策の一環として，平成20年10月，ＭＲＩを２基増設（３→５基体制），
平成20年12月，ＰＥＴ－ＣＴを導入した。 



北海道大学 

- 123 -

○ 地域連携強化に向けた取組状況 
・ 地域医療連携福祉センターでは，連携登録病院をこれまでの急性期病院を中
心とした51医療機関から療養型医療施設を含む664医療機関（医科）へと大幅
に拡大した。これにより，前方支援としての紹介患者の受入増と後方支援とし
ての退院患者の転院先確保など，地域医療機関との連携ネットワーク機能を強
化した。 
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※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 

１１２億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ

することも想定される。 

１ 短期借入金の限度額 

１０２億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借入れす

ることも想定される。 

該当なし。 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

磁気共鳴断層撮影システム整備に必要となる経

費の長期借入れに伴い，本学病院の敷地及び建物に

ついて，担保に供する。 

北方生物圏フィールド科学センター森林圏ス

テーション北管理部天塩研究林の土地の一部（北海

道天塩郡幌延町，２７，３００㎡）を譲渡する。 

北方生物圏フィールド科学センター森林圏ス

テーション北管理部雨龍研究林の土地の一部（北海

道雨竜郡幌加内町，４５，９９５.０４㎡）を譲渡

する。 

外国人留学生会館敷地（北海道札幌市北区北１１

条西３丁目１９番地，１，２９４．４２㎡）を譲渡

する。 

外国人留学生会館敷地（北海道札幌市北区北１１

西３丁目１９番地，１，２９４．４２㎡）を譲渡す

る。 

外国人留学生会館敷地（北海道札幌市北区北11西３丁目19番

地，1,294.42㎡）を譲渡した。 

<内訳> 

 ○相手方：医療法人社団太黒胃腸科病院 

 ・譲渡年月日：平成20年５月９日 

 ・用途及び面積 

   医療施設建設用地 1,294.42㎡ 

Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

○ 決算において剰余金が発生した場合は， 

・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

○ 決算において剰余金が発生した場合は， 

・ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

目的積立金のうち，1,881百万円を教育研究の質の向上及び

組織運営の改善に充てた。 

Ⅵ 剰余金の使途 
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○ 計画の実施状況等 

・ 耐震対策事業については，施設整備費補助金（3,185百万円）により工事を完了した。 

・ 理系ゾーン改修（３号館） については，施設整備費補助金（896百万円）により工事を完了した。 

・ 札幌団地環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設整備等事業については，施設整備費補助金（368百万円）により15年中５年目の事業が完了した。 

・ 小規模改修については，国立大学財務・経営センター施設費補助金（113百万円）により11件の営繕事業を完了した。 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 

施設・設備の内容 
予定額 

(百万円) 
財 源 

・札幌団地研究棟改修

・小規模改修 

・磁気共鳴断層撮影シス

テム 

・災害復旧工事 

総額 

１，８２９ 

 

施設整備費補助金 

（８２２）

船舶建造費補助金 

（ ０）

長期借入金 

（２５４）

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

（７５３）

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度

合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算

している。 

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，

国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入金につ

いては，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，

具体的な額については，各事業年度の予算編成過程等におい

て決定される。 

 

施設・設備の内容 
予定額 

(百万円) 
財 源 

・耐震対策事業 

・人獣共通感染症リサー

チセンター 

・札幌団地環境資源バイ

オサイエンス研究棟

改修施設整備等事業

（ＰＦＩ） 

・小規模改修（営繕事業）

総額 

４，５６２ 

 

施設整備費補助金 

 （４，４４９）

船舶建造費補助金 

 （０）

長期借入金 

 （０）

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

 （１１３）

（注１）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案

した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・設

備の改修等が追加されることもあり得る。 

 

施設・設備の内容 
決定額 

(百万円) 
財 源 

・耐震対策事業 

・人獣共通感染症リサー

チセンター 

・札幌団地環境資源バイ

オサイエンス研究棟

改修施設整備等事業

（ＰＦＩ） 

・小規模改修（営繕事業）

 総額 

 ４，５６２ 

施設整備費補助金 

 （４，４４９） 

船舶建造費補助金 

 （０） 

長期借入金 

 （０） 

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

 （１１３）  

Ⅶ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を図る

ため次の方策を講ずる。 

① 公正で納得性の高い人事評価システムの整備につ

いて検討し，能力，職責及び業績を適切に反映した

人事給与制度の導入に取り組む。 

② 定年に達した優れた教員を引き続き教育研究業務

等に従事させるため，勤務延長制度や再雇用制度を

導入する。 

③ 教員の流動性を向上させ教育研究の活性化を図る

ため，再任可能な任期制を一定の要件の下に導入す

ることについて，研究科等の組織単位ごとに検討す

る。 

④ 外国人教員，女性教員の採用を促進するための基

盤整備等に取り組む。 

⑤ 事務職員を対象とするコース別人事管理制度の導

入に取り組む。 

 

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

２３８，２５５百万円（退職手当は除く） 

組織の活性化を促進し，教育研究の質的向上を図る

ため次の方策を講ずる。 

① 事務職員の能力や業績を的確に把握しうる公正で

納得性の高い人事評価システムの導入に向け，平成

１９年度に実施した，医療系職員に対する新たな勤

務評定の試行結果について検証を行うとともに，平

成１９年度に評定体制等について検討を進めた技術

系職員等に対する試行を実施し，検証を行う。その

上で，国が進める「新たな人事評価制度の導入」（平

成２０年度以降）に向けた動きも見据えつつ，平成

２１年度の本格実施に向け，人事評価システム全体

を構築する。 

② 高度の専門性を有する業務に従事する職員を確保

するため，教員，事務職員等従来の画一的職種区分

にとらわれない職種を設定する。 

③ 平成１７年度に策定した人件費削減計画に基づき

人件費の削減を図る。 

（参考１）平成２０年度の常勤職員数３，８２６人 

また，任期付職員数の見込みを２２０人とする。

（参考２）平成２０年度の人件費総額見込み 

４１，１３４百万円（退職手当は除く） 

 

① 平成19年度に医療系職員を対象に実施した新たな

勤務評定の試行結果について検証を行うとともに，

技術系職員及び船員を対象にした試行を実施しその

検証を行った。その上で，平成21年度の本格実施に

向け，国が進める「新たな人事評価制度」の施行状

況を踏まえた全学的な試行を実施し，人事評価シス

テムを構築した。（Ｐ17,【19】参照） 

② 企画・経営室において，新たに考えられる職種に

係る職群や処遇等について検討し，平成21年度から

職員の中に新たに高度の専門性を有する業務に従事

する専門職群を設けることとした。（Ｐ22,【36】参

照） 

③  教員については，人件費削減を反映させた「ポイ

ント制教員人件費管理システム」に基づき人員管理

を行い，事務系職員については，業務の効率化・合

理化等と併せて事務部の統合等により一定の員数を

削減した。 

  これらの計画に基づき，1.9％の人件費の削減を

図った。（Ｐ22,【37】参照） 

Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 
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○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充

足の状況について） 

 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

 (a) 

(人)

(b) 

(人)

(a)/(b)×100 

(%)

文学部 760 896 117.9%
人文科学科 760 896 117.9%

教育学部 220 262 119.1%
教育学科 220 262 119.1%

法学部 850 985 115.9%
法学課程 850 985 115.9%

経済学部* 760 849 111.7%
経済学科 300 339 113.0%
経営学科 270 291 107.8%
１年次（学科分属前） 190 219 115.3%

理学部** 1,200 1,343 111.9%
数学科 100 112 112.0%
物理学科 70 86 122.9%
化学科 150 164 109.3%
生物科学科 160 180 112.5%
地球科学科 120 138 115.0%
１～２年次（学科分属前） 600 663 110.5%

医学部 1,355 1,434 105.8%
医学科 595 598 100.5%
(うち医師養成に係る分野) (595) (598) (100.5%)
保健学科 760 836 110.0%

歯学部 360 371 103.1%
歯学科 360 371 103.1%
(うち歯科医師養成に係る分野) (360) (371) (103.1%)

薬学部** 320 330 103.1%
１～３年次（学科分属前） 240 242 100.8%
総合薬学科※17 80 88 110.0%

工学部 2,700 2,939 108.9%
応用理工系学科 640 679 106.1%
情報エレクトロニクス学科 720 789 109.6%

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

機械知能工学科 480 519 108.1% 
環境社会工学科 840 884 105.2% 
３年次編入学（各学科共通） 20 68 340.0% 
材料工学科（旧） － [11] － 
応用化学科（旧） － [4] － 
情報工学科（旧） － [12] － 
電子工学科（旧） － [18] － 
システム工学科（旧） － [11] － 
応用物理学科（旧） － [31] － 
原子工学科（旧） － [9] － 
機械工学科（旧） － [11] － 
土木工学科（旧） － [22] － 
建築都市学科（旧） － [4] － 
環境工学科（旧） － [6] － 
資源開発工学科（旧） － [6] － 

農学部* 860 936 108.8% 
生物資源科学科 108 115 106.5% 
応用生命科学科 90 94 104.4% 
生物機能化学科 105 109 103.8% 
森林科学科 108 116 107.4% 
畜産科学科 69 76 110.1% 
農業工学科 90 91 101.1% 
農業経済学科 75 85 113.3% 
１年次（学科分属前） 215 250 116.3% 
１年次（学科分属前）（旧） － [2] － 

獣医学部 240 263 109.6% 
獣医学科 240 263 109.6% 

水産学部** 860 929 108.0% 
海洋生物科学科 54 53 98.1% 
海洋資源科学科 53 36 67.9% 
増殖生命科学科 54 54 100.0% 
資源機能化学科 54 53 98.1% 
１～２年次（学科分属前） 430 472 109.8% 
水産海洋科学科※17 40 52 130.0% 
海洋生産システム学科※17 40 68 170.0% 
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

海洋生物生産科学科※17 60 71 118.3%
海洋生物資源化学科※17 60 70 116.7%
水産教員養成課程※17 15 0 0.0%
（うち水産教員養成に係る分野） (15) (0) (0%)

学士課程 計 10,485 11,537 110.0%
〔学科,専攻の廃止後も在籍する学生数計〕 [147]
文学研究科 236 224 94.9%
思想文化学専攻 36 41 113.9%
歴史地域文化学専攻 76 70 92.1%
言語文学専攻 76 69 90.8%
人間システム科学専攻 48 44 91.7%

教育学研究科  
教育学専攻(旧) － [15] －

法学研究科 40 49 122.5%
法学政治学専攻 40 49 122.5%

経済学研究科 60 58 96.7%
現代経済経営専攻 60 58 96.7%
経済システム専攻（旧） － [1] －

現代経済経営専攻（旧） － [1] －

理学研究科  
数学専攻(旧) － [1] －

物理学専攻(旧) － [1] －

化学専攻(旧) － [1] －

医学研究科 60 60 100.0%
医科学専攻 60 60 100.0%

工学研究科 680 870 127.9%
応用物理学専攻 68 88 129.4%
有機プロセス工学専攻 50 72 144.0%
生物機能高分子専攻 40 54 135.0%
物質化学専攻 34 37 108.8%
材料科学専攻 60 81 135.0%
機械宇宙工学専攻 42 56 133.3%
人間機械システムデザイン専攻 40 55 137.5%
エネルギー環境システム専攻 40 54 135.0%
量子理工学専攻 34 51 150.0%

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

環境フィールド工学専攻 46 39 84.8% 
北方圏環境政策工学専攻 36 59 163.9% 
建築都市空間デザイン専攻 36 47 130.6% 
空間性能システム専攻 44 55 125.0% 
環境創生工学専攻 56 58 103.6% 
環境循環システム専攻 54 64 118.5% 

水産科学研究科   
生命資源科学専攻（旧） － [1] － 

地球環境科学研究科   
物質環境科学専攻（旧） － [1] － 

国際広報メディア研究科   
国際広報メディア専攻（旧） － [10] － 

情報科学研究科 354 417 117.8% 
複合情報学専攻 48 60 125.0% 
コンピュータサイエンス専攻 48 64 133.3% 
情報エレクトロニクス専攻 78 85 109.0% 
生命人間情報科学専攻 66 62 93.9% 
メディアネットワーク専攻 60 82 136.7% 
システム情報科学専攻 54 64 118.5% 

水産科学院 180 199 110.6% 
海洋生物資源科学専攻 86 95 110.5% 
海洋応用生命科学専攻 94 104 110.6% 

環境科学院 322 276 85.7% 
環境起学専攻 88 58 65.9% 
地球圏科学専攻 74 65 87.8% 
生物圏科学専攻 104 103 99.0% 
環境物質科学専攻 56 50 89.3% 

理学院 406 427 105.2% 
数学専攻 92 94 102.2% 
化学専攻 112 124 110.7% 
量子理学専攻 48 39 81.3% 
宇宙理学専攻 36 36 100.0% 
自然史科学専攻 78 87 111.5% 
生命理学専攻 40 47 117.5% 

農学院 300 343 114.3% 
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

共生基盤学専攻 96 80 83.3%
生物資源科学専攻 84 99 117.9%
応用生物科学専攻 36 66 183.3%
環境資源学専攻 84 98 116.7%

生命科学院 270 282 104.4%
生命科学専攻 270 282 104.4%

教育学院 90 85 94.4%
教育学専攻 90 85 94.4%

国際広報メディア・観光学院 84 93 110.7%
国際広報メディア専攻 54 59 109.3%
観光創造専攻 30 34 113.3%

保健科学院 26 31 119.2%
保健科学専攻 26 31 119.2%

修士課程 計 3,108 3,414 109.8%
〔学科,専攻の廃止後も在籍する学生数計〕 － [32] －

文学研究科 177 269 152.0%
思想文化学専攻 27 44 163.0%
歴史地域文化学専攻 57 92 161.4%
言語文学専攻 57 77 135.1%
人間システム科学専攻 36 56 155.6%

教育学研究科 21 76 361.9%
教育学専攻※18 21 76 361.9%

法学研究科 45 57 126.7%
法学政治学専攻 45 57 126.7%

経済学研究科 45 28 62.2%
現代経済経営専攻 45 28 62.2%
経済システム専攻（旧） － [12] －

現代経済経営専攻（旧） － [7] －

経営情報専攻（旧） － [1] －

理学研究科 

数学専攻(旧) － [10] －

物理学専攻(旧) － [8] －

化学専攻(旧) － [8] －

生物科学専攻(旧) － [12] －

地球惑星科学専攻(旧) － [13] －

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

医学研究科 420 434 103.3% 
医学専攻 200 192 96.0% 
生体機能学専攻※18 40 11 27.5% 
病態制御学専攻※18 60 98 163.3% 
高次診断治療学専攻※18 48 65 135.4% 
癌医学専攻※18 24 35 145.8% 
脳科学専攻※18 28 10 35.7% 
社会医学専攻※18 20 23 115.0% 
内科系専攻（旧） － [1] － 
外科系専攻（旧） － [4] － 

歯学研究科 168 142 84.5% 
口腔医学専攻 168 142 84.5% 

薬学研究科   
生体分子薬学専攻(旧) － [4] － 
創薬化学専攻(旧) － [2] － 

工学研究科 255 243 95.3% 
応用物理学専攻 24 21 87.5% 
有機プロセス工学専攻 18 12 66.7% 
生物機能高分子専攻 15 17 113.3% 
物質化学専攻 15 12 80.0% 
材料科学専攻 21 16 76.2% 
機械宇宙工学専攻 15 15 100.0% 
人間機械システムデザイン専攻 15 16 106.7% 
エネルギー環境システム専攻 15 13 86.7% 
量子理工学専攻 15 11 73.3% 
環境フィールド工学専攻 15 7 46.7% 
北方圏環境政策工学専攻 15 23 153.3% 
建築都市空間デザイン専攻 15 16 106.7% 
空間性能システム専攻 15 11 73.3% 
環境創生工学専攻 21 23 109.5% 
環境循環システム専攻 21 30 142.9% 
システム情報工学専攻（旧） － [2] - 
電子情報工学専攻（旧） － [1] - 
量子物理工学専攻（旧） － [1] - 
量子エネルギー工学専攻（旧） － [1] - 
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

機械科学専攻（旧） － [2] -
都市環境工学専攻（旧） － [3] -
環境資源工学専攻（旧） － [3] -

農学研究科  
生物資源生産学専攻(旧) － [19] -
環境資源学専攻(旧) － [16] -
応用生命科学専攻(旧) － [7] -

獣医学研究科 96 91 94.8%
獣医学専攻 96 91 94.8%

水産科学研究科  
環境生物資源科学専攻（旧） － [10] -
生命資源科学専攻（旧） － [6] -

地球環境科学研究科  
地圏環境科学専攻（旧） － [2] -
生態環境科学専攻（旧） － [5] -
物質環境科学専攻（旧） － [2] -
大気海洋圏環境科学専攻（旧） － [3] -

国際広報メディア研究科 14 22 157.1%
国際広報メディア専攻※18 14 22 157.1%

情報科学研究科 126 148 117.5%
複合情報学専攻 12 29 241.7%
コンピュータサイエンス専攻 24 15 62.5%
情報エレクトロニクス専攻 24 25 104.2%
生命人間情報科学専攻 18 22 122.2%
メディアネットワーク専攻 24 35 145.8%
システム情報科学専攻 24 22 91.7%

水産科学院 105 97 92.4%
海洋生物資源科学専攻 51 45 88.2%
海洋応用生命科学専攻 54 52 96.3%

環境科学院 192 144 75.0%
環境起学専攻 45 21 46.7%
地球圏科学専攻 45 35 77.8%
生物圏科学専攻 69 64 92.8%
環境物質科学専攻 33 24 72.7%

理学院 255 153 60.0%

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

数学専攻 51 21 41.2% 
化学専攻 66 43 65.2% 
量子理学専攻 30 14 46.7% 
宇宙理学専攻 24 19 79.2% 
自然史科学専攻 60 44 73.3% 
生命理学専攻 24 12 50.0% 

農学院 150 135 90.0% 
共生基盤学専攻 48 43 89.6% 
生物資源科学専攻 42 28 66.7% 
応用生物科学専攻 18 26 144.4% 
環境資源学専攻 42 38 90.5% 

生命科学院 126 100 79.4% 
生命科学専攻 126 100 79.4% 

教育学院 42 29 69.0% 
教育学専攻 42 29 69.0% 

国際広報メディア・観光学院 34 25 73.5% 
国際広報メディア専攻 28 18 64.3% 
観光創造専攻 6 7 116.7% 

博士後期課程 計 2,271 2,193 96.6% 
〔学科,専攻の廃止後も在籍する学生数計〕 － [165] － 
法学研究科 300 260 86.7% 
法律実務専攻 300 260 86.7% 

経済学研究科 40 46 115.0% 
会計情報専攻 40 46 115.0% 

公共政策学教育部 60 73 121.7% 
公共政策学専攻 60 73 121.7% 

専門職学位課程 計 400 379 94.8% 
 

（注１)※16 を付した研究科の専攻及び学部の学科は，平成16 年度をもって募集を停

止した専攻及び学科を，※17を付した研究科の専攻及び学部の学科は，平成17

年度をもって募集を停止した専攻及び学科を，※18 を付した研究科の専攻は，

平成18年度をもって募集を停止した専攻を示す。 

（注２）＊を付した学部の各学科における収容定員及び収容数は、２～４年次を示す。 

（注３）＊＊を付した学部の各学科における収容定員及び収容数は、３～４年次を示

す。 
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○ 計画の実施状況等 

 

１ 定員充足率が90％未満の主な理由 

 

【学士課程】 

学部の学科等 主な理由 

水産学部 

・海洋資源科学科 

・水産教員養成課程※17 

 水産学部は，平成 18 年度の組織再編後初めての学科

分属であったが，留年し新学科に分属しなかった者の数

が，海洋資源科学科に直接反映され収容数が下回った。

年次進行に伴い留年者が進級し解消する予定である。 

 水産教員養成課程の学生定員については，各学科に均

等になるよう学生を配属しているため，収容数が０人と

なった。なお，当該課程は，組織再編に伴い学生募集を

中止しており，年次進行で解消する予定である。 

 

【修士課程】 

研究科の専攻等 主な理由 

工学研究科 

・環境フィールド工学専攻

 退職した教員の分野における平成 19 年度の進学希望

者が一時的に減少したことにより収容数が下回った。後

任の教員補充や 10 月入学者の受入れなどにより，充足

率は昨年度より上昇している。  

環境科学院 

・環境起学専攻 

・地球圏科学専攻 

・環境物質科学専攻 

 学生確保のための広報が不足していたこと，想定して

いた人数以上に入学辞退者がいたことにより，収容数が

下回った。 

理学院 

・量子理学専攻 

 学生確保のための広報が不足していたことにより，収

容数が下回った。 

農学院 

・共生基盤学専攻 

異動した教員の分野における進学希望者が減少した

こと及び学生募集に際し，専攻の領域横断的な特色につ

いての広報が不足していたことにより，収容数が下回っ

た。 

 

 

【博士後期課程】 

研究科の専攻等 主な理由 

経済学研究科 

・現代経済経営専攻 

 博士後期課程修了後の就職状況の悪化に伴い，博士後

期課程志願者が減少したことにより，収容数が下回っ

た。 

医学研究科 

・生体機能学専攻※18 

・脳科学専攻※18 

 基礎医学分野から構成される専攻であること，平成16

年度から必修化された新臨床研修制度により，志願者が

減少し収容数が下回った。なお，当該専攻は平成 19 年

度の組織再編に伴い，学生募集を中止しており，年次進

行で解消する予定である。 

歯学研究科 

・口腔医学専攻 

 平成 18 年度から義務付けられた１年間の卒後臨床研

修により，18年度に入学した新卒者が０名となるなど志

願者が減少し，今年度もその影響により，収容数が下回

った。 

工学研究科 

・応用物理学専攻 

・有機プロセス工学専攻 

・物質化学専攻 

・材料科学専攻 

・エネルギー環境システム専攻 

・量子理工学専攻 

・環境フィールド工学専攻

・空間性能システム専攻 

昨年度までの好景気により，修士課程学生に対する企

業の求人活動が活発となり，多くの修士課程修了者が企

業等に就職したため，博士後期課程進学希望者が減少し

たこと，及び在学期間を短縮して修了した学生がいるこ

とから収容数が下回った。 

なお，秋期入学の実施により，10月入学者を工学研究

科全体で29名受け入れた。 

情報科学研究科 

・コンピュータサイエンス専攻 

 多くの修士課程修了者が企業等に就職し，博士後期課

程進学希望者が少なかったことから収容数が下回った。 

水産科学院 

・海洋生物資源科学専攻 

 近年の経済状況の悪化により学資の確保が困難なこ

と及び博士後期課程修了者の就職状況が改善しないこ

とから進学希望者が減少し，収容数が下回った。 

環境科学院 

・環境起学専攻 

・地球圏科学専攻 

・環境物質科学専攻 

 環境起学専攻は，修士課程の半分を占める統合コース

が高度職業人養成を主たる目的としているため，修士課

程修了時に就職する学生が多いこと，その他の専攻につ

いては，博士後期課程修了者の就職状況が改善しないこ

となどから進学希望者が減少し，収容数が下回った。 

理学院 

・数学専攻 

 これらの分野における研究・開発職の需要が低迷して

いること及び学生確保のための広報が不足していたた
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研究科の専攻等 主な理由 

・化学専攻 

・量子理学専攻 

・宇宙理学専攻 

・自然史科学専攻 

・生命理学専攻 

め，収容数が下回った。 

 

農学院 

・共生基盤学専攻 

・生物資源科学専攻 

 学生確保のための広報が不足していたこと及び関連

業界，研究機関からの修士課程修了者に対する求人増に

より進学希望者が減少し，収容数が下回った。 

生命科学院 

・生命科学専攻 

 これらの分野における研究・開発職の社会的需要が 

低迷しているため，収容数が下回った。 

教育学院 

・教育学専攻 

 博士後期課程修了後の就職状況の悪化に伴い，博士後

期課程志願者が減少したことにより，収容数が下回っ

た。 

国際広報メディア・観光学院 

・国際広報メディア専攻 

 博士後期課程修了後の就職不安，修士修了者の就職状

況の好転による進学希望者の減少により，収容数が下回

った。 

 

【専門職学位課程】 

研究科の専攻等 主な理由 

法学研究科 

・法律実務専攻 

 入学定員は100名であり，収容定員は３年課程として

300 名となっているが，入学者のうち半数が法学既修者

を対象とした２年課程であり，２年修了時に半数の 50

名が修了するため，収容数を下回っている。（実質的な

収容定員は250名である）。 

 

２ 秋期入学の実施状況及び入学者数 

 
修士課程 法学研究科 5名
 工学研究科 10名
 情報科学研究科 2名
 環境科学院 5名
 理学院 3名
 農学院 5名
 生命科学院 0名
  
博士後期課程 法学研究科 1名
 工学研究科 29名
 獣医学研究科 8名
 情報科学研究科 10名
 水産科学院 12名
 環境科学院 3名
 理学院 18名
 農学院 7名
 生命科学院 9名
 国際広報メディア・観光学院 2名
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